
 

 

 

2025 年 

地域安全学会 梗概集 
PROCEEDINGS OF THE ANNUAL CONFERENCE OF 

THE INSTITUTE OF SOCIAL SAFETY SCIENCE 

                                         No.57 (2025) 
 

 

 

 

 

 

 

 

2025 年 10 ⽉ 
⼀般社団法⼈ 地域安全学会 
INSTITUTE OF SOCIAL SAFETY SCIENCE 



はじめに 
 

災害が頻発しています。内閣府防災情報のページを⾒ると、2025 年 1 ⽉から 9 ⽉末まで
に災害救助法が適⽤になった災害は 12 件もあります。特に⼤⾬や台⾵などの気象系の災害
が確実に増加しているように思います。また、ニュースに流れる線状降⽔帯や記録的短時
間⼤⾬情報、⼤⾬特別警報などの⾔葉を、なんら特別感なく受け取っている⾃分に驚きま
す。まさに災害が⾮⽇常のできごとではなく、病気や事故と同じ⽇常のできごととして、
⾝近な存在になってきたと感じています。 

⾃然現象は発⽣するものであって、結果が災害となるかどうかは社会の側の問題です。
技術の⼒だけで対応することには限界があります。⼈⼝減少が確実なわが国において、現
状の維持ではない社会のデザインの⼤幅な変更が必要だと感じています。さらに費⽤負担
のあり⽅も再検討する必要があります。現在は⾮⽇常なできごとと考えられているため、
国や⾃治体などが都度、税⾦から費⽤を捻出していますが、⽇常のできごとであるならば、
医療や介護と同じように強制加⼊の皆保険を検討する必要があるかもしれません。このよ
うな社会のデザイン変更に関する課題には、多くの基礎的な研究の蓄積と分野横断的な議
論が必要になります。 

来年（2026 年）は熊本地震から 10 年になります。熊本地震で注⽬された問題の⼀つは、
災害関連死が直接死の４倍も発⽣したという事実でした。災害関連死はわが国では、阪神・
淡路⼤震災以降注⽬されてきた事象ですが、災害関連死が直接死を上回る事態がたびたび
発⽣しています。2024 年の能登半島地震においてもこの状況は変わらず、直接死 228 名に
対して災害関連死 406 名と約２倍になっています。最近、スフィア基準を踏まえた避難所
の整備という話題が注⽬されています。もちろん避難所の環境改善の課題は重要項⽬の⼀
つですが、災害関連死を減らすにはさらに多くの分野にわたる研究と実践が必要となりま
す。地域安全学会では、研究発表会やそのほかのさまざまな機会を通じて、このような分
野横断的な研究や議論を⽀援してゆきたいと考えております。 

今回の発表会では査読論⽂ 27 編と⼀般論⽂ 38 編の発表が⾏われます。運営準備をして
くださった各委員会の皆様、そして研究成果を共有してくださる会員の皆様に敬意と感謝
の意を表します。 
会員の皆様には、地域安全学会の益々の発展に向けて、引き続きご理解とご協⼒をお願い
申し上げます。 
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1. 東日本大震災䛾被災世帯数䛿阪神・淡路大震災より大きい䛾か？ 牧 紀男

2. 被災住宅画像を用いた類似度ベース䛾画像検索手法䛾提案 荒木 撤兵

3. 福祉施設におけるBCP䛾構成要素に関する災害種別・施設種別による比較分析 望月 智也

4. 全国小・中学校における学校安全と心理的安全性䛾関係に関する一考察 藤本 一雄

5. 2024年能登半島地震における広域火葬及び遺体管理䛾実施状況と課題
～輪島市・穴水町を事例として～

山形 真紀

6. 吉村 裕司

7. 令和2年7月豪雨球磨川水害から䛾復興と女性たち：
そ䛾経験から浮かび上がる社会的課題

福田 裕子

8. 日常行動を通じた避難行動促進䛾可能性に関するアンケート調査 郭 煜

9. 2024年能登半島地震時䛾津波避難に関する調査
－石川県珠洲市三崎町寺家下出区で䛾事例－

池田 浩敬

10. 災害ボランティアマッチングにおける視点䛾違い䛾比較
― 経験䛾有無による意識差から見えた課題と可能性 ―

浅倉 大地

11. 留学生䛾災害時情報䛾理解に関する一考察
―国士舘大学で䛾アンケート調査から―

川手 桃

12. 災害関連死認定における行政間格差に関する研究
―未認定事例に対する救済可能性に着目して―

森田 博史

13. 米国における山火事に対する復興ガイドライン及び復興計画䛾事例調査
―資金・許認可・役割分担に着目して―

後藤 裕瑛

14. 高校生を対象とした出前授業で実施した避難所䛾活動に関する調査 此松 昌彦

15. 公共土木施設災害復旧における県出先機関䛾組織形態䛾違いによる職員䛾意識調査 太田 和良

16. 近年頻発化・激甚化する水害へ䛾対策と実践 髙井 剛

17. L1津波による住宅被害額と事前復興対策として䛾市街地高台移転費用䛾比較
―和歌山県田辺市を対象として―

坂林 蒼

18. 災害時要援護者を支える平時䛾情報流䛾現状と発災時䛾課題 森保 純子

19. 地理的特徴量に基づくアンサンブル学習による流域全体を対象とした洪水時䛾水平避難
リスク䛾予測

水村 拓洋

20. 南海トラフ地震䛾津波被害に関する現地視察報告と考察 小村 隆史

一般論文発表         

なぜ我が国防災法制・制度䛿「パッチワーク」と呼䜀れる䛾か
～我が国災害対応組織体制及び災害初動に関わる地方自治制度䛾変遷に関する研究～

10月25日（1日目）12：15～14：15 （コアタイム 12：45～14：15）



21. 事前復興計画に関する住Ẹ理解䛾㔊成手法とそ䛾ຠᯝ䛾検ド
－和歌山県田辺市䛾事前復興計画策定䛾ྲྀ組を事例に－

小倉 ⳹子

22. 大つᶍ地震発生時䛾㟁ຊ被害と復旧に䛴いて ᐑ本 ⱥ治

23. 災害時䛾᩿水に対する水ഛ⵳行動に関する基♏的分析 㕥木 敬太

24. インフラ䝯ンテ䝘ンス䛾ዎ⣙方ᘧが豪雨災害時䛾初動に୚えるᙳ㡪に関する一考察 㣤ᑿ 和அ

25. 家ලᅛ定活動に関わる地域䛾担い手による組織的ྲྀり組䜏 ᒸ村 Ὀග

26. 災害対策本㒊会㆟資ᩱフ䜷ーマットᑟධによる有ຠ性䛾検ド
－大阪ᗓ㻿市における意ᛮỴ定時間▷⦰を目ᣦしたカ⦎事例－

ሷ津 㐩ဢ

27. 能登半島に関する土◁災害リスクマッ䝥䛾స成と考察 ブイ・クアン・フィー

28. 水害リスクマッ䝥స成䛾⡆᫆手法と㐺応䜶リア䛾検ウ ᒾ島 ඃᮭ

29. 避難カ⦎2㻚0－安全䛾ཎ理ཎ๎に基づく㻾㼕㼟㼗 㼠㼛 㻭㼏㼠㼕㼛㼚ᆺカ⦎䛾社会実⿦にྥけて Ụኟ ⊛史

30. 災害時避難所における㐠Ⴀ組織体制䛾実態
―20避難所調査に基づく分析―

有吉 ᜤ子

31. 大学生䛾防災活動に関する事例ᩚ理と考察
～災害フ䜵ー䝈・関୚䝺ベル・活動ሙ所に着目して～

㇂ ⪽௓

32. 災害時䛾現金⤥௜䝥䝻グラムに関する基♏的研究 ⓑ土 ┤ᶞ

33. 地域安全学ኟ䛾学校2025－基♏から学䜆防災・ῶ災－
地域安全学㡿域におけるⱝ手ேᮦ⫱成そ䛾㻥

ᢡᶫ ♸ᕼ

34. 令和㻢年能登半島地震を対象とした「自治体䛾災害対応および応援ཷ援活動䛾全国調
査」

ᢡᶫ ♸ᕼ

35. 金 ⋯ῄ

36. 能登半島地震（2024）後䛾㞀害者グルー䝥䝩ームにおける
災害後䛾対応と中㛗ᮇ的な㐠Ⴀ・෌ᘓへ䛾課題

石川 Ọ子

37. 㒔市㒊における住宅火災䛾被害特性に関する基♏的研究
－྿田市䛾火災実⦼を事例として－

ᰘ㔝 ᑗ行

38. 「ブラックア䜴ト大సᡓ」ཧຍ者䛾意識および行動変ᐜに関する㏣㊧調査とそ䛾考察 藤田 裕

䜹ムチ䝱ッ䜹半島௜近䛾地震発生時における和歌山県୵本町田ཎ地区䛾避難行動䛾実態と





1. 東日本大震災の被災世帯数は阪神・淡路大震災より大きいのか？ (1)

京都大学 防災研究所　牧 紀男

2. 被災住宅画像を用いた類似度ベースの画像検索手法の提案 (3)

高知大学大学院 理工学専攻　荒木 徹平

高知大学 自然科学系理工学部門　坂本 淳

3. 福祉施設におけるBCPの構成要素に関する災害種別・施設種別による比較分析 (7)

(株) イー・アール・エス エンジニアリング部　望月 智也

 (株) ソーシャルビューティーフォト  山田 真由美

神戸学院大学 現代社会学部 社会防災学科  佐伯 琢磨

4. 全国小・中学校における学校安全と心理的安全性の関係に関する一考察 (11)
千葉科学大学　藤本 一雄

5. 2024年能登半島地震における広域火葬及び遺体管理の実施状況と課題

〜輪島市・穴水町を事例として〜 (15)

立教大学社会デザイン研究所　山形 真紀

大阪公立大学都市科学・防災研究センター　生田 英輔

6. なぜ我が国防災法制・制度は「パッチワーク」と呼ばれるのか

～我が国災害対応組織体制及び災害初動に関わる地方自治制度の変遷に関する研究～ (19)

龍谷大学大学院 政策学研究科　吉村 裕司，大田 直史，石原 凌河

7. 令和2年7月豪雨球磨川水害からの復興と女性たち：

その経験から浮かび上がる社会的課題 (23)

熊本県立大学環境共生学部　福田 裕子

熊本県立大学共通教育センター  島谷 幸宏

熊本県立大学環境共生学部  石橋 康弘

8. 日常行動を通じた避難行動促進の可能性に関するアンケート調査 (27)

岐阜大学大学院 自然科学技術研究科環境社会基盤工学専攻 修士課程　郭 煜

岐阜大学環境社会共生体研究センター  小山 真紀

兵庫県立大学減災復興政策研究科  阪本 真由美

ベルク大学ヴッパータール 筋野 哲央

9. 2024年能登半島地震時の津波避難に関する調査

－石川県珠洲市三崎町寺家下出区での事例－ (31)

常葉大学大学院 環境防災研究科　池田 浩敬

10. 災害ボランティアマッチングにおける視点の違いの比較
― 経験の有無による意識差から見えた課題と可能性 ― (35)

国士舘大学 防災・救急救助総合研究所　浅倉 大地

11. 留学生の災害時情報の理解に関する一考察

―国士舘大学でのアンケート調査から― (39)

日本大学危機管理学研究科博士前期課程　川手 桃

日本大学危機管理学部 中林 啓修
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12. 災害関㐃Ṛㄆᐃにおける行政㛫᱁差に関する研究 (43)

―ᮍㄆᐃ事例に対する救῭可能性に╔目して―

龍谷大学 大学院 政策学研究科　᳃田 博史

龍谷大学 政策学部 政策学科  石原 凌河

13. ⡿国における山火事に対する復興࢞イࢻライン及び復興ィ画の事例調査

－㈨㔠・チㄆ可・ᙺ๭分ᢸに╔目して－ (47)

東京大学大学院 工学系研究科都市工学専攻　ᚋ藤 裕⍛

東京大学ඛ➃科学技術研究センター  ᅄ஭ ᪩紀ࠊᘅ஭ ᝆ

14. 高校生を対㇟とした出前ᤵᴗで実施した避難所のά動に関する調査 (51)

和ḷ山大学災害科学・ࣞジリエンス共๰センター  ᱔ ᑗ೔

株ᘧ会社㇏工ᴗ所　ኴ田 和Ⰻ

和ḷ山大学 教育学部  Ṉᯇ ᫀᙪ

15. 公共ᅵ木施設災害復ᪧにおける県出ඛ機関の組織形ែの違いによる⫋ဨの意識調査 (53)

株ᘧ会社㇏工ᴗ所(Ᏹ都ᐑ大学地域デザイン科学部)　ኴ田 和Ⰻ

Ᏹ都ᐑ大学大学院地域๰生科学研究科  ㏆藤 ఙ也

16. ㏆年㢖Ⓨ໬・⃭⏒໬する水害࡬の対策と実㊶ (57)

㮵島ᘓ設株ᘧ会社 技術研究所　㧘஭ ๛ࠊ野中 Ἃᶞ

㮵島ᘓ設株ᘧ会社 ᘓ⠏設ィ本部　石原 大世ࠊ弘本 真一

17. /�津波による住宅被害㢠と事前復興対策としての

市⾤地高ྎ⛣㌿㈝用の比較―和ḷ山県田㎶市を対㇟として― (61)

Ⱚᾆ工ᴗ大学大学院 理工学研究科 システ࣒理工学専攻　坂林 ⵬ࠊᚿ自岐 雄大

Ⱚᾆ工ᴗ大学 システ࣒理工学部 環境システ࣒学科　中村 ோ

18. 災害時要᥼ㆤ⪅をᨭえる平時の情報ὶの現状とⓎ災時の課題 (65)

大阪公立大学 都市科学・防災研究センター　᳃ಖ ⣧子

N77東日本株ᘧ会社 防災研究所 防災研究部門　⣽川 日ྥࠊ஭ཱྀ ⴌࠎⰼࠊ✄ᇉ ᬗᙪࠊ᳃田 公๛

大阪公立大学大学院 ᩥ学研究科　Ⳣ野 ᣅ

19. 地理的≉ᚩ㔞に基࡙ࡃアンࢧンࣈル学⩦による

ὶ域全体を対㇟としたὥ水時の水平避難リスクのண  (69)

Ⱚᾆ工ᴗ大学 大学院理工学研究科 地域環境システ࣒専攻　水村 ᣅὒ

Ⱚᾆ工ᴗ大学 システ࣒理工学部 環境システ࣒学科　中村 ோ

20. ༡ᾏトラフ地震の津波被害に関する現地視察報࿌と考察 (73)

常葉大学社会環境学部 防災・地域安全ࢥース　小村 㝯史

地域安全学会ྡ㄃会ဨ　ᐑ本 英治

21. 事前復興ィ画に関する住Ẹ理解の㔊成手法とそのຠᯝの検ド

－和ḷ山県田㎶市の事前復興ィ画策ᐃのྲྀ組を事例に－ (77)

東京都立大学 都市環境科学研究科 都市政策科学域　小倉 ⳹子

株ᘧ会社ᘓ設技術研究所 防災部　小倉 ⳹子ࠊ市ྂ ኴ㑻

22. 大つᶍ地震Ⓨ生時の㟁ຊ被害と復ᪧにࡘいて (81)

地域安全学会ྡ㄃会ဨ　ᐑ本 英治

常葉大学社会環境学部 防災・地域安全ࢥース　小村 㝯史

23. 災害時の᩿水に対する水ഛ⵳行動に関する基♏的分析 (85)

㇏橋技術科学大学大学院 工学研究科 ᘓ⠏・都市システ࣒学専攻　㕥木 敬ኴ

㇏橋技術科学大学 ᘓ⠏・都市システ࣒学系　ᮡ木 直ࠊᯇᑿ 幸஧㑻
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24. インフラ࣓ンテࢼンスのዎ⣙方ᘧが豪雨災害時の初動に୚えるᙳ㡪に関する一考察 (89)

日本大学大学院危機管理学研究科博士前期課程　㣤ᑿ 和அ

日本大学危機管理学部　⛙ 康⠊

25. 家ලᅛᐃά動に関わる地域のᢸい手による組織的ྲྀり組ࡳ (93)

兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科　ᒸ村 Ὀගࠊ㤿ሙ 美智子

26. 災害対策本部会㆟㈨ᩱフォーマットᑟධによる有ຠ性の検ド

－大阪ᗓ6市における意ᛮỴᐃ時㛫▷⦰を目ᣦしたカ⦎事例－ (97)

྿田市総ົ部危機管理ᐊ　ሷ津 㐩ဢࠊ有吉 ᜤ子ࠊᰘ野 ᑗ行

関す大学　有吉 ᜤ子ࠊ㉺山 ೺治

日本大学　ᰘ野 ᑗ行

27. 能登半島に関するᅵ◁災害リスクマッࣉのస成と考察 (101)

防⾨大学校理工学研究科　ࣈイ・クアン・フィー

防⾨大学校㟁Ẽ情報学⩌　ᒾษ ᐀฼

28. 水害リスクマッࣉస成の⡆᫆手法と㐺応エリアの検ウ (105)
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東日本大震災の被災世帯数は阪神・淡路大震災より大きいのか？
Were the Number of Affected Households in the Great East Japan Earthquake Disaster 

Greater than in the Hanshin–Awaji Earthquake?” 

牧 紀男 

Norio MAKI1 

1 京都大学 防災研究所 
 Disaster Preventon Research Institute, Kyoto University 

   This study estimates the number of totally and partially destroyed households, which is important for considering 
future livelihood recovery support measures, based on an analysis of the relationship between the number of completely 
destroyed buildings and the number of households receiving livelihood recovery grants in the Great East Japan 
Earthquake. The analysis revealed that, while further examination is necessary, it is reasonably valid to infer from the 
above analysis that the number of totally and partially destroyed households in the Great East Japan Earthquake was 
fewer than, or at most comparable to, those in the Hanshin–Awaji Earthquake. 

Keywords : The Great East Japan Earthquake Disaster, the Hanshin–Awaji Earthquake,  

１．東日本大震災の全半壊世帯数
 災害統計は、防災の対策がその根拠として寄って立つ

非常に重要なデータである。その中でも人的被害、建物

被害のデータは、防災対策の根幹をなす人命を守る・財

産を守る・生活を守るということを考える上で不可欠な

データである。人的被害については、直接死に関するデ

ータと関連死に関するデータが分けて公表されるように

なってきている1。 

 建物被害データには「棟」という集計単位と「戸」と

いう集計単位がある。「棟」は建物一体を指す概念であ

るのに対し、「戸」は建物内のユニットを指すものであ

り、例えば集合住宅の場合、１棟に複数戸あるという関

係になる。また「戸」は居住をしている単位であり、１

戸に複数世帯が同居している場合もあるが基本的には

「世帯」に対応するものである。世帯は生活再建支援を

行う基本単位となり、生活を守る、という観点から重要

なデータとなる。 

阪神・淡路大震災の被害統計2では、全壊104,906棟、

１86,175世帯、半壊144,274棟、274,182世帯が最終的な

建物被害数となっている。一方、東日本大震災では、建

物被害は令和７年現在、122,053棟､半壊 284,074棟3とな

っており、「戸」数は「現在とりまとめられていない」。

以前は緊急災害対策本部は戸という単位で、消防庁は棟

という単位でのデータ公表が行われていた4。地方自治体

が集計するデータは、基本的に消防庁がとりまとめるこ

ととなっており、一般的には建物被害データについても

消防庁のデータが利用されることとなっており、「棟」

と「戸」という単位の違いが十分に認識されていなかっ

た可能性もある。ある段階から緊急災害対策本部と消防

庁の単位は統一され、「３．情報等（消防庁情報）」と

記載されるようになっている。 

 罹災証明は、世帯単位で発行されることから、市町村

が実施する罹災証明の全壊・半壊世帯数を集計すること

で、阪神・淡路大震災同様、棟数に加えて世帯数も把握

することは可能であると考える。県レベルでの全壊・半

壊世帯数の集計が行われている事例はあるが、管見の限

り東日本大震災について国全体として、公表されている

データは存在しない。 

 被災世帯数は、復興、とくに生活再建を考える上で重

要な情報である。阪神・淡路大震災の場合、生活再建に

ついての主たる支援対象となる全・半壊世帯数は460,249

世帯となっており、世帯数は棟数（249,180棟）の1.8倍

程度となっている。この棟数と世帯数の割合を東日本大

震災に当てはめると、73万世帯が全半壊被害を受け、生

活再建支援対象となっていたことになり、阪神・淡路大

震災とは比較にならない規模での生活再建が行われたこ

ととなる。本論文は災害復興、特に生活再建を考える場

合の基本情報となる東日本大震災の被災世帯数の概略を

明らかにすることを目的とする。 

図１ 緊急災害対策本部のとりまとめ報（平成23年7月12

日(17:00)）（出展：緊急災害対策本部、平成23年(2011

年)東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)について） 

２．推計の方法
 東日本大震災の緊急災害対策本部のとりまめ報には、

全壊・半壊世帯数は掲載されていないが、生活再建支援

金の支払いについては内閣府（防災）ホームページ5で公

開されており、「既支払い世帯数」、「支援金支給額」

についてのデータが入手可能である。東日本大震災につ
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いては、㟷᳃県、ᒾ手県、ᐑᇛ県、⚟ᓥ県、Ⲉᮌ県、ᰣ

ᮌ県、ᇸ⋢県、༓ⴥ県、東京都、᪂₲県、㛗㔝県が支払

い対象となっている。本᳨ウでは大きな被害を受けた、

㟷᳃・ᒾ手・ᐑᇛを対象に、全壊棟数と生活再建支援金

が支払われた全壊世帯数の関係に╔目し᳨ウを行う。

㸱．東日本大震災の全半壊被災世帯数
1）都㐨府県ู全壊棟数、2）都㐨府県ู支払い世帯数

データをもとに分ᯒを行うこととする。支払いデータに

ついて全壊・大規模半壊のูは公開されていない。生活

再建支援ἲの支払い対象は、現在は、全壊・大規模半

壊・中規模半壊世帯であるが、東日本大震災᫬は中規模

半壊は対象እであった。また㟷᳃県、ᒾ手県、ᐑᇛ県が

公表している建物被害、生活再建支援金の支払いに関す

るデータについても᳨証のため཰集し、分ᯒに利用した。

㟷᳃県では市町村ูに棟、世帯、人ဨを集計したデータ6、

ᒾ手県については、ᐑྂ市、大ᵔ町、㔩▼市、㝣前㧗⏣

市の支援ἲ対象の全壊・大規模半壊世帯数、また 2011 年

10᭶現在での基♏支援金の⏦㎸数についてのデータ7、ᐑ

ᇛ県については、基♏支援金の被害程度ูの支払い世帯

数のデータ8が存在した。 
 全壊被害にὀ目し、被災棟数と世帯数の関係について

᳨ウを行う。阪神・淡路大震災のデータでは全壊と半壊

で棟数と世帯数の割合が␗なっているが、半壊について

は᳨ウに利用可能な公開データは存在ࡎࡏ、全壊につい

ての᳨ウを行うこととする。᳨ウについては、棟と世帯

の関係について以ୗの௬ᐃをおき、実データの比較を行

い௬ᐃの᳨証を行うという手ἲで行った。1）全壊世帯㸻

全壊棟、2）全壊世帯㸻全壊棟数の 1.2 倍(阪神・淡路大震

災と同レベルの世帯数 48 万世帯)、3）全壊㸻全壊棟数�

阪神・淡路大震災の棟・世帯割合（⣙ 1.8 倍） 

1 非常災害対策本部､令和 6 年能Ⓩ半ᓥ地震に係る被害≧ἣ等に

ついて､令和 7 年 8 ᭶ 5 日、1 6 ᫬ 0 0 分現在 
2消防庁､阪神㺃淡路大震災について�☜ᐃ報�､ᖹᡂ 1 8 年 5 ᭶ 1 9

日 
3 緊急災害対策本部､ᖹᡂ 23 年�2011 年�東໭地方ኴᖹὒἈ地震

�東日本大震災�について､ 令和 7 年 3 ᭶ 8 日�14�00� 
4 例えば､緊急災害対策本部､ᖹᡂ 23 年�2011 年�東໭地方ኴᖹ

ὒἈ地震�東日本大震災�について 

ᖹᡂ 23 年 7 ᭶ 12 日�17�00� 
5 内閣府、被災⪅生活再建支援ไ度に係る支援金の支給につい

⾲１に᳨ウ⤖ᯝを♧す。支払い௳数には全壊世帯に加

えて大規模半壊世帯もྵまれることから、ඛ㏙のᒾ手

県・ᐑᇛ県のデータから全壊世帯に対する大規模半壊の

割合をồめ分ᯒに利用した。また全壊であっても生活再

建支援金の⏦ㄳを行っていない世帯が存在することが᝿

ᐃされ、ᒾ手県のデータをもとにᮍ⏦ㄳ世帯の考៖を考

៖した。その⤖ᯝ、⾲１に♧すように「1）全壊世帯㸻全

壊棟」が最もጇ当な௬ᐃであることが明らかになった。

すなわࡕ本分ᯒからは東日本大震災の被災世帯数は、被

災棟数である 40 万世帯程度であり、阪神・淡路大震災よ

りᑠさいと᝿ᐃしてもၥ㢟ないことが☜認された。

しかしながら、東日本大震災では、分ᯒを行った 3 県

以እでも被害は発生しておりおり、生活再建支援金の支

払いが行われている。全壊世帯数と生活再建支援金の既

支給世帯数の関係を見ると、⚟ᓥ県 15480、41481、Ⲉᇛ

県 2637、9808、ᰣᮌ県 261、883、ᇸ⋢県 24、73、༓ⴥ県

807、6338、東京都 20、24（それࡒれ全壊棟数、既支給

世帯数）となっている。このデータを見ると、全壊世帯

と既支給世帯数の関係が㟷᳃・ᒾ手・ᐑᇛ県と⚟ᓥ県・

Ⲉᮌ県は大きく違っている。⚟ᓥ県についてはཎᏊຊ災

害のᙳ㡪による㛗ᮇ㑊㞴世帯のᙳ㡪により３県とは␗な

るデータとなっていると考える。Ⲉᇛ県については震※

から㞳れることにより、大規模半壊世帯がቑえることに

よるᙳ㡪があると考える。また、ᇸ⋢県・༓ⴥ県・東京

都では࣐ࣥࣥࣙࢩが存在し、棟と世帯の関係が分ᯒした

３県とは␗なることが考えられるが世帯数はᑡなく大き

なᙳ㡪はないと考える。

௒ᚋさらなる᳨ウがᚲ要であるが、上記の分ᯒから東

日本大震災の全半壊世帯数は阪神・淡路大震災よりᑡな

い、もしくは同程度のものであったと᥎ᐃすることに一

ᐃのጇ当性があると考えられる。

て、令和 6年 6 ᭶ 30 日、

KWWSV���ZZZ.ERXVDL.JR.MS�WDLVDNX�VHLNDWVXVDLNHQ�SGI�VLHQN

LQ.SGI（2025 年 9 ᭶ 13 日㜀ぴ） 
6 㟷᳃県、東日本大震災記㘓ㄅ㸸その記㘓と記᠈、2013 
7 ᒾ手県復興ᒁ生活再建ㄢ、ᒾ手県における被災⪅の生活再建

支援の体ไ࡙くりについて㸸被災⪅生活再建支援金の支給≧ἣ

ཬࡧ関係ᴗົ࡬のྲྀ⤌ࡳの現≧とㄢ㢟、ᖹᡂ 23 年 12 ᭶ 
8 ᐑᇛ県、東日本大震災からの住まいの復興≧ἣについて、

KWWSV���ZZZ.SUHI.PL\DJL.MS�GRFXPHQWV�12241�822171B1.SGI

（2025 年 9 ᭶ 13 日㜀ぴ）

⾲１ Ჷ数と世帯数の௬ㄝ᳨ド 

全壊（棟）
既⽀給世
帯数

未申請考
慮の⽀給
世帯数

仮定1：
全壊世帯
＝全壊棟
数

⽀給世帯
数／推計
世帯数
（全壊＋
⼤規模半
壊）

仮定2：
全壊世帯
＝全壊棟
数×
1.2(阪
神・淡路
⼤震災世
帯数）

⽀給世帯
数／推計
世帯数
（全壊＋
⼤規模半
壊）

仮定3：
全壊世帯
＝全壊棟
数×阪
神・淡路
棟世帯割
合

⽀給世帯
数／推計
世帯数
（全壊＋
⼤規模半
壊）

全壊世帯
数に対す
る⼤規模
半壊世帯
数の割合

⻘森県 308 541 570 実数316 - - - - -
岩⼿県 19,508 23182 24,429 19508 1.096249 23,410 0.913541 36,041 0.593373 0.142318
宮城県 83,005 124385 131,077 83005 0.973444 99,606 0.811203 153,351 0.526901 0.622224
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被災住宅画像を用いた類似度ベースの画像検索手法の提案 
A Similarity-Based Image Retrieval Method Using  

Disaster-Affected Housing Images 

○荒木 徹平1
，坂本 淳2

Teppei ARAKI1 and Jun SAKAMOTO2 

1 高知大学大学院 理工学専攻 
     Graduate School of Science and Technology, Kochi University 
2 高知大学 自然科学系理工学部門 
     Faculty of Science and Technology, Kochi University 

   This study proposes a method for retrieving pre-disaster house images from post-disaster queries based on visual 
similarity. We employed R2D2 to extract keypoints and descriptors with high repeatability and reliability, and evaluated 
image similarity using the L2 distance between descriptors. The method was tested on 1,240 pre- and post-disaster 
image pairs and 15,000 dataset images. Experimental results demonstrated that Recall@1 exceeded 0.5 across all 
damage levels, meaning that the correct pre-disaster image was ranked first in more than half of the queries. These 
findings confirm that the proposed method can reliably detect robust keypoints and perform flexible matching even 
under post-disaster conditions. 

Keywords : geolocation, disaster, damaged house, image similarity, deep learning, R2D2 

１．はじめに 
 将来的に発生が懸念されている南海トラフ沿いを震源

域とする巨大地震について、内閣府は揺れによる全壊家

屋数が約 61万棟から約 128万棟に達するとの被害想定を
示している 1)。このような広範囲での家屋倒壊が生じた

場合、被害の発生位置を早期に特定することは極めて重

要である。しかし、自治体職員自身が被災している場合

や特に技術者不足が常態化している地方自治体において

は、被害把握のための作業が迅㏿に行えない可能性があ

る。 
 倒壊した家屋画像からその位置を特定することには，

主に 3 つの課題が存在する．第一に，住宅街や山間部な
ど多くの家屋が存在する地域には観光名所などのランド

マークとなる建築物が少なく，画像内に位置特定の手が

かりとなる情報が含まれていない場合が多い．実際に

SNS 上に投稿された画像の内容から位置を推定する技術
は開発されているものの，画像内にテキスト情報や著名

なランドマークが写っていない場合には災害対応に必要

とされる精度での位置特定には至っていない．第二に，

災害発生前に撮影された画像データが体系的に整理され

ておらず，被災画像との比較に活用しにくいという問題

がある．第三に，家屋が倒壊したことによる構㐀の損傷

や変形は画像中の局所的な特徴量の情報を著しく低下さ

せ，同一物体の画像間でのマッチング精度を下げる要因

となっている．なお，本研究では，主に住居機能を有す

る建物（住宅）に着目し，それらの外観を撮影した画像

を「住宅画像」と呼称する．

 近年では Google Maps のストリートビューなどのサー
ビスを通じて，被災前に撮影された住宅画像とその正確

な位置情報を容易に取得できる環境が整いつつある．こ

のような状況下において，被災後に撮影された住宅画像

と被災前に撮影された同一の住宅画像を高精度に自動で

対応させる技術が確立されれば，位置情報を持たない被

災後に撮影された住宅画像にも被災前に撮影された住宅

画像を媒介とすることで正確な位置情報を付与すること

が可能になると考えられる．この技術は，画像内にテキ

スト情報や著名なランドマークが写っていないといった

従来の手法では位置特定が困難であった事例において，

その課題を克服できる可能性を有している．広範囲で住

宅の倒壊などが生じた際には被害が発生した位置などの

特定が重要であるが，画像の類似性に基づいて被災した

住宅の位置を推定することに焦点を当てた研究はこれま

でほとんど見られない．

 本研究は被災後に撮影された住宅画像の撮影位置を推

定する技術の開発を目的とするものであり、画像の類似

性に基づいて被災前後の住宅画像を自動的に対応付け、

マッピングする手法を提案する。

２．既往研究 
 既知の GPS 座標を持つ画像群に対して検索・マッチン

グする手法を用いて画像の位置推定を行った研究は多く

蓄積されており，画像の局所特徴（Local features）を

用いる研究としては，Kim et al.2)などがある．  

 画像間のマッチングにおいては、 SIFT（ Scale 

Invariant Feature Transform）や ORB（Oriented FAST 

and Rotated BRIEF）のような手工的に設計された局所特

徴量を用いた手法が広く用いられてきた 3)。これらは局

所的な特徴点と記述子を用いて画像の比較を行う。一方

で、近年では R2D2などの深層学習を用いた学習型の局所

特徴量を用いた手法も登場しており 4)、信頼性や再現性

を考慮した特徴点の検出と記述が可能となっている．

Melekhov et al.5)は，Siameseネットワークを用いて CNN

から局所パッチ記述子を抽出し，マッチングの可否を記

述子間の L2距離に基づいて判定する手法を提案している． 
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 また，近年では画像検索によって災害画像の位置情報

を⿵᏶するヨࡳも㐍んでいる．たとえば，Kim et al.6)は，

CLIPや DINOといった画像類似ࣔデࣝを用いてཧ↷画像を

検索し，既存の位置情報に基づくㄗᕪを平ᆒ 26࣓ートࣝ

௨上ᨵၿすることにᡂຌしている．このように，画像間

の類似度を距離ᑻ度で定量ホ౯しそれを災害対応に応用

するὶれは，局所特徴点࣋ース・グࣟーࣝࣂ記述子࣋ー

スを問ࢃず多ᵝな手法においてඹ通する方ྥ性である． 

 
㸱．提案手法 
 提案手法のᴫ要をᅗ 1 に示す．ᅗ 1 は，被災後に撮影
された 1 ᯛの住宅画像をク࢚リとして用いた画像検索の
ᴫ要を示している．画像の特徴点を検出し，画像間で記

述子の類似度に着目して画像検索を行う． 
(1) 画像検索のᯟ⤌ࡳ 
 被災後に撮影された住宅画像のうࡕ௵ពの 1 ᯛをク࢚
リ画像 Q として設定し，そのク࢚リ画像 Q に᭱も類似し
た画像dminIndexを被災前における住宅画像から構ᡂされる

データ࣋ース D= {𝑑1, 𝑑2, … , 𝑑𝑁} の中から検索・取得する
方法について述࡭る．画像の類似性のホ౯は，画像の特

徴点の記述子を用いて行う．特徴点の検出には後述する

を用い，ク࢚リ画像࣒ࢬリࢦࣝ࢔ Q と被災前の住宅画像
𝑑𝑖から得られた特徴点から再現性およࡧ信頼性のス࢔ࢥ

が高い上位 1,000点の特徴点（௨ 
下，「キー࣏࢖ント」）を㑅ᢥし，それらのキー࣏࢖ン

ト間でマッチングを行う．この特徴点数の上㝈設定は，

記述子の性能ホ౯のබ平性をಖつために Hassaballah et 
al.7)に基づいている． 
 ク࢚リ画像 Q と被災前の住宅画像𝑑𝑖のキー࣏࢖ントの

マッチングは，OpenCV に実⿦された Brute-Force Matcher
（cross-check 有ຠ）を用いて行った．この手法では，ク
࢚リ画像 Q と被災前における住宅画像𝑑𝑖のキー࣏࢖ント

の記述子間で全᥈索による類似度比較が行ࢃれるため，

᭱㐺な一⮴を確実に発見することが可能である 20)．⥲当

たりで記述子間の L2距離を計⟬し、཮方ྥで᭱近ഐの記
述子࣌࢔のࡳをマッチング対㇟とした．ク࢚リ画像 Q と
被災前における住宅画像𝑑𝑖の類似度は，記述子࣌࢔の L2
距離の平ᆒ್（L2-distance(i)）がᑠさいほど高いと⡆易

的にホ౯した． 
 ク࢚リ画像 Q に᭱も類似する画像 dminIndex を特定する

ため，被災前におけるྛ住宅画像 𝑑𝑖に対して L2-
distance(i)を計⟬し，その中で᭱ᑠ್を持つ画像を᥈索す

る．ල体的には，᭱ᑠの L2-distance(i)を記㘓する変数

（minValue）とそれに対応する被災前における住宅画像
の࢖ンデックス（minIndex）をึ期化し，データ࣋ース
内の全画像（i =1,2,…,N ）について㡰ḟࣝーࣉฎ理を行う．
ྛࣝーࣉにおいて，現在の L2-distance(i)がminValueより
もᑠさい場合には，minValue およࡧ minIndex を᭦᪂す
る．このฎ理をす࡭ての画像に対して実᪋した後，᭱⤊

的にminIndexとして記㘓された画像が，ク࢚リ画像Qに
᭱も類似する被災前に撮影された住宅画像 dminIndex であ

ると判定する．このようにして，ク࢚リ画像 Q とク࢚リ
画像 Q に᭱も類似した被災前の住宅画像 dminIndex を対応

付ける． 
(2) ≉ᚩⅬ検ฟ࣒ࢬࣜࢦࣝ࢔ 
 提案手法における画像の特徴点の検出に用いるࢦࣝ࢔

リ࣒ࢬについてㄝ᫂する．特徴点の検出には，2019 年に
開発された R2D2（Reliable and Repeatable Detector and 
Descriptor）を用いる． R2D2 は，記述子の再現性
（Repeatability）と信頼性（Reliability）に着目した深層
学習࣋ースの特徴点検出およࡧ記述子抽出手法である．

R2D2 では，L2 で正つ化された特徴記述子を出ຊ࣒ࣝࣀ
する設計が᥇用されている． 
 R2D2の基本構㐀は、既存の深層学習࣋ースの記述子ネ
ットワークの一つである L2-Net を基にしている．R2D2
ではධຊゎ像度を全層でಖつため，⭾ᙇ␚ࡳ㎸ࡳをして

ฎ理を行っている．また，8×8の␚ࡳ㎸ࡳ層を 3つの㐃⥆
した 2×2のᑠさな␚ࡳ㎸ࡳ層に置き᥮えている．128ḟඖ
の出ຊテンࣝࢯは，ḟのฎ理にධຊとして౑用される．

L2正つ化層によりピクࡈࣝࢭとのパッチ記述子 Xが取得
され，⥆いて要⣲ࡈとの二஌₇⟬が行ࢃれ，さらに㏣ຍ

の フトマックスが㐺用されて཯᚟可ࢯ層とࡳ㎸ࡳ␚1�1
能性マッࣉ S が得られる．また，同一の第二のศᒱを用
いて信頼性マッࣉ Rが取得される． 
 本 研 究 で ౑ 用 す る R2D2 の 学 習 ῭ ࡳ ࣔ デ ࣝ
「r2d2_WASF_N16」8) は，Web 画像（W），ドࢶ࢖・
Aachen ᕷの᫨間の実写画像（A），スタࣝ࢖変᥮によっ
て生ᡂされた Aachen ᕷの᫨ኪ間画像࣌࢔（S），およࡧ
実際の動きの情報を含ࡴ Aachen ᕷの画像࣌࢔（F）を用
いてカ⦎されたものである．画像の撮影場所特定に㛵㐃

するศ㔝において，損傷をཷけた㐨㊰画像を用いた

Zhang et al.9)は，R2D2 を用いた手法が，位置推定の正確
性において従来のࢦࣝ࢔リ࣒ࢬを用いた手法よりもඃれ

ていることを示している． 
 
㸲．⤖ᯝ࡜⪃ᐹ 
 提案手法の有ຠ性を確ㄆするため，検ドを行う．(1)に
おいては，検ドに用いるデータࢭットの構ᡂおよࡧ前ฎ

理についてㄝ᫂する．ḟに(2)において，被災後の住宅画
像の特性が画像検索の精度にཬࡰす影㡪を検ドすること

で，検索性能の実用的㝈⏺についての知見を得る． 
(1) ౑用ࢹーࢱ 
 ᭱近の地震災害の事例であり，画像取得が比較的容易

であるため，௧࿴ 6 年能登༙ᓥ地震で被災した地域にお
ける住宅画像を用いる．住宅画像はす࡭て Google Maps
のストリートビュー機能を用いて取得したものであり，

ྛ画像に被災した住宅（௨下，「対㇟住宅」）が཰まる

ように画㠃をㄪ整した上でスクリーンࣙࢩットを行った

ものである (1)．被災前に撮影された住宅画像（௨下，

「被災前の住宅画像」）およࡧ被災後に撮影された住宅

画像（௨下，「被災後の住宅画像」）をそれࡒれ 1 ᯛず
つ཰㞟し，ྛ画像のフࣝ࢖࢓名を対応する対㇟住宅に⣣

づけた．その後，被災前の住宅画像に対してのࡳスクリ

ーンࣙࢩットを取得した地点の位置情報を付与し整理し

た． 
 被災後の住宅画像には，住宅画像中における対㇟住宅

の損壊の⛬度を示すデータをラ࣋リングした．住宅の損

壊の⛬度は，内閣府がබ開している被害ㄆ定基‽㐠用ᣦ

㔪 10)で示されている㸳ẁ㝵の༊ศについて，大つᶍ༙

壊・中つᶍ༙壊・༙壊の༊ศを⤫合し，合計 3 ẁ㝵の༊

住宅画像di の࢟ー࣏ࢺࣥ࢖を検ฟ

minValue㸼 L2-distance(i)?

minValue ← L2-distance(i)

minIndex ← i

NO

YES

minValue ← 㠀ᖖに኱್࡞ࡁ

を検ฟࢺࣥ࢖画像Q の࢟ー࣏࢚ࣜࢡ

画像Q࢚ࣜࢡ 住宅画像di

ベースࢱーࢹ

D

画像࢚ࣜࢡ Q 高精度な位置情報

dminIndexを᭱類似の画像࡚ࡋ࡜ฟຊ

被災ᚋに᧜ᙳࢀࡉた住宅画像の
᧜ᙳሙᡤの᥎ᐃ

for i = 1 to N
㸦N:ࢹーࢱベースDの画像ᩘ㸧

end for
Q࡜diの࢟ー࣏ࢺࣥ࢖を࣐ࢢࣥࢳࢵ

э L2-distance(i)を⟬ฟ

ᅗ 1 提案手法 
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ศとして検ドに用いる(2)（⾲ 1）． 対㇟とするのは，著
者らが損壊を確ㄆし㑅定した1,240ᯛの被災後の住宅画像
（⾲ 2）と，同数の被災前の住宅画像とする． 
 また，(2)では検索性能の実用的な㝈⏺を把握するため
大つᶍなデータࢭットを用いた検ドを行う．ඛに示した

能登༙ᓥで཰㞟した画像にຍえて，多ᵝな㐨㊰環境を࢝

ン用の画像デࣙࢩグ࣓ンテーࢭック࢕マンテࢭーするࣂ

ータࢭット「Mapillary Vistas Dataset」11)を整理したうえ

で活用する．同データࢭットは，ୡ⏺中の㒔ᕷ・㑹外地

域から཰㞟されたストリートビュー画像に対して物体༢

位で精⦓なࢭマンテ࢕ックラ࣋ࣝを付与した，大つᶍな

࢜ーࣉンデータࢭットである．本検ドでは，そのデータ

ットのࢭ V2.0 において定⩏されているラ࣋ࣝ
"construction--structure--building" にヱ当する࢙࢜ࢪࣈクト
を含ࡴ画像 16,489ᯛのう᭱ࡕ大 15,000ᯛを対㇟として౑
用する（ᅗ 2）．
(2)検索ᛶ⬟の検ド
検索性能の実用的㝈⏺についての知見を得るため，デ

ータ࣋ースの画像数やク࢚リ画像の特性ࡈとに検索性能

を比較する．検索性能の比較には，画像検索に㛵する研

究 12)においても広く用いられているᣦ標である Recall@k
を᥇用した．Recall@k は，上位 k ௳の検索⤖ᯝの中に正
ゎ画像が少なくとも 1 ᯛ含まれているク࢚リ画像 Qの๭
合を 定するᣦ標であり，検索手法の精度を┤ឤ的に把

握できる点で有用である．本研究での正ゎ画像とは，ク

࢚リ画像と同じ対㇟住宅が含まれる被災前の住宅画像

（ྛク࢚リ画像に 1ᯛの正ゎ画像が存在する）をᣦす．
ጞめに，被災前の住宅画像のデータ࣋ース D=

{𝑑1, 𝑑2, … , 𝑑𝑁}において，画像数 N を変化させた場合の 検
索性能を比較する．ここでの N は被災前の住宅画像 1,240
ᯛにຍえて，データࢭットの画像 16,489ᯛから5,000ᯛ，
10,000 ᯛ，15,000 ᯛの画像をそれࡒれラン࣒ࢲで抽出し
㏣ຍすることで，㡰に 6,240ᯛ，11,240ᯛ，16,240ᯛとし
て設定した．ྛク࢚リ画像に対して正ゎ画像が上位 k ௳
௨内に含まれていたかどうか（すなࡕࢃ，Recall@k が 1 
か 0 か）を判定し，ྛ kについて，1,240ᯛす࡭てのク࢚
リ画像における Recall@kの平ᆒ್を⟬出した．ᅗ 3に，
データࢭットからの画像のྛ㏣ຍパターンにおいて k = 1
㹼25の範囲で⟬出した Recall@k の平ᆒ್をᢡれ⥺グラフ
で示す．k=1 の್に着目すると，ྛ㏣ຍパターンにおい
て Recall@k の平ᆒ್は 0.65 ௨上の್であることがࢃか
る．この⤖ᯝからは，正ゎ画像が上位 1 ௳௨内に含まれ
ていたク࢚リ画像が 806ᯛ௨上（1,240ᯛ�0.65௨上）存
在していたとゎ㔘できる．また，検ドした k = 1㹼25の範
囲においては，データ࣋ース D に㏣ຍする画像数がቑຍ
しても Recall@k は大きく低下せず，検索性能が大きく損
なࢃれないことが確ㄆできた．

 ḟに，ク࢚リ画像 Q における対㇟住宅の損壊の⛬度の
㐪いに着目し，検索性能を比較する．ᅗ 4 に示す
Recall@k(N=16,240)の平ᆒ್は，ྛ損壊の⛬度の༊ศに
ᒓするク࢚リ画像 Q のᯛ数をẕ数として⟬出した平ᆒ್
である．ᅗ 4 からは，ḟのことがࢃかる．対㇟住宅が全
壊のク࢚リ画像 Qにおいて Recall@kの平ᆒ್が௚の損壊
の⛬度のク࢚リ画像 Q と比較しᑠさくなっており，対㇟
住宅の損壊の⛬度が著しく⃭しい場合，検索性能が低下

することが示された．一方で，対㇟住宅の損壊の⛬度が

༙壊と‽༙壊のク࢚リ画像 Qを比較すると，Recall@kの
平ᆒ್は大きく変ࢃらないものの，‽༙壊のク࢚リ画像

Q の方が༙壊のク࢚リ画像 Q よりもより上位の検索㡰位
でマッチングできるഴྥにあることが考えられる．全体

としては，全壊・༙壊・‽༙壊のいずれの形態において

も Recall@k （k = 1）の平ᆒ್が 0.5௨上となっており，
これは検索⤖ᯝの᭱上位 1 ௳の中に正ゎ画像が含まれる
๭合が༙数を㉸えていることをព࿡する． 
᭱後に，ᅗ 5 に被災前の住宅画像のデータ࣋ース D=

{𝑑1, 𝑑2, … , 𝑑𝑁}（N = 16,240）を対㇟とした画像検索におい
て 1 ␒目・50 ␒目・100 ␒目にマッチングした住宅画像
の例を示す．これにより．検索㡰位が下がるにつれ࢔࣌

て画像間の類似度がどのように変化するかをどぬ的に確

ㄆする．1 ␒目にマッチングした住宅画像࣌࢔の例では，
ク࢚リ画像（被災後の住宅画像）における対㇟住宅௨外

の㡿域に多くのマッチングしたキー࣏࢖ントが存在し，

それらが正ゎ画像との対応に౑用されていることが確ㄆ

できる（ᅗ中の㟷⥺はマッチングしたキー࣏࢖ント間の

対応を示す）．また，ク࢚リ画像と正ゎ画像との間に᫂

るさのᕪ␗はあるものの，対㇟住宅௨外の࿘囲の家屋の

構㐀や写り方が類似していることが，上位の検索㡰位で

対応付けられた一因と考えられる．一方で 50␒目にマッ
チングした住宅画像࣌࢔の例を確ㄆすると，撮影画ゅは

類似しているが画像内に༨める㐨㊰の๭合や家屋のスࢣ

ーࣝឤが大きく␗なっており，これらの構ᡂ要⣲

の㐪いがこの住宅画像࣌࢔におけるマッチングの

困難さをᣍいた可能性がある．100 ␒目にマッチン
グした住宅画像࣌࢔の例では，対㇟住宅の写り方

が᫂らかに␗なることから撮影画ゅに大きなᕪ␗

が存在する．さらにク࢚リ画像には写っていなか

った㌴୧などの物体が正ゎ画像に大きくᫎり㎸ん

でおり，こうしたの構ᡂ要⣲の㐪いがこの住宅画

像࣌࢔におけるマッチングの困難さをᣍいた可能

性がある．
௨上により，対㇟住宅の損壊の⛬度にかかࢃらず提案

⾲ 2 被災ᚋの住宅画像のᴫせ 

⾲ 1 住宅のᦆቯの⛬度の༊ศ 

ㄆᐃᇶ‽㸦୍㒊ᢤ⢋㸧
ᮏ研究

にࡿࡅ࠾༊ศ

住ᐙのᦆቯࡋた㒊ศのᗋ㠃✚ࡑࡀ
の住ᐙのᘏᗋ㠃✚の70%௨ୖ ඲ቯ

኱つᶍ༙ቯ 㸦ࠌ㸧50%௨ୖ70%ᮍ‶
୰つᶍ༙ቯ 㸦ࠌ㸧30%௨ୖ50%ᮍ‶
༙ቯ 㸦ࠌ㸧20%௨ୖ30%ᮍ‶

㸦ࠌ㸧10%௨ୖ20%ᮍ‶ ‽༙ቯ

ෆ㛶ᗓ㈨ᩱࠉ
22㸧

にࡿࡅ࠾༊ศ

住ᐙ඲ቯ

住ᐙ༙ቯ ༙ቯ

‽༙ቯ

ᅗ 2 ࢹーࢺࢵࢭࢱの画像౛ 

ᑐ㇟住宅のᦆቯの⛬度 画像ᩘ㸦ᯛ㸧

඲ቯ 904

༙ቯ 149

‽༙ቯ 187

ྜィ 1,240
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手法は㐣༙数のク࢚リ画像 Q に対して正ゎ画像を┤᥋特
定できることが確ㄆされ，被災住宅の位置推定࡬の応用

可能性が示၀された． 
 
㸳．ࡾࢃ࠾に 
 本研究では，画像の類似性に着目し被災前後に撮影さ

れた住宅画像を対応付ける手法を提案した．R2D2を用い
て再現性（repeatability）およࡧ信頼性（reliability）にඃ
れたキー࣏࢖ントの検出と記述子の抽出を行い，記述子

間の L2距離に基づいて画像間の類似性を定量的にホ౯す
ることで画像検索を実現した． 
 被災前後の画像（ྛ 1,240 ᯛ）とデータࢭットの画像
（3,000ᯛ）を用いて提案手法を検ドした⤖ᯝ，全壊・༙
壊・‽༙壊のいずれの損壊形態においても Recall@k（k = 
1）の平ᆒ್が 0.5 を上ᅇっており，提案手法により㐣༙
数のク࢚リ画像 Q で正ゎ画像を᭱上位で特定可能である
ことが確ㄆされた．これは被災した住宅の位置推定の自

動化にྥけ提案手法が有ຠである可能性を示すものであ

る． 
 
⿵ὀ 

(1) Google Maps のストリートビュー機能を用いて住宅画像を཰
㞟する際には，ࢩステ࣒によって自動的に⾲示される㐨㊰名や

ᗑ⯒名などのラ࣋ࣝが画像内に含まれないよう༑ศにὀពした．

また，取得した住宅画像については，サࢬ࢖や⦪ᶓ比を⤫一し

ていない．これは，対㇟住宅の損壊の⛬度や形態が多ᵝである

ことにຍえ，ストリートビューによる画像取得では⛣動可能な

範囲や撮影ゅ度にไ約があるためである．そのため，す࡭ての

対㇟住宅に対して画像サࢬ࢖や⦪ᶓ比を⤫一しながら全体像を

ヲ⣽に取得することは困難であった． 
(2) 住宅画像に基づく目どのࡳで損壊の⛬度をཝᐦに判定するこ
とには㝈⏺があるため，本研究では᪂たに損壊の⛬度の༊ศを

定⩏した． 
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福祉施設におけるBCPの構成要素に関する災害種別・施設種別 
による比較分析
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   This study analyzes the components of Business Continuity Plans (BCP) in welfare facilities, focusing on differences 
by disaster type and facility type.Through a review of 40 documents, key elements were extracted and categorized into 
typologies.A matrix was developed to visualize common and unique elements across disaster and facility 
types.Findings highlight the need for customized BCP based on facility characteristics and disaster risks.The results 
provide a foundation for effective BCP design and policy development in the welfare sector. 

Keywords : BCP, Welfare Facilities, Disaster Risk Management, Facility Typology, Resilience Planning 

１．はじめに
近年，自然災害や感染症の頻発により，福祉施設にお

ける事業継続計画（BCP）の重要性が急速に高まってい

る．特に介護施設や障害者福祉施設は，要配慮者の生

命・生活を支える社会的インフラであり，災害時にも最

低限のサービス提供を継続する責務を負っている．

こうした背景のもと，厚生労働省は令和 3 年度の介護

報酬改定により介護サービス事業者に対して BCP の策定

を義務化し 1)，令和 6年度には障害福祉サービス事業所に

も同様の義務を拡大した 2)．BCP の制度化は，福祉施設

の災害対応力を底上げする政策的転換点である．

実際，内閣府の令和 5年度調査 3)によれば，医療・福祉

業における BCP 策定率は 47.3%にとどまり，特に感染症

対応の重視度は前回調査から低下している（81.2%→

66.9%）．また，厚生労働省の同年度調査 4)では，職員数

50人以上の施設では BCP策定率が 90%以上である一方，

10 人未満の小規模施設では未策定率が 20%以上にのぼる

など，施設規模による対応格差も明らかとなっている．

一方で，施設ごとの運営形態や利用者特性の違いから，

画一的な BCP では実効性が担保されにくいという課題も

指摘されている．著者らは従前の研究 5)において，東日

本大震災における介護施設の被災状況を踏まえ，特定施

設の実例を基に BCP 策定に資する課題抽出を目的とした

学生ワークショップを実施した．その結果，介護医療の

継続と施設経営の維持の優先判断，人手不足，物資管理，

非常用電源の確保などの課題が明らかとなった．

本研究では，災害種別および施設種別による BCP 構成

要素の違いを文献ベースで整理・比較し，BCP の類型化

および災害横断的な対応力の基礎的検討を行うことを目

的とする．特に，既存文献における BCP 構成要素の記述

傾向や，災害種別ごとの重点項目の違いに着目する．ま

た，施設種別による BCP の構成差異を抽出することで，

類型ごとの共通課題と特有課題の整理を試みる．これに

より，福祉施設における BCP の体系的理解と，災害対応

力の向上に資する基礎的知見の蓄積を目指す．

２．既往研究のレビュー
福祉施設における BCP の構成要素と施設種別による違

いを明らかにするため，インターネット上等で公開され

る 40 件の既往文献を調査した．調査文献は，BCP，福祉

施設，介護施設および要配慮者施設などのキーワードを

含む，論文，ガイドライン，マニュアル等である（図

1）．本研究では，この 40 件から福祉施設に関して，内

容の比較・レビューに基づき，有用と思われる 6 件の有

効論文を抽出した（表 1）．これらの文献は，地震・水

害・感染症など災害種別ごとの対応力や，介護・障害・

高齢者施設の特性に応じた BCP の課題を示している． 

図 1 調査 40 文献の内容の分類 

研ڂ࿨文, 11

ガイχライン, 2

Ϝニϣアϩ, 
3
 ,ແ়介ۂ

1
統計・
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福祉Ҳൢ, 15

ͨのଠ, 5
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表 1 調査 40 物件から抽出した有効論文（6 論文） 

 
 
表 1の有効論文をᴫほすると，㔠஭ら 6)は，要配慮者利

用施設におけるึື対応と事業継続におけるタイ࣒ライ

ンのᚲ要性を指摘し，地震災害時のライフライン対策や

地ᇦ㐃ᦠの重要性を示した．㘽ᒇら 7)は，障害福祉施設

における BCP స成プࣟࢭスを明らかにし，職員の災害対

応力向上と┦஫支᥼体制の構⠏を提᱌した．㟷田ら 8)は，

水害時の BCP 整ഛにおいて，カ⦎を通じた実効性の向上

と業務改ၿとの㐃ື性をᙉ調している． 
また，໭ᇉら 9)は高齢者福祉施設における BCP 策定時

の要素を᥈⣴し，⇃本地震を事例にライフライン೵Ṇ࡬

の対応策や地ᇦ支᥼のᚲ要性を示した．ら஭‮ 10)は，大

㒔ᕷにおける障害福祉施設の BCP 課題を抽出し，インク

ルーシࣈ防災のほ点からྜ理的配慮のᚲ要性と，対ヰ型

ワークショップによる課題整理の有効性を報࿌している． 
これらの研究は，BCP の策定における実務的課題や災

害種別ごとの対応力，施設種別による特性の違いを明ら

かにしており，௒ᚋの BCP の構㐀化と水ᖹᒎ開に向けた

理論的基┙を提供している．なお，表 1 の No.1 は著者ら

の従前の研究で，前❶でᴫㄝしている． 
 
㸱．BCPの構成要素࡝࡞のᢳฟ比較 
(1) 災害種・施設種別࡜ࡈの BCP 構成要素の比較 

本研究では，既往文献の分ᯒを通じて，災害種別（地

震・水害・感染症）および施設種別（介護施設・障害福

祉施設・高齢者福祉施設）ごとの BCP 構成要素の違いを

表 2, 3 に整理した． 
表 2 は，災害種別ごとに福祉施設の BCP にồめられる

構成要素と，それࡒれの災害に特有の課題を整理したも

のである．地震対応では，ライフライン೵Ṇ࡬のഛえ，

ึື対応タイ࣒ラインの整ഛ，ᘓ物Ᏻ඲確ㄆ，地ᇦ支᥼

との㐃ᦠが重要視される．水害対応では，ᾐ水リスクホ

౯，ᆶ┤㑊㞴計画，非常用物資のഛ蓄，地ᇦࢨࣁードマ

ップの活用，カ⦎による実効性向上がồめられる．感染

症対応では，ࢰーニングや PPE（Personal Protective 
Equipment; ಶ人用防護ල）の活用，職員体制の確保，እ

部支᥼との㐃ᦠ，通所・ゼၥ系サービスの代᭰手ẁなど

が構成要素としてᣲげられる． 
なお，感染症対応に関しては，特に᪂型࢘ࢼࣟࢥイル

ス感染症の経㦂を踏まえ，ࢰーニングや PPE の活用が

BCP 構成要素として重要視される傾向がある．これらは

究研のら஭‮ 10)におけるྜ理的配慮の文⬦から᥎ᐹし，

本研究でも構成要素として抽出した． 
表 3 は，施設種別ごとに BCP 構成要素と課題を整理し

たものである．介護施設では，医療的ࢣアの継続，非常

用電源・水の確保，感染症対策，職員の確保と஺代要員

の整ഛが୰ᚰとなる．障害福祉施設では，利用者のከ様

性に応じたᰂ㌾な㑊㞴支᥼，ྜ理的配慮，職員の災害対 

表 2 災害種別ごとの BCP 構成要素と特ᚩ・課題 

 
 

表 3 施設種別ごとの BCP 構成要素と特ᚩ・課題 

 
 
応力向上，┦஫支᥼体制の構⠏が課題となる．高齢者福

祉施設では，ㄆ知症対応，ᐙ᪘との㐃⤡体制，地ᇦ㑊㞴

所との調整など，地ᇦ㐃ᦠを重視した構成要素が抽出さ

れた． 
表 2 および表 3 の分ᯒから，災害種別と施設種別に応

じた BCP 構成要素の違いが明確となった．災害種別では，

特に地震ではึື対応とライフラインの確保が，感染症

では継続的なサービス提供と感染拡大防Ṇ策が୰ᚰとな

る．水害では，施設の❧地᮲件に応じた㑊㞴計画とカ⦎

の実施が実効性向上にᐤ୚する． 
施設種別では，利用者のᒓ性や施設ᶵ⬟の違いが BCP

構成要素に大きくᙳ㡪している．介護施設では医療的ࢣ

アの継続が不ྍḞであり，障害福祉施設ではྜ理的配慮

と職員の対応力が㘽となる．高齢者福祉施設では，ㄆ知

症対応やᐙ᪘との㐃ᦠが災害時の支᥼体制に┤結する． 
なお，表 2, 3 の構成要素にࡘいて，災害種別の㍈と施

設種類別にマトリクス形ᘧで整理した表 4 に示す．同表

は，災害種別と施設種別を⦪横に⤌みྜわࡏたマトリク

ス形ᘧで，BCP 構成要素を整理したものである．これは，

表 2, 3 でಶ別に抽出された構成要素を横断的にಠ▔でき

る構㐀に෌⦅したものであり，以㝆のព義がある． 
先ࡎ，災害種別ごとの対応力の違いが施設特性により

ᙉ調される・例えば，地震対応では඲施設種別において

ライフライン೵Ṇ࡬のഛえが共通して重要視されるが，

高齢者施設ではㄆ知症対応やᐙ᪘㐃ᦠがຍわることで，

より」㞧な支᥼体制がᚲ要となる．水害対応では，障害

福祉施設においてはᆶ┤㑊㞴の実効性確保にຍえ，ྜ理

的配慮の視点が不ྍḞである． 
ḟに，感染症対応は施設種別によって BCP 構成要素の

重点が大きく異なる．介護施設では医療的ࢣアの継続と

感染症対策が୰ᚰであるのに対し，障害福祉施設では代

᭰支᥼体制や職員研ಟの඘実がより重要となる．高齢者

福祉施設では，ㄆ知症高齢者࡬のࢰーニング対応やᐙ᪘

との㐃ᦠが BCP の実効性に┤結する． 
 ຍえて，表 4 のようにマトリクスによりࠕ災害横断的

な共通要素ࠖとࠕ施設特有の課題ࠖが明確化される．共

No. ࿨文タイφϩ ஸ者 ޮ֋೧ 等ࢿࡎܟ

1
介護施設Ͷ͕͜ΖBCP（ۂࣆ継続計画）ࡠ
成ϭークεϥρϕͶͯ͏ͱ

佐伯ら 2024 ऀճ߫献ָ研ڂ

2
要配慮者ཤ用施設の初動対応・ۂࣆ継続Ͷ
͕͜Ζタイムラインのච要性

金井ら 2015 ౖ໨ָճ࿨文ॄ

3
障害福祉施設のۂࣆ継続計画（BCP）ࡠ成
ϕϫιスの研ڂ
Ř施設職員の災害対応力向৏Ν໪͢ࢨͱŘ

鍵屋ら 2015 地域安全ָճ࿨文ॄ

4
介護施設Ͷ͕͜Ζ水害時のBCP整備Ͷ関ͤ
Ζ考ࡱ

青田ら 2022 ೖຌ災害෰ָڷճ୉ճ

5
高齢者福祉施設Ͷ͕͜Ζۂࣆ継続計画�BCP�
策定時Ͷٽ͗౾ݗΌらΗΖ要素の୵ࡩ

北垣ら 2022 ೖຌऀճ福祉ָճ

6
୉౐ࢤͶ͕͜Ζ障害福祉施設BCPの課題Ͷ
関ͤΖ研ڂ

湯井ら 2024 地域安全ָճ࿨文ॄ

災害種別 क͵構成要素 特徴・課題 参考文献
��ライフライン停止対応 訓گຌ地震Ͳのۿ�� 金井ら
��初動対応タイムライン ��地域支援との連携͗෈Նܿ
��地域連携体制 ��職員の初動対応力͗鍵
��建物安全確認
��要配慮者の避難誘導
��浸水リスク評価 ��訓練Ν通ͣͪBCPの実ް性向৏͗重要
��避難計画（垂直避難؜΋） ��地域のύδーχϜρϕ活用
��非常用物資の備蓄
��訓練ͶΓΖ実ް性向৏
ແ改善との連動ۂ��
��職員の出勤体制確保 ��ঘوໝ施設Ͳの対応力Ͷ課題
��ཤ用者の݊߃؇理
෨支援との連携֐��
��通所・訪問系サービスの代替घஊ

北垣ら

青田ら

湯井ら

地震

水害

感染症

施設種別 क͵BCP構成要素 特徴・課題 参考文献
��介護医療の継続体制 ��医療的ケアの継続͗重要 青田ら
��非常用電ݱ・水の確保 ��通所・訪問系ͺ代替घஊの確保͗課題
��ཤ用者の避難誘導 ��ঘوໝ施設Ͳの対応力Ͷࠫ
��職員の確保と交代要員
��感染症対策（ゾーニング等）
��ཤ用者の特性Ͷ応ͣͪ避難支援 ��ཤ用者の多様性Ͷ応ͣͪौೊ͵対応͗ච要 鍵屋ら
��職員の災害対応力向৏ ��対࿫型ϭークεϥρϕͶΓΖ課題整理͗有ް
��相互支援体制の構஛
��合理的配慮の確保
��感染症時の代替支援
��ライフライン停止時の対応 ��地域との連携͗鍵
��地域支援との連携 ��認知症対応Ώ家族支援の視఼͗ච要
��認知症高齢者への対応
��家族との連ཙ体制
��地域避難所との調整

佐伯ら

湯井ら

北垣ら

介護施設

障害
福祉施設

高齢者
福祉施設
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通要素としては，ライフライン確保，職員体制，地ᇦ㐃

ᦠ，カ⦎と改ၿ，ྜ理的配慮が඲体に通底している．表

4 にࡘいては，施設種別ごとの共通要素と施設特有要素

のࣂランスをព㆑して構成した． 
(2) 災害種別・施設種別࡛ࡓࡳ BCP の㢮ᆺ໬ 

 抽出された構成要素をもとに，災害種別および施設種

別ごとの BCP の類型化を試み，表 5, 6 に示した． 
表㸳より，災害種別では，地震型 BCP はࠕ⪏震・ึື

重視型ࠖ，水害型 BCP はࠕᾐ水対応・カ⦎重視型ࠖ，感

染症型 BCP はࠕ感染制ᚚ・継続支᥼型ࠖと整理された．

これらは，それࡒれの災害に特有の対応課題に基づいて

構成されている． 
一方，表 6 より，施設種別では，介護施設はࠕ医療・

生活支᥼⤫ྜ型ࠖ，障害福祉施設はࠕከ様性対応・㐃ᦠ

型ࠖ，高齢者福祉施設はࠕ地ᇦ㐃ᦠ・ㄆ知症配慮型ࠖと

分類された．これらの類型は，施設のᶵ⬟や利用者特性

に応じた BCP 構⠏の方向性を示すものであり，௒ᚋの制

度設計やࣔࢹル構⠏に資する． 
(3) ྛ研究のඹ㏻要素࡜ᑐᛂຊᙉ໬の᪉ྥᛶ 

 災害種別や施設種別を㉸えて共通して見られる BCP 構

成要素として，以下の表 7 の 5  ．が抽出されたࡘ
 

表 7 ྛ研究の共通要素と対応力ᙉ化の方向性 

 
 
 
㸲．⤖ᯝの⪃ᐹ 
本研究における分ᯒを通じて，災害種別および施設種

別に応じた BCP 構成要素の違いが明確となり，それࡒれ

の特性に基づく類型化がྍ⬟であることが示された．災

害種別では，地震型がࠕ⪏震・ึື重視型ࠖ，水害型が

感染制ᚚ・継ࠕᾐ水対応・カ⦎重視型ࠖ，感染症型がࠕ

続支᥼型ࠖと整理され，ྛ災害に特有のリスク特性と対

応課題が BCP 構成に཯ᫎされている． 
施設種別では，介護施設がࠕ医療・生活支᥼⤫ྜ型ࠖ，

障害福祉施設がࠕከ様性対応・㐃ᦠ型ࠖ，高齢者福祉施

設がࠕ地ᇦ㐃ᦠ・ㄆ知症配慮型ࠖと分類され，利用者特

性や運営形態に応じた BCP の重点項目がᾋき᙮りとなっ

た．特に，表 4 に示した災害種別�施設種別のマトリク

スは，BCP 構成要素の共通性と差異を横断的にྍ視化す

るものであり，以下のような知見がᚓられた． 

 共通要素の抽出㸸ライフライン確保，職員体制，地

ᇦ㐃ᦠ，カ⦎と改ၿ，ྜ理的配慮といった構成要素

は，災害種別・施設種別をၥわࡎ重要であり，災害

横断的な対応力ᙉ化の基┙となる． 
 施設特有の課題のᙉ調㸸ㄆ知症対応，┦஫支᥼体制，

ゼၥ系サービスの代᭰手ẁなどは，施設種別ごとに

異なる重点を持ࡕ，災害種別によってその重要度が

ኚ化する． 
 BCP の࢝スタマイࢬ設計のᚲ要性㸸類型化によるᶆ

‽化の一方で，マトリクスにより施設ごとのリスク

プࣟフ࢓イルに応じたᰂ㌾な BCP 設計のᚲ要性が示

၀された． 

これらの結果は，BCP の策定・運用において，༢なる

ἲ令㑂Ᏺにとどまらࡎ，施設の実態に༶した実効性の高

い計画構⠏の方向性を示すものである． 
 
㸳．࡜ࡲめ 
本研究では，福祉施設における BCP（事業継続計画）

の構成要素を災害種別および施設種別のほ点から整理・

比較し，類型化と共通要素の抽出を通じて，災害横断的

な対応力ᙉ化の方向性を明らかにした． 
ල体的には，40 件の既往文献から 6 件の有効論文を抽

出し，地震・水害・感染症に対応する BCP 構成要素を災

害種別ごとに整理した．また，介護・障害・高齢者福祉

共通要素 対応力強化の方向性 参考文献
ライフライン確保 受水槽・発電機・ガス等の多重確保 金井ら・北垣ら

職員体制 災害時出勤体制、交代要員、研修 鍵屋ら・湯井ら
地域連携 地域支援機関・避難所との協定 北垣ら・佐伯ら
訓練と改善 実地訓練→課題抽出→BCP改善 青田ら
合理的配慮 障害特性・認知症等への対応設計 湯井ら・鍵屋ら

表 4 災害種別・施設種別ごとの BCP 構成要素とその比較 

 
 

表 5 災害種別でみた BCP の類型化 

 
 

表 6  施設種別でみた BCP の類型化 

 

地震

水害

感染症

災害種別

ライフライン停止対応，初動対応タイムライ
ン，要配慮者の避難誘導，地域連携

浸水リスク評価，垂直避難計画，合理的配慮，
非常用物資の備蓄，地域連携

医療的ケア継続，感染症対策（ゾーニング・
PPE），職員体制確保，訓練と改善

ライフライン停止対応，初動対応タイムライ
ン，要配慮者の避難誘導，家族・地域連携

浸水リスク評価，垂直避難計画，合理的配慮，
非常用物資の備蓄，家族・地域連携

医療的ケア継続，感染症対策（ゾーニング・
PPE），職員体制確保，訓練と改善，感染症時
の情報共有・支援調整

医療的ケア継続，感染症対策（ゾーニング・
PPE），職員体制確保，訓練と改善，感染症時
の情報共有・支援調整

介護施設 障害福祉施設
BCPの構成要素

高齢者福祉施設

ライフライン停止対応，初動対応タイムライ
ン，認知症対応，家族・地域連携

浸水リスク評価，垂直避難計画，合理的配慮，
非常用物資の備蓄，家族・地域連携

災害種別 類型名
地震 耐震・初動重視型

水害 浸水対応・訓練重視型

感染症 感染制御・継続支援型

特徴的構成要素
初動対応タイムライン，ライフライン確保，建物安全確認

浸水リスク評価，垂直避難，物資備蓄，訓練重視

ゾーニング，PPE，職員体制，代替サービス

施設種別 類型名
介護施設 医療・生活支援統合型

障害福祉施設 多様性対応・連携型

高齢者福祉施設 地域連携・認知症配慮型認知症対応，家族連携，地域避難所調整

特徴的構成要素
医療的ケア継続，訪問系代替，感染症対策

合理的配慮，相互支援，職員研修
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施設の特性に応じた構成要素の違いを明示し，表 4 のマ

トリクスにより୧者を⤫ྜ的にྍ視化した． 
その結果，災害種別ではࠕ⪏震・ึື重視型ࠖࠕᾐ水

対応・カ⦎重視型ࠖࠕ感染制ᚚ・継続支᥼型ࠖ，施設種

別ではࠕ医療・生活支᥼⤫ྜ型ࠖࠕከ様性対応・㐃ᦠ型ࠖ

地ᇦ㐃ᦠ・ㄆ知症配慮型ࠖというࠕ BCP の類型がᑟ出さ

れた．さらに，ライフライン確保，職員体制，地ᇦ㐃ᦠ，

カ⦎と改ၿ，ྜ理的配慮といった共通要素が，災害横断

的な対応力の୰᰾をなすことが確ㄆされた． 
௒ᚋは，これらの知見を基に，施設種別・災害種別に

応じた BCP ，ルの構⠏や，行政による支᥼策の設計ࢹࣔ

さらには BCP の実効性を高めるためのカ⦎・ホ౯手ἲの

開発がồめられる．特に，小規模施設や」ྜ型施設にお

いては，マトリクス的視点を活用したᰂ㌾な BCP 設計支

᥼が有効であると⪃えられる． 
なお，本報のᯟ⤌みを㉸え，現ሙの介護職からはࠕそ

の日の利用者の状態に応じたᰂ㌾な対応ࠖやࠕ職員自㌟

の被災リスクを踏まえたᚰ理的支᥼のᚲ要性ࠖなど，よ

り人㛫的な視点に基づく BCP の῝化がồめられている．

制度のㄆ知度向上と日常ࢣアの継続性確保を含め，௒ᚋ

は現ሙのኌを཯ᫎした実㊶的なࣔࢹル構⠏が重要となる． 
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全国小・中学校における学校安全と心理的安全性の関係に関する一考察 
A Study on the Relationship between School Safety and Psychological Safety 

in Elementary and Junior High Schools Nationwide  

〇藤本一雄
1

Kazuo FUJIMOTO1

1 千葉科学大学 
     Chiba Institute of Science 

   This study explored the relationship between psychological safety and safety culture/activities in elementary and 
junior high schools nationwide. An online survey yielded 824 valid responses. Psychological safety was higher in 
elementary schools, among principals, in smaller schools, with shorter working hours, and longer-tenured staff. Those 
with higher psychological safety also exhibited stronger safety culture—such as informed, reporting, just, flexible, and 
learning cultures—and were more engaged in safety activities, including education, training, inspections, manual 
updates, and drills. These findings indicate that enhancing psychological safety provides a crucial foundation for 
fostering safety culture and promoting proactive safety practices in schools. 

Keywords : psychological safety, school safety, school safety culture, school safety activities 

１．はじめに 
文部科学省は，2022年 3月に公表した｢第三次学校安全

の推進に関する計画｣において，取り組むべき施策の基本

的方向性の一つとして｢学校における安全文化の醸成｣を

掲げている．安全文化とは，組織全体として安全を最優

先する姿勢を共有し，その価値観や方針を行動に反映さ

せることである．リーズン 1)は，安全文化を構成する要

素として，①情報に立脚した文化，②報告する文化，③

正義の(公正な)文化，④柔軟な文化，⑤学習する文化の 5
つを挙げている．しかし，全国の学校現場においては，

これらのうち特に｢正義の(公正な)文化｣が十分に実現さ

れていない現状が指摘されている 2)． 
公正な文化とは，許容される行為と許容されない行為

の境界を明確にした上で，意図せぬエラーの報告を奨

励・賞賛し，意図的な違反については厳正に対処する姿

勢を意味する．このような文化を構築するためには，｢正

直な失敗｣(誠実に仕事をしている中で起きてしまったミ

ス)を安心して報告できる環境が不可欠であるとされてお

り 3),4)，これはエドモンドソン 5)が提唱する｢心理的安全

性｣にも関連するものと考えられる．

心理的安全性とは，｢ある職場やチームで，自分の考え

や疑問，懸念，ミスを安心して共有できると感じられる

こと｣である 5) ．これを教育現場に当てはめると，日々の

教育活動や人間関係において，児童生徒や教職員が失敗

やリスクに関する情報を率直に共有し，自由に意見を述

べられる雰囲気を指している．安全文化が組織レベルで

の価値観や方針を規定するのに対し，心理的安全性は

個々の学級や教職員集団といった日常レベルでの相互関

係に着目する点で異なる．しかし両者は密接に関連して

おり，学校に安全文化が根づけば，子どもたちや教職員

は失敗や危険を率直に報告しやすくなり，心理的安全性

が高まる．他方で，学級や教職員集団における心理的安

全性の向上は，安全に関する情報共有やリスク対策を促

進し，結果として安全文化の定着を支えると考えられる．

したがって，日本の学校における安全文化と心理的安全

性の関係を検討することは，児童生徒の安心・安全な学

習環境を整備するとともに，教職員の安全管理能力の向

上に寄与する重要な課題である．安全文化を醸成させる

ためにも，両者の相互作用を解明することは有用である． 
以上を踏まえて本研究では，学校における安全文化と

心理的安全性との関係を明らかにすることを目的として，

インターネットを介して全国の小・中学校の教職員を対

象としたアンケート調査を行った結果について報告する．

２．調査方法・対象 
 本研究のリサーチクエスチョンは，第一に学校におけ

る心理的安全性の高低は，いかなる要因によって規定さ

れるのか．第二に，心理的安全性の高い学校では，安全

文化が実際に醸成されており，学校安全に関する諸活動

にも積極的に取り組んでいるのか，という点である． 
｢心理的安全性｣の測定は，三沢･他 6)と同じく，9 つの

項目(1.教員たちは，自分の考えを率直に話すことができ

る，2.教員たちは，学校の課題や対応の難しい問題につ

いて，普段から気軽に話している，3.教員たちは，仕事

がうまくいくやり方，うまくいかないやり方について，

情報を積極的に共有しあっている，4.仕事で失敗をした

教員がいたら，他の教員たちから悪く思われることが多

い(逆転項目)，5.異質な考え方は，教員たちから受け入れ

てもらえない(逆転項目)，6.教員たちは，互いの意見を遠

慮なくぶつけあって話し合える，7.教員同士の間で助け

を求めることは難しい(逆転項目)，8.教員たちは，互いに

努力している点を認めあっている，9.個々の教員の力量

や能力の長所は高く評価され，活用されている)について，

｢全くあてはまらない(1)｣～｢非常にあてはまる(5)｣の 5 段
階評定で回答を求めることとした． 
｢安全文化｣に関する質問項目については，藤本･戸塚 2)

を参考にして，安全文化の要素ごとに 2 つの設問を作成

し，それぞれに｢全くそう思わない(1)｣～｢非常にそう思
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う(5)｣の 5 段階評定で回答を求めることとした．ྛ設問

は，1.情報に立脚する文化は，｢あなたの学校では，教員

に対して，安全を確ಖするためにᚲ要な情報がຠ果的に

ఏ㐩されていますか｣，｢あなたの学校では，児童生徒に

対して，安全を確ಖするためにᚲ要な情報がຠ果的にఏ

㐩されていますか｣，2.報告する文化は，｢あなたの学校

では，自分の失敗を積極的に報告できる雰囲気がありま

すか｣，｢あなたの学校では，ࣖࣄリࣁット情報を積極的

に報告できる雰囲気がありますか｣，3.正義の(公正な)文
化は，｢あなたの学校では，許容される行為と許容されな

い行為の境界が明確に♧されていますか｣，｢あなたの学

校では，意図せぬエラーについては報告したことが賞賛

され，意図的違反については厳正な対処がなされていま

すか｣，4.柔軟な文化は，｢あなたの学校では，危ᶵ➼Ⓨ

生᫬に，᪤Ꮡの上ୗ関係にᅛᇳせࡎ，現場にุ᩿・意思

Ỵ定を௵せる体ไが整っていますか｣，｢あなたの学校で

は，危ᶵ➼Ⓨ生᫬に，࣐ࣗࢽアルや基‽ࡔけに㢗らࡎ，

⮫ᶵ応ኚに対応できる体ไが整っていますか｣，5.学習す

る文化は，｢あなたの学校では，学校の安全Ỉ‽を向上さ

せるため，常に PDCAサイクルを⧞り㏉していますか｣，

｢あなたの学校では，学校の安全Ỉ‽を向上させるため，

失敗⤒㦂が積極的に฼用されていますか｣である． 
｢安全活動｣に関する質問項目としては，学校安全の 3

つの活動(安全教育，安全管理，組織活動)を踏まえて，

｢児童生徒に対する安全教育をどのくらいの㢖ᗘで行って

いますか｣(以ୗ，安全教育)，教職員に対する安全研ಟを

どのくらいの㢖ᗘで行っていますか｣(以ୗ，安全研ಟ)，
｢学校の施設・設備の安全点検をどのくらいの㢖ᗘで行っ

ていまうか｣(以ୗ，安全点検)，｢危険➼Ⓨ生᫬対処要㡿

(危ᶵ管理࣐ࣗࢽアル)の見直しをどのくらいの㢖ᗘで行

っていますか｣(以ୗ，࣐ࣗࢽアル)，｢危険➼Ⓨ生᫬の対

応カ⦎をどのくらいの㢖ᗘで行っていますか｣(以ୗ，対

応カ⦎)，｢ಖㆤ者やᆅᇦఫẸと連ᦠした安全活動を行っ

ていますか(以ୗ，組織活動)｣についてᑜࡡることとした． 
本研究のࢹータは，ᰴᘧ఍♫アイࣈリッࢪが㐠Ⴀする

インターネット調査サーࣅス｢ Freeasy｣ を฼用して཰集し

た．調査対象者は同サーࣅスのⓏ㘓モࢽターからເ集し，

事๓に設定した᮲௳に合⮴する回答者をᢳฟする．調査

は࢜ンライン上で実施され，回答は༏ྡで཰集される．

まࡎ本調査に先立ち，対象者の᮲௳に㐺合するかを確認

するためのスクリーࢽンࢢ調査を実施した．

本研究の対象ẕ集団は全国の小・中学校教員⣙ 67 ୓人

である．ಙ㢗Ỉ‽ 95%，許容ㄗᕪ 5%の場合，ᚲ要サンࣉ

ルᩘは⣙ 384 人と⟬ฟされる．スクリーࢽンࢢ調査では，

全国の 20 ṓ以上 65 ṓ以ୗの｢教育ᴗ｣の⏨ዪ 5000 ྡを対

象として，学校✀ู(小学校，中学校，高➼学校，特ู支

᥼学校，その他の学校，学校に໅ົしていない)・ᙺ職

(校長，教㢌・๪校長，教ㅍ，常໅ㅮᖌ(⮫᫬的௵用教員)，
非常໅ㅮᖌ，その他)をᑜࡡたとこ4739ྡ，ࢁからの回答

がᚓられた．これらの回答者のうち，現ᅾ，小学校また

は中学校に໅ົしている校長，教㢌・๪校長，教ㅍ，常

໅ㅮᖌ，非常໅ㅮᖌの計 948 ྡに対して，本調査を実施

した．その結果，824 ྡからの回答がᚓられ，⤫計的に

十分なサンࣉルᩘを確ಖできた(表 1)．なお，ᆅ方ูのサ

ンࣉル構成ẚを確認したとこࢁ，ྛᆅ方のẚ率(໭ᾏ㐨㸸

65 人(7.9%)，ᮾ໭㸸47 人(5.7%)，関ᮾ㸸228 人(27.7%)，
中部㸸172 人(20.9%)，㏆␥㸸154 人(18.7%)，中国㸸46 人

(5.6%)，ᅄ国㸸24 人(2.9%)，஑ᕞ㸸88 人(10.7%)は，⥲ົ

省の⤫計に基づく全国人ཱྀのᆅ方ูẚ率とᴫࡡ一⮴して

おり，大きな೫りは見られなかった．

表 1 より，学校✀ูでは，小学校が 439 人(53.3%)と中

学校が 385 人(46.7%)はࡰ࡯同ᩘであった．ᙺ職は，教ㅍ

が 586 人(71.1%)で最も多かった．学校の児童生徒ᩘは，

｢200 人ᮍ‶｣，｢200～399 人｣，｢400～599 人｣が 25%⛬ᗘ

つであった．㐌ᖹᆒのປാ᫬間は，｢40～59ࡎ ᫬間｣が

353 人(42.8%)で最も多く，｢100 ᫬間以上｣も 38 人(4.6%)
いた．㏻⟬の໅⥆年ᩘは，｢10 年以上 20 年ᮍ‶｣が 202 人

(24.5%)で最も多かった． 

㸱．調査⤖ᯝ 
(1) ༢⣧㞟ィの⤖ᯝ
三沢・他 6)による心理的安全性のᑻᗘを測定し，ᑻᗘ

ᚓ点(9 項目)のᖹᆒ値を⟬ฟした結果を図 1 に♧す．全体

として，2.75 ᮍ‶や 4.25 以上の༊間では௳ᩘがᑡなく，

中ኸ (3.00～ 3.24)௜㏆にᒣがあるᕥྑ非対⛠な分ᕸ

(skewness㸸-0.412)となっている． 
 安全文化の 5 つの要素(情報に立脚した文化，報告する

文化，正義の(公正な)文化，柔軟な文化，学習する文化)
に対する 5 段階評定の回答結果から，それぞれの要素(ྛ
2 項目)のᖹᆒを求めた(図 2)．｢情報に立脚した文化｣は高

⾲ 1 ᅇ⟅⪅のᇶᮏ᝟ሗ 

小学校 439 (53.3%) 40時間未満 149 (18.1%)
中学校 385 (46.7%) 40～59時間 353 (42.8%)

60～79時間 226 (27.4%)
校長 59 (7.2%) 80～99時間 58 (7.0%)
教頭・副校長 34 (4.1%) 100時間以上 38 (4.6%)
教諭 586 (71.1%)
常勤講師 77 (9.3%) 5年未満 118 (14.3%)
非常勤講師 68 (8.3%) 5年以上10年未満 132 (16.0%)

10年以上20年未満 202 (24.5%)
200人未満 206 (25.0%) 20年以上30年未満 133 (16.1%)
200～399人 214 (26.0%) 30年以上40年未満 178 (21.6%)
400～599人 213 (25.8%) 40年以上 61 (7.4%)
600～799人 105 (12.7%)
800人以上 86 (10.4%)

学校種別

役職

児童生徒数

労働時間(週平均)

勤続年数(通算)

ᅗ 1 心理的安全性ᑻᗘᚓⅬ(9㡯┠)のᖹᆒ್のศᕸ 

ᅗ 2 安全ᩥ໬のせ⣲(2㡯┠)のホᐃᖹᆒ್のศᕸ 

0

50

100

150

200

੯
数

尺度得点平均க

2%

2%

3%

3%

3%

10%

11%

14%

14%

14%

34%

39%

49%

39%

45%

48%

42%

32%

41%

35%

6%

5%

2%

4%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報に立脚した文化

報告する文化

正義の(公正な)文化

柔軟な文化

学習する文化

1.0, 1.5 2.0, 2.5 3.0, 3.5 4.0, 4.5 5.0
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いᖹᆒ値(4.0, 4.5)が最も多く，｢正義の(公正な)文化｣は中

間ᒙ(3.0, 3.5)が多いഴ向がࡳられる．｢報告する文化｣ཬ

 ．は，高いᒙと中間ᒙが同⛬ᗘである｢柔軟な文化｣ࡧ
ྛ学校における安全教育ཬࡧ安全管理の取組状ἣにつ

いてᑜࡡた結果を図 3 に♧す．安全点検は｢ẖ月｣が最も

多く，安全教育・安全研ಟ・対応カ⦎は｢学ᮇごと｣が最

も多く，࣐ࣗࢽアルは｢年㸯回｣が最も多かった．また，

ྛ学校における組織活動の連ᦠ状ἣについてᑜࡡた結果

を図 4 に♧す．｢ᚲ要に応じて連ᦠしている｣(58%)が最も

多く，｢࡯とんど連ᦠしていない｣(16%)，｢常に連ᦠして

いる｣(12%)がそれに⥆く． 

(2) 心理的安全性ᑻᗘᚓⅬとᇶᮏ᝟ሗとの関係
回答者の基本情報(学校✀ู，ᙺ職，児童生徒ᩘ，ປാ

᫬間，໅⥆年ᩘ)の違いによって心理的安全性ᑻᗘᚓ点の

ᖹᆒ値(図 1)に有意ᕪがࡳられるかを検定した(表 2)．ྛ

⩌の心理的安全性ᑻᗘᚓ点のᖹᆒ値(ȣ)とᶆ‽೫ᕪ(Ȫ)も
ేせて表 2 に♧す．なお，以㝆の⤫計解ᯒには，EZR(ver
sion 1.68)を౑用した． 
学校✀ูに関しては，t検定の結果，小学校と中学校の

間で有意なᕪ(p= .0245)が認められ，小学校の方が高いᖹ

ᆒ値を♧した．ᙺ職に関しては，一ඖ㓄⨨分ᩓ分ᯒの結

果，有意なᕪが認められた(p= .0007)．Bonferroni ἲによ

る多重ẚ㍑の結果，｢校長｣は｢教ㅍ｣(p= .00228)，｢常໅ㅮ

ᖌ｣(p= .00097)とẚ㍑して有意に高いᚓ点を♧した．児童

生徒ᩘに関しては，一ඖ㓄⨨分ᩓ分ᯒの結果，有意なᕪ

が認められた(p= .0477)．多重ẚ㍑(Bonferroni ἲ)の結果，

⩌間のᕪは有意Ỉ‽ 5% では有意ではなかったが，｢200
人ᮍ‶｣と｢600～799人｣(p= .079)，｢200～399人｣と｢600～
799 人｣(p= .072)の間で有意ഴ向が認められた．ປാ᫬間

に関しては，一ඖ㓄⨨分ᩓ分ᯒの結果，有意なᕪが認め

られた(p= .0317)．Bonferroni ἲによる多重ẚ㍑の結果，

｢40～59 ᫬間｣は｢80～99 ᫬間｣にẚべて有意に高いᚓ点を

♧した(p= .026)．㏻⟬の໅⥆年ᩘに関しては，一ඖ㓄⨨

分ᩓ分ᯒの結果，有意なᕪが認められた(p= .00718)．多

重ẚ㍑(Bonferroni ἲ)の結果，｢30 年以上 40 年ᮍ‶｣は｢10
年以上 20 年ᮍ‶｣よりも有意にᑻᗘᚓ点が高かった(p= .0
031)． 
 以上の結果をまとめると，心理的安全性が高いのは，

学校✀ูでは中学校よりも小学校であり，児童生徒ᩘは

多い(600～799 人)よりもᑡない(200 人ᮍ‶，200～399 人)
方であり，ປാ᫬間は長い(80～99 ᫬間)よりも▷い(40～
59 ᫬間)方であり，㏻⟬の໅⥆年ᩘは▷い(10 年以上 20 年

ᮍ‶)よりも長い(30年以上 40年ᮍ‶)方であるというഴ向

を確認できた．また，ᙺ職ูでは，校長にẚべて教ㅍや

常໅ㅮᖌの心理的安全性が低いというഴ向も確認できた． 

(3)心理的安全性ᑻᗘᚓⅬの㧗ᚓⅬ⩌とపᚓⅬ⩌のẚ㍑
心理的安全性ᑻᗘᚓ点(図 1)を，その中ኸ値(3.44)に基

づいて低ᚓ点⩌(3.5 ᮍ‶，n=437)と高ᚓ点⩌(3.5 以上，n=
387)に分け，安全文化の 5 つの要素の評定ᖹᆒ値との間

に有意ᕪがࡳられるかを t 検定により確認した(表 3)．両

⩌の評定ᖹᆒ値をẚ㍑した結果，すべての要素において

有意ᕪが認められ，高ᚓ点⩌の方が，安全文化に関する

評定ᖹᆒ値が⣙ 0.5～0.7 高かった．

同ᵝに，安全活動(安全教育，安全研ಟ，安全点検，࣐

アル，対応カ⦎，組織活動)について，心理的安全性ࣗࢽ

ᑻᗘᚓ点の低ᚓ点⩌と高ᚓ点⩌で有意ᕪが見られるかを

Ȯ2 検定により確認した．その結果，すべての安全活動に

おいて有意Ỉ‽ 1%で有意ᕪが認められた．これを受けて

調整῭ࡳṧᕪによるṧᕪ分ᯒを行った(表 4)．表 4 におい

ᅗ 3 安全άືのᐇ᪋㢖ᗘ 

ᅗ 4 ⤌⧊άືの㐃ᦠ≧ἣ 

8%

2%

3%

2%

1%

29%

13%

61%

8%

12%

45%

40%

17%

17%

54%

8%

29%

8%

49%

20%

2%

4%

2%

6%

3%

2%

5%

1%

4%

3%

6%

7%

7%

15%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安全教育
(n=824)

安全研修
(n=824)

安全点検
(n=824)

マニュアル
(n=824)

訓練
(n=824)

毎週 毎月 学期ごと 年１回 数年に１回 行っていない わからない

12% 58% 16% 6% 8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

組織活動
(n=824)

常に連携している 必要に応じて連携している ほとんど連携していない
全く連携していない わからない

⾲ 2 心理的安全性ᑻᗘᚓⅬのᇶᮏ᝟ሗにࡼる᭷ពᕪ 
学校種別 μ σ n p値

小学校 3.49 0.60 439
中学校 3.39 0.60 385 0.0245

役職 μ σ n p値
校長 3.73 0.53 59
教頭・副校長 3.59 0.48 34
教諭 3.42 0.62 586
常勤講師 3.32 0.55 77
非常勤講師 3.46 0.57 68 0.0007

児童生徒数 μ σ n p値
200人未満 3.50 0.63 206
200～399人 3.50 0.56 214
400～599人 3.44 0.57 213
600～799人 3.30 0.63 105
800人以上 3.38 0.64 86 0.0477
労働時間(週平均) μ σ n p値
40時間未満 3.44 0.57 149
40～59時間 3.50 0.58 353
60～79時間 3.44 0.62 226
80～99時間 3.24 0.70 58
100時間以上 3.34 0.62 38 0.0317
勤続年数(通算) μ σ n p値

5年未満 3.40 0.58 118
5年以上10年未満 3.42 0.60 132
10年以上20年未満 3.34 0.59 202
20年以上30年未満 3.48 0.60 133
30年以上40年未満 3.57 0.61 178
40年以上 3.51 0.59 61 0.0072

⾲ 3 心理的安全性ᑻᗘᚓⅬと安全ᩥ໬の関係 

μ σ μ σ
情報に立脚した文化 3.34 0.77 3.85 0.68 0.000
報告する文化 3.20 0.79 3.88 0.62 0.000

正義の(公正な)文化 3.11 0.76 3.61 0.70 0.000
柔軟な文化 3.13 0.81 3.77 0.67 0.000
学習する文化 3.16 0.79 3.68 0.67 0.000

安全文化の要素
心理的安全性尺度

p値低得点群 高得点群

-  13 -



 

て，調整῭ࡳṧᕪが 1.96(有意Ỉ‽ 5%に相当)以上のᩘ値

をኴᏐにするとともに，観測値がᮇᚅ値よりも大きいṧ

ᕪを㉥Ⰽで♧し，ᮇᚅ値が観測値よりも大きいṧᕪを㟷

Ⰽで♧す．｢安全教育｣に関しては，高ᚓ点⩌では｢ẖ月｣

がᮇᚅ値より多く，低ᚓ点⩌では｢年㸯回｣｢ᩘ年に㸯回｣

｢行っていない｣がᮇᚅ値より多かった．｢安全研ಟ｣に関

しては，高ᚓ点⩌では｢学ᮇごと｣がᮇᚅ値より多く，低

ᚓ点⩌では｢ᩘ年に㸯回｣｢行っていない｣がᮇᚅ値より多

かった．｢安全点検｣に関しては，高ᚓ点⩌では｢ẖ㐌｣｢ẖ

月｣がᮇᚅ値より多く，低ᚓ点⩌では｢学ᮇごと｣｢年㸯回｣

｢ᩘ年に㸯回｣がᮇᚅ値より多かった．｢࣐ࣗࢽアル｣に関

しては，高ᚓ点⩌では｢年㸯回｣がᮇᚅ値より多く，低ᚓ

点⩌では｢行っていない｣がᮇᚅ値より多かった．｢対応カ

⦎｣に関しては，高ᚓ点⩌では｢学ᮇごと｣がᮇᚅ値より多

く，低ᚓ点⩌では｢ᩘ年に㸯回｣｢行っていない｣がᮇᚅ値

より多かった．｢組織活動｣に関しては，低ᚓ点⩌では｢全

く連ᦠしていない｣がᮇᚅ値より多かった． 
 以上の結果をまとめると，心理的安全性の高い学校(高
ᚓ点⩌)࡯ど，安全教育ཬࡧ安全管理(安全教育，安全研

ಟ，安全点検，࣐ࣗࢽアル，カ⦎)を実施する㢖ᗘが高い

ഴ向にあることを確認できた．組織活動に関しては，心

理的安全性の低い学校(低ᚓ点⩌)࡯ど，あまり連ᦠをし

ていないഴ向にあることを確認できた． 
 
㸲．ࡲとめ 
 本研究は，全国の小・中学校に໅ົする教職員を対象

に，学校における心理的安全性と安全文化・安全活動と

の関連を明らかにすることを目的として実施した．イン

ターネット調査により 824 ྡの有ຠ回答をᚓて，心理的

安全性のᑻᗘᚓ点と学校✀ู，ᙺ職，児童生徒ᩘ，ປാ

᫬間，໅⥆年ᩘとの関係を分ᯒした結果，小学校，校長

職，ẚ㍑的ᑡ人ᩘ規ᶍの学校，ປാ᫬間が▷い⩌，໅⥆

年ᩘが長い⩌において心理的安全性が高いഴ向が確認さ

れた．さらに，心理的安全性の高い⩌は，安全文化のྛ

要素(情報に立脚した文化，報告する文化，正義の(公正

な)文化，柔軟な文化，学習する文化)をよりᙉく有して

おり，安全教育，安全研ಟ，安全点検，危ᶵ管理࣐ࣗࢽ

アルの見直し，危ᶵⓎ生᫬の対応カ⦎などの安全活動に

も積極的に取り組んでいた．以上の結果から，学校にお

ける心理的安全性の向上は，安全文化の醸成と安全活動

の推進を相互にᙉ化する重要な基┙となることが♧၀さ

れた． 
 
ㅰ㎡ 
 本研究を㐙行するにあたり，公┈㈈団ἲ人日本教育公

ົ員ᘯ῭఍より௧࿴ 6 年ᗘ日教ᘯ本部奨励㔠の助成を受

けました．グして感ㅰの意を表します． 
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௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩
ଋ୷ ௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩

ଋ୷

毎週 36 36.6 0.01 33 32.4 0.01
毎月 101 126.8 5.23 138 112.2 5.91
学期ごと 189 195.7 0.23 180 173.3 0.26
年１回 53 37.1 6.79 17 32.9 7.67

数年に１回 15 8.0 6.24 0 7.0 7.04
行っていない 14 8.0 4.59 1 7.0 5.19
わからない 29 24.9 0.67 18 22.1 0.75

௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩
ଋ୷ ௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩

ଋ୷
毎週 9 10.1 0.11 10 8.9 0.13
毎月 58 55.7 0.10 47 49.3 0.11
学期ごと 136 174.0 8.28 192 154.0 9.35
年１回 141 126.8 1.60 98 112.2 1.81

数年に１回 24 15.9 4.11 6 14.1 4.64
行っていない 35 22.8 6.52 8 20.2 7.36
わからない 34 31.8 0.15 26 28.2 0.17

௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩
ଋ୷ ௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩

ଋ୷
毎週 9 14.3 1.98 18 12.7 2.23
毎月 226 266.8 6.23 277 236.2 7.03
学期ごと 89 72.7 3.68 48 64.3 4.15
年１回 52 37.1 5.96 18 32.9 6.73

数年に１回 13 8.5 2.40 3 7.5 2.71
行っていない 9 6.4 1.09 3 5.6 1.23
わからない 39 31.3 1.90 20 27.7 2.15

安全点検
心理的安全性尺度

低得点群 高得点群

安全教育 低得点群 高得点群
心理的安全性尺度

安全研修
心理的安全性尺度

低得点群 高得点群

௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩
ଋ୷ ௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩

ଋ୷
毎週 8 7.4 0.04 6 6.6 0.05
毎月 41 34.5 1.24 24 30.5 1.40
学期ごと 76 73.2 0.11 62 64.8 0.12
年１回 183 215.3 4.85 223 190.7 5.48

数年に１回 28 24.4 0.53 18 21.6 0.60
行っていない 27 17.0 5.93 5 15.0 6.69
わからない 74 65.2 1.18 49 57.8 1.33

௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩
ଋ୷ ௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩

ଋ୷
毎週 6 5.3 0.09 4 4.7 0.10
毎月 54 54.1 0.00 48 47.9 0.00
学期ごと 207 237.6 3.94 241 210.4 4.45
年１回 99 88.0 1.37 67 78.0 1.54

数年に１回 19 12.2 3.79 4 10.8 4.28
行っていない 19 13.8 1.97 7 12.2 2.22
わからない 33 26.0 1.89 16 23.0 2.14

௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩
ଋ୷ ௴೾க 期ୄக ৹ତੋ峩

ଋ୷
常に連携 44 53.6 1.71 57 47.4 1.93

必要に応じて連携 234 253.5 1.50 244 224.5 1.69
ほとんど連携なし 79 68.4 1.64 50 60.6 1.85
全く連携なし 36 24.9 4.92 11 22.1 5.56
わからない 44 36.6 1.50 25 32.4 1.69

組織活動
心理的安全性尺度

低得点群 高得点群

マニュアル
心理的安全性尺度

低得点群 高得点群

対応訓練
心理的安全性尺度

低得点群 高得点群
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2024年能登半島地震における広域火葬及び遺体管理の実施状況と課題

〜輪島市・穴水町を事例として〜 
Implementation Status and Issues to Be Addressed in Wide-Area Cremation and Body 

Management during the 2024 Noto Peninsula Earthquake 
— A Case Study of Wajima City and Anamizu Town — 

○山形 真紀
1
,生田 英輔

2

Maki YAMAGATA1 and Eisuke IKUTA2 
1   立教大学社会デザイン研究所 

Rikkyo University Graduate School of Social Design Studies 
2 大阪公立大学都市科学・防災研究センター 

Osaka Metropolitan University Urban Resilience Research Center 

The January 1, 2024 Noto Peninsula earthquake resulted in a total of  230 deaths (excluding disaster-related deaths) 
in Ishikawa Prefecture. Due to damage to local crematoriums, the prefecture led a wide-area cremation effort. Although 
wide-area cremation was institutionalized after the Hanshin-Awaji Earthquake, few case studies exist. 
Interviews revealed issues such as unclear regulations, difficulties in transport and staffing, and insufficient support 

for bereaved families. Recommendations include clarifying municipal roles, establishing public-private transport 
support, and improving bereaved support manuals and training. Regarding body management, reliance on the police 
and private sector was evident, highlighting the need for national leadership to strengthen large-scale disaster response. 

Keywords : Noto Peninsula earthquake,Wide-area cremation,Body management,Public-private partnership,Bereaved 
family support,National leadership 

１．はじめに 
2024年1月1日16時10分,能登半島地震が発生.石川県

（以下「県」）の輪島市などで震度7を記録し,三方を海

に囲まれた地理的孤立性や,過疎・高齢化の進行が顕著な

地域を直撃した.死者（災害関連死を除く）は輪島市103
人,珠洲市97人,穴水町20人,七尾市5人,能登町2人など計

230人を数え1),死因は家屋倒壊などによる圧死や窒息・

呼吸不全が半数以上を占めた2).

災害時に多数遺体が確認された場合,死者の尊厳や遺族

の心情に配慮した遺体管理（遺体を取り扱うこと,捜索現

場などでの遺体確認・遺体安置所への移送・身元確認・

遺族への引き渡し・最終的な遺体処理といった一連の活

動が含まれる）3)が重要となる.その間の遺体保存（遺体

の維持や腐敗防止措置）は長期化するほど困難を極め,火

葬率の高い我が国では早期火葬の要望が日増しに強まる

ことから,必要な処置（検視・検案・身元確認など）が終

われば迅速な火葬と適切な弔いが求められる. 

今回の地震では,被害が甚大な奥能登地域（輪島市・珠

洲市・穴水町・能登町）の火葬場が被災し,地元での火葬

が間に合わなくなった.そのため県が中心となり,火葬場

や関係団体（石川県葬祭業協同組合,石川県霊柩自動車協

会など）と連携して県内で広域火葬を実施した.  

広域火葬とは,大規模災害により地元火葬場が使用不能

または処理能力超過の場合,周辺地域の火葬場を活用して

広域的に火葬を行う仕組みである.阪神・淡路大震災を契

機に 1997 年の厚生省通知 4)で都道府県に計画策定が求め

られた.東日本大震災や新型コロナウイルス感染症流行な

どを踏まえ適宜通知が示され 5)6)7),2023 年に全都道府県

で計画が整った 8). 

適切な遺体管理に欠かせない広域火葬であるが,先行研

究は少ない.横田 9）は東日本大震災における広域火葬の

実施状況を調査し,実効性のある広域火葬計画と連携体制

の構築による大規模災害時における埋火葬のあり方を提

言し,佐藤 10)は首都直下地震などの大規模災害が発生し

た場合の首都圏の斎場の対応能力などについて分析して

いる.しかし,東日本大震災後に発生した災害における具

体的事例を踏まえた分析は見当たらない. 

本研究は,能登半島地震における広域火葬及び遺体管理

について,輪島市・穴水町の担当者（以下「市町職員」）

及び県の担当者（以下「県職員」）へのインタビューを

通して,特に市区町村から見た実施状況や課題について明

らかにするとともに,制度整備と運用改善に向けた提言を

行うことを目的とする. 

２. 調査方法
(1) 方法及び期間

本研究では,広域火葬を担当した市町職員及び県職員に

対し,各庁舎会議室において対面で録音しながら,インタ

ビュー調査を行った. 

(2) 対象者

市町職員及び県職員の合計 5 人である（表 1）.

表１ インタビュー調査状況 
対象者 インタビュー日時 平時の担当業務 

輪島市環境対策課 

(1 人)
2025 年 6 月 11 日

14:30-15:40

環境保全,公衆衛生

など(震災当時は霊

柩車運行業務含む) 

穴水町 

①住民福祉課(1 人)

②環境安全課(1 人)

2025 年 4 月 28 日
10:00-11:10

①戸籍,住基,年金,

保険,福祉など

②防災,環境など

県薬事衛生課 

(2 人)
2024 年 11 月 19 日

15:30-17:30 
生活衛生(墓埋法), 

薬事,食品衛生など 

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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３. 広域火葬実施概要
県職員によれば, 地震発生翌日の 1月 2日,石川県警察

から県危機管理部局に対し,応援協定に基づく葬祭用品の

供給要請がなされたことが広域火葬の端緒である.県が翌

3 日までに県内火葬場の被災状況や遺体安置の情報を集

約したところ,奥能登地域の 3 火葬場（珠洲市営斎場,能

登三郷斎場,やすらぎの杜）が大きく被災し,死者数に対

し地元火葬が間に合わない恐れがあることが判明した. 

これを受け,県は広域火葬計画に基づき県内火葬場によ

る受入れ調整を開始.広域火葬対象地域は,死者数が多く

地元火葬が困難な輪島市,珠洲市,穴水町とした.県は県内

火葬場に対し協力要請の通知を発出 11)12),運用時間延長や

閉場日運用などの特別対応を実施した.広域火葬受入先は,

中能登地域の 3 火葬場（ななか斎場,志賀斎場,羽咋斎場）

が火葬炉の台数や被災状況から受入れ困難と判断し,河北

郡（内灘町）以南の 7火葬場で対応することとなった.

また,石川県葬祭業協同組合及び石川県霊柩自動車協会

に対し 3者協定に基づき,葬祭用品の供給と遺体安置所か

ら火葬場までの遺体搬送への協力を要請した. 

市町職員及び県職員によれば,広域火葬の手順として, 

警察が遺体引き渡しの際に遺族に対し市町窓口を案内.市

町は死亡届受理により広域火葬の対象を把握し,県に火葬

枠を依頼.県が火葬場と調整して火葬枠を確保するととも

に,協定に基づき民間事業者に遺体搬送を手配して市町に

連絡.その後火葬が行われた. 

このような連携のもと,2024年 1月 5日（火葬は翌 6日）

から同月 22日（火葬は翌 23日）までの間,計 78体の遺

体が広域火葬受入先の火葬場へ搬送された（表 2）.

表２ 広域火葬実施数 

実施期間 
（搬送日） 

河
北
斎
場 

金
沢
市 
東
斎
場 

金
沢
市 
南
斎
場 

白
山
市 
松
任
斎
場 

手
取
郷 
斎
場 

白
山
郷 
斎
場 

小
松
加
賀
斎
場 

計 

輪島市 2024.1.7-21 0 2 6 15 2 16 14 55 
珠洲市 2024.1.11-22 0 7 7 0 0 0 0 14 
穴水町 2024.1.5-17 4 1 1 0 1 0 2 9 

計 4 10 14 15 3 16 16 78 
※ 県資料（【R6 能登半島地震】救助種目別明細書）を元に作成

４ インタビュー結果 
能登半島地震における広域火葬及び遺体管理の実施状

況と課題を明らかにするために,市町職員及び県職員のイ

ンタビュー内容をコーディングして 5項目を抽出した.

(1) 広域火葬対応：初動対応の混乱と業務負荷

本災害では,市町職員は突然多くの遺体に関わることに

なり,さまざまな困難に直面した. 

インタビューでは,広域火葬計画などに関する認識不足

により役割分担や初動対応が不明確なまま業務を担当し,

限られた人員による業務負荷,通信・電力障害による情報

共有の停滞,業務の非効率化・混乱などが指摘された（表

3）.これらの要因としては,

・ 広域火葬に関する周知・マニュアル・訓練の不足

・ 市町の地域防災計画 13)14)における役割分担の不備

・ 職員数の不足と避難所運営などとの業務の重複

・ 通信・電力障害による情報伝達手段の制約

・ 火葬許可証の様式非統一,制度や運用上の非標準化

・ 平時の担当業務と災害時の担当業務との乖離

などが挙げられる.

表３ 広域火葬対応状況 

(2) 火葬の見通し：火葬予測の困難さ

広域火葬を円滑かつ計画的に遂行するためには火葬予

測が重要である.地元火葬場の稼働見通しや遺体の数・状

態を踏まえ,広域で稼働可能な火葬炉を把握し最大限に活

用する必要がある. 

インタビューでは,地元火葬の可否や再開時期が不透明

であること,遺体数の正確な把握や将来見通しが困難であ

ること,災害死に加えて病死などの内因死も広域火葬の対

象となることによる火葬ニーズの複雑化などが指摘され

た.これらは,災害時における火葬予測の難しさを示して

いる（表 4）.これらの要因としては,

・ 被災地における火葬炉稼働状況の把握困難

・ 火葬炉の被災及び電気・水道などライフライン復旧

の遅延による稼働見通し困難

・ 災害遺体発見時期のばらつき（特に土砂災害など）

・ 遺体損傷に伴う身元確認の長期化（特に火災や土砂

災害など）

・ 身元不明遺体の身元特定・遺族引き渡しまでの火葬

保留

・ 災害救助法に基づき,広域火葬対象に病死などが含ま

れることによる必要火葬数の見通し困難

などが挙げられる. 

表４ 火葬予測の状況 

自治体 インタビュー内容

輪島市 

・広域火葬ができることは初めて聞いた,県から連絡が
あって,火葬場を使えると思っていたんですけど使えな
くなったのでお願いした
・当初,市民課と環境対策課で県と対応していたが,霊柩
車の運行をやっているとはいえ環境対策課でやるのはお
かしいという流れがあり,死亡届の関係から市民課にお
願いした
・遺体安置訓練や広域火葬訓練も聞いたことがない
・私自身は仮設トイレやくみ取りの関係を担当していた
・県とのやり取りは発災当初は Fax を使った,パソコン
も使えずメールも見れなくて困った

穴水町 

・広域火葬っていう言葉は知らなかった,火葬をしたい
って時に火葬場がダメなのですぐ県には電話をした
・火葬の関係は最初はもう手探り状態
・地域防災計画の中で遺体や安置所の担当は書かれてい
なかった,町や火葬場は訓練はしていない
・避難所運営も担当,職員だけでは対応できない
・電気もダメ,電話は通じない,パソコンも使えない,衛
星電話や隣の建物の Fax や自分の携帯電話を使った
・火葬許可証は市町によって雛形が違う,それを手書き
で書いてくれとか持たせてくれとか,Fax で全部送って
くれとか,平時は手書きをしたことなかった
・今までは火葬許可証を出すだけだった,火葬自体はす
べて業者,今回は全部こっちに振られてきた

県 
・初めは本当に何をしたらいいかわからなかった,日常
業務でやっぱり考えつかない

自治体 インタビュー内容

輪島市 

・火葬場に確認したら大丈夫と言っていたのに,いざ火
葬しようとしたら火葬炉が使用できなかった,応急修理
してもトイレなど使えず,昨年（2024 年）1 月下旬まで
利用不可 
・普通に病死している人も広域火葬,炉が使えないので

穴水町 

・火葬場が炉・待合室・電気・暖房全て使用不可,予約
システムも停止,一番近くの七尾の火葬場もダメ
・火葬場が本当に復旧したのは今年（2025 年）の 4 月
・倒壊家屋に家人がいるのかの確認に時間がかかった,
それでも比較的早かった,土砂からの発見は 10 日後くら
いになる例もあった 
・1/4段階の遺体は災害死ではなく 1/2に普通に亡くなっ
た 1 体,その方は家族が搬送業者と火葬場を手配
・災害死ではなくて一般の死亡でも広域火葬実施,全然
火葬ができないので

県 

・火災や土砂の方もいて身元確認に時間を要したので,
警察が引き渡しできない状況だったと思う,身元特定し
た上で遺族に引き渡し,そこから我々が担当
・救助法では死因問わず広域火葬の対象,12/31 に病死さ
れた方でも 1/1 に家屋倒壊で亡くなられた方でも救助法
の対象,1/1 に火葬しようにも現地の火葬場が被災して使
えないので災害に起因する
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(3) 遺体管理：対応力の欠如と民間依存 

本災害では死者数が百人規模だったため,警察が遺体安

置所を設置・運営して遺体管理や遺体保存を担うことが

できたものの,市町には人員の確保やドライアイスなど資

機材の安定供給への対応を迫られた. 

インタビューでは,市町は遺体管理などに主体的に関与

しておらず,資機材の供給についても実務対応力が限定的

であり,葬祭業者に大きく依存している状況が判明した

（表 5）.これらの要因としては, 

・ 行政における遺体管理の経験やノウハウ,資機材の備

蓄や調達ルートの欠如 

・ 市町が葬祭業者との協定を持たず,平時の準備不足 

・ 県・市町・警察・葬祭業者の間で役割分担が曖昧 

（県は市町や葬祭業者任せ,市町は警察や葬祭業者任

せ） 

などが挙げられる. 

 

表５ 遺体管理の状況 

 

(4) 遺体搬送：車両・人員不足と民間事業者による広域

支援体制の確立 

県内での広域火葬とはいえ,遠方の火葬場への遺体搬送

には多くの困難が伴う. 

インタビューでは,民間主導の運用がなされたが火葬場

が遠方であったため,従事者・遺族双方に大きな負担を強

いたことが判明した.例えば,搬送から火葬完了まで 2 日

がかりとなり,搬送のための車両・人員（運転手や搬送補

助者）が不足し,火葬立ち会いを求める遺族の火葬後の交

通手段が確保困難となった事態などである.車両・人員不

足については,全日本霊柩自動車協会などが主導し,中部

ブロックによる支援を実施したとのことである（表 6）.

これらの要因としては, 

・ 災害によるインフラ被害や道路の渋滞 

・ 遺体搬送車両については遺族心情への配慮から,霊柩

車・寝台車で対応したため車両が逼迫 

・ 広域火葬訓練が「一度に多数の死者」という前提で

実施していたため今回の事態にそぐわず,自治体主導

になり得なかったこと 

などが挙げられる. 

表６ 遺体搬送の状況 

 

(5) 遺族対応：遺族感情への配慮と対応の困難さ 

多くの遺族は,余震が続き生活の危機に直面するような

極限状態で遺体を引き渡された.さらに,地元火葬が間に

合わずに冬季とはいえ遺体の腐敗が進行し,震災下で情報

も限られる中で困難な選択を迫られた. 

インタビューでは,遺族の希望と広域火葬の日程調整の

困難,悲嘆や怒りを抱える遺族からの強い訴えに対する職

員の精神的疲弊,公的支援と「火葬できるが高額」という

民間サービスとの格差の露呈,災害救助法の適用範囲など,

遺族対応に関する過重な負担が大きな課題となっていた

（表 7）.これらの要因としては, 

・ 遺体の腐敗が進むことへの遺族の焦燥感と広域火葬

の遅延とのギャップ 

・ 市町における遺族心理・グリーフケアに関するノウ

ハウやマニュアル不足 

・ 災害救助法の自助優先原則などから,公的支援の範囲

が限定的 

などが挙げられる. 

 

表７ 遺族対応の状況 

 

 

 

自治体 インタビュー内容 

輪島市 

・遺体安置所は旧輪島中学校体育館,門前武道館,東陽中
学校ランチルームなど,一時的には農協も利用,その場所
に決まった経緯は不明 
・遺体は警察が担当,身元判明後は警察と市民課で死亡
届の関係を処理 
・警察から輪島の遺体安置所に職員 1人の派遣を求めら
れたので霊柩車運転手に依頼,2〜3 週間くらい,市民課
が作った広域火葬案内の紙を遺族に配布 
・葬儀業者が毎日ドライアイスを補充し棺も持ってきて
くれた,広域火葬で県と葬祭業組合さんが協定を結んで
いてその代表のシオタニさんが全部手配してくれた 
※シオタニさん：シオタニ株式会社,3者協定の窓口 

穴水町 

・遺体安置所は B＆G体育館 
・遺体は警察の方で,こちらでは遺体は触っていない 
・警察から棺やドライアイスが足りないという話があ
り,火葬許可証の流れでうちに回ってきた 
・ドライアイスは道路事情もありすぐには無理,業者と
協定を結んでいない,本当は協定があればいいですね 
・ドライアイスは業者に任せて,業者も火葬場も全て県
の方にお願いしました,搬送も火葬もセットでやってく
れる業者を県が手配した 

県 

・遺体安置所から警察が引き上げたら市町が担うことに
なるだろうが,日常的に遺体管理の経験がないからでき
ない 
・行政はドライアイスや納体袋や棺の仕入れルートや手
順など何も持ち合わせていない,備蓄もしていない 
・遺体安置所の建物提供は行政だが,遺体にドライアイ
スを定期供給して遺体の防腐処理を行うのは葬祭会社 
・協定があって結果的によかった,私たちではとてもじ
ゃないけどできなかった,業者が本当に大活躍です,使命
感を持ってやっていただいた 

自治体 インタビュー内容 

輪島市 

・搬送は県の協定で組合が中心に手配,民間の葬儀会社
や JAも大きく貢献,市は業者と協定を結んでいない 
・朝火葬に持っていっても夕方くらいになるので火葬場
で 1 泊して次の日に火葬,業者は帰りは当然（遺族を）
送らないので,足のない遺族は色々不便はある 
・近場の七尾とか羽咋とかが使えれば前泊しなくてもい
いし,帰りも負担軽減できた可能性がある 

穴水町 
・町は業者と協定を結んでいないが,県が協定を結んで
いた業者や JAなど民間の葬儀会社の貢献があった 
・道路事情から前泊して火葬をすることもあった 

県 

・葬儀業組合はシオタニさんが搬送本部を作って主導,
霊柩自動車協会は全日本の方が仕切っていた.  
・県に対して一部の遺族から「トレーラーを使ってでも
運び出してほしい」という声も寄せられたが,遺族心情
に配慮し,霊柩自動車協会を通じて他県から霊柩車・寝
台車の応援をお願いすることになった 
・輪島以遠は 2人体制（運転手・搬送補助者）が必要 
・全日本霊柩自動車協会が中部ブロックを中心に車両・
人員を確保した 
・この体制で回るレベルだったっていうのもあると思
う,百人単位だったから行ったり来たりで回った 
・行政は火葬場の確保,市町の火葬場情報を集約するの
が県,日頃自治体がやっている部分と民間がやっている
部分で分かれる,民間がやっている部分は民間がやる 
・広域火葬訓練は図上訓練で一気に死ぬ想定（直下型地
震想定で名古屋で死者 300 人など）,今回はポツポツ死
者が出てきてどんどん増えてきた 
・いきなり全県で大きな被害だったら,もしかしたら自
治体間での広域火葬計画からのスタートだったかもしれ
ない 

自治体 インタビュー内容 

輪島市 

・現地から実際に運び出すのに 2,3週間かかっている,な
かなか身元もわからない.冬でもご遺体は傷む 
・広域火葬は 1/7開始,震災当日に亡くなった方はすでに
1 週間.1/14 では 2 週間経っている,広域火葬を待ってい
たら約 2 週間後になると言われて,遺体の損傷を理由に
民間業者にお金を出して依頼した話を聞いた 
・遺体安置所付近に葬儀屋もいて,すぐ火葬できるがそ
の代わり通常の倍くらいお金がかかると説明,時間がか
かってもいいから広域火葬か,顔とかが痛むので早くや
りたいという方は葬儀屋に依頼か判断を迫られた 

穴水町 

・広域火葬は死亡届の受付順に県に依頼した,火葬まで
は 3,4日の待ちがあった 
・遺族には火葬場が被災して広域火葬を依頼しているこ
とを説明したが,『早く帰りたい』『家族が可哀想,早く
荼毘に付してあげたい』との思いがあり,通常の火葬の
ように希望日時での火葬を依頼する遺族もいて,なかな
か理解していただけなかった. 
・搬送費用について,自分で手配したが費用が高額にな
ったため公費にならないかと後々相談がありこちらにつ
いても理解に時間を要した 
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５. 教訓及び提言
⑴ 教訓

本研究で明らかになった課題を整理すると,以下の 3 点

が教訓として挙げられる. 

a,広域火葬の周知不足と火葬予測の困難 

市区町村にとって,多くの遺体を前に広域火葬可能性の

認識が乏しく,制度的にも役割が明確でないため,実効性

のある初動対応が困難である.また,発災直後だけでなく,

時間差で遺体数や火葬ニーズが増加する場合があり,火葬

予測は極めて困難である. 

b.遺体管理・遺体搬送における官民連携の不備

遺体管理は季節・遺体数・管理期間などの影響を受け,

また搬送先が遠方となる場合には,ドライアイスなどの資

機材や車両・人員が不足する恐れがある.官民連携が不可

欠であるが,現状では制度化された具体的連携方法が確立

されておらず,民間依存にとどまっている.

c.遺族支援体制の未整備

遺族への支援体制が不十分であることで,遺族の心理的

負担や情報不足が深刻化する懸念がある.また,市区町村

に個別対応が求められる一方で,標準化されたマニュアル

が整備されていない.

⑵ 提言

以上の教訓を踏まえ,今後の災害における円滑な広域火

葬及び遺体管理の実現のため,次の 3点を提言する.

a.広域火葬に関する市区町村の役割の明確化と柔軟な火

葬対応

平時から,都道府県と市区町村が連携した広域火葬計画

を制度的に担保し,情報共有を図る.その際,被害規模や遺

体発生パターンを想定した火葬予測を盛り込み,急増・漸

増の双方に柔軟に対応できる能力を確保する. 

b.遺体管理・遺体搬送に関する官民連携スキームの構築

民間の業界団体や事業者との協定に基づき,資機材・車

両・人員の確保方法を明文化し,広域搬送に対応できる運

用マニュアルを整備する.さらに,広域火葬訓練などを都

道府県だけでなく市区町村や民間事業者も含めて実施す

ることで実効性を高める. 

c.遺族対応に関する包括的支援体制の整備

遺族の心理的負担軽減や情報提供を含む包括的支援の

仕組みを整備し,標準的な対応マニュアルを策定する.平

時からグリーフケアの専門家を交えた訓練を実施し,関係

機関との連携を強化する. 

６. おわりに
能登半島地震における広域火葬は,県を中心に市町や民

間事業者が連携し,県内で適切に完遂した貴重な事例であ

った. 

しかし,遺体管理や遺体保存については警察や民間事業

者への依存が大きく,行政による準備や対応は十分に進ん

でいなかった.災害時の遺体管理は,行政にとって平時の

業務からかけ離れており準備が難しい領域であることは

否めない. 

しかし忘れてはならないのは,東日本大震災において多

数遺体の火葬が困難となり,被災自治体が長期にわたる遺

体保存や仮埋葬実施を余儀なくされた経験である 15). 

広域火葬や遺体管理の改善だけでなく,多数遺体の火葬

が困難になった場合に備えた長期保存方法の検討が求め

られる.そのためには,官民が連携して資機材・車両・人

員を確保し,ルールを整備するなど,体制を構築すること

が不可欠である.

数万単位の多数遺体が発生する大規模災害では,都道府

県レベルでの対応は限界を超える可能性が高い.国のリー

ダーシップの下,官民が一体となって機動的かつ持続的に

対応できる実効性のある仕組みを整備することが必要で

ある. 
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県 

・広域火葬や搬送が必要だという市町の要請に基づいて
県が協定を発動,救助法を適用しながら公費でやった
・公費で出すのは基本的にはご遺族が自分で手配できな
い場合で遠方や年齢的なものなど,自前でした方につい
ては結果的にご自身の負担でお願いした 
・葬祭は公費で出せないのでシオタニさんに独自対応し
ていただいたと聞いている,県は全く対応していない
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なぜ我が国防災法制・制度は「パッチワーク」 
と呼ばれるのか 

～我が国災害対応組織体制及び災害初動に関わる 

地方自治制度の変遷に関する研究～ 

Why are Japan’s Disaster Prevention Laws and Systema called “Patchwork”㸽 
～A study on the Evolution of Local Government Systems Concerning Disaster 

Response Organisations and Initial Disaster Response in Japan.～ 

 村 ⿱司，大⏣ 直ྐ，石ཎ෽Ἑྜྷࠐ

Hiroshi YOSHIMURA，Naofumi OTA and Ryoga ISHIHARA 

㱟㇂大Ꮫ大Ꮫ㝔 政策Ꮫ研究⛉ 
Graduate school of Policy Science, Ryukoku University 

 Japan's disaster prevention laws are often derided as a “patchwork quilt.” The systems established by laws such as the Basic Act on 
Disaster Management and the Disaster Relief Act operate in silos without coordination, resulting in numerous instances where this 
hinders the rescue of disaster victims. This paper attempts to determine why Japan's disaster prevention legal system is called a 
“patchwork” by researching the formation process and evolution of the country's disaster response organizational structure and local 
government systems related to initial disaster response. 

Keywords : Disaster response organization system, Local Government system, Transition，Patchwork 

１．本研究の背景 
(1) 未だに続く災害初動期における都道府県と市町村と

の権限、責務をめぐる混乱

 石ᕝ県では，令和６年ඖ᪦に発生した能登半島地震の

対応をᕠり，令和７年８月，第୕⪅᳨ウ委員会の報告 1)

をまとめた結果，県庁の当事⪅ព㆑Ḟዴについてཝしく

指᦬したうえで未だに県庁と自衛隊，警察，消防との連

携ࡸ市町村との調整に課㢟があるとしている． 

(2) 我が国防災法制，制度が「パッチワーク」と呼ばれ

る所以

我が国の防災法体系については，ᴫして大災害が発生

する度に当ヱ災害事㇟でᾋき᙮りになった課㢟に関する

改正を㔜ࡡることから「パッ࣡ࢳーࢡ」2)と᥾ᥟされて

おり，時系ิにᇶ࡙く区分をᇶ調とした災害対策ᇶ本法

に立⬮して災害法をㄽࡎることにྰ定的な研究 3)も存ᅾ

する．  
(3) パッチワークの弊害

たとえ我が国の防災法制度がパッ࣡ࢳーࢡであࢁうが，

⿕災⪅救助について⿕災⪅が不฼┈を⿕らないのであれ

ばఱらၥ㢟はないのであࢁうが，実㝿はパッ࣡ࢳーࢡの

ᘢ害はከࠎあり，令和６年ඖ᪦に発生した能登半島地震

では石ᕝ県内で生活再建ᨭ援㔠等を受⤥された⪅が生活

保ㆤを打ちษられるという事౛（45 ୡᖏ）が㉳きている． 

２．本研究の目的 
我が国防災法制，制度について考察するሙ合，災害対

策ᇶ本法に代⾲される災害対策法制，災害救助法に代⾲

される災害救助法制のほか，災害対応組織に関する組織

法ࡸ災害初動に関わる地方自治制度，さらには我が国の

国内政策な࡝ከᒱにわたる制度制定過程ࡸ政策ᙧ成過程，

変㑄な࡝を分ᯒするᚲせがあるが，まࡎその一⎔として，

災害対応組織の変㑄と災害初動に関わる地方自治制度の

変㑄を中心にಠ▔することで，法制ࡸ制度がパッ࣡ࢳー

．に⮳った⫼ᬒの一➃を᥈るࢡ

３．本研究の方法 
(1) 災害対応組織法，制度の設立経緯，変遷に関する時

系列整理

主せな災害対応組織，すなわち国，都道府県，市町村，

警察，消防，自衛隊（旧ᖇ国㝣ᾏ軍含ࡴ），ᾏ上保安庁

の組織法ࡸ制度の設立経緯，変㑄を時系ิで整理する． 

(2) 災害初動に関わる地方自治制度の設立経緯，変遷に

関する時系列整理

戦後地方自治制度のうち災害初動に関わる制度の設立

経緯，変㑄を時系ิで整理する． 

(3) 上記法制度変遷の俯瞰

上記災害対応組織法，制度及ࡧ戦後地方自治制度のう

ち災害初動に関わる制度の設立経緯，変㑄をಠ▔し，そ

の連関ᛶを分ᯒする． 

４．結果 
(1) 災害対応組織（国）の防災組織の変遷

ア．国土庁災害対策室から国土庁防災局まで

戦後の災害対策は内閣官房内政審議室が所管し，審議

室のもとに災害対策の「分室」を置いていた4) 5) ．昭和

49年６月に国土庁が発足すると国の災害対応部署は国土

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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庁に移管され，「長官官房災害対策室」として定員14名

の組織となった．昭和52年４月に災害対策室は「防災企

画課」「震災対策課」に改組され，更に昭和57年４月，

「防災業務課」が新設され３課体制となった．昭和58年

３月，第二次臨時行政調査会（いわゆる「土光臨調」）

の最終答申で「防災対策に関する企画調整官庁であり，

内閣総理大臣の補佐機構である国土庁に防災局を設置す

べきこと」と答申されたことを受け，昭和59年７月，同

庁に「防災局」が設置されたうえで「防災調整課」が新

設され１局４課体制、となり防災企画官４名が新設，定

員34名体制となった．6) 

平成９年12月、行政改革会議最終報告により，国土庁

の業務の大半を国土交通省に継承し，防災については内

閣府の機能として位置付ける旨示された．平成11年７月，

国土交通省設置法，内閣府設置法が公布された．  

ෆ㛶府ᨻ策⤫ᣓᐁ（防災）．࢖

平成 13 年１月，省庁再編により国土庁が廃止され防災

行政は内閣府所管，内閣府政策統括官（防災）となった．

国土庁廃止直前の国土庁防災局の定員は 50 名であったが

内閣府政策統括官（防災）の定員は 49 名でスタートした．  

トップである局長級の政策統括官は国土交通省の旧建

設系官僚から，ナンバー２の大臣官房審議官は総務省の

旧自治系官僚から選ばれ，参事官５名（総括・予防・応

急対策・復旧復興・地震火山）のもと，課に当たる「参

事官付」（内部的には「参事官室」と呼ばれる）が置か

れた．平成 25 年、東日本大震災後、参事官を２名増員し

て７名体制（予防→普及連携に名称変更，２参事官室増

設）となり，平成 26 年４月には厚労省から救助法業務が

移管されたことを受け参事官８名体制，定員 91 名となっ

た．平成 30 年、大臣官房審議官を１名増員して２名体制

となり，令和２年には参事官２名を増員して 10 参事官体

制，定員 110 名となった．令和７年４月には防災庁設置

準備も見越して定員を 110 名から 220 名にする方針が打

ち出された． 

࢘．防災庁

能登半島地震後に発足した石破政権は，「防災庁」設

置を当初から掲げており，「防災庁設置アドバイザー会

議」の答申を受けて目下，防災庁設置に向けて準備を進

めている． 

(2) 災害対応組織（㆙ᐹ）の変遷

ア．ᡓ๓の㆙ᐹ制度

近代警察は西洋のポリス制度を参考に明治４年，東京

府に邏卒 3000 人を司法省設置し，明治５年には全国の警

察を中央政府が所管することになり司法省に警保寮が設

置，明治６年に内務省が設置され，翌明治７年 1 月，警

保寮は司法省から内務省に移管された．47 道府県（東京

府は昭和 18 年に東京都に）に内務省高等官である知事，

警察部長ほかの高級官吏が置かれ，道府県知事，警察部

長（東京府は警視総監）が警察権を統括した．警部補以

上の警察官は内務省の官吏（判任官）であった． 

ᡓᚋ（༨㡿ᨻ策ୗ）ᨻ策におけるෆ務┬のᗫṆ．࢖

太平洋戦争後，我が国を占領し間接統治した連合国軍

最高司令官総司令部（ＳＣＡＰ）の強力な指導により昭

和 22 年５月３日制定の日本国憲法が制定され，その第８

章で地方自治が明記され，また同年 12 月 31 日に内務省

は廃止された． 

࢘． 国ᐙ地方㆙ᐹ（国㆙）と自治体㆙ᐹ（自㆙）

のేᏑ 

ＳＣＡＰ指導により昭和 22 年法律第 196 号（旧警察

法）が制定され，人口 5000 人以上の市街的町村には自治

体警察（自警）が設置され，人口 5000 人未満の町村を管

轄する国家地方警察（国警）と都道府県には２つの警察

が併存することとなった． 

࢚．自治体㆙ᐹの⑂弊と୍㒊法ᨵṇ（㑅ᣲで国㆙に⦅

ධ）

昭和 26 年に警察法の一部が改正され，住民投票の付託

で自警を廃止し国警に編入することが可能となった結果，

昭和 26 年９月には 1314 あった町村警察のうち約 77 パー

セントの 1024 警察が廃止され，その後も減少が続いた．

࢜．㆙ᐹ法ᨵṇ，㆙ᐹ庁、都道府県㆙ᐹ࡬

昭和 28 年の第 15 国会で国警と自警を都道府県警察に

一本化する警察法改正案が提出された．同改正案は所謂

「バカヤロー解散」で廃案され，五大都市を中心に「中

央集権の復活だ」との反対運動が展開されたが，翌年警

察法が全面改正され現行警察法が施行された． 

カ．法改正を経ない「広域緊急援助隊」の創設

平成７年１月発生の阪神淡路大震災後，「広域緊急援

助隊」が編成され，近畿管区では近畿２府４県から合計

960 人の隊員が「警備部隊」「交通部隊」「刑事部隊」

に分かれて指定されている．警備部隊で言えば府県を跨

いで合同編成されている大隊が大隊として出動すること

は極めて稀であり，実務上は都道府県ごとに広域緊急援

助隊が不完全編成の府県大隊若しくは府県中隊または小

規模県小隊単位で出動しているのが実情である． 

(3) 災害対応組織（ᾘ防）の変遷

ア．ᡓ๓、㆙ᐹ組織の୍㒊局と࡚ࡋのᾘ防

江戸時代，江戸では旗本で構成される常火消，大名の

自衛消防組織である大名火消のほか享保年間には町火消

が編成された．明治初期に前述のとおり内務省のもと警

察制度が確立されたが，明治５年に町火消を「消防組」

に改め「六大区」と呼ばれた警察屯所のもとに置き，更

に明治 13 年６月，内務省警視局のもと公設消防が創設さ

れ，消防は警察の一部局となった． 

 ສ௧「㆙防ᅋ௧」 ．࢖

太平洋戦争勃発直前の昭和 14 年１月 24 日に，勅令第

20 号「警防団令」が公布，同年４月１日に施行された．

これにより全国の「消防組」は「警防団」に改称され，

内務省の主導により警察（含警察消防部門）の下部組織

として従来の消防水防に加え空襲対策の任務を担うこと

になった． 

࢘．ᡓᚋ（༨㡿ᨻ策ୗ）のᾘ防

昭和 22 年１月 15 日、内務省警保局公安第二課消防係

が警保局消防課に昇格した．前述のとおり同年末に内務

省が解体されたことから，昭和 23 年１月１日、総理庁内

事局第一局消防課に移管されたうえ，同年２月 10 日には

「国家消防庁設立準備事務局」と改称された．３月７日

には内務省の後継部署であった総理庁内事局が廃止，消

防組織法が施行され，国家公安委員会に「国家消防庁」

が設置された．昭和 27 年８月１日、国家消防庁は「国家

消防本部」に改組された．この過程で政府は市町村消防

を都道府県に再編することを試みたが，全国消防長会の

猛反対により市町村消防が堅持された経緯がある 7)． 

࢚．自治┬ᾘ防庁

昭和 35 年７月１日、自治庁を改組し「自治省」設置、

国家消防本部を国家公安委員会から分離し、自治省の外

局としての「消防庁」に改組，国家消防本部に置かれて

いた消防研究所は消防庁の付属機関として継続させた．

昭和 59 年７月１日，家行政組織法一部改正により，それ
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までの「㝃属機関」を「審議会等」「施設等機関」「≉

ูの機関」に⣽分化，これにより消防研究所は消防庁の

「施設等機関」に移行した． 

࢜．⥲務┬ᾘ防庁

平成 13 年 1 月６日，中央省庁再編により消防庁は総務

省外局となった．同年４月１日，⊂立行政法人消防研究

所法施行により消防研究所を⊂立行政法人に分離．平成

17 年８月 15 日，消防庁内部部局として「国民保ㆤ・防

災部」を設置．平成 18 年４月１日、⊂立行政法人消防研

究所を廃止し，消防大Ꮫᰯの内部組織である「消防研究

センター」に移管した．

࢝．ᾘ防組織法ᨵṇ（ᗈᇦ໬᥎㐍）

平成 18 年６月に消防組織法が改正され，法第４章に

「市町村の消防の広域化」がㅻわれ，消防庁長官は市町

村消防広域化のᇶ本指針を策定（第 32 ᮲）し，都道府県

はᇶ本指針にᇶ࡙き᥎進計画を定めるようດめる（第 33

᮲）ものとされた．しかしながら 1995 年に 931 あった全

国消防本部は 2021 年には 724 と 22�8 パーセントしか統

合できていない 8)． 

࢟．法ᨵṇを経な࠸「⥭ᛴᾘ防᥼ຓ㝲」の๰設

平成７年１月の阪神・淡路大震災では全国 41 都道府県

からᘏべ約３୓人の消防部隊が応援ὴ㐵されたが，通ಙ

部隊運⏝に課㢟をṧした．このため当時の自治省消防ࡸ

庁は同年６月に消防庁せ⥘にᇶ࡙き緊急消防援助隊制度

を創設，創設８年後の平成 15 年６月，消防組織法改正に

より緊急消防援助隊に関する規定を同法内に新設した． 

(�) 災害対応組織（自⾨㝲）の変遷

ア．ᪧᖇ国㝣ᾏ㌷

大日本ᖇ国における旧ᖇ国㝣ᾏ軍は，関東大震災以後，

災害時における救助機関としても一定の存ᅾឤを発᥹し

た．㝣軍においては，明治 21 年のᖌ団司令部᮲౛，のち

のᖌ団司令部令（昭和 15 年７月 13日軍令㝣第 13 号）第

６᮲にᇶ࡙き地方長官のせㄳにᇶ࡙く臨時のර力動員が

規定されていた．もっとも治安⥔持を含ࡴものであり，

また地方長官のせㄳがなくともᖌ団長は統ᖊ大権のもと，

⊂自にර力を動員することができた．ᾏ軍にも明治 22 年

に勅令第 72 号で「㙠Ᏺ府᮲౛」が制定、明治 40 年には

勅令から軍令（軍令ᾏ第２号）となり，大正 12 年には

「㙠Ᏺ府令」と名称変更された．更に大正３年には「Ⰴ

隊令」によりⰄ隊司令長官にも㙠Ᏺ府司令長官と同ᵝの

出動権㝈を୚えた． 

もともと軍隊はそのᛶ格上高度の自活能力，インࣛࣇ

復旧能力を᭷しており，加えて全国に設置されていた衛

ᡀ⑓㝔ࡸᾏ軍⑓㝔は㈇യරの治⒪を主任務としていたが，

災害時における救ㆤ機関としても機能し，関東大震災等

の災害時にはその組織力を発᥹した． 

༨㡿๓期における㠀Ṋ⿦໬．࢖

昭和 20 年のポ࣒ࢲࢶᐉ言受ㅙ，ᩋ戦により㝣ᾏ軍は解

散し，行政官⾦としての㝣軍省，ᾏ軍省は第一復員省・

第二復員省となり，ＳＣＡＰ占領当初において我が国の

軍事力は（後述する第二復員省ᤲᾏ部隊を㝖き）消⁛し

た．また，昭和 22 年５月３日制定の日本国憲法第９᮲で

は，第１㡯で戦争ᨺᲠをㅻい，第２㡯で「前㡯の目的を

㐩するため」として戦力不保持をㅻった． 

࢘．㆙ᐹணഛ㝲๰設

占領後期に我が国の㠀Ṋ⿦化占領政策は一変する．昭

和 25 年にᮅ㩭戦争が勃発し，ＳＣＡＰの主力であったア

࣓リカ㝣軍第８軍㞔下４ಶᖌ団の主力がᮅ㩭戦⥺に投入

された．ＳＣＡＰ最高司令官（ᮅ㩭国連軍最高司令官を

ව任）のࣛࢢࢲス・࣐ッカーࢧー㝣軍ඖᖊは同年７月８

日付ྜྷ⏣㤳┦ᐄ᭩⡆ 9)で７୓ 5000 人の㍍Ṋ⿦の

「1DWLRQDO 3ROLFH 5HVHUYH」の創設を日本政府にồめ，

これを受け同年８月 10 日付政令第 260 号（警察予備隊

令）により「警察予備隊」が発足した．警察予備隊は再

軍備という国民的反発をᅇ㑊すべく災害ὴ㐵を✚極的に

実施した 10)． 

࢚．ಖᏳ㝲࡬ᨵ組

昭和 27 年４月 28 日のࢧンࣛࣇンࢩスࢥ平和᮲約の発

ຠを受けて，警察予備隊とᾏ上警備隊（後述）の一ඖ運

⏝を目的として同年８月に「保安庁」が発足し，警察予

備隊員の任期終஢後の同年 10 月 15 日に「保安隊」が発

足した．保安隊は発足当初から準軍隊的であった警察予

備隊とは␗なり，正規ර力としてのᛶ格を強めることと

なる．しかしながら軍隊に対する国民のアࣞࣝࢠーは強

く，保安隊は戦㌴を「≉㌴」と言い᥮える等旧軍イ࣓ー

のᡶᣔにດめるとともに，警察予備隊同ᵝ，災害救助ࢪ

活動も✚極的に᥎進した． 

࢜．⌧⾜の自⾨㝲

昭和 29 年６月に自衛隊法が成立，同年７月１日付で保

安隊は「自衛隊」と改称され現ᅾに⮳る．自衛隊法では

災害ὴ㐵については都道府県知事のせㄳにᇶ࡙く出動

（自衛隊法第 83 ᮲第１㡯），㥔屯地等の近ഐに㝈定した

自主出動（同法第 83 ᮲第３㡯）に㝈定され，防衛出動

（76 ᮲），࿨令による治安出動（第 78 ᮲）と␗なり内

閣総理大臣または防衛大臣の࿨令のみによる災害ὴ㐵の

規定はない．さらに第 83 ᮲第２㡯で定められた「防衛大

臣ཪはその指定する⪅」が「部隊等を救援のためにὴ㐵

することができる」せ௳の「事ែࡴࡸをᚓない」に関す

る解㔘として所謂「災害ὴ㐵３ཎ๎（緊急ᛶ，公ඹᛶ，

㠀代᭰ᛶ）」が不ᩥ律として定⩏されている． 

࢝．災害対策ᇶ本法ᨵṇ

平成７年１月 17 日発生の阪神・淡路大震災では，自衛

隊は約 100 日にわたり災害ὴ㐵を行い，ᘏべ人員約 220

୓人を投入したが，自衛隊法第 83 ᮲によるཝ格な出動せ

௳の制㝈により初動からの出動に時間をせした．このた

め同年に災害対策ᇶ本法第 68 ᮲の２が㏣加され，市町村

長が都道府県知事に対し自衛隊災害ὴ㐵をせㄳすること

ができるようになった． 

࢟．法ᨵṇを経な࠸「㹄㸿㹑㹒㸫)RUFH」

東日本大震災以後，自衛隊は自衛隊法第 83 ᮲第２㡯を

᰿ᣐに初動対ฎ部隊を常時ᚅ機する運⏝方針を打ち出し，

平成 25 年９月１日にはこの部隊に「㹄ＡＳ㹒㸫㹄RUFH」

という名称を付୚した． 

(�) 災害対応組織（ᾏ上ಖᏳ庁）の変遷

ア．ᾏ㌷のᤲᾏ㒊㛛から➨஧᚟ဨ局ᤲᾏ㒊㛛࡬

太平洋戦争中に連合軍が日本近ᾏに大㔞にᩜ設した機

㞾を㝖ཤ（ᤲᾏ）するᚲせがあり，これは高度の軍事的

ᑓ門ᛶをồめられたため，旧ᾏ軍軍人を「第二復員省事

務官」に㌟分᭰えしてᤲᾏ業務に従事させた．第二復員

省は昭和 21 年６月 15 日，第一復員省と統合して「復員

庁」となり，第二復員省は「復員庁第二復員局」と改組

されたがᤲᾏ業務は継続された． 

⨨の設「ᾏ上㆙ഛ㝲」「ಖᏳ庁」「ᾏ上ಖᏳ庁」．࢖

昭和 22 年 12 月 30 日、復員庁第二復員局のᤲᾏ業務

は，政令第 325 号により運㍺省に移管され，昭和 23 年５

月にはこれを発展させて「ᾏ上保安庁」が創設された． 

昭和 27 年 4 月，ᾏ上保安庁内に警察組織とは␗なる準

軍事組織の「ᾏ上警備隊」が設置されたが，同隊は昭和
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29 年に発足したᾏ上自衛隊の前㌟となり自衛隊発足と同

時にᾏ上保安庁から分離された．  

(�)災害初動に関わる地方自治制度の変遷

ア．ᡓ๓

戦前「地方自治」については憲法上も明記がなく，廃

⸬置県後，旧⸬及ࡧኳ領直轄地を統合整理して最終的に

は１道３府 43 県を設置し，ᇳ政官たる知事及ࡧ警察部長

以下のᖿ部には内務省の高等官（勅任官・ዌ任官）が任

࿨された．市町村は明治 44 年に法律第 68 号「市制」，

法律 69 号「町村制」が定められた．市町村長は市町村会

が選任し府県知事のㄆ可を受ける等，⊂立ᛶは極めてᙅ

かった． 

ᡓᚋ（᫛࿴の኱ྜే）．࢖

戦後，ᩍ⫱と警察事務が市町村管理になり，新たに♫

会⚟♴，行政警察事務であった保೺衛生事務が市町村事

務となったことから㈈務，事務㐙行上市町村の㐺正規模

を定めることとなり，昭和 28 年に町村合併ಁ進法が施行

され，ᴫࡡ人口 8000 人以上の住民を᭷することがᶆ準と

された．昭和 31 年には新市町村建設ಁ進法が施行され，

昭和 28 年に 9868 市町村あったᇶ♏自治体は昭和 36 年に

は約 35 パーセントの 3472 市町村に減少した． 

࢘．地方ศ権୍ᣓ法

平成７年に設置された地方分権᥎進委員会の４次にわ

たる່告を受け，平成 11 年７月に所謂地方分権一括法が

成立，翌平成 12 年４月から施行され，これまで上下関係

であった国，都道府県，市町村の関係は対等とされ，国

の事務を地方公ඹ団体に行わせていた機関委任事務が廃

止された．しかしながら「୕位一体」のࡦとつであった

はࡎの「地方࡬の⛯㈈※の移ㆡ」は༑分ではなかった 11)． 

࢚．ᖹᡂの኱ྜే

その後平成 13 年から小Ἠ内閣により，所謂「୕位一体

改革」༶ち「国ᗜ補助㔠の廃止，⦰減」「地方交付⛯の

一体的な見直し」「地方࡬の⛯㈈※の移ㆡ」が᥎進され，

同時に合併≉౛മによる市町村合併をಁ進する㈈政ᥐ置

が行われた．この結果，平成 11 年３月に 3232 市町村あ

ったᇶ♏自治体ᩘは平成 18 年４月には約 56 パーセント

の 1820 市町村にまで減少した． 

࢜ ≉౛的ᣦ♧権

新ᆺࢥロナ⚝を経て第 33 次地方制度調査会では国民の

安全に対する㔜大なᙳ㡪を及ࡰす事ែにおいてྛ国務大

臣に対して自治体に指示を行う権㝈付୚をồめる答申を

行い，令和７年の地方自治法改正により，第 14 章 252 ᮲

26 の４等の᮲ᩥが新設された． 

(�) 上記組織，制度の時系列整理

上記組織，制度について時系ิで年⾲にした（⾲１）

⾲１ 災害対応組織法，制度及びᡓᚋ地方自治制度 

のࡕ࠺災害初動に関わる制度の時系列ᖺ⾲ 
和暦 西暦 トピック 法律制定・改正 政府防災組織 地方自治体 旧軍・自衛隊 海上保安庁 警察 消防

M5 1872
町火消を消防組
に改編

M６ 1873 内務省設置

M7 1874
警保寮が内務省に
移管

M13 1880
M21 1888 師団司令部条例
M22 1889 鎮守府条例
㼀3 1914 艦隊令
㼀12 1923 関東大震災 陸海軍による救援 警察による救援
㻿14 1939
㻿20 1945 終戦・占領政策開始 陸海軍解体→復員省
㻿21 1946 地方自治法改正

㻿22 1947
災害救助法制定
地方自治法改正
消防組織法制定

内務省解体 掃海隊を運輸省移管→ 掃海隊移管
国警と
自警（市町村警察）
に分かれる

警保局消防課
国家消防庁設置

㻿23 1948
海上保安庁
創設

㻿25 1950 朝鮮戦争勃発 警察予備隊令 警察予備隊創設

㻿26 1951 警察法改正
警察法改正→
大半の自警廃止

㻿27 1952
サンフランシスコ平和条約

占領政策終了
保安隊に改組

国家消防本部に
改組

㻿28 1953

㻿29 1954
警察法改正
自衛隊法制定

自衛隊創設
警察法改正
警察庁と
都道府県警察に

㻿31 1956 昭和大合併
㻿34 1959 伊勢湾台風

㻿35 1960 自治庁→自治省
自治省へ改組
自治省消防庁に

㻿36 1961 災害対策基本法制定
㻿38 防災基本計画策定

㻿49 1974
国土庁創設
長官官房災害対策室

㻿52 1977
第二次臨時行政調査会
（土光臨調）答申

災害対策室→２課体制

㻿57 1982 防災業務課新設→３課
㻿59 1984 国土庁防災局に

H7 1995 阪神・淡路大震災 災害対策基本法改正

災害対策基本法改正
（市町村長から知事へ
　自衛隊派遣要請を
　求めることが可能に）

広域緊急援助隊
創設

緊急消防援助隊
創設

H10 1998 地方自治法改正

H12 2000 地方分権一括法
機関委任事務廃止
国・都道府県・市町村
の関係は対等に

H13 2001 中央省庁再編 内閣府防災担当へ改組 自治省→総務省
運輸省外局
→国交省に

総務省消防庁に

H16 2004
消防組織法改正
国民保護法制定
地方自治法改正

平成の大合併
緊急消防援助隊
法制化

H18 2006 消防組織法改正 消防広域化促進
H19 2007 国家行政組織法改正 防衛庁→防衛省に

H23 2011 東日本大震災
H24 2012 災害対策基本法改正
H25 2013 参事官２増→７参事官 FA㻿㼀-Force創設

H26 2014
厚労省から救助法移管
担当参事官１増→８へ

H30 2018 大臣官房審議官１増
㻾2 2020 参事官２増→10参事官
㻾6 2024 能登半島地震

㻾7 2025 地方自治法改正
内閣府防災担当の定員
220人に倍増

国の特定指示権

警察のもと公設消防創設

警防団令

㸳．⪃ᐹ 
戦後行政の大きなトࣆッࢡとして「ＳＣＡＰ指導によ

る民主化と㠀Ṋ⿦化，地方分権化」「占領政策の㌿᥮に

よる所謂ࠗ㏫ࢥース࠘による中央集権化」「2000 年地方

分権一括法による地方分権᥎進と中央省庁再編」がᣲげ

られる．災害対応組織，地方自治体は，戦後いࡎれもＳ

ＣＡＰによる㠀Ṋ⿦化，地方分権化が᥎進されたが，そ

の後所謂「㏫ࢥース」によりṊ⿦化ࡸ中央集権化が進ࢇ

だ一方で，その中央集権化は戦前体制復ྂにまでは⮳ら

れが⊂自に変化を㐙げた．≉に消防組織の分ࡒそれ，ࡎ

権化は市町村消防の強いពᛮにより堅持され．その後国

が進めた消防広域化も現ᅾまでప調である． 

昭和 22 年制定の災害救助法ࡸ旧軍廃止，警察，消防，

地方行政は「ＳＣＡＰ指導民主化と㠀Ṋ⿦化，地方分権

化」との連関ᛶが強く，警察再編，自衛隊創設は「占領

政策の㌿᥮による所謂ࠗ㏫ࢥース࠘による中央集権化」

との連関ᛶが強い． 

国と都道府県，市町村との関係は長年機関委任事務等

を通ࡌ上下関係にあったが，平成 12 年の地方分権一括法

により法的に対等とされた．しかしながら昭和 22 年制定

の災害救助法，昭和 36 年制定の災害対策ᇶ本法及ࡧ同年

の災害救助法大ᖜ改正は上記３トࣆッࢡとの連関ᛶが極

めてపく，≉に地方分権化にకう所せの制度改正のᙳ㡪

を全く受けていない．これが防災法制ࡸ制度が「パッࢳ

࣡ーࢡ」化した大きな一ᅉであると考えられる．

㸴．おわࡾに 
 本✏では災害対応組織法，制度と災害初動に関わる自

治法，制度の設立経緯，変㑄について時系ิにಠ▔した． 

一方で本✏では政治ྐに関する分ᯒが行われていない．

法制，制度の変㑄については，法制定経緯に加えて，省

庁間での㥑けᘬきࡸ，所謂 55 年体制以㝆௒日までの政権

政ඪ内部における政治ጼໃの␗なる二大₻ὶ（55 年体制

前の旧民主ඪと旧自⏤ඪ）の࣊ࢽࣔࢤーをᕠる動向と↷

らし合わせた研究がᚲせである． 
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௧࿴2年7月㇦㞵⌫☻ᕝỈ害かࡽの᚟⯆とዪᛶࡕࡓ：

఍ⓗㄢ㢟♫ࡿࡀୖࡧᾋかࡽの⤒㦂かࡑ
Recovery and Women after the July 2020 Kuma River Flood:

Social Issues Emerging from Their Experiences
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Although women's perspectives are essential for disaster recovery, such research is lacking for the July 2020 Kuma
River flood.
This study adopts a mixed-methods, bottom-up approach to address this gap. First, qualitative hearings with 17 key
persons were conducted. Findings revealed challenges such as traditional gender roles, the social isolation of single
mothers, and a lack of maternal healthcare worsened by the disaster. Building on this, the next phase will be a
quantitative survey. The survey will target multiple generations to verify these findings and analyze generational
differences. This research aims to provide an evidence base for more inclusive disaster recovery policies.

Keywords : Disaster Recovery, Gender/Women, The July 2020 Kuma River Flood, Bottom-up Approach, Single
mother Social Isolation, Intergenerational Comparison

１� ⫼ᬒと┠ⓗ
災害による被害は、その地ᇦの地⌮的、⤒῭的、♫఍

的⫼ᬒと῝く⤖ࡧつき、既存の᱁ᕪをቑᖜさࡏることが

ある。特に災害は既存の♫఍ㄢ㢟をᾋき᙮りにするが、

特にジ࢙ࣥࢲーの観点では、ᖹ᫬から存在するዪ性の♫

఍的な⬤ᙅ性（例㸸ప所ᚓ、情報᱁ᕪな࡝）が被害のᣑ

大に直⤖することが指᦬されている（ᒣ地, 2009）。 ㇦

㞵ከ発地ᇦである஑ᕞにおいては、災害᫬のዪ性のど点

特᭷のㄢ㢟をᢅったඛ行研究はᴟめてᑡない現≧である。

⇃本地震ではዪ性ど点をྲྀり入れた報࿌᭩があるものの、

令和2年7᭶㇦㞵⌫☻ᕝỈ害に関するዪ性ど点の文⊩はᮍ

存在しない。また、既 研究では防災・復興ᮇのᨻࡔ

治・ពᛮỴᐃの場におけるዪ性の不在に↔点が当てられ

ることがከいが、そこからὴ生する、生活に直⤖するಶ

ูの♫఍ㄢ㢟をල体的に論ࡌた研究の重要性が㧗まって

いる（ὸ㔝, 2021）。

以上の⫼ᬒを㋃まえ、本研究では、災害大国である日

本において、令和2年7᭶㇦㞵⌫☻ᕝỈ害で被災したዪ性

たࡕのㄒりに↔点を当てる。ᙼዪたࡕが⤒㦂したᅔ㞴ࡸ

ⴱ⸨を୹念に⪺きྲྀることを㏻ࡌて、ಶ人のၥ㢟の⫼ᬒ

にある、ᖹ᫬から♫఍に₯在するᵓ㐀的なㄢ㢟をᾋかࡧ

上がらࡏ、௒ᚋの防災・復興ᨻ策࡬の♧၀をᚓることを

目的とする。

⾲1 ᒣ地ஂ⨾Ꮚ(200�㜵災・災ࡽのどⅬか࣮ࢲ࢙ࣥࢪࠗ(

害᚟⯆ؐࡿ࠼⪄ࢆ⏨ዪඹྠཧ⏬♫఍の地ᇦ㜵災計⏬࠘1)

２� ◊✲対㇟地
人ྜྷ⌫☻地ᇦは、日本୕急ὶの一つである⌫☻ᕝがὶ

れる┅地に位⨨し、ྂくからỈ害が㢖発してきた地ᇦで

ある。特に、令和2年7᭶㇦㞵では、Ἑᕝのỏ℃ࡸᅵ◁災

害により、地ᇦ♫఍に⏒大な被害をもたらした。この被

害を受け、国ࡸ自治体はᚑ᮶のࢲム中ᚰの対策を㌿᥮し、

⌫☻ᕝをࣔデルࢣーࢫとして住Ẹࡸあらࡺる関係⪅が༠

ാするὶᇦ治Ỉのྲྀり⤌ࡳを開ጞした。本✏の主たる研

究対象地は、この令和2年7᭶㇦㞵において特に被害が集

中した人ྜྷ・⌫☻地ᇦとする。さらに、ࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝ

を㐍める中で、⇃本地震の事例との比較᳨ウが不可欠で

あるとの♧၀をᚓたため、こࡕらも分ᯒ対象に加える。

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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図1 ௧࿴2年7月㇦㞵の被害≧ἣ3)

本研究で対象とするྛ地ᇦは、ᅗ2に♧すように、それࡒ

れが全く␗なる♫఍⤒῭的⫼ᬒをᣢつ。県庁所在地の⇃

本市は、ከ様な住Ẹが集まるᨻ令指ᐃ都市である。その

⾨ᫍ都市である┈ᇛ町は、ᕤᴗࡸ㎰ᴗを産ᴗ基┙とする

ベッࢻタ࢘ࣥとしての性᱁をᣢつ。一方、⌫☻村は中ᒣ

㛫地ᇦに位⨨し、ఏ統的で⃰ᐦな住Ẹのつながりをᣢつ

ၟ、であり、地ᇦの中᰾をなす人ྜྷ市は࢕ࢸニ࣑ࣗࢥ

ᴗ・行ᨻᶵ能が集まる拠点都市であると同᫬に、ࡕ࡝ら

の地ᇦもⱝ⪅の人ཱྀὶฟという῝้なㄢ㢟に直㠃してい

る。これらከ様な地ᇦ特性が、災害᫬にዪ性が直㠃する

ㄢ㢟に࡝うᙳ㡪するかを分ᯒする。

図2 ◊✲対㇟地にࡿࡅ࠾≉Ⰽ

㸱� ◊✲ᡭ法
(1)ㄪᰝᴫせ

本研究は、令和2年7᭶㇦㞵⌫☻ᕝỈ害を対象に、災害

᫬にዪ性が直㠃する♫఍的ㄢ㢟をከゅ的に明らかにする

ことを目的とする。まࡎ、被災地の࢟ーࣃー࡬ࣥࢯの㉁

的ㄪᰝ（ࢢࣥࣜ࢔ࣄ）でㄢ㢟をᢳฟし、ḟに㧗ᰯ生とそ

のᐙ᪘࡬の㔞的ㄪᰝ（ࢣࣥ࢔ート）でその実ែを᳨証す

るΰ合研究ἲを用いる。

(2)ㄪᰝ方法

・㉁的ㄪᰝ（ࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝ）

被災地のㄢ㢟の全体ീを把握し、௬ㄝを生ᡂするため、

ከ様な立場の࢟ーࣃーࣥࢯ計17ྡを対象に半ᵓ㐀໬࢔ࣄ

ࢢࣥࣜࣉࣥࢧー࣎ールࣀࢫを実施した。対象⪅はࢢࣥࣜ

で㑅ᐃし、2024年4᭶から12᭶にかけて一人あたり⣙1㹼2

᫬㛫の⪺きྲྀりを行った。

本研究では、災害がᾋき᙮りにするジ࢙ࣥࢲーㄢ㢟をᢳ

ฟするため、ከ様な地ᇦ（都市部・㏆㑹部・中ᒣ㛫地

ᇦ）とከ様な立場（地ᇦ産ᴗ・࣑ࣗࢥニ࢕ࢸ支援・行

ᨻ）の࢟ーࣃーࣥࢯにࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝを実施した（表2ཧ

↷）。

特に、人ྜྷ・⌫☻地ᇦからは、観ගᴗࡸ㣧㣗ᴗといった

地ᇦ⤒῭のᢸい手ࡸ、Ꮚ࡝も㣗ᇽ㐠Ⴀ⪅ࡸಖ⫱ኈなࢣ࡝

また被災᫬の㑊㞴所㐠Ⴀᢸ当⫋ဨ、ࠎのᙺ割をᢸう方࢔

の方ࠎにヰをఛった。また、⇃本市ࡸ┈ᇛ町からは、市

Ẹ主ᑟで㑊㞴所㐠Ⴀを行なった132௦表ࡸ、ዪ性支援を行

う௻ᴗ௦表な࡝ᖹ᫬からዪ性の♫఍㐍ฟࢢࣥࢩࡸル࣐ࢨ

ーのᏙ立といったㄢ㢟にྲྀり⤌ࡴᑓ㛛ᐙに加え、ඖ・男

ዪඹ同ཧ⏬ࣥࢭター所㛗ࡸ災害࣎ࣛࣥࣥࢭ࢔࢕ࢸター㛗、

ຓ産ᖌ఍㛗、自治体管⌮⫋の⤒㦂⪅な࡝、行ᨻࡸ公的支

援のど点をᣢつᑓ㛛ᐙにも༠ຊをᚓた。

これにより、住Ẹの生活実ឤࡔけでなく、ไ度ࡸᨻ策を

ືかすഃのど点もྲྀり入れ、災害という非日常᫬とᖹ᫬

཮方に₯在するᵓ㐀的なㄢ㢟を立体的に明らかにするこ

とを目指すものである。

ࢻーࢥ」でᚓられた㉁的データは、0$;4'$のࢢࣥࣜ࢔ࣄ

関係ࢨ࢘ࣛࣈー」ᶵ能を用いて、ㄢ㢟㛫の関係性を分ᯒ

した。

⾲2 ࢺࢫࣜ⪅㇟対ࢢࣥࣜ࢔ࣄ

・㔞的ㄪᰝ（ࢣࣥ࢔ートㄪᰝ）

対象は、人ྜྷ⌫☻地ᇦの⇃本県立༡㝠㧗等学ᰯ、⇃本県

立人ྜྷ㧗等学ᰯ、⇃本県立ၟᴗ㧗等学ᰯの生ᚐ、そのಖ

ㆤ⪅世௦、♽∗ẕ世௦とする。

ㄪᰝでᚓられた♧၀を᳨証し、世௦㛫の認識ࢢࣥࣜ࢔ࣄ

ᕪを分ᯒするため、ㄪᰝを実施する。ࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝで

は、地ᇦのㄢ㢟に⢭㏻した࢟ーࣃーࣥࢯにࡈ༠ຊいたࡔ

いたため、対象⪅は市の管⌮⫋132ࡸの௦表、ᅋ体の఍㛗

といった、地ᇦで重要なᙺ割をᢸう♫఍的⤒㦂の㇏ᐩな

方ࠎが中ᚰとなった。その⤖ᯝ、ᚓられた▱見は非常に

♧၀にᐩࡴものであったが、同᫬に、まࡔ♫఍的なᙺ割

をᢸう前のⱝ年ᒙのど点をᤊえきれていないというㄢ㢟

もṧった。そこで本研究では、この点を⿵᏶するため、

㧗ᰯ生を対象としたࢣࣥ࢔ートㄪᰝを実施する。

また、ࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝからᢳฟされた「災害ᚋのࢢࣥࢩ

ル࣐ࢨーのᏙ立」といったㄢ㢟の実ែࡸ、「被災前ᚋで

のᐙ事・⫱ඣ等におけるᙺ割ព識のኚ໬」について、ᐃ
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㔞的データを用いて世௦ูに比較分ᯒを行う。これによ

り、㉁的ㄪᰝの⤖ᯝを⿵᏶し、研究全体のໟᣓ性とㄝᚓ

ຊを㧗める。

ᅇ཰ᚋ、ࢫࣟࢡ集計分ᯒを用いて、世௦㛫のព識ᕪを統

計的に分ᯒするணᐃである。

㸲� ⤖ᯝ（ࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝかࡽᚓࡓࢀࡽ♧၀）
ㄪᰝの⤖ᯝ、災害᫬における男ዪのᙺ割分ࢢࣥࣜ࢔ࣄ

ᴗ、ពᛮỴᐃ࡬のዪ性のཧ加≧ἣ、ዪ性㧗㱋⪅ࢢࣥࢩࡸ

ル࣐ࢨーの㈋ᅔ・Ꮩ立、་⒪・ฟ産支援の不㊊といった、

ከᒱにわたるジ࢙ࣥࢲー関連ㄢ㢟の存在が♧၀された。

でᚓられた㉁的データについて、0$;4'$のࢢࣥࣜ࢔ࣄ

ᶵ能を用いて、以ୗᅗ2の㏻り「ーࢨ࢘ࣛࣈ関係ࢻーࢥ」

分ᯒした。本ᅗはࢸー࣐㛫の関連性を♧したඹ㉳ࢿット

࣡ーࢡᅗである。

ฟ現㢖度が㧗い࡝࡯ー࣐は෇で表され、෇が大きいࢸྛ

ことをព࿡する。ࢸー࣐同ኈが⥺で⤖ばれている場合は

関連性が㧗いことを♧しており、そのようなࢸー࣐は஫

いに㏆くに㓄⨨される。

分ᯒの⤖ᯝ、主要なࢸー࣐として「ジ࢙ࣥࢲー」「ዪ性

ຓけをồ」「㈋ᅔ」「ーࢨル࣐ࢢࣥࢩ」「ࢡット࣡ーࢿ

められない」「Ꮩ立」がᢳฟされた。この中で「ジ࢙ࣥ

とは直接⤖ば「㈋ᅔ」ࡸ「ーࢨル࣐ࢢࣥࢩ」、ー」はࢲ

れておらࡎ、௚のࢸー࣐を௓した㛫接的な関係性をᣢつ

ᵓ㐀がㄞྲྀࡳれる。

図2 㛫の㛵ಀᛶࢻ࣮ࢥ

ᅗ3は、ࢢࣥࣜ࢔ࣄㄪᰝから明らかになった主要ࢸー࣐㛫

の関係性を6つのࣃターࣥにᩚ⌮し、ᅗᘧ໬したものであ

る。本ᅗは当事⪅が直㠃するᅔ㞴のᵓ㐀、支援の現≧と

ㄢ㢟、さらにその⫼ᬒにある根※的なၥ㢟を♧している。

まࡎᅗの上段は、当事⪅が㝗る῝้なᝏᚠ⎔を♧してい

る。「ࢢࣥࢩル࣐ࢨー」は「㈋ᅔ」とᙉい┦஫స用をᣢ

つࡔけでなく、♫఍的に「Ꮩ立」し、「ຓけをồめられ

ない」≧ἣ࡬と⮳るᵓ㐀がᾋき᙮りになった。これらは

ಶูのၥ㢟ではなく、஫いにᙳ㡪をཬࡰし合い、当事⪅

をよりᅔ㞴な≧ἣ࡬と㏣い㎸ࡴ一連のࢫࢭࣟࣉとしてᤊ

えることができる。

このようなᅔ㞴に対し、支援のあり方には஧つのഃ㠃が

見られた（ᅗ中段）。「ዪ性ࢿット࣡ーࢡ」は重要な♫

఍㈨※となりうるが、一部のẕぶࢿット࣡ーࢡはその内

部の⤖ࡧつきがᙉい一方で、ᅔ㞴をᢪえるࢢࣥࢩル࣐ࢨ

ーとの接⥆はᙅく、₯在能ຊを活かしきれていない現≧

が♧၀される。対↷的に「࣎ࣛࣥ࢔࢕ࢸ」ࡸ「Ꮚ࡝も㣗

ᇽ」は、行ᨻࡄ⧄࡬ᶫΏしᙺをྵࡴ実㊶的な支援の連㙐

をᙧᡂしている。しかしながら、ࢢࣥࣜ࢔ࣄからは、当

事⪅が地ᇦ♫఍の目をẼにすることで「Ꮚ࡝も㣗ᇽ」の

ような支援の場を利用し࡙らいというᚰ⌮的㞀ቨの存在

も明らかになった。

さらにᅗୗ段は、これらのၥ㢟の根ᗏに、よりᗈ⠊な

「ジ࢙ࣥࢲーㄢ㢟」が存在することを♧す。このㄢ㢟は

ᗈく「Ꮚ⫱て世帯」、ࡎー世帯に限ᐃされࢨル࣐ࢢࣥࢩ

全般のᅔ㞴ࡸಶ人の「Ꮩ立」と分かࡕがたく⤖ࡧついて

いる。また表３には♧していないが、ᅗ2のとおり、ジ࢙

ーㄢ㢟とពᛮỴᐃの場でのዪ性の不在は非常に῝くࢲࣥ

。ついていることがわかるࡧ⤖

以上のように本ᅗは、㈋ᅔࡸᏙ立という事象࡬の実㊶的

支援が重要である一方、その支援を当事⪅にᒆける上で

のᚰ⌮的・♫఍的㞀ቨが存在することを♧している。同

᫬に、⫼ᬒにある♫఍ᵓ㐀に根ᕪしたジ࢙ࣥࢲーㄢ㢟と

いった、より本㉁的なၥ㢟࡬のࣟࣉ࢔ーࢳが不可欠であ

ることをᙉく♧၀するものである。

図3 ࣮ࣥࢱࣃ㛫の㛵ಀᛶ࣐࣮ࢸྛ

⥆いて表3は、ㄪᰝ対象地ᇦにおけるዪ性が直㠃する♫఍

⤒῭的なㄢ㢟と、地ᇦ的⫼ᬒとの関係性を分ᯒしまとめ

たものである。特に「男ዪのᙺ割分ᴗ」「ዪ性の㈋ᅔ・

Ꮩ立」「ዪ性㛫┦஫支援」「ពᛮỴᐃ࡬のཧ加」「་

⒪・ฟ産支援」「世௦㛫の౯್観」「地ᇦ拠点と人ᮦ」

という7つの࢝ࣜࢦࢸーから、ㄢ㢟のᵓ㐀をᾋき᙮りにし

ている。

「男ዪのᙺ割分ᴗ」の㡯目では、ఏ統的な࣑ࣗࢥニ࢕ࢸ

がⰍ⃰くṧる中ᒣ㛫地ᇦ（⌫☻村神℩）において、災害

という非常᫬ୗにᖹ᫬の性ูᙺ割ព識がよりᙉく再生産

されࡸすい可能性が♧された。興࿡῝いのは、࣑ࣗࢥニ

の⤖᮰がᙉい地ᇦでは、そのᙺ割分ᴗが「༠ຊ」と࢕ࢸ

して認識され、当事⪅自㌟がジ࢙ࣥࢲーㄢ㢟としてឤࡌ

ていないࢣーࢫがあった点である。

「ዪ性の㈋ᅔ・Ꮩ立」の㡯目では、ㄢ㢟の⫼ᬒに地ᇦࡈ

との産ᴗᵓ㐀࣑ࣗࢥࡸニ࢕ࢸの特性が῝く関わっている

ことが明らかになった。㧗㱋໬が㐍ࡴ地ᇦ（な町前‮

では不Ᏻᐃな⤒῭基┙がዪ性㧗㱋⪅の⤒῭的⬤ᙅ性（࡝

に⧅がり、一方、都市部（⇃本市）では、地ᇦの⧅がり

がᕼⷧであることࡸไ度の複㞧さが、支援をᚲ要とする

ẕᏊ世帯な࡝を「都市ᆺのᏙ立」に㝗らࡏる要ᅉとなっ

ている。

「ዪ性㛫┦஫支援」の㡯目では、࣑ࣗࢥニ࢕ࢸの性㉁が

支援のあり方に୚える஧㠃的なᙳ㡪が♧された。⃰ᐦな

人㛫関係が特ᚩの地ᇦでは、それが㏫にእ部の人㛫をᏙ

立さࡸࡏすいቨとなりうる。対↷的に、地⦕的な⧅がり
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がᙅい都市部では、行ᨻࡸ関係ᶵ関が主ᑟするᗈᇦ的・

公ᘧなࢿット࣡ーࢡのᚲ要性が㧗まることがわかる。

「ពᛮỴᐃ࡬のዪ性のཧ加欠ዴ」は、本ㄪᰝで明らかに

なった最も根῝いㄢ㢟の一つである。男性・年㛗⪅中ᚰ

のពᛮỴᐃᵓ㐀は、ᖹ᫬のࡳならࡎ災害からの復ᪧ・復

興ࢫࢭࣟࣉにおいてもዪ性のኌを཯ᫎさࡏにくくしてい

る。このᵓ㐀は、同᳇であるዪ性からもྵめた同ㄪᅽຊ

を生ࡳከ様なព見をไ限することで、地ᇦの人ᮦὶฟࡸ

೵⁫の一ᅉとなっている可能性も♧၀される。

「་⒪・ฟ産支援の不㊊」は、ᑓ㛛ࣛࣇࣥ࢖の都市部࡬

の集中というᵓ㐀的なၥ㢟を♧している。特に産፬人⛉

な࡝のᑓ㛛་⒪࡬のࢫࢭࢡ࢔᱁ᕪは都市部と比較し、人

ྜྷ・⌫☻地ᇦではᖹ᫬から存在するが、災害による஺㏻

⥙のᑍ᩿は、この地ᇦ᱁ᕪをさらに῝้໬さࡏ、ዪ性の

೺ᗣとᏳ全を直接的に⬣かす要ᅉとなる。またᏊ࡝もを

ணᐃしている世帯は、人ྜྷ・⌫☻地ᇦでは非常に産࡙ࡳ

らい⎔ቃであり、それは▼ᕝ県の⌔Ὢ市でも同様の≧ἣ

を生ࢇでいる。

「世௦㛫での౯್観のࡎれ」とは、地ᇦ♫఍のᣢ⥆可能

性に関わるㄢ㢟である。人ཱྀῶᑡが㐍ࡴ地ᇦでは、ⱝ⪅

世௦と㧗㱋世௦とのព識の஋㞳が、ዪ性㛫の┦஫支援を

㜼害するࢣーࢫも見られた。

「地ᇦ拠点と人ᮦの㓄⨨」は、住Ẹ同ኈの⧅がりがᕼⷧ

໬しࡸすい都市部（⇃本市）では、ẕᏊ支援な࡝をᢸう

地ᇦ拠点ࡸ、人ࠎを⧅ࡄᑓ㛛人ᮦのᚲ要性がより一ᒙ㧗

まっていることがわかる。この⧅がりが、災害᫬におけ

る「ඹຓ」の基┙となり、地ᇦの防災ຊをྥ上さࡏる。

て本表は、ዪ性が直㠃するᅔ㞴の⫼ᬒには、ಶ人のࡌ⥲

ၥ㢟を㉺えた、地ᇦの࢞ࢫࣥࢼࣂ、་⒪ࣛࣇࣥ࢖、♫఍

の౯್観といったᵓ㐀的なㄢ㢟が存在することを明らか

にしている。ಶูの支援策とඹに、これらのᵓ㐀自体࡬

のࣟࣉ࢔ーࢳが不可欠であることを本表は♧၀している。

⾲3 ዪᛶࡀ┤㠃ࡿࡍㄢ㢟 ࣮Ⓨ⏕せᅉと地ᇦⓗ⫼ᬒ࣮

これらの⤖ᯝが、ḟの㔞的ㄪᰝで᳨証す࡭き௬ㄝの基┙

となる。

㸳� ⪃ᐹ
本研究でᚓられた㉁的ㄪᰝの⤖ᯝは、令和2年7᭶㇦㞵災

害からの復興ࢫࢭࣟࣉでዪ性が直㠃したᅔ㞴が、ᖹ᫬か

ら地ᇦ♫఍に内在するᵓ㐀的ㄢ㢟のቑᖜ・可ど໬である

ことをᙉく♧၀している。特に、人ྜྷ・⌫☻地ᇦのよう

なఏ統的࣑ࣗࢥニ࢕ࢸでは、⃰ᐦな⧅がりが災害᫬の

「ඹຓ」としてᶵ能する半㠃、性ูᙺ割分ᴗをᙉ໬し௚

⪅を「᤼㝖」する஧㠃性を♧した。これは、⧅がりのᕼ

ⷧさから「都市ᆺのᏙ立」がㄢ㢟となる都市部とは対↷

的であり、ㄢ㢟の現れ方が地ᇦ特性に大きく౫存するこ

とを♧している。しかし、これらのከ様なㄢ㢟の根ᗏに

は、ពᛮỴᐃの場におけるዪ性の不在というඹ㏻の࢞ࣂ

のၥ㢟が存在することも明らかになった。災害かࢫࣥࢼ

らの┿の復興とは、単にࣛࣇࣥ࢖を復ᪧさࡏるࡔけでな

く、こうしたᖹ᫬からの⬤ᙅ性を直どし、より公ṇでໟ

ᦤ的な地ᇦ♫఍を再ᵓ⠏するࢫࢭࣟࣉそのものである。

これらの㉁的ㄪᰝからᚓられた௬ㄝを᳨証し、ㄢ㢟の一

般性ࡸ世௦㛫の認識ᕪをᐃ㔞的にᤊえるため、ḟなる研

究段階として人ྜྷ市の㧗ᰯ2ᰯと⇃本市の㧗ᰯ1ᰯで、㧗

ᰯ生・ぶ・♽∗ẕの୕世௦を対象としたࢣࣥ࢔ートㄪᰝ

を実施する。本研究の一連の▱見は、௒ᚋの防災・復興

ᨻ策において、ዪ性のど点をྲྀり入れたពᛮỴᐃࢭࣟࣉ

のไ度໬と、ከ様な住Ẹが主体的に関わる「ඹຓ」のࢫ

௙⤌࡙ࡳくりが不可欠であることを論証するものである。

ཧ⪃ᩥ⊩

1� ᒣ地ஂ⨾Ꮚ（2009）ࠗジ࢙ࣥࢲーのど点から防災・災害復興

を考えるؐ男ዪඹ同ཧ⏬♫఍の地ᇦ防災計⏬࠘

2� ὸ㔝ᖾᏊ（2021）ࠗ国内におけるジ࢙ࣥࢲーど点の防災ᨻ

策の฿㐩点とㄢ㢟࠘

3�国ᅵ஺㏻┬ Ỉ管⌮・国ᅵಖ全ᒁ（令和3年7᭶8日᫬点）、

KWWSV���ZZZ.POLW.JR.MS�ULYHU�VKLQQJLNDLBEORJ�VKDVHLVKLQ�N

DVHQEXQNDNDL�VKRXLLQNDL�NLKRQKRXVKLQ�GDL112NDL�06BVKLU\RX

2BUHLZD2QHQJRXX.SGI

（最終㜀ぴ日㸸令和7年9᭶9日）
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日常行動を通じた避難行動促進の可能性に関するアンケート調査
Questionnaire Survey on the Potential of  

Promoting Evacuation Behavior through Daily Activities 
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2
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   This study examines strategies to encourage early and voluntary evacuation behavior during heavy rainfall disasters 
by introducing positive, non-safety-related motivations such as shopping, travel, and medical visits. Inspired by the 
concept of "reinforcers"²behavioral incentives proven effective in evacuation cases involving children with autism²
we applied this framework to the general population. A questionnaire survey was conducted in the Mabi district of 
Kurashiki City, Okayama Prefecture, to collect data on evacuation motives and behaviors. The analysis revealed that 
evacuation willingness significantly increased when evacuation was framed around purposes such as travel or medical 
visits. This research provides a theoretical foundation for the development of diversified evacuation strategies. 

Keywords : evacuation behavior， positive motivation， heavy rain disaster， behavioral reinforcement

1.はじめに

近年，地⌫ ᬮ໬に㉳ᅉする気ೃኚ動の影響により，

ᡃが国では豪雨災害が⃭甚໬・㢖発໬している．特に平

成 30 年（2018 年）7 月豪雨では，す日本を୰心に大つᶍ

な浸水・土砂災害が発生し，岡山県倉敷市真備町ではᗈ

⠊ᅖの浸水被害により多数の被災世帯が確認されるなど，

甚大な被害が生じた．このような事例を通じて，住民の

㐺ษな避難行動を促進する方策の重要性がᨵめて認識さ

れている． 
こうした災害の発生を受け，行ᨻや自治体では防災ᩍ

育や情報提供，防災ၨ発活動を通じて，住民の避難行動

を促す様ࠎな施策をᒎ開してきた．しかし，実際の避難

率は౫↛として低く，避難情報が発令されても多くの住

民が避難を実行していない⌧状がᣦ᦬されている．⏣୰

らï⁾は，㐣ཤ 30 年間の避難行動に関する 128 ௳の研究を

レࣅューし，避難行動を㜼害する要ᅉを「災害時の情報」

「住民の⣲㣴」「生活・ᐙᗞ⎔ቃ」の 3 分類で整理した．

加えて，避難を㜼害する心理的構㐀として，「ṇ常໬の

೫ぢ」や「わがࡈと意識」のḞዴといった認知的要ᅉに

も注目している．

さらに，㜰本らð⁾は平成 30 年 7 月豪雨時の倉敷市真備

町における住民調査から，避難行動の³トリ࢞ー ´として

行ᨻからの情報よりも，⇿発㡢や水位上᪼などの「㌟の

回りのኚ໬」や「௚人からのኌかけ」が強くస用してい

たことを明らかにしている．これらの研究は，リスク認

識の個人ᕪや心理的要ᅉが避難行動に大きく影響するこ

とを示しており，ᚑ᮶の一方向的な避難情報発ಙの㝈⏺

を示၀している． 
このような⫼ᬒのもと，近年では住民の心理的㈇担を

㍍ῶし，行動ኚᐜを促す方ἲとして，行動⤒῭Ꮫに基づ

く「ࢼッࢪ」の活用が注目されている．大➉らñ⁾は௬想的

な豪雨災害状況を設定した調査実㦂により，「避難࣓ッ

が避難意向を高める効果を持つことを示した．たࢪーࢭ

には心理的プレッシࣕーや㐣ࢪーࢭし，こうした࣓ッࡔ

๫避難をᣍくリスクもᣦ᦬されておりၪ⁾ၫ⁾，その㐠用には

೔理的なៅ重さがồめられる．

また，୰㔝らၬ⁾は，ࢼッࢪによる「直ឤ的行動のㄏᑟ」

けでなく，防災ᩍ育などによる「合理的ุ᩿力のᾰ㣴ࡔ

が，避難行動を促すうえࡏとの組み合わ「（ࢪッࣕࢪ）

で有効であると提ゝしている．このように，避難行動を

一ᚊに促すのではなく，住民一人ࡦとりの行動Ỵ定プロ

．スにᐤりῧった方策の必要性が高まっているࢭ

その一方で，避難の必要性をឤじていない住民が，結

果として安全な場所に移動するようなケースにも注目が

集まっている．たとえば静岡県浜松市す区の「台風カフ

ェ」の事例では，住民が「避難」という意識ではなく，

地域交流や安心できるᒃ場所をồめて災害時に移動して

いるၭ⁾．このような避難以外の目的を持った行動は，「避

難しなければならない」という直接的な動機づけよりも

心理的ハードルが低く，結果として避難につながる可能

性を有している． 
本研究では，平成 30 年 7 月豪雨で甚大な被害を受けた

岡山県倉敷市真備町を対象にアンケート調査を実施し，

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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「避難以外の目的を持つ行動」が住民の避難行動に与え

る影響について検討する．具体的には，「買い物」「親

族・知人に会う」「趣味活動」「通院」「娯楽」「観光」

の 6 つの目的を設定し，それぞれの動機が安全な場所へ

の移動につながる可能性を明らかにすることを目的とす

る．加えて，得られた調査データをもとに避難行動のシ

ミュレーションを行い，多様な目的に対応した新たな避

難行動促進策の可能性を提示する．

2.アンケート調査࡜⤖ᯝ
(1)Ᏻ඲࡞ሙᡤ࡬⛣動する避難௨እの行動┠ⓗのタᐃ

近年の災害研究においては，住民の避難行動を促す方

策として，災害時に「避難しなければならない」という

認識に基づかない形での移動行動にも注目が集まってい

る．特に，日常生活に即した外出目的を通じて結果的に

安全な場所へ移動する行動は，避難に対して心理的なハ

ードルを持つ住民に対しても有効な手段となり得る． 
本研究では，避難以外の目的による移動が避難行動の

促進に資する可能性を検討するため，アンケート調査に

おいて 6つの私的外出目的を設定した．この分類は，国

土交通省による都市圏のパーソントリップ調査⁸⁾および民

間企業による外出意識調査⁹⁾をもとに整理されたものであ

る．設定した目的は，買い物，旅行，親族・知人に会

う，通院，趣味・習い事，娯楽であり，いずれも日常生

活に根ざした行動である．各目的に対しては，住民が実

際にその状況を具体的に想像しやすくなるよう，代表的

な事例や先行の取り組みに基づいた具体例をアンケート

内で提示した． 
たとえば，「買い物」では，三重県などで実施されて

いる商業施設との協定に基づく避難受入体制があり，災

害時に商業施設が避難者の受け入れや物資供給を担う事

例がある 10)11)．「旅行」では，熊本県や鹿児島県におい

て宿泊施設の一時避難先としての提供や割引制度が実施

されており 12)13)14)，「親族・知人に会う」では静岡県浜

松市における「台風カフェ」のように，地域住民の交流

と避難を兼ねた空間づくりが行われている 15)．このよう

な具体的な事例をもとに，設問では「その目的があれ

ば，安全な場所へ移動したくなるか」を 5段階で評価し

てもらい，避難以外の目的による移動の動機付けの強さ

を明らかにし，シミュレーション分析に活用する． 
(2)避難する࣑࢖ࢱンࢢ

アンケートでは，避難タイミングの予定を立てやすい

台風に対する避難行動について調査することとした．住

民の避難開始時期の傾向を把握するため，避難タイミン

グは「災害の 3日前」「2日前」「1日前」「当日」「直

前」の 5段階を設けた．この区分は防災気象情報や平成

30年 7月豪雨時の発令事例を参考に設定したものであ

り，「3日前」から「1日前」は余裕を持った安全な避難

が可能な時期，「当日」「直前」は移動リスクが高まる

時期と位置づけた． 
(3)アンケート調査ཬࡧᑐ㇟ᆅᇦに࡚࠸ࡘ

調査対象地域は平成 30 年 7 月豪雨で甚大な被害を受け

た岡山県倉敷市真備町とし，アンケートは 2024 年 1 月か

ら 2 月に，紙のアンケートに記載されていたとおり，ま

ちづくり協議会あるいは自治会の協力のもと世帯単位で

配布され，郵送によって回収された．調査票は世帯票と

個人票で構成され，個人票については世帯の全員に回答

してもらった．設問は，世帯票では世帯構成，世帯類型，

要支援者の有無，ペットの有無に加え，自宅が浸水リス

ク区域に該当するかどうか，想定される浸水深や浸水等

級，さらに土砂災害警戒区域あるいは特別警戒区域に該

当するかといった危険ハザードマップの把握状況を尋ね

た．一方，個人票では「性別」「年齢」，安全な場所へ

移動する避難以外の行動目的に関する設問，および自由

回答（避難所に対する要望）のみを設けた．6 つの避難

以外の行動目的について移動意向を 5 段階（0%，25%，

50%，75%，100%）で評価する形式とし，自由記述欄も

設けた． 

⾲ 1 アンケート調査のㅖඖ

対象地域 岡山県倉敷市真備町 
調査時期 2024年 1月～2024年 2月 

回収状況 岡山県倉敷市：配布数 7107世帯，回収数

1066世帯，回収率 15% 

調査項目 

世帯票 
➀性別

➁年齢

➂世帯構成

④世帯類型

⑤要支援者の有無

⑥ペットの有無

⑦危険度

⑧安全な場所へ移動する避難以外の行動

目的に関する設問

自由回答(避難所に対する要望)
個人票 
➀性別

➁年齢

③安全な場所へ移動する避難以外の行動

目的に関する設問

自由回答(避難所に対する要望)

(4)アンケートᒓ性
アンケート回答は真備町で 1066 世帯から得られ，回答

者数にして 1838 人であった，性別は男性 65.6 %，女性

27.1%であった．世帯構成では夫婦のみ世帯が 36.3%，夫

婦と未婚の子のみが 27.3%，単独世帯が 14.0%であり，高

齢者のみ世帯は 42.6%を占めた．要支援者がいる世帯は

17.5%，ペット飼育世帯は 27.1%であった．災害リスク認

識については「ハザードマップを把握して いる」が

65.6%と最も多く，L1 浸水想定では「浸水なし」20.3%，

「3～5m」19.8%が多くを占めた．L2 想定では「浸水な

し」20.0%に加え，「3～5m」16.2%，「5～10m」11.5%
と高水位リスクも一定数存在した．土砂災害リスクは

「想定なし」が 55.0%で大半を占めたが，警戒区域・特

別警戒区域（イエロー・レッドゾーン）も 10%以上確認

された． 

(5)アンケート⤖ᯝ
本研究では，世帯票において自宅の浸水リスクを理解

していると回答した 697 名の世帯主データに基づき，異

なる浸水リスク区分（L1 浸水なし N=216，L1 浸水 0–3m 
N=155，L1 浸水 3m 以上 N=326，合計 N=697）における

住民の避難開始率を時点別に分析した．その結果，買い

物，親族・知人に会う，通院といった生活に密接に関連

する行動目的においては，特に浸水リスクが高い群で避

難開始率が顕著に高く，例えば買い物では直前に 66.7％，

通院では 55.4％に達し，親族・知人に会うでも当日に

63.4％という高い値が確認された．一方，趣味や娯楽と

いった必須性の低い行動目的では，避難開始率は全体的
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に低く᥎移し，直前でもおおࡴね 40％未‶にとどまり，

リスク区分によるᕪもᑠさい傾向がぢられた．さらに旅

行については，᪩期段階から高リスク群の行動率がẚ㍑

的高く，直前には 52.4％に達したことから，計⏬的移動

が避難行動に㌿໬しやすいことが示၀された．これらの

結果から，ᚑ᮶の避難情報の発令に加えて，日常的な行

動目的をㄏᅉとして組み㎸ࡴことが，特に高リスク地域

において避難行動を促進し得る可能性が示された． 
 

 

 

 

 

 

 
ᅗ 避難⪅のᅇ⟅⤖ᯝࡃのศ㢮にᇶ࡙ࣉࢵ࣐ࢻーࢨࣁ 1

㸦ᾐỈ L1㸧 

 

L2 浸水リスク区分に基づく分析においても，生活関連

の目的が避難行動を強く促進する傾向が示された．具体

的には，買い物では直前に 64.1％，親族・知人に会う で
は 62.1％，通院では 52.9％に達し，高リスク群࡯ど避難

開始率が高かった．一方で，趣味や娯楽といった必須性

の低い行動目的では，当日や直前においても 40％前ᚋに

とどまり，リスク区分間のᕪもᑠさい水‽にとどまった．

旅行については，3 日前から高リスク群が┦対的に高い

割合を示し，直前では 50.5％に達するなど，計⏬的移動

が避難行動に㌿໬しやすい点が確認された． 
 

 

 

 

 

 

 
ᅗ 避難⪅のᅇ⟅⤖ᯝࡃのศ㢮にᇶ࡙ࣉࢵ࣐ࢻーࢨࣁ 2

㸦ᾐỈ L2㸧 

 

L1と L2の結果をẚ㍑すると，全体的な数値水‽には

ⱝᖸの㐪いがあるものの，生活に密接した目的では避難

を促進し，必須性の低い目的では効果が㝈定的であると

いう基本的な傾向はඹ通していた．すなわち，浸水リス

ク区分の㐪いによらず，日常的な行動目的を避難のዎ機

とする可能性が示され，避難情報の発令と組み合わࡏる

ことでより効果的な避難行動促進につながることが明ら
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かとなった．さらに時間㍈の᥎移に╔目すると，3日前

や 2日前の段階では全体として避難開始率が低いもの

の，高リスク群においては᪩期からẚ㍑的高い割合を示

し，リスク認識の高さが行動に཯ᫎされやすいことが確

認できる．一方で低リスク群では直前まで避難開始率が

ఙびにくく，避難行動の㐜れが顕著であった．これは

「自分は被害に㐼わない」というṇ常໬ࣂイアスや，

「とりあえず様子をぢる」という心理傾向が影響してい

ると考えられる． 
また，行動目的別にみると，買い物や通院など生活必

㟂に近い目的は，災害時においても行動のṇ当性を与え

る「きっかけ」となり得るのに対し，趣味や娯楽は㠀常

時にはඃ先度がୗがり，避難行動のㄏᅉとしてはᙅいこ

とが明らかとなった．旅行については，平時に計⏬をక

う行動であるがࡺえに，高リスク群では᪩い段階から移

動を開始する傾向がぢられ，計⏬性のある行動が避難に

㌿໬しやすいことが示၀された．これは，日常生活のᘏ

㛗としての「࣏ࣈ࢕ࢸࢪな動機付け」が避難の心理的ハ

ードルをୗࡆる効果を持つ可能性を示すものである． 
さらに，L1と L2の結果のᕪ異をみると，L2の方がⱝ

ᖸ数値水‽が高く，特に高リスク群で当日や直前の避難

開始率が上᪼していた．これは，調査地域の住民が L2
の浸水リスクに対してより⌧実ឤを持ちやすく，行動に

直結しやすかった可能性を示している．一方で低リスク

群では，L1・L2のいずれにおいても行動率が低く，リス

クをṇしく認識していても「避難୙要」とุ᩿してしま

うᒙの存在がᾋき᙮りとなった．

⥲じて，浸水リスクの高さは避難行動を促進する要ᅉ

であるが，その効果は行動目的の性㉁や住民の心理特性

と┦஫にస用しており，単⣧な情報提供ࡔけでは行動ኚ

ᐜにつながりにくいことが明らかとなった．したがっ

て，௒ᚋの防災施策では，リスク情報の࿘知に加え，住

民が日常的に受け入れやすい行動目的を組み合わࡏるこ

とで，避難の㐜れを防ࡂ，᪩期行動をᚋᢲしする௙組み

づくりが重要であると考えられる． 

め࡜ࡲ.3
本研究では，平成 30 年 7 月豪雨で甚大な被害を受けた

岡山県倉敷市真備町を対象に，ᚑ᮶の「避難」のᯟを㉸

え，「買い物」「通院」「旅行」などの避難以外の行動

目的をᑟ入することで，住民の避難行動を促進できる可

能性について検討した． 
アンケート調査の結果，L1 浸水リスク区分に基づく分

析では，買い物，親族・知人に会う ，通院といった生活

に密接した目的において高リスク群で避難開始率が顕著

に高く，例えば買い物では直前に 66.7％， 通院では

55.4％に達し，親族・知人に会う でも当日に 63.4％とい

う高い値が確認された．一方で，趣味や娯楽など必須性

の低い目的では避難開始率が全体的に低く，直前でも

40％未‶にとどまった．旅行については，᪩期から高リ

スク群で避難割合が高く，直前に 52.4％に達し，計⏬的

移動が避難に結びつきやすい傾向が示された．

L2 浸水リスク区分に基づく分析でもྠ様の傾向が確認

され，買い物では直前に 64.1％，親族・知人に会う では

62.1％，通院では 52.9％に達した．趣味や娯楽では 40％
前ᚋにとどまり，リスク区分間のᕪはᑠさかった．旅行

では直前に 50.5％となり，やはり計⏬的移動が避難行動

に㌿໬しやすいことが示၀された． 
L1 と L2 をẚ㍑すると，全体的な数値水‽にᕪはある

ものの，生活に結びついた目的では避難を促進し，必須

性の低い目的では効果が㝈定的であるという基本的な傾

向はඹ通していた．以上より，浸水リスク区分の㐪いに

よらず，日常的な行動目的を避難のዎ機とする可能性が

示され，避難情報の発令と組み合わࡏることで，より効

果的な避難行動促進策となり得ることが明らかとなった． 
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図１ ㄪᰝ対㇟地༊の఩⨨図 

2024年⬟Ⓩ半ᓥ地震᫬のὠἼ㑊㞴に㛵ࡿࡍㄪᰝ 
㸫▼ᕝ┴⌔Ὢᕷ୕ᓮ⏫ᑎᐙୗ出༊࡛の஦౛㸫

Survey on Tsunami Evacuation at the Time of the 2024 Noto Peninsula Earthquake 
- A Case Study of Jike Shimode district, Misakimachi, Suzu City, Ishikawa Prefecture -

池田 浩敬
1

Hirotaka IKEDA1  

1 常葉大学大学院 環境防災研究科 
 Graduate School of Environment and Disaster Research, Tokoha University 

   We surveyed victims’ evacuation behaviors from the Tsunami after the 2024 Noto Peninsula Earthquake by 
conducting interviews in Jike Shimode district, Misakicho, Suzu City, Ishikawa Prefecture. We analyzed the 
information gathered by comparing it with the past surveys we conducted in Sanriku area, Iwate. We clarified common 
points of evacuation behavior in each district and differences by district. We found that the difference in evacuation 
behavior among the districts is affected by whether it is a weekday or a holiday, where people usually gather, and the 
strength of the shaking caused by the earthquake. 

Keywords : evacuation behabior, database, tsunami disaster, the 2024 Noto Peninsula Earthquake, Suzu City 

１．はࡌめに
筆者らのグループでは，2013 年 3 月～2023 年 9 月にか

けて，東日本大震災の津波被災地である岩手県大船渡市

三陸町綾里の小石浜，港・岩崎，石浜，田浜，野々前，

白浜，陸前高田市小友町の只出，矢の浦，両替，三日市,

森崎，野田村の城内，米田及び青森県三沢市の三川目，

六川目の各集落において，津波からの避難行動や津波災

害後の避難生活に関する聞き取り調査を行い，その成果

は，馬場ら（2013）１），白井ら（2014）２），白井ら

（2014）３），池田ら（2016）４）,池田ら（2019）５）,池

田ら（2021）6），池田ら（2023）７），池田ら（2024）８）

において報告されている． 

本稿では，2024 年 7 月及び 9 月に石川県珠洲市三崎町

寺家下出区に於いて行った津波避難行動に関する聞き取

り調査結果の概要と特徴について報告する． 

２．ㄪᰝ対㇟地ᇦのᴫせ
石川県珠洲市は．能登半島の最北端に位置し，令和 6

年 1 月 1 日時点での人口は 12,574 人，世帯数は 5,843 人

で，令和 5 年の 1 年間で人口は 374 人減少し減少率は

2.89％となっている．その中で本調査の対象地区である

三崎町寺家下出地区は北東の沿岸部に位置する集落で，

人口は 80 人，世帯数は 32 世帯（震災直前の数字/区長へ

の聞き取りによる）である．

㸱．⪺きྲྀりㄪᰝのᴫせ
石川県珠洲市三崎町寺家の下出地区に於いて，2024 年

7 月 7 日（日）に 4 人，9 月 28 日（土）に 1 人，30 日

（月）に 2 人の計 7 人の方々に対し聞き取り調査を行っ

た．聞き取り内容は，2024 年 1 月 1 日の能登半島地震発

生当日の避難等の行動経路，移動手段，行動目的及びそ

の背景，震災前の津波避難に関する意識や地域で行われ

ていた避難訓練等についてである．

㸲．⌔Ὢᕷ୕ᓮ⏫ᑎᐙୗ出༊࡛の㑊㞴⾜ື 
2024 年能登半島地震時の際の避難行動をまとめたもの

を図 2 に示した．下出区では東日本大震災以降，「何か

あったら集会場へ」を合言葉に避難訓練等を実施し，高

台にある下出集会場へ避難する、という意識が徹底され

ていた．また，地震発生日が 1 月 1 日元旦の夕方で，ほ

とんどの地区内滞在者は自宅におり，「自宅⇒集会場」

という避難経路を辿っている．

一方で，地震発生日が 1 月 1 日元旦であったため，日

常の居住者に加え普段当該地区に居住していない親族の

方々や直ぐ近くにある珠洲神社の参拝客が直近の下出区

の集会場に集まったため，容量をオーバーし，溢れた避

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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図２ ୗ出地༊࡛の震災ᚋの⾜ື 

図㸱 ୗ出地༊࡛の⾜ື㌶㊧の平㠃図の౛（１） 

図㸲 ୗ出地༊࡛の⾜ື㌶㊧の平㠃図の౛（２） 

図㸳 ୗ出地༊࡛の⾜ື㌶㊧の平㠃図の౛（㸱） 

図㸴 ୗ出地༊࡛の⾜ື㌶㊧の᩿㠃図の౛（１） 
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図㸵 ୗ出地༊࡛の⾜ື㌶㊧の平㠃図の౛（㸲） 

図㸶 ୗ出地༊࡛の⾜ື㌶㊧の平㠃図の౛（㸳） 

図㸷 ୗ出地༊࡛の⾜ື㌶㊧の平㠃図の౛（㸴） 

図１㸮 ୗ出地༊࡛の⾜ື㌶㊧の平㠃図の౛（㸵） 

図１１ ୗ出地༊࡛の⾜ື㌶㊧の平㠃図の౛（㸵） 

難者は250m⛬ᗘ㞳れた㎰༠の集Ⲵ場に避難した．ࡇの集

Ⲵ場もేࡏて避難者が当日ኪの一ኪを㐣ࡈす場ᡤとして

฼⏝された．

 下出区での避難行動の㌶㊧図（ᖹ㠃図と᩿㠃図）の౛

を図 3 から図 11 に示した．下出区のᾏ沿いの住宅ᐦ集地

から高台の下出集会場へୖがるルーࢺは、඲部で 3 ルー

ある．1つは図ࢺ 3に示した避難者が㏻った「ఏⶶ（でん

れる⋇㐨（かつては高台にある⏿や㎰ᴗࡤᆏ」と࿧（ࡒ

⏝のࢫ࢘ࣁの฼⏝者が౑っていたが近年はほとんど౑⏝

されࡎⲡやᮌのᯞが⦾ⱱしていた），2 つ目は図 4 や図 7
に示した避難者が㏻った「୚ྑ⾨（ようもん）ᆏ」と言

われる（かつては⋇㐨ࡔったが）近年，津波避難路とし

てᩚഛされた㝵段をྵࡴ避難路である．ࡇの 2 つのルー

である．3ࢺはṌ行者ᑓ⏝のルーࢺ つ目のルーࢺは，図 5，
図 8～10 に示した避難者が㏻った「ᐤ㛛ᡤ地（よもしࡻ

ࢺのルーࡇ，ᆏ」あるいは「㌴㐨」と言われるᆏで（ࡌ

は㌴㐨として⯒⿦・ᩚഛされている．ࡇの 3 つ目のルー

を㏻った 4 人のうࡕ 3 人は㌴で移動し，最もᆏに近かっ

た 1 人がᚐṌで移動した． 
 Ṍ行者ᑓ⏝ルーࢺであったఏⶶᆏと୚ྑ⾨ᆏでは，各

１ྡが㊊のᝏい避難者を背㈇って避難している．

㸳．東日本大震災᫬の⥤㔛࡛の㑊㞴⾜ືとのẚ㍑ 
ࢫー࣋ࢱーࢹでは、筆者がస成した津波避難行動ࡇࡇ

㸷）を⏝いて，東日本大震災時の岩手県大船渡市の綾里と

2024 年能登半島地震の石川県珠洲市寺家の下出区での避

難行動の㐪いをぢてࡳると，図 12 に示したように，避難

行動㏵中でのᶆ高のኚ໬をẚ㍑すると，下出区では自宅

のあったᶆ高 5m ᮍ‶の場ᡤからᶆ高 20 数࣓ーࢺルの下

出集会場及び㎰༠の出Ⲵ場へのルーࢺに避難経路が㝈ら

れているのに対し，東日本大震災の際の岩手県大船渡市

-  33 -



図１２ ⥤㔛とᑎᐙ࡛の㑊㞴⤒路のᶆ㧗ኚືの㐪い 

の綾里では，ᶆ高࣋ーࢫでࡳてもᖜᗈい移動が行われて

いる．

り，避難者ࡇれは，東日本大震災はᖹ日の᫨間に㉳ࡇ 

は໅ົඛやእ出ඛあるいは自宅とከᵝな場ᡤからከᵝな

避難ඛへと移動しており，2024 年能登半島地震は 1 月 1
日元旦に㉳ࡇったため避難者はṤどが地区内の自宅から

地区内の集会場への移動に㝈られていたためと᥎ され

る．

 また，東日本大震災時の避難行動ではከくぢられた

「自宅にᡠる」（62.3％），「避難行動㏵中にᾏをぢる」

（⣙ 44％），「避難行動㏵中で集まる」（33％）といっ

た行動は，下出区ではそれࡒれ 0％，29％，0％と少なか

った．ࡇれは，1 つには地震発生時が元旦（ఇ日）の夕

方で，Ṥどの人が元々自宅に居たため，避難ルーࢺが

「自宅⇒下出集会場」に㝈られていたࡇと（そのため，

自宅にᡠるという行動が発生ࡎࡏ，津波ほᐹや௚者と┦

ㄯするࡇとによって避難行動をኚえる（㑅ࡪ）వ地も↓

かった），2 つ目は津波฿㐩時間が東日本大震災の岩手

県沿岸部にẚ࡭て▷かった（寺家下出地区には地震発生

後⣙ 25 ศでᢲしの津波が฿㐩）ため，避難行動以እの行

動を取るవ⿱がなかったのではないかと᥎ されるࡇと，

3 つめはᦂれのᙉさあるいはᘓ≀被害の大きさが㐪い，

ᦂれによる家ᒇಽቯが高いẚ率で発生していたため，家

に␃まるという㑅ᢥ⫥は↓く避難のษ㏕ᛶが高かったと

᥎ される．

 一方で，ぢ方をኚえれࡤ下出区の人々は，ある㠃下出

集会場に「集まる」ために避難しており，避難行動㏵中

ではないが「集まる」という行動は，東日本大震災の時

とྠᵝに発生していたとも言える．

ㅰ㎡
 聞き取り調査実施に当たりࡈ༠ຊ㡬いた，珠洲市三崎

町寺家の下出区自἞会のⓙᵝ，ᰴᘧ会社防災㒔市計⏬研

究ᡤ௦⾲取⥾ᙺᡤ長のྜྷ川ᛅᐶẶには，グして῝くឤㅰ

⏦しୖࡆる．また本稿は，令和 6 年ᗘ科学研究㈝ຓ成஦

ᴗ（ᇶ┙研究（C））「地域特ᛶやࢺࢫ࢟ࢸࣥࢥをྵࡴ

津波避難行動ࢹー࣋ࢱーࢫのᵓ⠏と避難‽ഛಁ㐍への活

⏝（研究௦⾲㸸池田浩敬（常葉大学）」（ㄢ㢟␒ྕ㸸

22K04641）及び常葉大学令和 6 年ᗘඹྠ研究「令和㸴年

ᗘ能登半島地震に関する⥲合研究（研究௦⾲者㸸田中⪽

（常葉大学））の成果の一部である． ࡇࡇにグして῝く

ឤㅰ⏦しୖࡆる．
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災害ボランティアマッチングにおける視点の違いの比較 
― 経験の有無による意識差から見えた課題と可能性 ― 

Differences in Perspectives on Disaster Volunteer Matching 
― Issues and Possibilities Revealed Through Awareness Gaps by Experience Level ― 

ὸ಴ 大地
1 2

Daichi ASAKURA1 2

1 ᅜኈ⯓大学 防災・ᩆᛴᩆຓ⥲合研究所 
     Research institute of Disaster prevention and Emergency medical system, Kokushikan University 
2 日本大学大学㝔 ༴ᶵ⟶理学研究⛉ ༤ኈ後期ㄢ⛬

     Graduate School of Risk Management Doctoral Student, Nihon University 

  This study explores how disaster volunteer experience, training, and participant background (students vs. working 
adults) affect perspectives in volunteer matching. A total of 1,118 participants joined a simulated Disaster Volunteer 
Center “matching game.” Participants were grouped into three categories: those with disaster field experience, those 
with training only, and complete beginners. Training-experienced participants prioritized a wider range of information, 
while field-experienced ones showed flexible, balanced views. Inexperienced participants often overlooked key items, 
suggesting a lack of decision-making criteria. Moreover, working adults emphasized environmental and contextual 
factors more than students, likely due to greater social responsibility. The findings indicate that both training and 
experience shape different but complementary skills. Clearer guidance and integrated programs combining knowledge 
and real-world perspectives can improve volunteer matching quality in disaster response. 

Keywords : Disaster Volunteer Center,  Matching,  Support Experience,  Perspective Differences 

１． はじめに 
災害が⃭⏒化・㢖発化する現௦において，බ的支援ࡔ

けでの㎿㏿かつきめ⣽かな対応には㝈⏺があり．被災者

にᐤりῧった支援を行う災害ボランティアの役割はます

ます重せ性をቑしている．こうしたボランティア活動は，

社会福祉協議会（以下社協）などが中ᚰとなって㐠Ⴀす

る災害ボランティアセンター（以下災害 VC）を通じて行

われることが多い．災害 VC では，被災者からᐤせられる

多様なニーズと，日ࠎኚ化するボランティアの人員・属

性・ス࢟ルとを✺き合わせ，適ษな㐠Ⴀ・マッチングを

行うことが求められる． 

本✏でいう「マッチング」とは，ᡭඖの最ᑠ㝈情報で，

ձᏳ全ղ適合ճ実行可⬟性を‶たすよう，㎿㏿に人員を

割りᙜてる判断をᣦす．実際の被災地では，ΰ஘のなか

㝈られた人員と時間でマッチングを行うᚲせがあり，属

人的な判断や経験頼りになる場面も多い．౛えば 2016 年

の⇃本地震の஦౛として，大㛛 1）はマッチングが上ᡭく

いかず⃭ᛣしたボランティアに被災した災害 VC 職員がᅵ

下座をする様な状況を報࿌し，῿⨾ 2）は受付開始時間前

後に「受付終了」し，᮶所したボランティアをᖐらせた

஦౛を報࿌した．これらのせᅉがマッチング࣑スと断定

はฟ᮶ないが，஦౛の一ᅉとなっていた可⬟性はある．

災害ボランティアのマッチングに関するඛ行研究の多

くは災害 VC の㐠Ⴀ➼を ICT 化するアプリやࢧーࣅスに関

するものであった．また，その௚の研究も多くは஦౛報

࿌や現場㐠Ⴀの記㏙にとどまり，実際のマッチング判断

における経験者と未経験者の視点の違いや，判断ຊの形

成プロセスに↔点をあてた研究はᴟめて少ない． 

本研究は，災害 VC におけるマッチング業務において，

支援活動の経験や学習Ṕ，また参加者の属性（学生・社

会人）の違いが，どのような視点の差を生ࡴのかを明ら

かにすることを目的とする．ල体的には，ᇳ➹者がస成

した災害 VCのマッチング業務を模擬体験できる「災害 VC

マッチングゲーム」を実施し，参加者がニーズഃ・ボラ

ンティアഃのどのような情報項目を重視したかについて

調査した．

その後，参加者を「被災地での活動経験がある者」

「講座➼の受講経験はあるが実地経験はない者」「災害

ボランティアが初めての者」の 3 群に分類し，それࡒれ

の情報選択傾向を比較分ᯒした．あわせて「学生」と

「社会人」という属性ごとの視点の違いについても分ᯒ

を行った．この調査は，ຠ果的な人ᮦ⫱成や災害 VC 㐠Ⴀ

のຠ⋡化・⡆⣲化に㈨する実㊶的な▱見をᚓることを目

ᣦして行っている一㐃の研究の一㒊である． 

２． 調査方法 
(1) 対象

本研究では，災害ボランティアマッチングを体験でき

る「マッチングゲーム」に参加した計 1,118 名を調査対

象とした．参加者は，所属や災害支援に関する経験をも

とに以下の 3 群に分類した．すなわち，被災地での活動

経験がある者（被災地経験者群）：55 名，講座➼の受講 

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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⾲ 1 災害 VCマッチング࣒࣮ࢤにおけるࢬ࣮ࢽ⚊のᴫせ

経験はあるが，被災地での活動経験はない者（講座受講

者群）：320 名，災害ボランティアが初めての者（未経

験者群）：743 名である．また，参加者の属性として

は，社会人 70 名，学生 1,048名であり，各群に両者が含

まれている． 

(2) 調査ෆᐜ

調査は，マッチングゲーム終了後に行ったアンケート

によって実施した．アンケートでは，以下の 2 点につい

て回答を求めた． 

・マッチングゲームの主観的な感想（5 段階評価）

・マッチング時に重視した情報項目（複数選択可）

情報項目は，災害ボランティアセンターで実際に用い

られる「ニーズ票」および「ボランティア受付票」に記

載される内容をもとに以下のように分類した．（表 2） 

⾲ 2 マッチング᫬に意識ࢀࡉる᝟ሗ㡯┠୍ぴ 

(3)ศᯒ方法

集計されたデータをもとに，各群における回答の傾向

を IBM SPSS Statistics(Ver29.0.0.0)を用いてクロス集

計を行い，統計的検定として調整済み標準化残差を確認

し，選択傾向に統計的有意差があるかを検討した． 

残差値が±1.96 以上（5%水準）または±2.58 以上（1%

水準）の場合を，有意な差があると判断し，グループご

とにどの情報項目が有意に多く／少なく選ばれたかを可

視化・整理した． 

また，「マッチングゲームの主観的な評価」に関し，

各群毎に分布を比較し，傾向の違いを明らかにした． 

なお，本調査においては，「被災地での活動経験あり」

の参加者（n=55）および社会人の参加者（n=70）は，い

ずれも全体の中では比較的少数である．これらの群にお

ける結果については，統計的な解釈にあたって過度な一

般化を避け，傾向の把握を主とする視点で取り扱い，断

定的な結論とならないよう配慮して考察を行った． 

(4)災害 VCマッチング࣒࣮ࢤのᴫせ

本研究で用いた災害 VC マッチングゲームは，災害ボラ

ンティアセンターにおける実務的なマッチング業務を模

擬体験することを目的に設計されている．想定災害は，

地震および水害が併発した複合災害であり，支援対象や

活動条件の多様性を踏まえた構成となっている．ゲーム

は 2 つのフェーズに分かれており，各段階に応じた支援

状況を体験できる．（表 1）
・フェーズ 1（発災から 3 日後）

ニーズ票 5 枚（1-A〜1-E），ボランティアカード 14 枚，

ワークシートを使用

・フェーズ 2（発災から 3 週間〜1 か月後）

ニーズ票 8 枚（2-A〜2-H），ボランティアカード 26 枚，

ワークシートを使用

また，両フェーズ共通で使用する想定地図も配布し．

依頼の所在地や活動環境を空間的にイメージしながらマ

ッチングを行う設計となっている． 
参加者は，ニーズ票を読み取り，提示されたボランテ

ィアカードの中から最適なマッチングを検討・実施する

ことで，災害支援現場における「根拠ある判断」や「配

慮すべき視点」を体験的に学ぶ構成となっている． 

のᐇ᪋⎔ቃ࣒࣮ࢤ(5)
このマッチングゲームは，2023 年 3 月から 2025 年 1 月

にかけて実施した．対象者には大学生・社会福祉協議会

の職員・地域住民など多様な主体が含まれ，各回ごとに

異なる立場や経験をもつ参加者が集まった． 
ゲームは主に大学の正規授業「防災リーダー養成論実

習」や，社会福祉協議会が主催する研修，一般市民向け

の防災講座などの場で展開された． 
すべての実施回において，ゲームの前には「災害ボラ

ンティアとは何か」「災害ボランティアセンターの役割

とは何か」といった基礎的な内容の講義を行い，その後

にゲーム本編を開始した．ゲームは 6〜8 人のグループワ

ーク形式で行われ，1 フェーズあたり約 40～60 分をかけ

て進行した．終了後には全体での振り返りやフィードバ

ックの時間を設け，最後にアンケート調査を実施した．

㸱． ⤖ᯝ 
ឤ᝿࡞る୺ほⓗࡍに対࣒࣮ࢤ(1)

マッチングゲームに対する主観的評価（5 段階評価）

において，参加者全体のうち「とても面白かった」「面

白かった」と回答した割合は合わせて 79.9%であった． 
経験別に見ると，講座受講者群における「とても面白

かった」の回答は，期待度数よりも有意に多かった（調

整済み残差：+2.4）．一方で．未経験者群における同項

情報の種類 項目
ニーズ側の情報 依頼者の名前
（ニーズ票から読み取れる情報） 依頼者の性別

依頼者の人数
依頼者の住所
依頼内容
ライフラインの状況
備考欄

ボランティアの情報 名前
（受付時に得られる情報） 性別

年齢
住所
ボランティア経験の有無
スキル・職業

No. ニーズ No. ニーズ
・地震の最も基本的なニーズ ・男女比等の工夫 ・本人以外からの依頼 ・本人の同意の必要性

・安易に断らない（心情の理解） ・保留する決断も時には必要
・高所作業の安全確保 ・ボランティアの安全が第一 ・ボランティアの安全が第一 ・応急危険度判定への理解
・生活への影響（応急対応の必要性） ・専門団体等との連携 ・男女比等の工夫
・避難所生活への理解 ・運営ルールへの介入の是非 ・床板、壁材剥がしなどの技術対応 ・写真の撮影の必要性（事前・事後）
・避難所における支援者の立ち位置 ・継続的な支援の必要性（閉所まで生活が続く） ・保険の適用範囲の確認
・ニーズの優先順位（生活が行われているか） ・復旧、復興のシンボルとしての役目 ・衛生管理の徹底（食品衛生責任者の配置） ・専門団体等との連携
・皆が集まることが出来る場所 ・大人数による大規模な作業が必要 ・ジェンダーへの配慮 ・温かい食事の効果
・床板、壁材剥がしなどの技術対応 ・家主への連絡（継続的な支援の必要性） ・応急危険度判定への理解 ・専門団体等との連携
・依頼者の事情への配慮 ・周りの入居者への周知 ・公的支援制度の理解 ・ボランティアの安全が第一

・ニーズの優先順位（生活が行われているか） ・地域の復旧・復興（人の流出の阻止）
・安易に断らない（心情の理解） ・住民の生活への影響
・多言語対応 ・心のケアの必要性
・公的支援制度の理解 ・安易に断らない（心情の理解）
・災害がもたらす子どもへの影響 ・遊びのサンマ（時間・空間・仲間）確保
・保護者への趣旨伝達 ・専門団体等との連携

表1　ニーズ票の概要

2-G 住宅の水害対応（外国籍）

2-H 避難所での子ども対応

意図

2-D 避難所での炊出し

2-E 貴重品の取り出し

2-F 店舗の片づけ

2-Ａ 地震による家屋内被害

2-Ｂ 地震による家屋内被害

2-Ｃ 集合住宅の水害対応1-Ｃ 避難所への支援

1-Ｄ 神社の敷地内清掃

1-Ｅ 集合住宅の水害対応

意図

1-Ａ 地震による家屋内被害
・被災者と目線を合わせられる人（コミュニケーションが取れそうな人）

1-Ｂ 地震による屋根被害
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目の回答は有意に少なかった（í2.7）．被災地経験者群

では有意な差は見られなかった（+1.0）． 
その௚の回答（「面白かった」「ᬑ通ࡔった」「あま

り面白くなかった」「面白くなかった」）においては，

いずれのグループも±1.96 を㉸える調整済み残差は確認

されず，有意差は認められなかった． 
属性別に比較したとこࢁ，社会人では「とても面白か

った」と回答した割合が有意に多く（+3.4），学生では

㏫に少ない傾向が見られた（í3.4）．学生は「ᬑ通ࡔっ

た」など中間的な評価を比較的多く選ぶ傾向があり，受

けṆめ方の差が認められた． 
 

(2)マッチング᫬に㔜視ࢀࡉたࢬ࣮ࢽഃの᝟ሗ 

マッチング時に重視されたニーズഃの情報（依頼者に

関する情報）について，参加者の経験や属性ごとに回答

傾向に差が見られた． 
まず，「依頼者の性別」に関しては，講座受講者群

（+4.1）および被災地経験者群（+2.1）では有意に重視

されていたのに対し，未経験者群では重視しない傾向が

有意に見られた（í4.9）．この傾向は属性別でも同様で，

社会人では「重視した」とする回答が有意に多く

学生では有意に少なかった（í6.4）．（表ࠊ（6.4+） 3） 
 

⾲ 3 災害 Vの経験と౫㢗⪅の性ูࢫࣟࢡ⾲ 

 
「ഛ考ḍ（⮬⏤記㏙）」も講座受講者群（+2.7）およ

び社会人（+5.2）で有意に重視されており，未経験者

（í3.2）および学生（í5.2）では重視しない傾向が有意

に見られた． 
「依頼内容」については，講座受講者群で有意に重視

される一方（+2.2），未経験者群では有意に少なかった

（í2.1）．属性別では社会人と学生間に㢧ⴭな有意差は

見られなかった． 
また，「活動場所」や「ライフラインの状況」につい

ても，社会人で重視される傾向がᙉく（それࡒれ+3.4ࠊ
+3.6），学生では重視しない傾向が有意に見られた

（í3.4ࠊí3.6）． 
「依頼人数の性別」でも社会人が有意に重視（+2.2）ࠊ

学生が重視しない傾向が有意に見られた（í2.2）． 
なお，「依頼者の名前」「依頼人数」「住所」といっ

た項目については，いずれの群でも統計的に有意な差は

確認されなかった． 
 
(3)マッチング᫬に㔜視ࢀࡉたボランティアഃの᝟ሗ 

マッチングに用いられるボランティアഃの情報（受付

票）については，以下のような傾向が見られた． 
「ボランティアの性別」は，講座受講者群（+2.6）お

よび社会人（+3.4）で有意に重視されており，未経験者

群（í2.4）ཬび学生（í3.4）は重視しない傾向が有意に

見られた．（表 4） 

⾲ 4 災害ボランティアの経験とボランティアの性ูࢡ

 ⾲ࢫࣟ

 
 
 同様に「年㱋」「住所」についても，社会人が有意に

重視する傾向を示し（+2.4，+2.3）ࠊ学生は（í2.4，í2.3）
重視しない傾向が有意に見られた． 

「ボランティア経験の有↓」や「ス࢟ル・職業」は講

座受講者群（それࡒれ+2.7，+2.4）で有意に重視された． 
一方で，「名前」に関しては，全ての群において有意

な差は見られなかった． 
 
㸲． ⪃ᐹ 
(1) ཧຍ⪅の経験にᇶ࡙ࡃ⩌ẖの≉ᚩ 

a) ㅮᗙཷㅮ⪅のࠕ㓄៖ឤᗘࠖとࠕ᝟ሗ㑅ูࠖの஧㠃性 

本研究のクロス集計では，講座➼の受講経験のみを有

する参加者が，ニーズഃの依頼者の性別・ഛ考ḍ・依頼

内容，ボランティアഃの性別・経験有↓・ス࢟ル／職業

といった配慮関㐃の情報で「重視」を選ぶ割合が統計的

に㧗かった（౛：性別㸩4.1，ഛ考ḍ㸩2.7，依頼内容㸩

2.2，ボランティアの性別㸩2.6，経験有↓㸩2.7，ス࢟ル

／職業㸩2.4）． 
この傾向は，講座や研修でᚓた▱㆑が「何にὀ意を向

けるべきか」という配慮の視点を形成し，実㊶場面の情

報᥈⣴に཯ᫎされうることを示၀する．すなわち，講座

受講は，リスク回避やトラࣈルண防に関わるせ点࡬のẼ

࡙きを㧗めるຠ果があると考えられる． 
 
b) ⿕災ᆅ経験⪅のࠕ᝟ሗ㑅ᢥのᰂ㌾性ࠖ 

被災地での活動経験を有するグループでは，≉定の情

報項目ࡔけを✺ฟして重視するのではなく，全体的に中

ᗤな回答傾向を示した．この傾向はࠊ災害現場での実体

験によって「重視すべき情報は状況ごとに異なる」こと

を理解している結果と考えられる． 
現場では，ニーズ票に記載された情報と実際の状況が

㣗い違うことや，ᙜ初想定されていなかった配慮஦項が

発生する場合も多い．そのため，経験者࡯ど「現場で見

て・⪺いて判断するຊ」や「⮫ᶵ応ኚな対応ຊ」を㌟に

つけることになる．  
たࡔし，本調査では被災地経験者群のࢧンプル数が┦

対的に少なくࠊこれらの傾向が全ての経験者に一般化で

きるかどうかはៅ重な検討がᚲせである． 
 

c) ᮍ経験⪅ࡀ見ⴠとࠕ࡞ࡕࡀࡋ㓄៖の視点ࠖ 

未経験者グループでは，「依頼者の性別」「ഛ考ḍ」

「依頼内容」など支援現場で重せとされる情報項目に対

し，「重視した」と回答する割合が有意にపい結果とな

った．この傾向は，༢に情報を見ⴠとしているというよ

りも，「何が重せか」の判断基準⮬体が༑分に⫱ってい

ないことを཯ᫎしていると考えられる． 
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(2) ♫఍ேとᏛ⏕のᒓ性比較によるࠕ㛵ᚰ㡿ᇦの違いࠖ

本研究では，社会人グループが「依頼者の性別」「活

動場所」「ライフラインの状況」「ഛ考ḍ」など生活や

Ᏻ全に┤結する情報を有意に重視する傾向が確認された．

社会人は日ᖖ的に多様な人間関ಀや社会的㈐௵を意㆑し

て行動しているため，リスク࡬の感度や配慮が㧗まるこ

とが⫼ᬒにあると考えられる． 
 一方で，学生はこれらの項目を重視する傾向が有意に

పく，災害支援の場面でも͆社会の一員としての⮬分の

役割͇をイメージするຊが༑分でない可⬟性がある．実

際，学生は▱㆑や情報ฎ理にはᙉみをᣢつ一方で，現場

での複㞧な人間関ಀやリアルなリスクの経験がஈしいこ

とがᙳ㡪していると᥎察される． 
 このように，「経験」「学習Ṕ」「属性（社会人・学

生）」の違いが，災害ボランティアマッチングにおける

情報重視の傾向や判断基準にᙳ㡪をཬࡰしていることが

明らかとなった．௒後のᩍ⫱や研修設計では，各属性・

経験ᒙに応じて「▱㆑のఏ㐩」「判断㍈の形成」「現場

感ぬの⋓ᚓ」を⤌み合わせた多ᒙ的なᩍ⫱が求められる． 

㸳.ᮏ◊✲のᒎᮃと課題
(1) ᮏ◊✲のᒎᮃ

この示၀に基࡙く実務的展ᮃとして，ᩍ⫱プログラム

を一方向に೫らせず，講座でᚓた配慮視点をඃඛ㡰఩付

けと時間ไ約下の意ᛮỴ定࡬᥋⥆する設計が求められる． 
ල体的には，講座内に現場஦౛やロールプࣞイ，時間

ไ約付きケースを⤌み㎸み，経験者のㄒりやࣆア学習を

通じて視点を஺᥮・統合する場を設けることが有ຠであ

る．さらに，㠀選択のカ⦎（「௒回は見㏦る」判断のゝ

ㄒ化）を取りධれ，最ᑠ㝈チェックリストと判断ルール

を明示することで，過度な情報ᚿ向による㏞いをᢚไで

きる． 
チェックリストの౛としては，「まずࠑ依頼者の性

別ࠑࠒഛ考ḍࠑࠒ依頼内容／ス࢟ルࠒを確認する」とい

った初動の確認項目を明確化する方ἲがᣲࡆられる．未

経験者には「まず確認すべき情報」とその理⏤を明示す

るᑟධᩍᮦを，講座受講者には情報の取ᤞ選択を㘫える

₇習を，学生には関ಀ性・Ᏻ全配慮をල体化する஦౛対

ヰを重点的に配⨨するなど，属性・経験に応じた段階的

かつಶ別最適化されたカリ࢟ࣗラムがᮃましい．あわせ

て，現場ᢞධに向けては，チェックリストや▷෉カード

➼の視点の可視化ࢶールを整ഛし，㝈られた時間・情報

のもとでも一定水準の判断をᢸಖできる㐠用支援を検討

したい． 

(2) ᮏ◊✲の課題

一方で，本研究には㝈⏺があった．➨一に，ࢧンプル

構成の೫りである．被災地経験者群（n㸻55）と社会人

（n㸻70）が┦対的にᑠ数であり，結果の一般化をไ約す

る．➨஧に，ゲーム設計の㝈⏺として，提示情報は実務

の一㒊に㝈られ，㠀ゝㄒ情報や関ಀ調整，時⣔ิでの状

況ኚ化は༑分に表現されていない．➨୕に，分ᯒはセル

残差による記㏙的比較が中ᚰであり，なࡐその項目を重

視したのかという判断過⛬の把握は㝈定的である．➨ᅄ

に，多項目・多群を同時に扱ったため，多重比較にకう

➨ I ✀の過ㄗがቑえるリスクがある． 

௒後の研究では，これらの㝈⏺を⿵うために，(a) 被

災地経験者・社会人のࢧンプルᣑ඘，(b) ゲームのシࢼ

リ࢜ᣑᙇ（状況ኚ化，対人調整，㈨※ไ約のᑟධ），(c)

㉁的ᡭἲ（インタࣗࣅー・⮬⏤記㏙）の併用による判断

基準の᥈⣴，(d) 多ኚ㔞解ᯒ（ロジスティック／プロࣅ

ット，階ᒙ࣋イズ➼）を用いた஺⤡の統ไとຠ果㔞᥎定，

(e) 多重比較の⿵正や஦前௬ㄝの明確化による統計的ཝ

ᐦ性の向上，を進めていきたい．併せて，ᩍ⫱実㊶にお

いては，前㏙の可視化ࢶールと₇習ࣔジࣗールを⤌み合

わせた統合的トࣞーニングを෌設計し，前後比較による

学習ຠ果の検ド（౛：重視項目のኚ化，意ᛮỴ定時間，

ケース適合度）を行うことで，እ的ጇᙜ性の検ドを進め

る．

災害時の人ᮦ୙㊊がᖖែ化するなかで，マッチングに

ᦠわる支援者が㝈られた情報で適ษに判断できるよう，

▱㆑と経験をᯫᶫするᩍ⫱・ࢶールを整ഛすることがᛴ

務である．本研究は，経験・学習Ṕ・属性に応じた視点

の形成と㐠用を可視化し，人ᮦ⫱成と災害 VC 㐠Ⴀのຠ⋡

化・⡆⣲化に㈨する基礎的▱見を提౪した．௒後は，実

⿦と検ドを 㑏させることで，現場適用可⬟な実㊶ࣔデ

ルの構⠏を目ᣦしていく．

ㅰ㎡ 
 本✏のᇳ➹にあたり，日本大学༴ᶵ⟶理学研究⛉ 中ᯘၨ修෸

ᩍ授より多大なごຓゝを㈷った．ここに῝く感ㅰの意を表する．

また，マッチングゲームの実施および調査にご協ຊいたࡔいた

参加者各఩（学生ならびに地域・ᅋ体のⓙ様）にཌくᚚ♩⏦し

上ࡆる． 

ཧ⪃ᩥ⊩ 
1） 大㛛大ᮁ，῿⨾බ⚽：災害後の被災地に行ける被災者と支

援者の関ಀを考える̺2016 年⇃本地震における災害ボラン

ティアセンターの஦౛から-, 災害と共生 Vol.2, No1,

P25-32, 2018

2） ῿⨾බ⚽：⇃本地震とボランティア活動, ᾘ防防災の⛉学

No127, P11-14, 2017
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留学生の災害時情報の理解に関する一考察 
―国士舘大学でのアンケート調査から― 

A Study on International Students' Understanding of Disaster Information 
―Based on a Questionnaire Survey at Kokushikan University― 

ᕝ手 ᱈1ࠐ
，中ᯘ ၨಟ2

Momo KAWATE1
，Hironobu NAKABAYASHI

１日本大学༴機管理学◊✲⛉༤士前期ㄢ⛬ 
     Master’s Program, Graduate school of Risk Management, Nihon University 
㸰日本大学༴機管理学㒊 
     College of Risk Management, Nihon University 

   This study examines how international students residing in Japan understand information and act during disasters. 
Based on a questionnaire survey of international students at Kokushikan University, it revealed that their daily 
information gathering methods are heavily biased toward social media and news from their home countries, and that 
they currently lack knowledge about emergency alerts. The study points out that high Japanese language proficiency 
does not necessarily lead to understanding emergency alerts, and also identifies the high difficulty level of alerts like 
Area Mail as a challenge.Finally, it recommends the importance of disaster prevention education in schools and the 
necessity for universities to serve as bridges connecting the local community and international students. 

Keywords : international students, method of contact, method of information gathering, connection, during a disaster 

１．背景 
日本に在ఫする外国人留学生数は COVID-19 のᙳ㡪を

受ける前の水準にᡠり，2024年度には 33୓人にのࡰって
いる 1)．また，国は 2023年に「ᮍ᮶を๰㐀するⱝ者の留
学ಁ㐍࢖ニシアティ2「ࣈ）を発表しており，2033 年まで
にὴ㐵留学生 50 ୓人，受け入れ留学生 40 ୓人という目
ᶆをᥖげた．これは 2008 年の文㒊⛉学┬「留学生 30 ୓
人計⏬」に続く施⟇であり，「留学生 30୓人計⏬」のと
きには༞ᴗ・ಟ஢後の♫఍の受入れを推㐍する᪉㔪では

あったが，数್目ᶆなどはなかった．それが今回の施⟇

では，留学生の༞ᴗ後の国内ᑵ⫋率が現在 48%であるの
を，60%までᘬき上げる目ᶆがᥖげられている．ල体的
な取り⤌みとしては外国人留学生等の高度外国人ᮦの定

╔率の向上を目指し，ᑵ⫋ಁ㐍や受け入れ௻ᴗഃの௻ᴗ

風ᅵのᨵၿや⎔ቃ඘実，関連する在留㈨格ไ度のᨵၿな

どである．つまり，留学生を受け入れることで，教育や

大学の国㝿໬を㐍めていくだけでなく，留学生をそのま

まこの国のປാ者，生ά者としていくこともᙉ調してい

る． 
日本では༡ᾏトラࣇ地震や㤳㒔┤下地震の発生が予測

されており，その日本♫఍に一定数の留学生が定╔する

ことを期ᚅするのであれば，留学生への防災教育の඘実

は，その後の♫఍生άの基┙としてᴟめて㔜せなものと

なる． 

２．災害時の一般向け情報発信の現状 
 現在の災害時の情報発信としては，テレビ，ラジオ，

防災行ᨻ無⥺，Jアラート及び Lアラート，エリア࣓ール
などがあげられる．また外国人向けとしては Safety Tips
が多ゝ語に対ᛂし，日常の防災知識から発災時の情報な

どをᥦ౪している．その他，内㛶ᗓの࣍ーム࣌ージでは

防災に関連した外国人向けのリーࣇレࢵト，ྛ自἞体の

国㝿஺ὶ関連の㒊⨫からはࡒれࡒれ外国人向けに災害・

防災についてグ㍕されたものがᥦ౪されていることが多

い．また，Jアラートは 2018年から Safty Tipsを㏻して多
ゝ語で受け取ることができるようになっている． 
 しかしᕝ手ら㸱）では，世田谷区に本㒊を⨨く大学 6 大
学の外国人留学生に対して行われた質問紙調査で，外国

人用災害アࣉリを利用している人は約 14%で，外国人用
多ゝ語࢖ࢧトの利用率もわずかで，国や行ᨻが発信して

いる情報※へアクࢭスできる留学生はあまり多くないの

が現≧であった．さらに⳥ụ４）では，多ゝ語情報ᥦ౪の

㝈⏺に関して指᦬されている．ここでは，ᮾ໭地᪉に在

ఫする外国人に対して質問紙調査が行われ，外国人が地

域内外に⊂自のࢵࢿト࣡ークを持っていることと，その

ト࣡ーク間のコ࣑ュニケーションが避難行動にᙉくࢵࢿ

ᙳ㡪をしている傾向があること，そして多ゝ語情報ᥦ౪

に㝈⏺があることが㏙࡭られている．またその中で，

「Safety Tipsを知らない」および「Safety Tipsを知ってい
るがࢲウンロードしていない」はྜわせて 91.3%になり，
多くの人に知られていない現≧がうかがえる．

Safety Tips はほග庁がゼ日外国人向けアࣉリとしてᥦ
౪していることもあってか、留学生に対して十分に認知

されているとはいいがたい．そこで，留学生はᬑ段どの

ようなࢶールを用いて情報を収集しているのかを明らか

にし，大学からの災害時の情報ᥦ౪の一助としたい． 

３．調査概要 
(1)目的
今回の調査は，日本の大学に在籍する留学生が，日常

生άでの情報収集をどのような᪉法で，どのような፹体

から入手しているのか，またどのような連絡手段を常用
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しているのかを中心に明らかにすることを目的とした． 
(2)ᐇ᪋概要
本調査は国士舘大学に在籍する外国人留学生を対象に，

年度初めのオリエンテーション時に質問紙を配布し，

Google Formによるアンケート調査を実施した． 
実施期間は 2024年の 3月から 4月初旬にかけて世田谷

キャンパスと町田キャンパスで行われ，回答受け付けは

2024年 3月 20日から 6月 30日までとした．
(3)調査ෆᐜ

4 つの項目（1，国士舘大学 副読本「地震・風水害の

防災と救急救助」について 2，日常での連絡・情報収集
手段について 3，日本での災害時の基礎知識 4，防災
に関する意識）に分けて，日本語能力など基本的な情報

を含め 36の質問で構成されている．辞書の使用や内容に
関する質問は可とし，「リーディング・チュウ太」（１）

を利用して，日本語能力試験N2以上の語彙にはルビを付
け，N2 以上の文法や表現はできるだけやさしい日本語で
表現するようにした． 
(4)調査ᑐ㇟の᪥ᮏㄒ⬟ຊ
日本語能力について，日本語能力試験（JLPT）と日本

留学試験（EJU/日本語のみ）の 2 種類で質問したところ，
JLPTでは N1取得者が 36%，N2以下もしくは受けていな
い人が 64%，EJUでは日本語で 260点以上が 54%で，259
点以下もしくは受けていない人が 46%であった． 

㸲．調査⤖ᯝ 
アンケート調査での質問内容が多岐にわたることから，

ここでは留学生の日常の連絡及び情報収集手段について，

緊急速報に対する認識について報告する． 
ただし，アンケートの配布数 583 名に対し，回答者数

は 132名であり，信頼水準 95%，許容誤差 8%となるが，
国士舘大学は世田谷地区の中でも留学生が多く在籍する

大学であり，一定の傾向を示すものであると考えられる． 
(1)留学生の㏻信࣭情報཰㞟ᡭẁ
まず初めに，所持する機器の確認について質問したが，

「テレビを持っていますか」という質問では，「はい」

と答えた人は 24%で，「いいえ」と答えた人は 76%だっ
た．同様に「パソコン」については，「はい」は 93%で
「いいえ」及び「無回答」は 7％であった． 
 次に，連絡手段と情報収集手段について尋ねた結果と

しては，「日常のさまざまな連絡手段として，よく使う

もの」を問うた質問では，最も多かったものが「LINE」
で 93 名，次が「 Instagram」で 56 名，その次が「X
（Twitter）」で 42名だった．「日常の様々な情報を得る
手段」（図 1）という質問では，最も多かについては「X
（Twitter）」62 名，次に多かったのが「自国のニュース」
で 61名，その次が「Instagram」で 43名と続く． 

 

(3)留学生の⥭ᛴ㏿報に関する▱㆑
発災時の初動を左右する緊急速報について以下の二つ

つの質問をした．一つ目の「大雨や台風で出される警戒

レベル４「避難指示」とは，何をしなければならないか」

を問う質問では，正答は 53%で誤答は 47%であった（図
2）．二つ目の「「緊急地震速報」とは何か」を問う質問
では，正答は 59%で誤答は 41%であった（図 3）．これ
は，国士舘大学の留学生約 600人にあてはめると，約 240
人が発災時に正確に情報を得ることができないこととな

る．

㸳．ᮏ調査からᚓらࡓࢀ▱ぢ 
(1)᪥ᮏㄒ⬟ຊ࡜⥭ᛴ㏿報に関する▱㆑
「避難指示」および「緊急地震速報」について知識の

有無をクロス集計したもの（表 1）を，js-STAR(2)を用い
て Fisher の性格確率検定を行ったところ，優位に差があ
り（P=0.0027），「避難指示」について知識がある人は
「緊急地震速報」の知識があるということがわかる．さ

らに，JLPTの N1 以上，EJUの 260点以上を日本語能力
が高い留学生とし，緊急速報に関する知識の有無とクロ

ス集計したところ，優位な差はなかった．つまり，留学

生の緊急速報の知識は，日本語能力の高低ではなく，今

まで日本で受けた防災教育や自身の関心によるところが

大きいと推測される．今回の回答者の日本語能力は，自

己申告とはいえ，決して高くないレベルだが，出入国在

留管理庁５）では，「高等教育機関等への入学するための

日本語能力」として JLPTで N2以上，EJUで 200点以上
を目安としているため，ボリュームゾーンの留学生とし

ては多くの大学に当てはまると考えられる．
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(2)⥭ᛴ情報のධᡭᡭẁ 
発災時にはテレビやラジオ等でアラートが㬆り，緊急

速報がアࢼウンࢧー等によってᨺ㏦され，自分のいる地

域でなくても，災害を認知し情報を得ることができる．

しかし，留学生の多くがテレビを所持しておらず，在Ꮿ

時でもパソコンやスマート࢛ࣇンで情報を得ており，୺

な情報※として，SNS や自国のニュースなどを利用して
いるということは，日常的に日本の災害情報を目にする

機఍がᑡないということである．発災時の࣓ディアの報

㐨の௙᪉から，その内容，発災地域の≧ἣなどを目にす

る機఍がᚲ↛的にᑡなくなる． 
さらに，在ఫ地域で発災したሙྜはその情報をテレビ

やラジオで得ることができず，エリア࣓ールを頼りにす

ることになる．そういったሙྜのエリア࣓ールについて

やその内容の理ゎができなければ，避難などの初動に大

きくㄢ㢟がṧるのではないだろうか． 
(3)࢚ࣜア࣓ーࣝの㞴᫆ᗘ 
エリア࣓ールには Safety Tips というスマート࢛ࣇンの

アࣉリ内で多ゝ語໬できる௙⤌みがあるが，実㝿，

Safety Tips を知っていたり，࢖ンストールしたりしてい
る人はᑡないと指᦬されている 3）4）．そこで，留学生に

とって数ᑡない発災時の情報入手手段の一つとして考え

られるいくつかのエリア࣓ール文❶౛について「リーデ

ィング・チュウ太」（１）を利用して留学生にとっての難

᫆度を検ドした．

一つ目は国ᅵ஺㏻┬によるエリア࣓ールの文❶౛㸴）と

リーディングチュウ太で難᫆度をุ定したもの（図 4）
で，二つ目は，㟁ヰ回⥺஦ᴗ者 LINEMO㸵）の「≉ู警報
の受信࣓࢖ージから」ᢤ⢋したものを難᫆度ุ定した

（図 5）．
このように，エリア࣓ールの文౛で用いられている日

本語は、語彙の難᫆度として「難しい」という目安に分

類されている．その他，同様の文ゝを検ドしてみたが，

ᴫね同様の結果となった． 
これらを⥲ྜすると、「避難指示」や「緊急地震速報」

の意࿡を知らず，テレビやラジオを日常的に使用せず，

スマート࢛ࣇンやパソコンでの情報収集をしている留学

生が，発災したときに受信したエリア࣓ールを正しく理

ゎし，㐺ษに行動できる可能性はあまり高くないことが

示၀されていると考えられる（2）．

㸴．ࡵ࡜ࡲ 
(1)⥭ᛴ㏿報に࡚࠸ࡘの▱㆑ᥦ౪
留学生は「防災全⯡に関する知識や情報を何によって

ᥦ౪されたらⰋいか」という質問に対して「学ᰯでの教

育」と回答する๭ྜが最も多く，その次に多い回答が

「防災カ⦎・避難カ⦎」であった（図 6）．この質問は
内㛶ᗓによる「防災に関する≉ู世ㄽ調査（ᖹ成 21年 12
月実施）」㸶）と同ࡌものであったが，結果が大きく␗な

っており，内㛶ᗓの調査では「テレビやラジオ」と回答

した๭ྜが 68.7%で✺出して多かった．次いで「᪂⪺や
㞧ㄅ」が 40.9%，「学ᰯでの教育」が 39.9%と続いていた
（図 6-2）． 

 
 

日本で生まれ育った人と留学生の災害や防災に関する

知識には大きな差がある．日本でᬽらすにあたり，基本

的な災害や防災に関する知識や⤒験のある人は，᪂たな

知識や情報の取得᪉法としてテレビやラジオをồめてい

るが，留学生はそもそもテレビを持たない生άをしてお

り，日常的な生άス࢖ࢱルも大きく㐪う．さらに情報※

ᅗ 4 国ᅵ஺㏻┬にࡼる࢚ࣜア࣓ーࣝのᩥ❶౛࡜ 
㞴᫆ᗘุᐃ 

ᅗ 5 LINEMOにࡼる࢚ࣜア࣓ーࣝのᩥ❶౛࡜ 
㞴᫆ᗘุᐃ㸦ᕥ㸸Ẽ㇟ྑࠊ㸸ᄇⅆの౛ᩥのุᐃ㸧 

こちらは国土交通省〇〇地区整備局です． 

内容：河川氾濫の恐れ 

理由：〇〇川の〇〇（〇〇市〇〇）付近で避難勧告の目安である

「氾濫危険水位に到達」 

対象地区：××地区，××地区 

防災無線，テレビ等で自治体の情報を確認し，各自安全確保を図る

など，適切な防災行動をとってください． 

ᅗ 6-2 ࡣࡓ࡞࠶㸪㜵災඲般に関する▱㆑ࡸ情報ࢆఱに
 すか．㸦国ໃ調査㸧ࡲ࠸ᛮ࡜࠸らⰋࡓࢀࡉᥦ౪࡚ࡗࡼ

ᅗ 6 ࡣࡓ࡞࠶㸪㜵災඲般に関する▱㆑ࡸ情報ࢆఱにࡼ
 すか．㸦ᮏ調査㸧ࡲ࠸ᛮ࡜࠸らⰋࡓࢀࡉᥦ౪࡚ࡗ
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としても SNSや自国のニュースだよりになっている現≧
で，日本人学生と同ࡌような対ᛂで，発災時に同ࡌよう

な行動を期ᚅできるとはゝいがたい．≉に，緊急速報

は，発災時における留学生の၏一の情報※となりうる可

能性が高く，その理ゎはᚲせ不可Ḟであろう． 
 上グアンケートの結果やᕝ手 3）でもゝ及されているよ

うに，留学生は防災に関する知識を「学ᰯでの教育」に

期ᚅしており，緊急地震速報についての知識ᥦ౪や学⩦

の機఍を所ᒓ学ᰯがᥦ౪することは㔜せだとゝえる．さ

らに，約 40％の留学生が緊急速報を知らず，理ゎできな
い可能性を考៖すると，発災時の࢛ࣇローアࣉࢵなども

できるとよりᮃましい． 
(2)ᆅᇦ࡜のࡾࡀ࡞ࡘ
ただ，大学⤌⧊の中で，留学生も日本人学生も入学試

験を⤒て在籍しているということは，大学がồめる一定

の学力を有する同ࡌ❧ሙの学生であり，≉ูに配៖する

ᚲせがないとุ᩿されたり，⤌⧊としてಶ々人に配៖す

るవ力がないということも十分考えられる．国士舘大学

のሙྜ，約 600 人の留学生が在籍し，全員の発災時の避
難をಶูに࢛ࣇローすることは難しいのが現≧だ． 
この㝿，多ゝ語での情報ᥦ౪の㝈⏺を⿵᏶し，外国人

の避難行動に大きくᙳ㡪するものとして地域内外の⊂自

のコ࣑ュニティがある４）．今回の調査では，発災時にど

のようなコ࣑ュニティとどのように連ᦠしていきたいか

に関する質問として，「災害時につながりたいと考えて

いる人」を問う質問と、「そうした人たࡕとどのように

つながっていきたいか」を問う質問をしている． 

 

これらによると、最もつながりたいのは「大学の留学

生」で，次に「ఫࢇでいるᕷや区」が続く（図 7）．ま
たどのようにつながりたいかについては，「┤᥋，地域

や࡯かのᅋ体からኌをかけて࡯しい」と「大学から地域

や࡯かのᅋ体を⤂௓して࡯しい」が多かった（図 8）． 
 つまり，所ᒓ大学としては留学生同士の஺ὶを῝めた

り，地域と留学生とをつなげるᶫΏしのᙺ๭をするᚲせ

があるとᛮわれる． 
(3)௒ᚋのᒎᮃ
今回の調査で，留学生の多くがテレビを所持しておら

ず，パソコンやスマート࢛ࣇン，SNS，そして自国のニ

ュースを୺な情報※としていることが明らかになった．

この傾向は，一⯡的な日本人学生，≉に一人ᬽらしの学

生にも当てはまると考えらえる．そこで、本◊✲の発ᒎ

の᪉向性として、今後は留学生と一人ᬽらしの日本人学

生間での災害時情報の理ゎ度や情報収集手段をẚ㍑する

ことで，日本生άの㛗さによる⫼ᬒ知識のᙳ㡪など，よ

り留学生に≉໬した傾向を明らかにし，教育機関として

のᙺ๭を明確にしていきたい．さらにゝ語や文໬の⫼ᬒ

に㉳ᅉするㄢ㢟だけでなく，様々な࣓ディアの利用⩦័

のኚ໬に㉳ᅉする情報収集の≉ᚩにも配៖した災害・防

災情報ᥦ౪のあり᪉も検ウしていくこともᚲせであろう． 
 ところで，留学生ഃには大学での防災教育に対する期

ᚅがある．こうした期ᚅに対して学ᰯഃが留学生向けの

防災教育としてどのようなことを行っているのかをేせ

て調査することで，留学生のニーࢬと所ᒓ学ᰯの対ᛂを

マࢵチングさせ，災害時によりⰋい対ᛂができるように

していき，ここまでの調査の結果をより有ຠにά用する

᪉⟇を᥈っていきたい．

⿵ὀ 
（１）「リーディング・チュウ太」は日本語読ゎᨭ᥼࢖ࢧトで，

テクストボࢵクスに文❶を入力することで，ྛ国語への⩻ヂ，

日本語能力試験（JLPT）に対ᛂした語彙や₎Ꮠのレベルチ࢙ࢵ
クが行える．日本語学⩦者や日本語教育関ಀ者が教ᮦస成等の

㝿に利用する． https://chuta.cegloc.tsukuba.ac.jp/（2025年 9月 3日
最⤊㜀ぴ） 
㸦２㸧AndroidTMは，機種のタ定でゝ語を㑅࡭るようになってお

り，その段㝵で日本語以外にタ定したሙྜ，エリア࣓ールも自

動的に日本語以外で表示されるというタ定になっている．しか

しの正確性は自動⩻ヂなので，ᢸಖされていない． 

ཧ考ᩥ⊩ 
1）⊂❧行ᨻ法人日本学生ᨭ᥼機構（JASSO）：「2024（令࿴ 6）
年度外国人留学生在籍≧ἣ調査結果」（令࿴㸵年 4月） 
https://www.studyinjapan.go.jp/ja/statistics/enrollment/data/250430100
0.html（2025年 9月 3日最⤊㜀ぴ）
2）内㛶ᗓ：「ᮍ᮶を๰㐀するⱝ者の留学ಁ㐍࢖ニシアティࣈ」
（2023年 4月） 
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kyouikumirai/pdf/230427panflet.pdf
（2025年 9月 3日最⤊㜀ぴ） 

3) ᕝ手᱈,月ࣨ℩ᜤᏊ,中ᯘၨಟ：「世田谷6大学を஦౛とし
た留学生に対する防災情報に関する一考ᐹ」地域安全学఍

᱾ᴫ集No,50 
4) ⳥ụဴె：「防災ᨻ⟇における災害時多ゝ語情報ᥦ౪の実ຠ
性に関する考ᐹ」災害情報 No.18-2 2020 
5) 出入国在留管理庁：高等教育機関へ入学するための日本語能
力について 
https://www.moj.go.jp/isa/applications/resources/nyuukokukanri07_00
022.html （2025年 9月 3日最⤊㜀ぴ） 
6) 国ᅵ஺㏻┬：「द緊急速報࣓ールの配信࣓ール文౛の⤫
一 」 https://www.mlit.go.jp/river/risp/pdf/policy/D-21.pdf
（2025年9月3日最⤊㜀ぴ） 
7) LINEMO：「≉ู警報の受信࣓࢖ージ」
https://www.linemo.jp/service/urgent_news/tokubetsu/ 
（2025年 9月 3日最⤊㜀ぴ） 
8)内㛶ᗓ：「防災に関する≉ู世ㄽ調査（ᖹ成 21年 12月実
施）」 https://survey.gov-online.go.jp/hutai/h21/h21-
bosai.html （2025年 9月 3日最⤊㜀ぴ） 

ᅗ 7 災害時ࡣ一ேで⾜ືするのでࡃ࡞ࡣ㸪࿘ᅖのே࡜
༠ຊࡾࡓࡋ情報஺᥮ࡾࡓࡋするࡀ࡜ࡇ大ษです．࡝のࡼ

ࡃでࢇ㑅ࡘですか．２࠸ࡓࡁ࠸࡚ࡗࡀ࡞ࡘ࡜ࡕࡓே࡞࠺

 ．࠸ࡉࡔ
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大学内の日本人

大学の留学生

㏆所の外国人

無回答

ᅗ 8 ᅗ 7で㑅ࡔࢇே࡜ࡕࡓ㸪࡝の࠺ࡼに࠸࡚ࡗࡀ࡞ࡘ
 ．ですか࠸ࡓࡁ
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┤᥋、地域や࡯かのᅋ体からኌをかけて࡯しい

大学から地域や࡯かのᅋ体を⤂௓して࡯しい

地域や࡯かのᅋ体のチラシなどを、自Ꮿの㒑౽受けに入れ͐

しい࡯かのᅋ体の情報を㍕せて࡯トに地域やࢵࢿーࢱン࢖

࣓ールで地域や࡯かのᅋ体の情報を教えて࡯しい

無回答
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災害関連死認定における行政間格差に関する研究 

―未認定事例に対する救済可能性に着目して― 
Research on administrative disparities in recognition of disaster-related deaths 

-Focusing on the possibility of redress for uncertified cases-

森田༤ྐࠐ
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，▼原෽Ἑ

2

Hiroshi MORITA1 and Ryoga ISHIHARA2
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     Graduate School of Policy Science, Ryukoku University 
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 Faculty of Policy Science, Department of Policy Science, Ryukoku University 

This study focuses on the actual disparities between municipalities in the process of disaster-related death 
certification, and elucidates the institutional and organizational factors behind them. The certification of disaster-related 
deaths under the Disaster Condolence Payment System is left to the discretion of each municipality, and it has been 
pointed out that the lack of uniformity in certification standards and differences in review systems have led to regional 
disparities in relief for disaster victims. Based on this awareness, we use the administrative discretion and system design 
underlying the certification of disaster-related deaths in the Kumamoto earthquake as an example to grasp the actual 
situation through a comparative analysis of each municipality's collection of regulations and official documents, and 
consider the institutional and organizational factors that ensure fairness in support. 

Keywords 㸸Disaster-related deaths, Disparities between administrative bodies，Disaster-related death certification 
criteria，Kumamoto earthquake 

１. はじめに
(1) 研究の背景

日本における災害に対する行政政策の中でも，災害関

連死の認定制度は，被災者のᩆ῭における㔜要なᰕの一

つである．災害関連死とは，災害そのものによる┤᥋的

被害ではなく，災害後の避難生活によって㌟体的・⢭⚄

的な㈇Ⲵが᥃かり死ஸに⮳った事例を指すものであり，

1973 年に制定された「災害弔慰金の支給等に関する法ᚊ」

に基づいて，市町村が災害弔慰金の支給対㇟とするかど

うかをỴめることができる௙組みになっている 1)．法制

度上の災害関連死の定⩏は㛗らく明文化されていなかっ

たが，1995 年の㜰⚄・ῐ㊰大震災をきっかけに，災害に

よる┤᥋死ࡔけでなく，避難生活の㛗期化や環境の悪化

による健康被害での死ஸの実態を把握し，適ษな支援を

行うために 2019 年内㛶ᗓ政策統ᣓᐁより明確な行政的定

⩏がなされた 1)． 

しかし，この定⩏の㐜ᘏと᭕᫕さ，そして何より災害

弔慰金認定における裁量を市町村にᴫࡡ委ࡡていること

で，自治体実務における判断のᖜをᣑ大さࡏており，市

町村間での運用に大きな差異，すなわࡕ「行政間格差」

が生ࡌていると⪃える．例えࡤ，福元らは，2016 年の熊

本地震においては，熊本市が᪩期かつ✚極的に災害関連

死の認定を㐍めた一方で，┈城町や宇城市では認定ᡭ続

きの開ጞや௳数にⴭしい㐜れがみられたことを明らかに

している 2)．宮本は，審査௳数がከくなると，㐣ཤの判

断がどうであったかも⪃៖しつつ㐍めࡊるをᚓず，㐣ཤ

の判断もྵめて基準化することが㔜要性をቑしたという

見解を示している 3)．このような認定実務の行政間格差

は，同一災害の被災者であってもཷけられる公的支援が

異なるという構造的な不公平を生み出している．これは

制度運用上の῝้な課題であると同時に，災害᚟⯆政策

のಙ㢗性にも関わる大きな問題である．本研究では，災

害Ⓨ生後の被災者ᩆ῭の中で，判断が難しい災害関連死

に対して実㝿に市町村間でおこなわれた認定，ྰ認ࣟࣉ

行政的裁量，制度設計の差異に↔点を当てるࡴ₯にࢫࢭ

ことで，今までの災害関連死においての認定基準に対す

る研究に᪂たなどᗙを୚えるものであると⪃える．

特に「認定の可ྰ㸻ᩆ῭の可ྰ」が，各市町村の判断

に委ࡡられている現行制度に対して，災害弔慰金におけ

る被災者ᩆ῭の行政間格差を是正するど点は，法のୗの

平等や被災者のᶒ利保障の観点からも㔜要であると言え

る．また，今後᝿定されている༡ᾏࢺラࣇᕧ大地震など

の大規ᶍ災害がⓎ生した㝿の災害弔慰金認定体制の整備

や被災者支援の公平化を保つために，行政実務に༶した

ᥦ言を行うព⩏は大きい．災害関連死という「見えにく

い死」を制度的に見える化し，ᩆ῭の公平性を保つ為の

制度の構⠏に向けて，行政実務の根拠となる▱見をᥦ言

することは，学⾡的にも実務的にもព⩏῝い研究である

と⪃える． 

(2) 研究の目的

本研究は，2016 年熊本地震を事例に，災害関連死の認

定においての市町村間の運用格差，すなわࡕ行政間格差

の実態をその制度的・組織的要因から明らかにすること

を目的とする．特に以ୗの点に着目し，理ㄽ的および実

証的に研究を行う． 

① 熊本地震における市町村の災害関連死認定基準の運
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用実態と裁量の構造 
② 熊本地震における認定審査体制（委員構成，審査基

準，経験値等）の制度的差異

③ 災害関連死認定の公平性確保に向けた制度設計上の

課題と改善方策

(3) ඛ行研究のᩚ⌮࡜ᮏ研究の఩⨨࡙け

災害関連死に関する既往研究は，医学的観点（慢性疾

患の影響，高齢者の脆弱性）や，保健師・看護職による

支援体制の分析を中心とした研究は幾つか見られる．祝

原らは，被災後の避難生活環境と健康悪化の因果関係，

特に車中泊や仮設住宅の問題性について実証研究が行わ

れている �)．しかし，災害関連死の制度的認定に関する

研究，特に市町村間の認定格差に着目した行政学的分析

は極めて少ない．福元らは，生存分析により熊本地震に

おける認定時期の差異を統計的に明らかにしているが，

その背景にある市町村間での制度的や組織的構造の差違

に関する解明は課題として残されている 2)．また宮本 3)は，

災害弔慰金支給法にもとづく弔慰金および障害見舞金の

支給に関していかなる基準・対応が適当であるのか，克

服すべき課題は何であるのかということについて，今後

も国および各方面との連携のもとで，継続的に取り組ん

でいくことが求められていると述べており，基準作りの

必要性を明らかにしているが，運用実務内での市町村格

差については述べられていない． 

本研究は，先行研究の空白を補完し，災害関連死にお

ける行政実務の公平性を保つための制度設計を目指すも

のである． 

(4) 研究の᪉ἲ

① 熊本地震における市町村の災害関連死認定基準の運

用実態と裁量の構造を把握するために，各市町村の

災害弔慰金条例，審査会設置要綱，認定基準等の公

的文書から比較分析を行う（表 1）．

② 熊本地震における認定審査体制（委員構成，審査基

準，経験値等）の制度的差異を明らかにする為に，

認定審査会における議事録や配布資料等の公文的文

書の比較分析（表 2）を行う．

③ 災害関連死認定の公平性確保に向けた制度設計上の

課題と改善方策の検討の為に①および②の比較分析

から明らかになった運用実態，裁量の構造と制度的

差違を元に，現行制度の課題を整理し，それらを是

正するために制度設計上の方向性を導き出す． 

㸰. ⤖ᯝ
(1) 災害関連死認定ᇶ‽の㐠⏝ᐇែ࡜⿢㔞のᵓ㐀

熊本地震における災害関連死の認定制度について，市

町村ごとの条例や設置要綱から審査体制を比較した結果，

災害関連死の認定に関する条例を明記している市町村は

19 市町村全てにおいて確認できた． 
災害弔慰金に関する条例の施行年をみると，昭和に施

行された自治体が 10 市町村，平成以降に施行された自治

体が 9 市町村であったことから，制度整備の時期にバラ

ツキがみられた．

審査委員会の設置に関しても，要綱に明記している自

治体は 12 市町村，条例に明記している自治体は � 市町，

規則として明記している自治体は1市，残り2町は条例・

要綱・規則のいずれにも明記が無い状態であり，市町村

ごとに委員会設置の有無や設置根拠が市町村間で異なる

ことが明らかとなった．このことから審査委員会自体が

整備されていない市町村は災害関連死の認定判断におけ

る基盤が不十分である可能性があることが示唆された． 
条例や要綱等で委員会の設置に関する規定を示してい

る市町村間においても，認定審査の実務を行う審査会の

委員会構成に差が見られることが明らかとなった．委員

数が 6 名以内の自治体が 3 市町，5 名以内の自治体が 13
市町村，明記が無い自治体が 1 町あり，その委員の構成

においても医師・弁護士など職種の明記がある市町村と，

学識経験者・保健医療関係者・優れた識見を有する者な

どの識見者を明記している市町村とで差違が確認できた． 
このことから災害関連死という専門的な観点での審査に

おいて，この差違が影響する可能性があり，同一の災害

で被災者が移住する市町村によって認定基準の差違や被

災者の実態把握について判断が左右される要因となり，

災害関連死の公平性を損なう可能性があることから，全

国的な認定基準の標準化が求められると言える． 

(2) 認定ᑂᰝయไのไᗘ的差␗

情報公開制度を利用し，2025 年 9 月 15 日時点で返送の

あった８自治体（熊本市・高森町・宇城市・宇土市・御

船町・阿蘇市・氷川町・大津町）の認定審査会における

公的文書の中から「関連死認定基準」の比較分析をおこ

なった（表 2）． 
各市町村の認定基準は類似しており，地震関連死を判

⾲ � ⇃ᮏᆅ㟈における災害関連死のᕷ⏫ᮧู認定యไ࣭᮲例➼のẚ㍑⾲ 

（各市町村の例規集及び要綱から抜粋し森田が作成）

市町村 災害関連
死数 条例施行年 設置根拠 委員会構成 任命者 委員数 任期 運営方法

熊本市 81 昭和49年 要綱 医師、法曹関係者、その他市⾧が認める者 市⾧が任命 5人以内 2年 会⾧互選、非公開、事務局は健康福祉政策課
宇土市 10 昭和49年 条例内 法・医・学識者 市⾧が委属 5人以内 2年 会⾧互選、非公開、事務局は健康福祉政策課
宇城市 13 平成17年 要綱 学識経験者, 保健医療関係者 市⾧が指名 5名以内 4年 事務局は健康福祉政策課
美里町 2 平成18年 要綱 医学又は法律学に関して優れた識見を有する者その他の学識経験のある者 町⾧が任命 5名以内 2年 庶務は、福祉課
菊池市 4 平成17年 条例内 学識経験のある者 市⾧が任命 6人以内 2年 会⾧互選、審査会の庶務は福祉課
合志市 7 平成18年 要綱 学識経験者, 医療関係者, その他市⾧が必要と認める者 市⾧が任命 5名以内 2年 委員⾧・副委員⾧は市⾧指名、意見聴取可
大津町 4 昭和49年 要綱 副町⾧, 学識経験者, 保健医療関係, 法曹関係, 職員 町⾧が任命 6名以内 4年 会⾧・副会⾧設置、互選、議決は過半数
菊陽町 6 昭和49年 ― ― ― ― ― ―
阿蘇市 20 平成17年 規則 医師、弁護士、その他市⾧が認める者 市⾧が任命 5人以内 2年 会⾧指名、委員会会議非公開、庶務は防災情報課
高森町 3 昭和49年 要綱 法・医・学識者 町⾧が指名 5名以内 1年 課⾧指定、報酬1万円/日

南阿蘇村 15 平成17年 要綱 学識経験者等 町⾧が任命 5名以内 2年 委員⾧・副委員⾧は互選、過半数出席・議決
西原村 4 昭和49年 要綱 法・医・学識者 町⾧が任命 5名以内 2年 互選、非公開
御船町 9 昭和49年 条例内 医師、弁護士、その他町⾧が認める者 町⾧が任命 ― ― 審査会の必要項目は町⾧が別で定める
嘉島町 2 昭和49年 ― ― ― ― ― ―
益城町 25 昭和51年 要綱 医学又は法律学に関して優れた識見を有するものその他の学識経験のある者 町⾧が委嘱 5人以内 2年 審査会の必要項目は町⾧が別で定める
甲佐町 3 昭和49年 要綱 法医学・法律・学識者 町⾧が任命 5名以内 2年 互選・非公開・過半数決議
山都町 3 平成17年 要綱 法・医・学識者 町⾧が任命 5名以内 2年 互選、資料提出依頼可
八代市 3 平成17年 条例 医師、学識経験者、健康福祉部⾧、その他町⾧が認める者 市⾧が任命 5名以内 ― 審査会の必要項目は市⾧が別で定める
氷川町 3 平成17年 要綱 学識経験者 町⾧が委嘱 6名以内 3年 町⾧指名、守秘義務
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断する㝿の基本的な⪃え方やල体的なࢫ࣮ࢣにおいてඹ

㏻のᯟ組みをᣢっていると⪃えられる．しかし，幾つか

の点で認定を行うࢫࢭࣟࣉの中で判断に差違が生ࡌる可

能性が⪃えられる⟠ᡤもᩓ見された． 
➨一に，特定の疾⑓と地震のࢡࢵࣙࢩとの関連性にお

ける明記内ᐜでは，氷川町と阿蘇市は，がんや⭈不全

（阿蘇市は⫢不全）のⓎ⑕はࢡࢵࣙࢩ⑕状の影響をཷけ

にくいため，地震との関連性はないと明記している．一

方で，宇土市，熊本市，高森町，御船町，大津町，宇城

市の基準には，これらの特定の疾⑓に対するࢡࢵࣙࢩの

影響について，同ᵝの明記は見られなかった． 
➨஧に，自㌟との因果関係が認められない事ᨾについ

て，氷川町，阿蘇市，熊本市，御船町の基準は，地震後

のᒇ根ಟ理中の㌿ⴠや地面のพฝによる㌿ಽなど，അ↛

による事ᨾは関連性がないとする一方で，医療ᶵ関のᶵ

能పୗや஺㏻事情の影響でึ期治療が㐜れたሙྜはಶู

に判断すると明記している．宇城市，宇土市，高森町の

基準でも同ᵝの事ᨾは不認定とされているが，ึ期治療

の㐜れによるಶู判断についての明確な明記はない． 
➨୕に，死ஸまでの経㐣期間との関係性について，大

津町の基準には，死ஸまでの経㐣期間に関する「ཧ⪃」

㡯目が設けられており，ල体的には平成 2� 年 � 月 23 日

までに死ஸしたሙྜは「᥎定」，1 ࣨ月以内は「可能性

が高い」，1 ࣨ月以上または 6 ࣨ月以上経㐣したሙྜは

「可能性がపい」とされている．一方で，௚の市町村の

基準には，死ஸまでの経㐣期間による判断の目Ᏻは記㍕

されていなかった． 
➨ᅄに，用ㄒの表現 について「関連死」の定⩏や因果

関係を判断する㝿の基本的な⪃え方について，全体的な

内ᐜはඹ㏻しているものの，表現にⱝᖸの違いが見られ

た．例えࡤ，氷川町は「㈇യの悪化ཪは疾⑓，既往⑕の

ቑ悪」と明記しており，御船町と宇城市は「疾⑓」がⓎ

⑓・悪化したሙྜと表現していた．また，宇土市と大津

町は，因果関係が認められないࢫ࣮ࢣとして「本ேやぶ

᪘等が対応をᛰったሙྜ」をᣲࡆており，高森町と宇城

市も同ᵝの㊃᪨の明記があった． 
 

⾲ � ⇃ᮏᆅ㟈における � ᕷ⏫ᮧの関連死認定ᇶ‽ẚ㍑ 

 
（� 市町村の「関連死認定基準」から抜粋し森田が作成） 

 

(3)�⌧行ไᗘのㄢ㢟のᩚ⌮࡜ไᗘタィୖの᪉ྥ性の᳨ウ 
 条例の整備年と法的根拠の差異について熊本┴内 19 市

町村のう10，ࡕ 自治体は昭和期に，9 自治体は平成以降

に災害弔慰金条例を整備しており，制度設計の時期に地

ᇦ差が見られた．特に，昭和期に整備された条例は，当

時の法制度や♫会背景を཯ᫎした内ᐜである可能性が高

く，今⯡の災害のከᵝ化や高齢化♫会࡬の対応が十分で

ない可能性が⪃えられる． 
一方で，平成以降に整備された条例では，㜰⚄・ῐ㊰

大震災やᮾ日本大震災をዎᶵとし制度的課題を㋃まえた

内ᐜの明記がされており，実情に༶したᰂ㌾な対応や審

査体制の整備がされていると⪃えられる．以上のように

条例の整備年の差異が実㝿の運用において認定基準のᰂ

㌾性や審査体制の構⠏，審査結果に影響し，行政間格差

の一因となっていると⪃えられる． 
また，審査委員会の設置と構成の違いにおいても審査

委員会の設置根拠も自治体により異なり，要綱・条例・

規則といった法的根拠の違いが存ᅾしていた．要綱によ

る運用が᭱もከいが，明文化されていない町もあり，運

用の㏱明性や住Ẹからのㄝ明㈐௵に対応できるか，また

公平性が保たれるかに␲問が残る．委員数や構成員の専

門性にもࡤらつきがあり，「医師・弁護士・保健師」と

いった明確な専門職をᣲࡆる自治体がある一方で，「学

識経験者」とのみ記述をしている自治体もある．まずも

って災害専門での医療関係者や弁護士などの存ᅾが㝈ら

れている中でこのᵝな構成・明記の違いが判断の一㈏

性・ጇ当性に影響を୚えるᜍれがあると⪃えられる． 
᭦に，๓述で述べた災害弔慰金認定ࢫࢭࣟࣉにおける

判断の差違に⧅がると⪃えられる明記以እにも「┦当因

果関係があると認められるもの」，「♫会㏻ᛕ上┦当と

認められるもの」，「明らかに災害による影響であるこ

と」な，各自治体で文言にࡤらつきが見られた．以上の

ような結果から，審査における୺観的判断のᖜがᗈがり，

同ᵝのࢫ࣮ࢣでも認定結果に差違が生ࡌるࣜࢡࢫがある

と⪃えられ．特に，災害後の健康悪化や既往⑕のቑ悪と

いった医学的・環境的要因をྵࡴ事例では，表現の差違

が実㉁的な行政間格差を生ࡴ構造的要因となりᚓる． 
 

㸱. おࡾࢃに 
(1)��⤖ㄽ�
本研究ではࠊ平成 2� 年熊本地震における災害関連死認

定の行政間格差の実態とその制度的要因を明らかにした.
その結果，以ୗの▱見がᚓられた． 
・災害弔慰金条例の整備時期には昭和期と平成以降で差

が見られ，制度設計の背景の違いがᰂ㌾性や審査体制

に影響している． 
・認定審査委員会の設置根拠や構成員の専門性にࡤらつ

きが見られたため，判断の一㈏性や公平性を損なう可

能性があることが示唆される． 
・特定疾⑓やഅⓎ事ᨾの取りᢅい，死ஸまでの経㐣期間

の目Ᏻ，因果関係を示す文言の違いなどが，同一災害

であっても認定結果に差異を生ࡴ要因となっている． 
・これらの差異は被災者のᒃ住自治体によってᩆ῭の可

ྰが異なる「行政間格差」を生み，公平性確保の観点

から全国的な基準の標準化が求められる． 
 
(2) ௒ᚋのㄢ㢟 

災害関連死は，自↛災害がከⓎする日本において今後

も被災者ᩆ῭の観点から㔜要なᙺ๭をᢸう一方で，行政

間格差を是正するためには，国がよりヲ⣽かつ統一的な

認定࢞ࢻ࢖ラࣥ࢖を策定し，各自治体がこれをཝ格に㑂

Ᏺすることが不可Ḟである．また，各自治体は，認定ࣉ

ᕷ⏫ᮧྡ

≉定の⑌⑓

の᫂グ

事ᨾ㸩་⒪

㐜ᘏの⪃៖

⤒㐣ᮇ間の

目Ᏻ

ᮏே࣭ᐙ᪘の

㐣ኻの᫂グ

㜿⸽ᕷ

࣭ࢇࡀ)�ࡾ࠶

⫢୙඲) ࡾ࠶ し࡞ し࡞

Ᏹᇛᕷ し࡞ ࡾ࠶ し࡞ ࡾ࠶

Ᏹᅵᕷ し࡞ ࡾ࠶ し࡞ ࡾ࠶

⏥బ⏫ し࡞ し࡞ し࡞ し࡞

჆ᓥ⏫ し࡞ し࡞ し࡞ し࡞

⳥ụᕷ し࡞ し࡞ し࡞ し࡞

⳥㝧⏫ し࡞ ࡾ࠶ し࡞ し࡞

⇃ᮏᕷ し࡞ ࡾ࠶ し࡞ し࡞

ᚚ⯪⏫ し࡞ ࡾ࠶ し࡞ し࡞

㧗᳃⏫ し࡞ し࡞ し࡞ ࡾ࠶

኱ὠ⏫ し࡞ し࡞ ࡾ࠶ ࡾ࠶

┈ᇛ⏫

࣭ࢇࡀ)�ࡾ࠶

⭈୙඲) し࡞ し࡞ し࡞
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の㏱明性を高め，公平性を保つため，判断の根拠ࢫࢭࣟ

を明確にㄝ明できる体制の構⠏が不可Ḟである．

本✏の分析は認定弔慰金制度に関する公開情報ㄳ求を

おこなった 19 市町村のうࡕ返送のあった � 市町村の㝈ら

れた情報に基づいているが，今後，よりᗈ⠊なࢱ࣮ࢹや

ල体的な認定事例に基づいたヲ⣽な研究が求められる． 

ㅰ ㎡ 

本研究は -SPS ⛉研㈝ -P23K25600 の一環で実施した． 

ཧ⪃ᩥ⊩ 
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A Case Study of Wildfire Recovery Guidelines and Plans in the United States: 
Focusing on Funding, Permitting, and Role Allocation 

後⸨ ⿱⍛1ࠐ
，ᅄ஭ ᪩⣖2

，ᘅ஭ ᝆ2

Hiroaki GOTO1 , Saki YOTSUI2 and U HIROI2
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2 ᮾி大Ꮫඛ➃⛉Ꮫᢏ⾡◊✲センター 

 Research Center for Advanced Science and Technology, University of Tokyo 

   With the progression of climate change, there is growing concern that the frequency and scale of wildfires in Japan 
will increase. This study aims to derive insights that can contribute to the formulating recovery guidelines for wildfires 
in Japan. Focusing on the United States, where wildfires occur frequently, the research analyzes both national-level 
guidelines and state-level recovery plans, systematically organizing their descriptions of funding structures, permitting 
processes, allocation of roles among stakeholders, and monitoring systems. The novelty of this study lies in its cross-
level analysis and synthesis of recovery plans, examining multiple tiers of planning to provide a comprehensive 
perspective on wildfire recovery for the government. 

Keywords : Wildfire Recovery,  National Disaster Recovery Framework, Local Government Plan, Funding mechanism 

㸯．ࡵࡌࡣに 
 ㏆ᖺ，Ẽೃኚ動の進行にకい，日本国内においても山

火事（wildfire）(1) の発⏕㢖度や被ᐖ規ᶍのᣑ大がᠱᛕさ
れている．特に，஝⇱化や高 化のഴ向は，山火事の発

⏕㢖度が⛥であった地域においても༴険性を高めている．

山火事は地㟈やὥỈと異なり，広範な᳃ᯘ資※の႙ኻ，

ᅵተὶฟ，⏕ែ⣔の◚ቯ等のᙳ㡪が⏕じると考えられる． 
 国内の㏆ᖺの火災を᣺り㏉ると，2018 ᖺ⣒㨶ᕝ市大規
ᶍ火災，௧和 6 ᖺ能Ⓩ༙ᓥ地㟈にకう㍯ᓥ市大規ᶍ火災
等，市⾤地を୰ᚰとした火災からの事例が☜認される．

山火事に╔目すると，2025 ᖺに発⏕した大⯪Ώ市ᯘ野火
災をはじめとして，2021 ᖺᰣᮌ┴足利市ᯘ野火災，2025
ᖺ௒治市ᯘ野火災などが☜認される．山ᯘ地域と市⾤地

の཮方に山火事がᙳ㡪を及ࡰした事例(2)としては㝈られ

ているものの，被ᐖの大規ᶍ化が示၀されるとこࢁであ

る．災ᐖ復興においては「復ᪧ・復興ࣁンドブック」1)，

「⣒㨶ᕝ大規ᶍ火災の⤒㦂を㋃ࡲえた，௒後の復興ࡕࡲ

づくり計画の考え方」2)等が作成されているものの，山

火事からの復興の࣏イントは十分に整理されていない． 
 他方，米国は山火事がከ発している国である．米国の

ガ イ ド ラ イ ン と し て は National Disaster Recovery 
Framework（NDRF）3)により復興の基本的な枠組みが整

理されており，山火事が発⏕した地域では地域に応じた

復興計画が策定されている．なお，日本国内のᩥ書と対

↷させると，NDRF は「復ᪧ・復興ࣁンドブック」に，
各復興計画は各┴内で策定される復興計画に┦ᙜすると

考えられる． 
 山火事に㛵する国内◊✲では，発⏕せᅉやᘏ↝ᣲ動等

に㛵する◊✲がከ数あり，災ᐖ対応の観点では㛵⃝

（2024）4) 等がある．山火事発⏕後の復興ẁ階に╔目し

た◊✲は見られない．市⾤地火災に╔目すると，㉺山ら

（2019）5)，୰ᯘ・ኴ⏣（2020）6) が復興計画や復興ࡕࡲ

づくりに㛵して整理しているが，復興の実装にಀる資金

ᵓ㐀や許認可，役割分担についての分析はされていない． 
本◊✲は，日本における山火事からの復興に対するガ

イドライン策定に資する示၀をᚓることを目的とし，㏆

ᖺの米国の山火事からの復興計画を対象に，国ᅵ஺通省

（2023）7) における「事前にỴめておくべき事項」をཧ

考に，復興の実装に㔜せと考えられる資金調達のᵓ㐀・

許認可緩和・役割分担に↔点をᙜて，計画上の施策によ

らず，その考え方を整理する．ࡲた，これらの取り組み

と，米国のガイドラインである NDRF との共通点及び┦
㐪点を検討し，山火事からの復興における共通項目と地

域特性を考៖すべき項目を整理する．

㸰．◊✲ㄢ㢟 
本◊✲は，௨下の◊✲ㄢ㢟を設定する． 
・ 米国の山火事からの復興計画は，資金調達・許認

可・役割分担についてどのような特徴を᭷するか．

・ 米国の山火事からの各州内の復興計画について，

NDRFとの共通点及び┦㐪点は何か．
 これら 2 点の◊✲ㄢ㢟を明らかにすることにより，日
本における山火事からの復興の࣏イントに資する示၀を

ᚓることを期待する． 
本◊✲は，特に山火事に╔目し，複数階層のガイドラ

イン・計画をᶓ᩿的にẚ㍑する点に᪂規性を᭷する．

㸱．ศᯒᡭἲ 
(1) ศᯒᑐ㇟

本◊✲で対象とする米国の復興ガイドラインは，2024

地域安全学会梗概集 No.57, 2025.10
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ᖺに策定された NDRFの 3rd Editionとする． 

✲◊た，本◊✲で対象とする復興計画は，災ᐖ␿Ꮫࡲ 

センター（Center for Research on the Epidemiology of 
Disasters， CRED）が整ഛする EM-DAT（ Emergency 
Events Database）において「米国」「Wildfire」の事例と
して཰㞟できる山火事 84事例のうࡕ，ே的被ᐖ（Ṛ⪅）
が発⏕しており，山火事ྡ⛠が定義されている 21事例で，
復興計画（Recovery Plan）が策定されていることが☜認
できた事例とする．཰㞟の⤖ᯝ，2017 ᖺの Camp Fire に
より࢝リフ࢛ルニア州（CA）Paraise ⏫で策定された
「LONG-TERM COMMUNITY RECOVERY PLAN」8) 9)，

2023ᖺの Lahaina Wildfireによりࣁワイ州（HI）マ࢘イ郡
策定された「Lahaina Long-Term Recovery Plan」10)，2025
ᖺの Palisades/Eaton Fire により࢝リフ࢛ルニア州（CA）
ロࢧンࢮルス郡で策定された「LA County Forward: 
Blueprint for Rebuilding」11)の 3計画が対象となった．対象
となった災ᐖのᴫせは表 1の通りである． 

 

表 1：各⅏ᐖの⿕ᐖ 

項目 
/事例 

Camp Fire 
（2017）12) 

Lahaina 
Wildfire 
（2023）13) 

Palisades/ 
Eaton Fire 
（2025）14) 15) 

期間 2018/11 2023/8 2025/1 
主な被災

地༊ 
Butte 

County, 
State of 

California 

Maui 
County, 
State of 
Hawaii 

Los Angeles 
County, State 
of California 

Ṛ⪅数 85 100㉸ 30 
㈇യ⪅数 3 不明 13 
ᦆയᲷ数 754 不明 2,047 
඲ቯᲷ数 18,804 2,200㉸ 16,287 

 
(2) ྲྀᚓᑐ㇟᝟ሗ 

 本◊✲では復興の実装に㔜せと考えられる௨下の 3 せ
⣲を࣏イントとして，NDRF 及び復興計画から”Fund”， 
“Permit”，”Role”の記載を୰ᚰとしたうえで復興計画内の
記載を⢭査し，情報を཰㞟する． 
・ 資金調達のᵓ㐀（Funding：どのようなステークホ

ルダーから施策実施にᚲせな資金をᚓているか） 
・ 許認可緩和の対象（Permitting：制度等の許認可が

緩和されている施策はどのようなものか） 
・ 㛵ಀ主体間の役割分担（Role：どのようなステーク

ホルダーが施策の主な㈐௵を㈇っているか） 

 なお，これらのせ⣲について，ᮍ定（TBD）となって
いた計画もあったため，௒後の計画᭦᪂を見㉺し，計画

のモニタリング体制（Monitoring：復興計画の状況把握
はどのように実施されているか）についても௜加的に情

報を཰㞟する． 
(3) ศᯒのὶࢀ 

 本◊✲では，ࡲず米国の復興ガイドラインのᴫ略を把

握するため，NDRF における取ᚓ対象情報を☜認する．
取ᚓした情報に基づき，各州内の復興計画で整理すべき

࣏イントを整理したうえで，各州内の復興計画を☜認し，

NDRFとの共通点・┦㐪点を整理する． 
 
㸲．ศᯒ⤖ᯝ 
(1) NDRFにおけるྲྀᚓ᝟ሗの整理 

 NDRFでは，連邦政府（Federal State）とともに，State, 
Local, Tribal Nation, and Territories（SLTT），㠀政府組織
による支援（Nongevernmental Resources）(3)として期待さ

れる事項が記載されている．この記載事項につき，取ᚓ

情報の 3 つの観点に加えモニタリング体制についても整
理したものを表 2に示す． 
 この整理に基づくと，各復興計画を策定している州は，

主に，連邦政府，地方政府等の上位組織と，部᪘政府や

㠀政府組織といった下位組織のࣁブとして機能し，それ

れの役割やᶒ㝈，㈐௵を明☜化することが期待されるࡒ

と示၀される． 
 なお，NDRF は災ᐖの✀㢮によらないフレームワーク
であるが，Lahaina Wildfire におけるከ機㛵連携，Tubbs 
Fire（2017）における Hazard Mitigation Plan࡬の山火事対
策の取り㎸み，Marshall Fire（2021）における Long-Term 
Recovery Group によるコミュニティ支援がཧ↷事例とし
て記載されている． 
(2) NDRFࡽ࠿のྲྀᚓ᝟ሗによる計画整理のポイント 

 NDRF の情報整理に基づき，州の復興計画における枠
組みとして特に注目すべきと考えられる点を௨下に整理

する． 
・ 資金調達：連邦政府による支援の枠組み及び㠀政府

組織によるᮍ඘足ニー࡬ࢬの対応が期待されている

ことから，計画上でそれࡒれの資金※を活用するこ

とが明記されているか．ࡲた㏣加で資金※を☜保し

ているとすればどのような事項に対してどのような

資金※を調達しているか． 
・ 許認可緩和：NDRF では建⠏基準等の規制はみられ

るものの，緩和に㛵する記載が見られないことから，

 

表 2：NDRFにおける各㡯┠ෆᐜの整理 

項目/組織 連邦政府 SLTT 㠀政府組織 
資金調達 ・プログラムᅛ᭷の財政支援，ロ

ーン，助成金の提౪ 
・資※の᭷ຠ活用を促す助言を実

施 

・明示的な記載なし 
・資金状況等により復興のフレー

ムワークがኚ動 

・NGO，ア࢝ࢹミック等が独自の
資※等を活用してᮍ඘足ニーࢬ

に対応 
・資金提౪も実施 

許認可緩和 ・記載なし（制㝈は記載あり） ・記載なし ・記載なし 
役割分担 ・復興における上位マࢿジ࣓ント 

・連邦レベルでの災ᐖ対応・復興

支援を調整 

・州は連邦政府，部᪘政府等との

調整役 
・役割やᶒ㝈，㈐௵の明☜化を期

待 

・上位組織と連携し，資金提౪，

ス提౪，レジリ࢚ンスᙉࣅーࢧ

化に取り組ࡴ 

モニタリン

グ 
・記載なし ・地方政府において復興目ᶆやプ

ロジェクト実施状況を管理する

システムの開発・⥔ᣢのᚲせ性

が記載 

・記載なし 
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計画上で州が独自に設定している許認可緩和の分野

はどのようなものか． 
・ 役割分担：上位組織，下位組織に対して適切に役割

を分担しているか．もし NDRFで期待される役割と
異なる部分があれば，それは何か．

・ 復興計画のモニタリング体制：地方政府に期待され

ているが，州で自主的に管理しているものはあるか．

(3) 各復興計画におけるポイント，および NDRFとの比較

による共通点・相違点の整理

 本節では，前節で提示した注目すべき点について，調

査対象とした復興計画における記載を整理する．整理し

た内容を，表 3に記載する． 
 資金調達については，Camp Fireによる「LONG-TERM 
COMMUNITY RECOVERY PLAN」及び Lahaina Wildfire
による「Lahaina Long-Term Recovery Plan」では連邦政府
の支援，NGO や地域財団等の支援を幅広に動員しており，
NDRFの枠組みを十分に活用していることがわかった． 
 許認可緩和については，NDRF の枠組みと独立した項
目となるが，特に復興を加速させるための一元化対応，

審査の簡略化が共通して記載されていた．分野としては，

用途地域の柔軟な運用による仮設住宅設置，住宅再建に

対する許可審査，適合証明書の発行等が記載されていた．

なお，緩和の方向性のみならず，Camp Fire による
「 LONG-TERM RECOVERY PLAN」では，Wildland 
Urban-Interface（WUI）地域における The Insurance 
Institute for Business （IBHS）の適用による審査の厳格化
が設定されており，防災機能の高度化も検討されている

ことがわかった．許認可審査の厳格化については，大津

山（2018）16) に整理されるように，総合計画的な視点に
基づいている内容といえる． 

 役割分担については，SLTTに属する州，特に郡主導で
復興プロジェクトがリードされていることがわかった．

連邦政府や上位組織による支援・規制緩和に基づき，州

内の被災郡でプロジェクトを管理，民間・NGO 等による
プロジェクト実装支援という枠組みは，NDRF で推奨さ
れる役割分担と合致する． 
モニタリング体制については，NDRF では地方政府に

期待される役割であるものの，各復興計画において州で

も実施されていることがわかった．特に，いずれの復興

計画においても，プロジェクト進捗状況を可視化する取

り組みが記載されている． 

５．考察 
 分析内容について，日本国内の山火事からの復興ガイ

ドラインに資する情報を整理する観点から考察を加える． 
 資金調達・役割分担では，複数階層で実施スコープを

定義している点に特徴がある．特に火災に特化した仕組

みとして米国では Community Wildfire Defense Grant 
Progoram（CWDG）というプログラムが設定されている．
このプログラムは，各州・郡等で策定される Community 
Wildfire Protection Plan（CWPP）に基づく政策実施を促す
ものであり，発災を防ぐ投資に与えられる．CWDG の利
用については Lahaina Wildfireからの CWPP策定における
施策において記載されている．他の事例では明示的には

記載されていないものの，対象とした復興計画を策定し

た自治体（郡）はいずれも CWPP を策定されているため，
何かしらの助成を受けているものと推察される． 
 許認可緩和についてはワンストップ制度を取り入れて

いる点をはじめ，復興の迅速化を規制緩和から支援して

いる．特に，用途地域に言及し，規制の見直し（Camp 
Fire後の WUI地域における住宅基準の厳格化，環境アセ

表 3：各復興計画におけるポイントの記載 

項目/計画 LONG-TERM RECOVERY 
COMMUNITY PLAN（CA） 

Lahaina Long-Term Recovery 
Plan（HI） 

LA County Forward: Blueprint 
for Rebuilding（CA） 

資金調達 ・NDRF で期待される連邦政府
の外部資金を広範に活用

（例：Hazard Mitigation Grant
Program（HMGP）等）

・保険，地域財団（NVCF）も
活用

・NDRF で期待される連邦政
府，NGO 等の外部資金を広範
に活用（例：HMGP等）

・コミュニティ財団や CWPP に
基づく CWDGの活用について
も言及

・Los Angeles Countyのファンド
を活用

・税制の緩和についても言及

許認可緩和 ・許認可の迅速化・一元化を実
施（住宅設計等）

・WUI 地域において IBHS 等の
性能基準を採用する等住宅基

準の厳格化

・用途地域の設定に対して，

CEQA（環境品質法）を適用
・HUD（米国住宅都市開発省）
による Grantの活用

・復興加速のための設計審査の

緩和・一元化が明示

・復興加速のための規制緩和

（ワンストップ性，同様の住

宅再建に対する迅速な審査体

制，AI を用いた適合審査の迅
速化，用途地域の暫定的な緩

和等）を実施

役割分担 ・州が支援し，NGOと連携
・Townレベルで戦略のリードを
設定，テーマ別に各ステーク

ホルダーが連携

・County レベルでプロジェクト
のリードを設定

・州は特定分野でリードを担う

・County レベルでプロジェクト
のリードを特定

・州は規制緩和・税制緩和等に

よる支援

・民間・NPO に対しては実装支
援を分担

モニタリン

グ

・進捗管理を可視化（インタラ

クティブマップの作成，KPI
設定，資金不足の把握等）

・Maui Recovers による進捗状況
の公開

・許認可状況を可視化したダッ

シュボード，GIS ベースの可
視化等により管理
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ス࣓ントの実施等），住宅プログラムの柔軟な運用につ

いてはཧ考になると考えられる．

モニタリングについては，米国のሙ合，マ࢘イ郡の復

興状況を可視化するWebダッシュボードMaui Recovers17)，

ロࢧンࢮルス郡の許認可の⏦ㄳ状況を可視化する

Permitting Progress Dashboard18)の࡯か，Marshall Fire の被
災地であるボルダー郡の復興状況を可視化する Marshall
Fire Recovery Dashboard19) 等がある．日本国内では復興推

進計画の計画管理により状況を把握しているが，ダッシ

ュボードのように㏲ḟ状況を把握している事例はࡰ࡯見

られない．米国のように進捗を可視化していくことは㏲

ḟ的な計画実施にもᐤ与するものと推察される．

 このように，資金調達・許認可緩和・役割分担につい

ては日本国内の復興の枠組み（例えば「復ᪧ・復興ࣁン

ドブック」等に示されるὶれ等）と共通する部分もある

が，CWPPや WUI地域࡬の規制ᙉ化等，火災に特化した
項目がある点は注目に್する．ࡲた，㏲ḟ的なモニタリ

ングについても火災に㝈らず計画実施に㔜せなせ⣲と考

えられる．

㸴．⤖ㄽ 
 本◊✲は，日本における山火事からの復興の࣏イント

に資する示၀をᚓることを期待して 2 つの◊✲ㄢ㢟を設
定し，NDRF 及び各州で策定された復興計画について，
資金調達，許認可緩和，役割分担及び⿵足的にモニタリ

ング体制に㛵する記載を整理した分析を行った．

分析の⤖ᯝ，NDRF で期待されている資金調達，役割
分担については復興計画でもᴫࡡ実装されていることが

わかった．この 2 点については，連邦政府が支援し，
SLTTに属する主体がプロジェクトをリード，民間・㠀政
府組織等がプロジェクトの実装支援としてே的リࢯース

や資金等を援助するという枠組みとなっていた． 
 許認可緩和については NDRF では定義されていなかっ
たが，各州独自に設定されていた．特に，住宅再建にಀ

る規制緩和や対応の一元化等，復興を加速させる✚ᴟ的

な取り組みが実施されていた．Camp Fireによる復興では
WUI 地域に対する住宅再建の規制ᙉ化がなされており，
防災機能の高度化に資する取り組みも実施されていた． 
 計画のモニタリングについては，復興計画において復

興状況をモニタリングする取り組みが記載されており，

NDRF では地方政府に期待されているものの，州༢位で
も独自に実装されていることがわかった． 
 本◊✲では米国の山火事からの復興事例について，復

興計画上の記載をᴫ略的に調査したものとなっており，

計画ẁ階での策定プロセスに基づく設定⤒⦋，実㝿にど

のように行われたかについては把握できていない．௒後

の調査として，計画策定の考え方をより明らかにする計

画担ᙜ⪅࡬のࣄアリング，実施における࣏イントを把握

する米国の㐣ཤの山火事事例（本◊✲で取り上ࡆた 3 事
例に加え，例えば，࢝リフ࢛ルニア州 Kinkade Fire（2019）
や，コロラド州Marshall Fire（2022）等）の復興検証を行
った担ᙜ⪅࡬のࣄアリング，ᩥ⊩調査を実施し，日本国

内の山火事からの復興ガイドライン࡬の提言に向けた取

り組みを加速させたい． 

⿵ὀ 
(1) 同記載に㢮する表⌧として「᳃ᯘ火災」「ᯘ野火災」がᏑ

ᅾする．総ົ省ᾘ防ᗇ 20)の定義では，「᳃ᯘ，ཎ野ཪは∾

野が↝ᦆした火災」を「ᯘ野火災」と定義しており，

「「山火事」や「山ᯘ火災」，「᳃ᯘ火災」と言われるも

のも，ᯘ野火災にྵࡲれ」るとされているが，米国の同様

の事象に対する表⌧では「山火事」と記載されるㄽᩥ・報

࿌等がከいことから，本✏では「山火事」と記載する． 
(2) 米国ではWUI（Wildland Urban-Interface）という考え方が

山ᯘ地域・市⾤地の境⏺௜㏆を示すものとして用いられ

る．

(3) 本✏では，Federal Governmentを「連邦政府」，State
Governmentを「州」，Local Governmentを「地方政府」，
Tribal Nationsを「部᪘政府」，NPOや財団等をྵࡴ
Nongovernmental Organizationを「㠀政府組織」と記載して
いる．

ㅰ㎡ 
・本◊✲は JSPS 特別◊✲促進㈝ 25K21634 の助成を受けたもの
です．
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高校生を対象とした出前授業で実施した 
避難所の活動に関する調査 

Survey on Shelter Activities Conducted During Outreach Classes 
for High School Students 
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     Center for Disaster Science and Resilience Collaborative Development, Wakayama University 
2 (株)豊工業所 
     Yutaka kogyosho Corporation 
3 和歌山大学 教育学部 
     Faculty of Education, Wakayama University 

   In Wakayama Prefecture, the experience of the Kii Peninsula Floods has highlighted the challenge of information 
fragmentation between the northern and southern regions during disasters. Consequently, the prefecture is advancing 
the introduction of the “Q-ANPI” information and communication system as one means to avoid this fragmentation. 
The authors are utilizing outreach disaster prevention education classes to develop an evacuation shelter operation 
system aimed at ensuring rapid information communication during disasters. As part of this research, we investigated 
the level of understanding high school students have regarding disaster prevention and activities at evacuation shelters. 
We report the results of this survey. 

Keywords : Kii Peninsula Floods, italic, the “Q-ANPI” information and communication system, high school students, 
evacuation shelter operation 

１．はじめに 
令和 6 年能登半島地震では道路網の遮断や通信手段の

途絶により，災害対応や復旧活動が困難を極めた．その

中で，民間衛星を利用した通信サービスであるスターリ

ンクの活躍が報道されるなど，災害時における衛星通信

の有効性が実証された．

和歌山県においても紀伊半島大水害の経験や南海トラ

フ地震の被害予想などから，災害時における南北間の情

報分断が課題となっている．県内では，一部自治体の取

組みにおいて，その情報分断を回避する手段の一つとし

て，内閣府が運用を開始した情報通信システム「Q-ANPI」

の導入を進めている 1)．そこで Q-ANPI の普及・運用拡大

と実践化に繋げる手法として，防災教育の出前授業を活

用し，実践することにより，Q-ANPI の有効性を確認する

とともに，避難所における低年齢層（小学生高学年から

中学・高校生）による主体的な活動を促し，災害時にお

ける速やかな情報通信の確保を図るための避難所運用シ

ステムの開発に取り組んでいるところである．

本稿では，高校生が避難所で Q-ANPIを利用した情報収

集・発信に関して活動することを前提に，大規模災害の

経験に乏しい高校生が防災や避難所での活動に関してど

の程度理解しているかということの参考とするため調査

したので，その結果を報告する． 

２．出前授業の概要 
Q-ANPIが準天頂衛星を利用していることから，宇宙や

科学に関心のある生徒たちを対象にすることを検討した． 
和歌山県串本町にある和歌山県立串本古座高校（図 1）

では 2024 年度から宇宙探究コースが開設(1)されており，

その生徒を対象に出前授業を行うことにした．本コース

では和歌山県外からも生徒が集まっている．また科学的

な探求能力等を培う取り組みなどを先進的に行なってい

る SSH（スーパーサイエンスハイスクール）に指定(2)さ

れている和歌山市内の和歌山県立向陽高校（図 1）にも
コンタクトし，出前授業を行なった．

【実践１】

学校名：和歌山県立串本古座高校 
日 時：2024年 2月 4日 5・6時限目 
生徒数：高校 1年生 4名（宇宙探究コース） 

 2年生 12名（選択履修コース） 
  形 式：5時限目（授業）・6時限目（体験） 
【実践２】 
学校名：和歌山県立向陽高校 
日 時：2024年 2月 14日 6・7時限目 
生徒数：高校１年生 70名 
形 式：6時限目（授業）・7時限目（体験） 

参加 36名 
6時限目（体験）・7時限目（授業） 
参加 34名 

図 1 出前授業を実践した高校の位置図 
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㸱．出前授業とࢺ࣮ࢣࣥ࢔調査の実施 
 出前授業はྛ校，ྛクラスにおいて，授業（Q-ANPIを
衛星の活用に関する内ᐜと災害の一౛として地震のࡴྵ

ᇶ♏▱㆑，そして避難所の≧ἣ等に関する▱㆑の⩦ᚓを

目的とした内ᐜ）と体験（実㝿に Q-ANPI を利用して衛
星を活用した情報ఏ㐩を体験する内ᐜ）の組みྜࡏࢃで

実᪋し，࢔ンࢣート調査は出前授業のᚋ日に授業及ࡧ体

験に対するឤ想等を確認するために行った． 
(1) 授業ཬࡧయ㦂のෆᐜ 
授業の内ᐜについては௨ୗの通りである． 
ձ より確実な情報通信手段としての衛星利用（ࣟࢣ
トのᙺ๭，ே工衛星の௙஦，Q-ANPIࢵ のᙺ๭，
避難⪅の情報を▱ることの㔜せ性，災害時の情報

୙㊊，情報ఏ㐩の㔜せ性） 
ղ 地震災害とは 
ճ 避難所のᵝᏊ（避難所生活の大ኚさ） 
また，体験の内ᐜについては௨ୗの通りである． 
ձ パンフ「Q-ANPIを౑ってみよう」の⤂௓ 
ղ ே工衛星「みちࡁࡧ」をぢつける 
ճ Q-ANPIを組み立てる 
մ ே工衛星と通信する 
յ 衛星Ᏻྰ確認サービスの HPで確認する 

 調査ࢺ࣮ࢣࣥ࢔ (2)
⾲ートの㡯目はࢣン࢔ 1 の通りであり，授業と体験の

それࡒれについて，参加したឤ想や௒ᚋの取組みに対す

るពぢを⪺ࡃ内ᐜとなっている．このうち本稿では，授

業に関する㉁ၥの(7)「もしも自分が避難⪅の一ேとなっ
たとしたら，どんな活動に参加でࡁるとᛮいますか」と

いう㉁ၥに対する回⟅をᩚ理する．授業や体験に参加し

て，高校生が自分たちででࡁることについてព㆑をᣢっ

てもら࠼ると考࠼たからである． 
高校生の参加が想定される活動㡯目としては，⇃本地

震での避難所におけるᏊ౪たちの活動をᩚ理した報告 2)

（ձトイレᤲ㝖，ղ共用部分のᤲ㝖，ճᨭ᥼≀㈨のᦙ入

や分㓄，մࡈみの∦࡙け，յ೺ᗣデ断や⪺ࡁ取りの⿵ຓ，

ն㣗஦のおୡヰ）に௒回実践した出前授業の主目的であ

る情報通信࡯か（շ避難所の情報の収集や発信，ոその

௚）を加࠼た 8㡯目とした．また回⟅は，5段㝵（5✚極
的にでࡁる，4指♧してもら࠼れࡤでࡁる，3みんなと一
⥴ならでࡁる，2ちࡻっと難しい，1↓理）から選んでも
らう形式とした． 
 
㸲．ࢺ࣮ࢣࣥ࢔⤖ᯝ 
⾲ートの内(7)の結果をࢣン࢔  2 にᩚ理した．この⾲に
おいて，㡯目ձからոは前❶でグ㍕のとおりであり，回

⟅数は 2 校からᚓられた回⟅の⥲数をグ㍕している．ま
た加㔜ᖹᆒは 5段㝵の回⟅の㔜みを 5㹼1としてᖹᆒし，
高校生が自ら活動しようとᛮ࠼るのかྰかを数್化した． 
⾲ 2 の結果をᶓ（㡯目ࡈと）と⦪（回⟅の段㝵ࡈと）

にぢる． 
授業の中で，この⾲のྛ㡯目が実㝿に⇃本地震でᏊ౪

たちが取り組んࡔ活動内ᐜであることをㄝ᫂しているた

め，自分たちも͆でࡁる͇ことが前提となっている．そ

の結果として，㡯目ࡈとにぢると，どの㡯目においても

「✚極的に」であれ，「指♧してもらࡤ࠼」であれ，

「みんなと一⥴なら」であれ，「でࡁる」がከࡃなって

いる．その中で，「✚極的に」が᭱もከࡃなっているの

は「ճᨭ᥼≀㈨のᦙ入」と「մࡈみの∦࡙け」であり，

その௚は「指♧してもらࡤ࠼」が᭱もከࡃなっている．  

⾲  ┠調査の㉁ၥ㡯ࢺ࣮ࢣࣥ࢔ 1

 
 

⾲ 調査の⤖ᯝ㸦㉁ၥࢺ࣮ࢣࣥ࢔ 2 7㸧 

 
 
このことは加㔜ᖹᆒにも㢧ⴭに⾲れており，加㔜ᖹᆒが

᭱も高いのが「ճᨭ᥼≀㈨のᦙ入」の 4.29 で，ḟいで
「մࡈみの∦࡙け」の 4.22 となっている．一᪉で，加㔜
ᖹᆒが᭱も低いのは，「ձトイレᤲ㝖」の 3.52，ḟいで
「ն㣗஦のおୡヰ」の 3.57 であり，「շ避難所の情報の
収集や発信」は 3.81 であった．ᅉみに「ոその௚」の஦
౛としては「Ꮚ౪のୡヰ」「避難所のしࡁりなどの設Ⴀ」

などがᣲげられていた． 
回⟅の段㝵ࡈとにぢると，「✚極」で᭱もከいのがմ

ḟいでճ，「指♧」ではյḟいでձ，「一⥴」ではշḟ

いでն，「ち難」ではնḟいでձ，↓理ではձḟいでն，

となっている． 
 
㸳．ࡲとめ 
 ௒回はᑡே数を対象としたᩚ理ではあったが，「ᨭ᥼

≀㈨のᦙ入」の活動には参加でࡁるが，「トイレᤲ㝖」

には，しなけれࡤならないとはࢃかっていても᢬ᢠがあ

るというឤ情がᇉ間ぢられた．「情報の収集や発信」に

ついて，みんなと一⥴ならでࡁるとព㆑されたことは，

௒回の出前授業の大ࡁなᡂ果であるし，௒ᚋ，避難所運

Ⴀを組み立てるୖで㔜せなせ⣲であることが確認された

し，また，高校生のព㆑向ୖのዎᶵにもなったとゝ࠼る． 
 
ㅰ㎡ 

 本◊究は内閣府からのጤクによる NEC株式఍♫との共
ྠ◊究の一⎔として行ࢃれたものである． 
 
ཧ⪃ᩥ⊩ 

1) 内閣府：衛星Ᏻྰ確認サービス「Q-ANPI」 . https: 
//qzss.go.jp/overview/services/sv09_qanpi.html. 

2) ⇃本県教育ጤဨ఍：【小学校 4 年㹼㸴年】避難所で
⚾たちがでࡁること ，学校防災教育指導の手ᘬࡁ，
2018.3 

〇防災授業について
(1)防災授業の楽しさを5点満点で表すと何点ですか
(2)今回の授業で楽しかった点を教えてください
(3)今回の授業で気になったことがあれば教えてください
(4)防災について、今後あなたが知りたいことを教えてください
(5)衛星や宇宙について、今後あなたが知りたいことを教えてください
(6)自分の生活に関係のある場所の周辺のハザードマップを見たことはありますか
(7)もしも自分が避難者の一人となったとしたら、どんな活動に参加できると思いますか

〇Q-ANPI組み立て体験について
(8)組み立て体験の楽しさを5点満点で表すと何点ですか
(9)今回の体験で楽しかった点を教えてください
(10)今回の体験で気づいたことや思ったことがあれば教えてください
(11)Q-ANPIについて知りたいことを教えてください
(12)あなたの避難先にQ-ANPIがあったら、自分で使ってみたいですか
　　また、自分でも使えそうですか
(13)避難所からあなたが誰かに一つだけ情報を伝えられるとしたら、誰に何を伝えたいですか
(14)今後の授業や体験で更に深く知りたいと思ったことがあれば教えてください

項目 回答数 積極 指示 一緒 ち難 無理 加重平均
① 85 14 39 17 7 8 3.52
② 85 28 38 13 3 3 4.00
③ 86 39 35 10 2 0 4.29
④ 86 40 28 15 3 0 4.22
⑤ 87 18 43 19 5 2 3.80
⑥ 86 17 34 20 11 4 3.57
⑦ 86 24 30 27 2 3 3.81
⑧ 32 7 15 8 1 1 3.81
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公共土木施設災害復旧における 
県出先機関の組織形態の違いによる職員の意識調査 

Survey on Staff Perceptions Regarding Differences in Organizational Structures 
 of Prefectural Field Offices in Disaster Recovery for Public Civil Engineering Facilities 

〇太田 和良
1
，近藤 伸也

2

Kazuyoshi OTA1 and Shinya KONDO2

1 株式会社 豊工業所（宇都宮大学地域デザイン科学部） 
     Yutaka Kogyosho Corporation (School of Regional Design, Utsunomiya University) 
2 宇都宮大学大学院地域創生科学研究科 

   Graduate School of Regional Development and Creativity, Utsunomiya University 

   Disaster recovery for public civil engineering facilities in prefectures is handled by the civil engineering departments 
at headquarters and their field offices. Field offices are categorized as either civil engineering offices or construction 
departments within regional promotion bureaus. Previous research findings indicate that the challenges surrounding 
field offices are not merely issues of organizational structure but must be understood as problems related to the behavior 
of individual members. Therefore, to clarify the on-site decision-making process during disaster response, a 
questionnaire survey was conducted among senior officials at civil engineering field offices nationwide. This study 
examines the challenges encountered in disaster recovery efforts. 

Keywords : disaster recovery for public civil engineering facilities, organizational structure, civil engineering field 
offices, on-site decision-making process, organizational behavior 

１．はじめに 
大規模災害が発生した場合の地方自治体の意思決定過

程を研究することは，今後発生が懸念される南海トラフ

巨大地震などへの対策を検討する上で非常に重要である．

著者らはこれまで 2011 年紀伊半島大水害における和歌山

県，あるいは 2019 年東日本台風災害における栃木県の災

害対応を調査 1), 2) し，土木行政における出先機関の災害

対応マネジメントという観点で研究を進めてきた．本来，

地方自治体は階層型官僚組織（ヒエラルキー型ビューロ

クラシー組織）であるとされる．一方で地方自治体であ

っても不確実性下の状況では組織が有機化するという研

究成果 3) もあり，著者らの調査でも組織の有機化を示す

現象が確認できた．

従来，公共土木施設の災害復旧は「公共土木施設災害

復旧事業費国庫負担法」（通称：負担法）に基づき行わ

れる．また，既往研究では，県庁組織は本庁を中心に一

括りに捉えられ，出先機関の活動に焦点があてられるこ

とはあまりなかった．災害対応においても出先機関は災

害対策本部の commandの下に，現場で operationを担う組

織として考えられてきた．しかし，災害対応は現場での

活動が重視されることはもとより，出先機関による自律

した組織としての判断や意思決定がその後の復旧に大き

く影響する場面も多く存在する．そして，これまでの研

究成果からも，出先機関を取り巻く問題・課題は単なる

組織構造の問題ではなく，地域ステークホルダーとの組

織間関係の問題として，また組織の構成員一人ひとりの

行動の問題として捉えていく必要があると判ってきた． 

そこで本稿では，災害対応における現場の意思決定過

程を明らかにするため，全国の土木系出先機関の幹部に

対するアンケート調査を実施し，本庁からの権限委譲，

地域ステークホルダーとの連携を踏まえた，公共土木施

設の災害復旧における課題について考察する． 

２．全国調査の概要 
 本調査は，都道府県土木行政の出先機関を対象に，災

害対応の現場における幹部職員の行動や意識を調査する． 
(1) 調査対象者の選定

まず，公共土木施設の災害復旧を前提に，災害時の体

制や応急対応を管轄する部署となる，全国 47 都道府県の

土木系部署（県土整備部等）の総務担当課に調整（窓口）

を依頼した．そして窓口の推薦により出先機関の異なる

事務所の複数名，本庁主管課 1 名をアンケート調査の対

象者とし，調査を実施した．それぞれの調査対象者は以

下のとおり選定した． 
① 出先機関における調査対象者：土木系出先機関（公

共土木施設の災害復旧事業の現場執行を担当）の長

または幹部について，異なる事務所の複数名（2 箇

所以上の事務所から各 1 名）

② 本庁の災害復旧事業主管課（本課）：県全体の体制

や出先機関の状況を把握するため，本課において公

共土木施設の災害復旧事業を指揮する職員 1 名

(2) 調査方法

調査は，本庁の窓口を通じ，調査票をメール配信によ

り調査対象者に配付し，窓口を経由してメールにて回答

を回収した．調査内容は回答者個人の意見・考えを尊重

することとして依頼し，アンケートの質問項目は(1)属性，

(2)災害復旧事業にかかる初動体制，(3)管轄圏内の災害発

生頻度，(4)実際に経験した災害対応，(5)負担法で対応で

きない災害の経験，とし，その内容を表-1 に示す．この

うち本稿では，(2)から(4)の結果について分析を行う．
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表-1� ㉁ၥ㡯┠�

㸱．ࢺ࣮ࢣࣥ࢔調査㸦選ᢥᘧ㸧の⤖ᯝ 
 調査票の配付は 2�24 年 � ᭶下᪪から � ᭶上᪪に行い，

⣙ 1 ࣨ᭶を目㏵に回収を依頼した．回収の᭱⤊は 11 ᭶ᮎ

となった．回収状況は表-2 のとおりであり，47 都道府県

中 3� の自治体から回答をᚓた（回収⋡ 7�.�㸣）．調査結

果については，本課と出先機関，᣺⯆ᒁと土木事務所の

制度，についてẚ㍑し整⌮した． 
(1) 災害対ᛂにおけるึືయไࡸ⤒㦂に対ࡍるㄆ識

アンケート調査における選ᢥ式回答のうち，「災害復

旧事業にかかる組織体制」と「管轄圏内の災害発生頻度」

について整⌮したものを表-3 に示す．整⌮にあたり，回

答者の所属が本課か出先機関か，また，土木系の出先機

関の体制として，᣺⯆ᒁ制度を᥇っているか土木事務所

制度を᥇っているかによって分㢮した．整⌮は各項目の

回答数をそのᑠィで㝖してẚ⋡で⾲グした． 
 表-3 より，全体で �4.4�の回答者が「マࢽュアルはあ

る」と認識しているにも関わらず，出動基‽を自ら決め

るという回答が一定数（全体で 1�.2�）あり，そのഴྥ

は出先機関の᣺⯆ᒁ制度の回答にᙉく見られる（27.3�）

ということ，また，管轄圏域の災害を「多いと思う」回

答者が全体ᖹᆒで 71.1�に対し，出先機関の᣺⯆ᒁ制度

で �3.2�と多く見られること，さらに組織の経験は全体

ⓗに活⏝できているととらえられている（全体で �1.2�）

ものの，個人の経験については「༑分活⏝できていない」

との回答が出先機関の᣺⯆ᒁ制度に多く見られる

（15.��）ということ，などがわかる． 

表-2 ᅇ⟅者ᩘ 

(2) ᐇ㝿に⤒㦂ࡓࡋ災害対ᛂ

実際に経験した災害対応に関しては 5 つの項目で質問

した．これらの結果についても前⠇とྠᵝに整⌮した． 

まず質問項目として，①大規模災害での対応でᙉくグ

᠈にṧっていること，②災害対応でうまくできたこと，

ճ災害対応でኻᩋしたあるいはもうᑡし工ኵする必要が

あったこと，についてᑜࡡた．選ᢥ式の回答では，

a) 出先機関内の組織ࠊ人員ࠊ㈨機ᮦに関すること

b) 復旧工法など現場の対策そのものに関すること

c) ᕷ⏫ᮧとの関わりに関すること

d) 地ඖとの関わりに関すること

e) 社会インフラ（㟁Ẽࠊ通信࢞ࠊスࠊ水道等）との

関わりに関すること

f) 本課からの指示あるいは本課へのሗ࿌ࠊ連⤡ࠊ┦

ㄯに関すること

g) その௚

の 7 項目から選ᢥするᙧ式とし，各項目の回答数をその

ᑠィで㝖したẚ⋡で⾲グし，結果を表-4 に示す． 
ḟに質問項目として，մ௚の組織からの意見でᙺに❧

ったこと，յ௚の組織からの意見でᅔったこと，につい

てᑜࡡた．選ᢥ式の回答では， 
A) 本課，%) ᕷ⏫ᮧ，C) ᘓ設業⏺，D）地ඖ，

E) 社会インフラ，F) その௚

の � 項目から選ᢥするᙧ式とし，整⌮した結果を表-5 に

示す． 
結果について，まず表-4 における本課と出先機関のᑠ

ィでẚ㍑すると，どの質問項目においても b（復旧工法

等）に関する回答が多くなっているが，出先機関につい

ては a（組織・人員等）に関する回答が本課とẚ㍑して

多くなっている．表-5 における本課と出先機関のᑠィで

ẚ㍑すると，本課では「ᙺに❧った」として A（本課：

25.��），「ᅔった」として D（地ඖ：2�.1�）が多くな

っているのに対し，出先機関では「ᙺに❧った」として

C（ᘓ設業⏺：22.7�），「ᅔった」として D（地ඖ：

1�.4�）の࡯か A（本課：13.��）が多くなっている． 
ḟに，出先機関の中で，᣺⯆ᒁ制度と土木事務所制度

をẚ㍑する．表-4 において「うまくできたこと」として

᣺⯆ᒁ制度・土木事務所制度ともに b（復旧工法等：᣺

⯆ᒁ 31.��，土木事務所 4�.��）が多くなっているが， 

�1) 属性

①所属する都道府県，②現職の❧場，ճ現職での災害

経験，մ大規模災害の経験

�2) 災害復旧事業にかかる初動体制

①土木系出先機関の組織のᙧែ，②職員の行動マࢽュ

アルの有↓，ճ出先機関幹部の災害時出動基‽の有↓

�3) 管轄圏内の災害発生頻度

①災害が多いと思うか，②組織として過ཤの自↛災害

の経験が活かされているか，ճ個人として過ཤの自↛

災害の経験を活かした行動がとれているか，մそれら

のල体౛

��) 実際に経験した災害対応

①大規模災害での対応でᙉくグ᠈にṧっていること，

②災害対応でうまくできたこと，ճ災害対応でኻᩋし

たあるいはもうᑡし工ኵする必要があったこと，մ௚

の組織からの意見でᙺに❧ったこと，յ௚の組織から

の意見でᅔったこと

��) 負担法で対応できない災害の経験

①経験の有↓，②組織内の対応として工ኵしたことあ

るいはⱞປしたこと，ճ௚の組織からの意見や༠㆟の

中でᙺに❧ったことあるいはᅔったこと 

表-3� ึືయไࡸ⤒㦂に対ࡍるㄆ識�

本課 出先機関 計
振興局制度 10（10） 44（11） 54（11）
土木事務所制度 22（22） 66（24） 88（25）
 計 32（32） 110（35） 142（36）

※（ ）は都道府県数
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⥆く項目として土木事務所制度では a（組織・人員等：

2�.��）となっているのに対し，᣺⯆ᒁ制度では c（ᕷ⏫

ᮧ：1�.2�），a（組織・人員等：15.��），e（社会イン

フラ：13.��）と選ᢥ対象がᩓ在する．「ኻᩋあるいは

工ኵが必要」で見ると，᣺⯆ᒁ制度では a（組織・人員

等：25.��）が多くなっているのに対し，土木事務所制

度では b（復旧工法等：27.3�）が多くなっている．表-5
において「意見がᙺに❧った」では土木事務所制度で C
（ᘓ設業⏺：2�.��）が≉に多くなっている．「意見が

ᅔった」では᣺⯆ᒁ制度で A（本課：1�.2�）が多くなっ

ているのに対し，%（ᕷ⏫ᮧ：2.3�），E（社会インフ

ラ：��）がᑡなくなっている．一方，土木事務所制度で

は D（地ඖ：1�.2�），E（社会インフラ：13.��），%
（ᕷ⏫ᮧ：12.1�）の㡰で多くなっている．

㸲．ࢺ࣮ࢣࣥ࢔調査㸦グ㏙ᘧ㸧のศᯒ 
アンケート調査の質問(4)「実際に経験した災害対応」

のグ㏙式回答におけるࢥメントをテキストマイࢽンࢢの

ᡭ法を⏝いて分析し，その≉ᚩをᢳ出する．分析ࢶール

はᵽ口 4) によってస成された K+-Corder を⏝いた．K+-
Corder は日本ㄒのテキストデーࢱの分析に㐺していると

され，本稿ではᢳ出ㄒ頻度分析，対応分析を行った結果

をホ౯する．テキストマイࢽンࢢ分析の基本᝟ሗを表-�
に示す． 
(1) ᢳ出ㄒ㢖ᗘศᯒ

アンケート調査のࢥメントにどのようなゝⴥが出現す

るかは調査結果を整⌮する上で重要な࣏イントの一つと

なる．今回は名モを中心にᢳ出し，各質問項目中で頻度

の㧗い上఩ 1� ㄒを表-7 に示す． 
全体の上఩ 1�ㄒに出現するゝⴥで，1㹼3఩（災害，復

旧，対応）はどの質問項目においても共通であった．ま

た，職員（全体 7 ఩）は「ճኻᩋ・工ኵ」で多く出現し，

査定（全体 � ఩）は「②うまくいった」「մ意見がᙺに

❧った」の࣏ジテࣈ࢕なとこࢁに現れ，状況（全体 � ఩）

は組織内の対応（②ճ）で，現場（全体 1� ఩）は௚の組

織からの意見（մյ）で現れていることがわかる．一方，

全体にはなく各項目に現れている主なゝⴥとして，時間

（①� ఩，ճ� ఩，յ4 ఩），ᘓ設（②� ఩），工法（ճ

1� ఩，մ7 ఩），地ඖ（մ� ఩，յ1� ఩）などがᣲࡆら

れる．

表-� ࢢࣥࢽ࢖࣐ࢺࢫ࢟ࢸศᯒᇶᮏ᝟ሗ 

表-7 ྛ㉁ၥのᢳ出ㄒ࡜㢖ᗘ㸦ୖ఩ �� ㄒ㸧 

表-4� ᐇ㝿に⤒㦂ࡓࡋ災害対ᛂに対ࡍる意識㸦ࡑの１㸧�

表-5� ᐇ㝿に⤒㦂ࡓࡋ災害対ᛂに対ࡍる意識㸦ࡑの２㸧�
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(2) 対ᛂศᯒ

ᢳ出したゝⴥが質問項目ࡈとにどのような≉ᚩをᣢつ

か調࡭るために全体テキストを⏝いて対応分析を行った． 

ここでእ部ኚ数としては表-�の質問項目①㹼յである．

また前⠇の結果を踏まえ，᭱ᑠ出現数10として分析を行

った．分析の結果をᅗ-1に示す． 

 「ᙉくグ᠈」では台風や㇦㞵などの実際の⿕害のこと

や事務所内での人員のことにࢥメントされていることが

わかる．「うまくできた」では災害査定等の業務におけ

る応急対策や工法，あるいはᘓ設業との༠定や連携等に

メントされている．「ኻᩋ・工ኵ」では᪩ᮇ復旧に関ࢥ

して，工事，業者，連⤡などがキー࣡ーࢻとなってࢥメ

ントされている．また௚の組織からの意見で「ᙺに❧っ

た」では௬設等の検討における༠会からの意見，各✀組

織との᝟ሗ共有，復旧工事を進めるにあたっての㞄᥋地

との調整における⏫のᙺ๭などがࢥメントされているこ

とがわかる．さらに，「ᅔった」では各✀要ᮃや依頼，

施設の管⌮の問題，さらには本庁や時間がఱか影響して

いるであࢁうことが推察される．ここで組織間における

ネ࢞テࣈ࢕⾲現についてヲ⣽に分析するため，「ᅔった」

のテキストのࡳで対応分析を行った．እ部ኚ数は回答に

おける選ᢥ項目（$㹼)），᭱ᑠ出現数を�とする（ᅗ-2）．

ᅗ-2より，$（本課）で本庁，%（ᕷ⏫ᮧ）や'（地ඖ）

で要ᮃや管⌮，)（その௚）に近く分析ᅗの中心付近で依

頼や時間がᙉく関わっている．これらのゝⴥに関するࢥ

メントを一部ิᣲすると，

・本庁が主ᑟすることによりሗ࿌が᭱ඃ先ཪは目ⓗ化

・個人からの要ᮃ・ⱞ᝟のኌの大きさ

・公共土木施設以እの復旧要ᮃ

・水㜵活動に関するⱞ᝟をἙᕝ管⌮者に行う

・㟁ᰕ管⌮者の対応見㎸ࡳが長時間不明

・復旧を道㊰管⌮者ࠊἙᕝ管⌮者のどちらで行うか

・複数の関係機関からの連⤡や依頼が㘒⥈

・要ᮃが多数あり依頼できるᘓ設業者が限られる

・2�時間施工をᙉくồめられた

・ライフラインの復旧に時間がかかり

・௚部ᒁの判断に時間がかかった

などがᣲࡆられる． 

㸳．⪃ᐹ 
 災害対応における組織の有機化，地域ステークホルダ

ーとの༠ാ関係などに見られる組織のኚ化にຍえ，出先

機関の幹部にはᖹ常時以上に意思決定の負担がかかる．

༠定等に基づき⥭急対応を担ったとされるᘓ設業⏺は復

旧工法の選定においても連携し「ᙺに❧った」と認識さ

れる一方，要ᮃ・ⱞ᝟の多い地ඖや頻⦾にሗ࿌をồめる

本課が「ᅔった」と捉えられている． 
 出先機関の組織ᙧែの㐪いで見ると，マࢽュアルの有

↓に対する認識は土木事務所制度と᣺⯆ᒁ制度で㐪いは

見られないが，᣺⯆ᒁ制度の場合，災害が多い，あるい

はこれまでの個人の経験が活⏝できていないとឤじてい

ることから災害対応に対する個人の意識おける✚ᴟ性が

ㄞࡳ取れる．また，実際に経験した災害対応では，「組

織・人員」について，土木事務所制度では࣏ジテࣈ࢕に

捉えているのに対し，᣺⯆ᒁ制度の場合はネ࢞テࣈ࢕に

捉えていることがわかる．そのことがまた，「意見がᅔ

った」との対象で᣺⯆ᒁ制度の場合は本課が多くなって

いる．こうした状況は対応分析の結果にも⾲れている． 
 これらの結果は県庁という組織あるいは災害復旧を工

事というഃ面で取り上ࡆた場合，土木事務所制度の方が 

ᅗ-1 対ᛂศᯒ㸦全య㸸᭱ᑠ出⌧ᩘ ��㸧 

ᅗ-2 対ᛂศᯒ㸦ᅔࡓࡗ㸸᭱ᑠ出⌧ᩘ �㸧 

限定ⓗな組織間でうまく連携がとれていると捉えられる

一方，要ᮃへの対応や出先機関の自律ⓗ対応を㏕られる

場合などでは，組織や時間に⦡られることへの課題が提

㉳されていると考えられる． 

㸴．௒ᚋのྲྀࡾ組ࡳ 
 災害時には通常業務にຍえ，多くの災害対応をᙉいら

れ，組織や時間に⦡られるという課題が明らかになった．

この課題をゎ決するためには，個人の経験や意識・ឤ᝟

を㢧現化することにより，個人の行動を組織目ᶆの㐩成

にྥけて活かすことがồめられるであࢁう． 
 そのため，今後の研究において，組織の中における個

人の行動（組織行動）に╔目し，個人の意識や時間ᒎᮃ

が組織（≉に階層型官僚組織）に୚える影響をホ౯して

いきたいと考える． 

ཧ⪃ᩥ⊩�
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Countermeasures and practices for flood disaster,  

which has become more frequent and severe in recent years 
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 Kajima Design 

  In recent years, due to global climate change, large-scale flood disasters have been occurring almost every year in 
Japan. The Building Standards Act, which sets minimum standards for buildings, stipulates standards for earthquakes, 
wind, snow, and fire, but does not include provisions for flood disaster. This report shows how to conduct risk 
assessments, plan countermeasures, implement countermeasure construction, and manage the situation under such 
circumstances. It also reports on examples of how this method has been applied. 

Keywords : Flood disaster, Risk assessment, Planning countermeasure, Countermeasure construction, 
 Operational support 

１．はࡌめに
世⏺的なẼೃኚ動にకい，日本でもẖ年のように⃭⏒

災害にぢ⯙われている．図 1 は 1976 年にẼ象ᗇが⤫計を

㛤ጞしてから 2024 年までの間に，1 時間に 50mm 以ୖの

㞵が 1 年間に何ᅇ降ったかを示したグࣛࣇである．ࢹー

取ᚓ㛤ጞࢱ 10 年間のᖹᆒ್は 1 年間に 226 ᅇであるが，

最近 10 年のᖹᆒ್は 1 年間に 334 ᅇと 1.5 ಸ近くとなっ

ており，᫂らかに㇦㞵のᅇ数がቑえているࡇとがศかる．

⾲１に示すように，日本のᘓ⠏≀には，地震や㢼，ⅆ

災に対してはᏳ඲ᇶ‽がᐃめられているが，Ỉ害に対し

てはᇶ‽がᐃめられていない．ࡇのため，ᘓ≀ᡤ᭷者に

おいては，බ的なᾐỈ᝿ᐃや࿘㎶≧ἣ，ᘓ≀⏝㏵を⪃៖

したୖで，自୺的にỈ害対⟇を᳨ウするᚲ要がある．ࡇ

のような環境の中でどのように対⟇を❧てて行く࡭きか

を᳨ウしたので，以下に示すࠋ

⾲１ ᘓ⠏≀のᘓ⠏ᇶ‽ἲ༢యつᐃ

２．Ỉ害対策に㛵ࡿࡍᇶ本ⓗ⪃࠼方
Ỉ害対⟇に関するᇶ本的⪃え方を図２に示すࢫࣜ」ࠋ

ホ౯」，「対⟇❧᱌」，「対⟇ᕤ஦」及び「㐠⏝ᨭ᥼」ࢡ

の 4 つの࢙ࣇーࢬからᵓ成されている．

ホ౯ࢡࢫࣜ(1)

ձ ❧地特ᛶ調査

計⏬地におけるᾐỈ῝をᾐỈ᝿ᐃ区域図などで☜ㄆし，

加えて，地ᙧ特ᛶや対象となるᘓ≀のṆỈᛶ，ಖ᭷㈨⏘

の≧ἣなどを調査・ホ౯する．

ղ ᾐỈ῝のタᐃ

ᾐỈの要ᅉには，Ἑ川のỈがሐ防から溢れたり，ሐ防

のỴቯ⟠ᡤからὶ出するࡇとで生ࡌるእỈỏ℃とἙ川Ỉ

位のୖ᪼やᛴ⃭な降㞵によりἙ川እに降った㞵を᤼Ỉ出

᮶ないࡇとで生ࡌる内Ỉỏ℃がある．ࡇれらのᾐỈ῝の

ホ౯には，බ㛤されているᾐỈ᝿ᐃ区域図を⏝いる方ἲ

とỏ℃ゎᯒによってᾐỈ῝をホ౯する方ἲがある．ỏ℃

ゎᯒによる方ἲでは，施タの㔜要ᗘにᛂࡌて，近年の降

㞵量のቑ大やẼೃኚ動によるᑗ᮶の降㞵量のቑ大，高₻

を⪃៖してᾐỈࣜࢡࢫをホ౯するࡇともྍ能である．

(2)対策❧᱌

ձ ṆỈࣛࣥ࢖の᳨ウ

ὥỈによるᾐỈを防ぐには，ṆỈࣛࣥ࢖をタᐃするᚲ

要がある．図３にṆỈࣛࣥ࢖の概ᛕを示す．ϸ)㔜要ᶵჾ

をୖ㝵などへ移タする方ἲ，Ϲ)ᘓ≀1ᲷをᏲる方ἲ，Ϻ)
ᩜ地඲యをᏲる方ἲ，ϻ)┒り土をしてᘓ≀をᏲる方ἲな

ど，施タのᶵ能や特ᛶを຺᱌してṆỈࣛࣥ࢖をタᐃする．

図２ Ỉ害対⟇に関するᇶ本的⪃え方 
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ղ 行動ࣥ࢖࣒ࣛ࢖ࢱの᳨ウ 
ᾐỈを防ぐためには，ṆỈࣛࣥ࢖にᛂࡌたసᴗを᳨ウ

するᚲ要がある．సᴗを時⣔ิୖにプࣟࢺࢵし，行動ࢱ

の時，㓄置できる人ࡇ．をస成する（図４）ࣥ࢖࣒ࣛ࢖

ဨを຺᱌のうえ，実行ྍ能かを᳨ウして，᭷ຠな計⏬と

するࡇとが㔜要である． 

 
 
 
 

 
 
 
 
(3) 対策ᕤ஦ 

ṆỈ対⟇の実施タ計は，ᩜ地の 量，᤼Ỉタഛなどの

ヲ⣽な調査を行ったୖで，最大㝈のṆỈຠ果を発᥹でき

るよう，ᕤᮇとࢺࢫࢥを຺᱌のୖ，実施する．ᕤ஦はᏳ

඲に，㦁㡢をప減さࡏて行うなど近㞄へ㓄៖して㐍める．

なお，地中㞀害などᕤ஦中にはணᮇしないࡇとがከ々生

とも㔜ࡇるため，タ計ኚ᭦など，ᰂ㌾に対ᛂしていくࡌ

要である． 

(4) 㐠⏝ᨭ᥼ 
対⟇ᕤ஦᏶஢後は，計⏬❧᱌の際に᳨ウした行動࢖ࢱ

を，BCPࣥ࢖࣒ࣛ 訓練でᐃᮇ的にぢ直すࡇとでࣛ࢖ࣃࢫ

ルࢵ࢔プさࡏる．また，台㢼᥋近時にも実施・᳨ド・ぢ

直しを行い，より実ຠᛶの高いものにする(図５)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

㸱．ᐇ᪋౛ 
実施౛として，自社施タのỈ害対⟇を示す． 

 ホ౯ࢡࢫࣜ (1)
ձ ❧地≉ᛶㄪᰝ 
対⟇地は１⣭Ἑ川から400mのとࢁࡇに位置している．

図㸴は対⟇地௜近の計⏬つᶍ降㞵によるὥỈᾐỈ᝿ᐃ区

域図である．ᅜ土஺㏻┬「ᾐỈࣅࢼ」において，計⏬つ

ᶍ降㞵時の最大ᾐỈ῝が 49cmと᥎ᐃされており，ᾐỈࣜ

 ．である࢔の高い࢚ࣜࢡࢫ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ղ ᾐỈ῝のタᐃ 
近年の降㞵の⃭⏒໬やẼೃኚ動によるᑗ᮶的な降㞵量

のቑ大も຺᱌したὥỈỏ℃ゎᯒ 1)（図７）によりᾐỈ῝

を᝿ᐃした．タ計ᾐỈ῝は，ゎᯒ結果を㋃まえ，⣙ 1.5m
にタᐃした． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(２) 対策❧᱌ 
ձ ṆỈࣛࣥ࢖と⾜ືࣥ࢖࣒ࣛ࢖ࢱの᳨ウ 
ṆỈࣛࣥ࢖によってタ置するṆỈタഛが␗なるため，

ṆỈࣛࣥ࢖にᛂࡌた行動ࣥ࢖࣒ࣛ࢖ࢱを᳨ウするᚲ要が

ある．図８はṆỈࣛࣥ࢖をᘓ≀ẖとした場合の行動࢖ࢱ

㛢㙐などከくのసࣈである．ṆỈᯈタ置，バルࣥ࢖࣒ࣛ

ᴗがᚲ要である．また，実際にはὀ意報や㆙報が発令さ

れてもỈ害が発生しないࡇとがከいため，Ỉ害対⟇では

何ᗘも⧞り㏉し実施できるかどうか᳨ウするࡇとが大ษ

である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ ṆỈࣛࣥ࢖の⪃え方 

対策地 

図㸴 対⟇地のᾐỈ᝿ᐃ区域図 

図７ ὥỈỏ℃ゎᯒ結果 

図５ 計⏬のࣛ࢖ࣃࢫルࢵ࢔プ 

図８ ṆỈࣛࣥ࢖をᘓ≀とした行動ࣥ࢖࣒ࣛ࢖ࢱ 

図４ 行動ࣥ࢖࣒ࣛ࢖ࢱの⪃え方 

図３ ṆỈࣛࣥ࢖の⪃え方 

-  58 -



図㸷にはᩜ地እ࿘をṆỈࣛࣥ࢖とした場合の行動࢖ࢱ

を示す．᧯సᛶはṆỈタഛの㑅ᢥによってはバࣥ࢖࣒ࣛ

ルࣈ᧯సのࡳとなり᱁段にⰋくなる．

ղ ṆỈࣛࣥ࢖のỴᐃ

ձでしめしたṆỈࣛࣥ࢖と行動ࣥ࢖࣒ࣛ࢖ࢱの関ಀᛶ

のほか，ಖㆤできる⠊ᅖや，ṆỈに対するಙ㢗ᛶ，意໶

ᛶ，ᕤ஦ᮇ間，ᕤ஦にかかる㈝⏝，࣓ࣥࢫࣥࢼࢸのしや

すさを⥲合的にホ౯しなけれࡤならない．図１㸮にᘓ≀

とᩜ地እ࿘をṆỈࣛࣥ࢖とした場合のẚ㍑を示す．いࡎ

れの㡯目もṆỈࣛࣥ࢖をᩜ地እ࿘とした場合がඃれてい

るため，ᘓ≀እ࿘をṆỈࣛࣥ࢖とした．

(㸱)対策ᕤ஦

前㡯(２)ղで示したように，Ỉ害対⟇はᩜ地እ部から

のỈの౵ධに対してᩜ地እ࿘でᏲるṆỈࣛࣥ࢖(図１１)
とし，ᇶ本的にはእ࿘⣙ 600m を㕲➽ࣜࢡࣥࢥーࢺ㐀の

ṆỈቨでᅖっている．

以下に特徴的なṆỈタഛを⤂௓する．

ձᾋຊ㉳అᘧṆỈᯈ

東すの出ධ口には，図１２に示すᾋຊ㉳అᘧṆỈᯈを

タ置している．ࡇのṆỈᯈは࢔ル࣓࢟ࢫࢹのཎ⌮により，

Ỉ位のୖ᪼にకってṆỈᯈが自動的に❧ୖࡕがるᶵᵓと

なっている．

ղ࢞ࣛࣜࢡࢫࢫーࣥṆỈᯈ

近㞄住宅に㠃する部ศには，ᅽ㏕ឤを୚えないように

のࡇ．ーࣥṆỈᯈ(図１３)をタ置しているࣜࢡࢫࢫࣛ࢞

ṆỈᯈはᩜ地内からぢ㏻しឤもྥୖさࡏるため，ᩜ地እ

に対してࡔけではなくᩜ地内の居住者にもᚰ地よい環境

を୚えている．

ճCO2-SUICOM ṆỈቨ

近㞄住宅に㠃した部ศには，プࣞ࢟ࣕࢺࢫ部ᮦである

஧㓟໬Ⅳ⣲を྾཰・ᅛᐃ໬するCO2-SUICOM 2),3)（図１４）

をṆỈቨとして฼⏝した．プࣞ࢟ࣕࢺࢫ部ᮦを฼⏝する

，とが出᮶ࡇとにより，大ᕤᕤ஦による㦁㡢を減らすࡇ

なおかつ環境にもやさしいṆỈቨとなっている．

図㸷 ṆỈࣛࣥ࢖をᩜ地とした行動ࣥ࢖࣒ࣛ࢖ࢱ 

図１㸮 ṆỈࣛࣥ࢖によるẚ㍑ 

図１１ ᩜ地እ࿘のṆỈࣛࣥ࢖ 

図１２  ᾋຊ㉳అᘧṆỈᯈ 

図１３  ࢞ࣛࣜࢡࢫࢫーࣥṆỈᯈ 

図１４ &22�68,&20 ṆỈቨ 
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մᾐỈ時避難口 
ձで⤂௓したᾋຊ㉳అᘧが❧ୖࡕがった際には，ᩜ地

の内እの行き᮶が出᮶なくなるため，㝵段部ศをṆỈቨ

ᶵ能とし，ᾐỈ≧ἣとなった際に自動的にゎ㘄されるᾐ

Ỉ時避難口(図１５)をタ置した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
յ஧㔜㏫ὶ防Ṇᘚ 
ᩜ地እ࿘をṆỈቨでᅖっても，Ỉはᖹ⾮≧ែをಖとう

とするため，ᾐỈした際には下Ỉ⟶を㏻してỈがୖ᪼し

てくる．㏻常ࢤࣇ࢖ࢼーࢺバルࣈをタ置して，下Ỉ⟶か

らの㏫ὶを防ぐ．しかし，ࢤࣇ࢖ࢼーࢺバルࣈを㛢める

には，ある⛬ᗘ時間を要する．台㢼などの㐍行ᛶ災害の

場合には，஦前にࢤࣇ࢖ࢼーࢺバルࣈを㛢㙐するࡇとが

出᮶るが，あまり᪩ᮇに㛢㙐すると᤼Ỉができなくなる

ために，ᩜ地内にỈが⁀まってしまう．ࢤࣇ࢖ࢼーࢺバ

ルࣈの㛢㙐をなる࡭く㐜くするために，図１㸴に示すよ

うなᩜ地እഃの位置にࢵࣛࣇプᆺのᘚを㓄し，ᾐỈ時᪩

ᮇの下Ỉ⟶から㏫ὶを防Ṇし，ࢤࣇ࢖ࢼーࢺバルࣈ㛢㙐

するための時間をసる．なお，本方ἲとేࡏてձで示し

たᾋຊ㉳అᘧṆỈᯈにより，近年⃭ቑするࣛࣜࢤ㇦㞵に

よる内Ỉỏ℃にも᭷ຠな方ἲとしている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
㸲．ࢃ࠾りに 

Ỉ害に対して᭷ຠなつᐃがない中，ࣜࢡࢫホ౯・対⟇

❧᱌・対⟇ᕤ஦・㐠⏝ᨭ᥼からᵓ成されるỈ害対⟇に関

するᇶ本的⪃え方をまとめた．また，ࡇの⪃えにᇶ࡙き，

自社施タにỈ害対⟇を施した．௒後は，BCP 訓練や実際

の災害対ᛂを㏻ࡌて，当ึ⪃えていた計⏬をࣛ࢖ࣃࢫル

 ．ていくணᐃであるࡏプさࢵ࢔
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図１５  ᾐỈ時避難口 

図１㸴  ஧㔜㏫ὶ防Ṇᘚ 

プᆺ㏫Ṇᘚࢵࣛࣇ ࣈバルࢺーࢤࣇ࢖ࢼ
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L1ὠἼによࡿఫᏯ被害㢠と஦๓᚟⯆対策とࡋての 
ᕷ⾤地㧗ྎ⛣㌿㈝⏝のẚ㍑̿࿴ḷᒣ┴⏣㎶ᕷࢆ対㇟とࡋて̿
Comparison of Residential Damage Costs from L1 Tsunami and the Costs of 

 Pre-Disaster Urban Relocation to Higher Ground: A Case Study of Tanabe City, 
Wakayama Prefecture 
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㸪ᚿ自ᒱ 㞝大
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㸪and Hitoshi NAKAMURA2 

1 Ⱚᾆᕤᴗ大学大学㝔 ⌮ᕤ学研究⛉ ࢸࢫࢩム⌮ᕤ学ᑓᨷ 
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Some municipalities have planned the relocation of urban districts to higher ground as a pre-disaster recovery measure 
against tsunami hazards; however, the high cost of relocation has been identified as one of the major challenges. The 
purpose of this study is to examine the effectiveness of such relocation by estimating and comparing the relocation 
costs and the potential tsunami damage costs, assuming the relocation of houses located in the L1 tsunami inundation 
zone in Tanabe City, Wakayama Prefecture. The results indicate that the total estimated damage cost is lower than the 
total relocation cost, suggesting that, when considering only the financial aspect, residential relocation to higher ground 
in the L1 tsunami inundation zone is not an effective pre-disaster recovery measure. 
Keywords : L1 Tsunami, Pre-disaster recovery measure, Relocation to higher ground, Cost,  Tanabe City       

1．はࡌめに
(1)◊✲の⫼ᬒ・┠ⓗ

༡ᾏトࣛࣇᕧ大地震によるὠἼによって、ἢᓊ部では

⏒大な被害がண されている。被害が᝿ᐃされる地ᇦで

は、事前復興計⏬を策ᐃし、ὠἼく᮶前に宅地を㧗ྎ࡬

⛣㌿することで被害を㍍ῶしようとするྲྀり⤌ࡳが複数

の自治体で㐍められている。しかし、ྛ自治体の財ᨻ㈇

ᢸࡸ住Ẹ自㌟の㈇ᢸ額が大きいことから合ពᙧᡂは㞴し

く、実㝿に⛣㌿が実現した事例はᑡない。 

 東ᑿら{�は、事前に㧗ྎ⛣㌿を行った場合に࡝の程度

被害額をᢚไできるのかについて、㧗ྎ⛣㌿に要する㈝

用と被害額を⟬ฟすることで明らかにしている。本研究

の目的は、東ᑿら 1�の方ἲをཧ考に、༡ᾏトࣛࣇᕧ大地

震に対する事前復興策の一つとして、数十年からⓒ数十

年に一度発生するとされる /1 ὠἼのᾐỈ᝿ᐃ༊ᇦに限ᐃ

した㧗ྎ⛣㌿を᝿ᐃし、被害額と⛣㌿㈝用のᕪを比較・

᳨証することである。 

(2)◊✲方法

研究ࣟࣇーᅗを以ୗに♧す�ᅗ 1�。本研究の方ἲとして、

和ḷᒣ県⏣㎶市す部地༊を対象に、ὠἼᾐỈ࣑ࣗࢩ 

レーࣥࣙࢩを用いた被害額の⟬ฟと⛣㌿㈝用の⟬ฟを行

い、被害額と⛣㌿㈝用を比較する。

ὠἼ࣑ࣗࢩレーࣥࣙࢩにはὠἼఏᦙ計⟬に L5,& (/,02

を、ὠἼ㐳上計⟬に L5,& 1D\V2'IORRG をそれࡒれ用いた。

対象とする࢜ࣜࢼࢩは、和ḷᒣ県が༡ᾏトࣛࣇᕧ大地震

における /1 ὠἼとして指ᐃしている東ᾏ・東༡ᾏ・༡ᾏ

の 3 連ື地震によるὠἼである。ྛ地点の最大ᾐỈ῝お

よࡧ最大ὶ㏿を明らかにし、ὶ体ຊを用いて建物被害額

をよりヲ⣽に᥎ᐃする点において本研究の⊂自性がある。 

2．対㇟地ᇦのᴫせ 
 本研究では⏣㎶市のす部地༊を対象とする。㧗ྎ⛣㌿

᱌のタᐃには、⏣㎶市復興ま࡙ࡕくり計⏬ 2�を基♏㈨ᩱ

として用いた。たࡔし、同計⏬では⛣㌿ඖ地༊に、ὠἼ

ᾐỈ被害がண されていない地༊が一部ྵまれていた。

そこで本研究では、す࡭ての地༊においてὠἼᾐỈ࣑ࢩ

ࣗレーࣥࣙࢩによりὠἼᾐỈ᝿ᐃ༊ᇦにྵまれる住宅を

⛣㌿対象とした。対象とする 4 地༊（$ࠥ'）の位⨨をᅗ

2に、ᾐỈ᝿ᐃ༊ᇦ内の住戸数を表 1 に♧す。 

��ރ) 

$ ஏۢ� % ஏۢ� &ஏۢ� 'ஏۢ�

31� 3� 146� 1152�

図 1 ◊✲の࣮ࣟࣇ 

⾲ 1 ⏣㎶ᕷす部地༊にࡿࡅ࠾ 

/1 ὠἼᾐỈ᝿ᐃ༊ᇦෆのఫᡞ数 
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3．ὠἼᾐỈࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ 
(1)ὠἼᾐỈࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩについて

本研究では、ὠἼᾐỈ࣑ࣗࢩレーࣥࣙࢩとして､L5,&

(/,02 と L5,& 1D\V2'IORRG を౑用した。L5,& (/,02 で

は、᩿ᒙ࣓ࣛࣃータとᾏὒ地ᙧデータを用いて計⟬をす

る。L5,& 1D\V2'IORRG では、ἢᓊ部のỈ位ኚ໬データと

㝣地地ᙧデータを用いて計⟬する。

(2)対㇟地にࡿࡅ࠾ὠἼᾐỈࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩの⤖ᯝ

/1 ὠἼの᝿ᐃ地震は､和ḷᒣ県が᝿ᐃする /1 ὠἼをも

たらす東ᾏ・東༡ᾏ・༡ᾏの 3 連ື地震とした。᩿ᒙࣃ

࣓ࣛータには内閣府が公表している್を用い、⏣㎶市す

部地༊を⏣㎶࢚ࣜ࢔およࡧⰾ㣴࢚ࣜ࢔に༊分して࣑ࣗࢩ

レーࣥࣙࢩを行った。ྛ࢚ࣜ࢔の最大ᾐỈ῝を♧した⤖

ᯝを、ᅗ 3およࡧᅗ 4に♧す。

 

�．被害㢠の⟬出 
(1)被害㢠の⟬出法

本研究では住宅に関する被害のࡳを対象とし、被害額

を⟬ฟした。⟬ฟ方ἲは東㔝ら{�の手ἲを基に、建物被

害額と災害ᗫᲠ物ฎ⌮事ᴗ㈝用をྵめたうえで、さらに

ᐙᗞ用ရ被害額を加え、これら 3 要⣲の合計を被害額と

した。被害額は、$ࠥ' の 4 地༊ࡈとに᥎ᐃし、それら

を合計してす部地༊全体の被害額を⟬ฟした。 

(2)ᘓ≀被害㢠

建物被害㔞は、ᾐỈ῝ࡈとの建物被害⋡とᾐỈ῝ࡈと

のᗋ㠃✚（੍）の✚としてồめた。ᾐỈ῝ࡈとの建物害

⋡については、Ỉ害統計に基࡙きసᡂされた「治Ỉ⤒῭

ㄪᰝ࣐ニࣗ࢔ル」3�がὠἼ被害をㄪᰝ対象にྵめている

ものの、東日本大震災᫬の実被害 4�と比較するとᚲࡎし

もṇ☜に཯ᫎされていない。そのため、本研究では「治

Ỉ⤒῭ㄪᰝ࣐ニࣗ࢔ル」に基࡙く被害⋡ではなく、東日

本大震災の実⦼್ 4�を用いて⟬ฟした被害⋡を᥇用した。 

 さらに、2024年10᭶に実施した現地ㄪᰝにより、建物

をᮌ㐀と非ᮌ㐀に༊分した。非ᮌ㐀建⠏物については 5&

建⠏物の被害⋡を㐺用した。また、建物のὠἼ被害はᾐ

Ỉ῝のࡳでホ౯するのは不十分であるため、ᾐỈ῝（P） 

とὶ㏿（P�V）の 2 ஌を஌ࡌたὶ体ຊ（Pu�Vt）をేࡏて

用いた。బ⸨ら 5�の研究によれば、ὶ体ຊが 2.5 を㉸え

た場合、ᮌ㐀住宅はす࡭て全壊とุᐃされる。本研究に

おいてもこの基‽を㐺用した。ྛ建⠏物は、最大ᾐỈ῝

が最も大きい࣓ッࣗࢩにྵまれるものとしてホ౯した。 

1 ੍あたりの住宅ホ౯額には、「治Ỉ⤒῭ㄪᰝ࣐ニࣗ

ル」3�に記載された和ḷᒣ県令和5年度のホ౯額を用い࢔

 

 

図 2 ⏣㎶ᕷす部地༊の஦๓᚟⯆計⏬にࡿࡅ࠾ 

㧗ྎ⛣㌿ඖ地と⛣㌿ඛ（୍部、ⴭ⪅ࡀ᝿ᐃ） 

図 3 ⰾ㣴࢚ࣜ࢔：ὠἼࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩによ᭱ࡿ大ᾐỈ῝ 図 � ⏣㎶࢚ࣜ࢔：ὠἼࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩによ᭱ࡿ大ᾐỈ῝ 
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た。その್は 231.6（༓෇�੍）である。被害額の᥎ᐃ⤖

ᯝを表 2に♧す。 

 

 

�3�ᐙᗞ用ရ被害額 

 ᐙᗞ用ရ被害額は、ᾐỈ῝ู被害⋡とᾐỈ῝ࡈとの⥲

戸数、1 世帯当たりのᐙᗞ用ရホ౯額の✚として⟬ฟし

た。ᐙᗞ用ရ被害額の⟬ฟに当たって、治Ỉ⤒῭ㄪᰝ࣐

ニࣗ࢔ル 3�のᐙᗞ用ရ被害額⟬ฟ方ἲに基࡙き、ᾐỈ῝

ู被害⋡をタᐃした。ᐙᗞ用ရは自ື㌴と自ື㌴以እの

ᐙᗞ用ရをྵࡳ、それࡒれ被害⋡が␗なっている。1 世

帯あたりのᐙᗞ用ရホ౯額は治Ỉ⤒῭ㄪᰝ࣐ニࣗ࢔ル 3�

の令和 6 年度ホ౯額を用いた。ホ౯額は、自ື㌴ホ౯額

が 3,502�༓෇�世帯�で、自ື㌴以እのᐙᗞ用ရホ౯額は

9,368�༓෇�世帯�であった。また、ᐙᗞ用ရ被害額は✵

きᐙ⋡を考៖して⟬ฟした。⏣㎶市の✵きᐙ⋡は 24.3㸣

であるため、ᐙᗞ用ရ被害額に 0.757 を஌ࡌた್をᐙᗞ

用ရ被害額とした。以ୗに被害額の᥎ᐃ⤖ᯝを♧す�表 3、

4�。 

 

 

    (એຬԃ��

全ର� $ ஏۢ� % ஏۢ� &ஏۢ� 'ஏۢ�

127� 1� 0� 11� 115�
 

 

    (એຬԃ��

全ର� $ ஏۢ� % ஏۢ� &ஏۢ� 'ஏۢ�

492� 1� 0� 51� 440�
 

(�)災害ᗫᲠ≀ฎ⌮஦ᴗ㈝⏝ 

 災害ᗫᲠ物ฎ⌮事ᴗ㈝用はὠἼな࡝の自↛災害発生᫬

に᤼ฟされるがれきをᗫᲠするための㈝用である。災害

ᗫᲠ物ฎ⌮事ᴗ㈝用は、本研究では住宅に関する被害額

のࡳを対象にしているので、住宅建⠏物によって᤼ฟさ

れるがれきのࡳに↔点を当て⟬ฟした。被害戸数はᾐỈ

῝ู建物被害⋡とᾐỈ῝ࡈとの⥲住宅数の✚から⟬ฟし

た。また、1 戸当たりのᗫᲠ物発生㔞は⎔ቃ┬の災害ᗫ

Რ物発生㔞の᥎計方ἲ 6�より一戸あたり 116.9�W�という

数್をᚓられた。ᗫᲠ物ฎ⌮㈝用は、自治体ࡈとのデー

タをᚓることができなかったため、東日本大震災の実⦼

್ 7�、 37,000�෇�W�を౑用した。以ୗに㈝用の᥎ᐃ⤖ᯝ

を♧す�表 5�。 

 

 

 

�．㧗ྎ⛣㌿㈝⏝の⟬出 
(1)㧗ྎ⛣㌿㈝⏝の⟬出法 

 本研究では、被害額同様、住宅に関する㈝用のࡳを対

象とし、㧗ྎ⛣㌿㈝用には、東㔝ら 1�の方ἲと同様、建

物建タ㈝用、建物ゎ体㈝用、宅地㐀ᡂ㈝用をྵࡴことと

した。 

 

(2)ᘓ≀ᘓタ㈝⏝ 

 建物建タ㈝用は建物ホ౯額�෇�੍�と地༊⥲建⠏㠃✚

�Pt�の✚とした。建物ホ౯額は被害額と同様、治Ỉ⤒῭

ㄪᰝ࣐ニࣗ࢔ル 3�の和ḷᒣ県令和 5 年度建物ホ౯額の

231.6�༓෇�੍�を用いた。地༊⥲ᗋ㠃✚は、*,6 を用い

て⟬ฟしたものを౑用した。また、地༊㹂については、

かさ上ࡆするにあたり、⛣㌿ඛ㹂にすでに建っている住

宅をゎ体し、᪂しく建タするᚲ要があるため、地༊ ' の

建物建タ㈝用は⛣㌿ඖ ' の地༊⥲ᗋ㠃✚と⛣㌿ඛ ' の地

༊⥲ᗋ㠃✚の合計とした。また、⏣㎶市の✵きᐙ⋡

24.3㸣を考៖し、地༊⥲ᗋ㠃✚に 0.757 を஌ࡌた。以ୗ

に建物建タ㈝用の᥎ᐃ⤖ᯝを♧す�表 6�。 

 

 

 

(3)ᘓ≀ゎయ㈝⏝ 

建物ゎ体㈝用は、ᚑ前の住宅を⛣㌿にకいゎ体する㈝

用である。本研究では、す࡭ての住宅をゎ体した場合を

考えた。建物ゎ体㈝用はゎ体㈝用単౯と地༊⥲建⠏㠃✚

の✚とした。ゎ体㈝用について、東㔝ら 1�の方ἲにより

建タ㈝用単౯にኚ᥮係数 0.074 を஌ࡌたものとした。建

タ㈝用単౯については治Ỉ⤒῭ㄪᰝ࣐ニࣗ࢔ル 3�の和ḷ

ᒣ県令和 5 年度建物ホ౯額の 231.6�༓෇�੍�を用いた。

以ୗに建物ゎ体㈝用の᥎ᐃ⤖ᯝを♧す。 

 

 

 

(�)Ꮿ地㐀成㈝⏝ 

 ⏣㎶市す部地༊において㧗ྎ⛣㌿が᝿ᐃされる㸲地༊

において､それࡒれ復興࣓࢖ージᅗ 2�㏻りに⛣㌿した場合

に、ྛ⛣㌿ೃ⿵地の㐀ᡂ可能㠃✚がᚲ要宅地㠃✚を‶た

しているかを☜認する。本研究ではᚲ要宅地㠃✚につい

て、地༊⥲建⠏㠃✚とࢫࣟࢢ建ⶸ⋡を用いて⟬ฟした。

。建ⶸ⋡は地༊㠃✚あたりの地༊⥲建⠏㠃✚であるࢫࣟࢢ

市⾤地ホ౯のための基♏指ᶆと指ᶆ್༊分 8�によると、

⋠建ⶸࢫࣟࢢ 30㸣以ୗを「Ⰻዲな市⾤地⎔ቃ」としてい

るため、本研究では、宅地㐀ᡂの基‽としてࢫࣟࢢ建ⶸ

⋡を 0.3 としてタᐃした。したがって、ᚲ要宅地㠃✚は、

ྛ地༊の⥲建⠏㠃✚に 10�3を஌ࡌたものとした。また、

⏣㎶市の✵きᐙ⋡ 23.4㸣を考៖し、地༊⥲建⠏㠃✚に

0.757 を஌ࡌた。以ୗにྛ地༊のᚲ要宅地㠃✚と㐀ᡂ可

能㠃✚の᥎ᐃ⤖ᯝを♧す�表 8�。 

    (એຬԃ��

全ର� $ ஏۢ� % ஏۢ� &ஏۢ� 'ஏۢ�

736� 21� 2� 85� 628�

    (એຬԃ��

全ର� $ ஏۢ� % ஏۢ� &ஏۢ� 'ஏۢ�

111� 2� 2� 13� 94�

    (એຬԃ��

全ର� $ ஏۢ� % ஏۢ� &ஏۢ� 'ஏۢ�

1762� 86� 6� 235� 1435�

    (એຬԃ��

全ର� $ ஏۢ� % ஏۢ� &ஏۢ� 'ஏۢ�

172� 8� 1� 23� 140�

⾲ 2 /１ὠἼによࡿᘓ≀被害㢠の推ᐃ 

⾲ � /１ὠἼによࡿᐙᗞ⏝ရ被害㢠(㌴௨እ)の推ᐃ 

⾲ 3 /１ὠἼによࡿᐙᗞ⏝ရ被害㢠(㌴)の推ᐃ 

⾲ 7 /1 ὠἼのሙྜにࡿࡅ࠾ᘓ≀ゎయ㈝⏝の推ᐃ 

⾲ � /１ὠἼにࡿࡅ࠾災害ᗫᲠ≀ฎ⌮஦ᴗ㈝⏝の推ᐃ 

⾲ � /1 ὠἼのሙྜにࡿࡅ࠾ᘓ≀ᘓタ㈝⏝の推ᐃ 
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地༊ $、%、& は㐀ᡂ可能㠃✚がᚲ要宅地㠃✚を‶たし

ているためᚲ要宅地㠃✚を宅地㐀ᡂ㈝用の⟬ฟに用いた。 

地༊ ' はᶆ㧗 10P ᮍ‶のᅵ地をᶆ㧗 10㹫に合わࡏてかさ

上ࡆし、かつ、⛣㌿ඛ地内す࡭てのᅵ地を㐀ᡂすること

としたため、地༊ ' の宅地㐀ᡂ㈝用には、㏻常の宅地㐀

ᡂ㈝用に加え、かさ上ࡆにかかる㈝用もྵࡴこととした。 

宅地㐀ᡂ㈝用は、ഴᩳࡈとの宅地㐀ᡂ単౯と地༊ᖹᆒഴ

ᩳ度より、地༊ᖹᆒ宅地㐀ᡂ単౯をồめ、宅地㐀ᡂ㠃✚

と஌ࡌることで⟬ฟした。ഴᩳࡈとの宅地㐀ᡂ単౯�෇

�Pt�は、国⛯庁が公表している財産ホ౯基‽᭩ 9�の和ḷ

ᒣ県令和 5 年度ഴᩳ地の宅地㐀ᡂ㈝用を౑用した。また、

ഴᩳ度が 0 度から 3 度のᅵ地は、同㈨ᩱのᅵ地ᩚ地㈝の

合計とした。また、かさあࡆ㈝用も同㈨ᩱのᅵ┒㈝用単

౯を用いた。以ୗに宅地㐀ᡂ㈝用の᥎ᐃ⤖ᯝを♧す�表

9�。 

 

 

(�)被害㢠と㧗ྎ⛣㌿㈝⏝のẚ㍑ 

/1 ὠἼである東ᾏ・東༡ᾏ・༡ᾏ 3 連ື地震による住

宅の被害額、/1 ὠἼᾐỈ᝿ᐃ༊ᇦの住宅を㧗ྎ⛣㌿した

場合の⛣㌿㈝用、およࡧ୧⪅のᕪを表 10 に♧す。 

 

  

 全ての地༊において、༡ᾏトࣛࣇᕧ大地震によるὠἼ

被害額が㧗ྎ⛣㌿㈝用をୗᅇる⤖ᯝとなった。 

 

�．⤖ㄽ 
(1)⤖ㄽ 

本研究の目的は、༡ᾏトࣛࣇᕧ大地震に対する事前復

興策の一つとして、和ḷᒣ県⏣㎶市す部地༊を対象とし

て、/1 ὠἼのᾐỈ᝿ᐃ༊ᇦに限ᐃした㧗ྎ⛣㌿を᝿ᐃし、

被害額と⛣㌿㈝用のᕪを比較・᳨証することであった。

分ᯒの⤖ᯝ、/1 ὠἼᾐỈ᝿ᐃ༊ᇦにおける事前の㧗ྎ⛣

㌿の㈝用は、ὠἼによる被害額よりも㧗くなると᥎ᐃさ

れ、㈝用㠃ࡔけを考៖すると事前復興策として᭷ຠでは

ないことが♧၀された。 

 なお、⏣㎶市が᝿ᐃしている⛣㌿ೃ⿵地について᳨ウ

した⤖ᯝ、地༊によっては、/1 ὠἼᾐỈ᝿ᐃ༊ᇦ全ᇦの

住宅を､計⏬された⛣㌿ඛに全て཰ᐜすることは不可能で

あった。一方、地༊によって≧ἣは␗なり、計⏬された

⛣㌿ඛに大ᖜなవ⿱がある地༊も存在する。そのため、

వ๫分のᅵ地に⛣㌿することで、┒ᅵな࡝による᪂規の

㧗ྎ㐀ᡂを行わない㑅ᢥ⫥も考えられる。たࡔし、⛣㌿

ඛにおいて␗なる地ᇦ࣑ࣗࢥニ࢕ࢸに⛣ືすることとな

る場合には、十分な㓄៖がᚲ要である。 

 

(2)௒ᚋの◊✲ㄢ㢟 

本研究では、住宅に関する直接的な被害額ࡸ㈝用のࡳ

を対象として事前㧗ྎ⛣㌿のຠᯝを᳨証した。しかし、

ὠἼの発生☜⋡ࡸ㧗ྎ⛣㌿事ᴗに要する年数な࡝、᫬㛫

的要⣲を考៖した᳨証を行うことで、より⦓ᐦな㈝用౽

┈分ᯒが可能になると考えられる。 

また、本研究では /1 ὠἼに限ᐃして࣑ࣗࢩレーࣥࣙࢩ

用計⟬を実施したが、/2 ὠἼにおける㈝用計⟬も行㈝ࡸ

うことで、より㐺ษな㧗ྎ⛣㌿᱌をᑟฟできる可能性が

ある。さらに、/2 ὠἼᾐỈ᝿ᐃ༊ᇦに居住する住Ẹの㑊

㞴場所が十分に᳨ウされていないため、㑊㞴࣑ࣗࢩレー

て行うことで、㑊㞴と㧗ྎ⛣㌿の୧㠃からࡏをేࣥࣙࢩ

事前復興計⏬のጇ当性を᳨証することが可能になると考

えられる。 
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1. 東㔝幹ஂ、村ᑿಟ㸸東日本大震災復興事ᴗデータを用い

た㝣前㧗⏣市中ᚰ市⾤地の 事前㧗ྎ⛣㌿に よる᭷┈性

に関する研究, 地ᇦᏳ全学఍論文集 1R.39, 2021.11 

2. ⏣㎶市㸸⏣㎶市事前復興計⏬, 「⏣㎶市事前復興計⏬」 

KWWSV���ZZZ.FLW\.WDQDEH.OJ.MS�NLNDNX�ML]HQKXNNRX.KW

PO �最終㜀ぴ日 2025�09�14� 

3. 国ᅵ஺㏻┬� 治Ỉ⤒῭ㄪᰝ࣐ニࣗ࢔ル, ྛ✀㈨産ホ౯単

౯ཬࡧデࣇレーター 

KWWSV���ZZZ.POLW.JR.MS�ULYHU�EDVLFBLQIR�VHLVDNXBK\R

XND�JDL\RX�K\RXND�SGI�VKLVDQBU7.SGI �最終㜀ぴ日

2025�09�14� 

4. 国ᅵ஺㏻┬㸸東日本大震災におけるὠἼによるᦆ壊≧ἣ

ㄪᰝ,ཧ考㈨ᩱ 1 

KWWSV���ZZZ.POLW.JR.MS�ULYHU�VKLQQJLNDLBEORJ�NDVHQB

K\RXND�GDL05NDL�GDL05NDLBUHI1.SGI �最終㜀ぴ日 2025�

09�14� 

5. బ⸨ᬛ, ௒村文ᙪ, 㤳⸨ఙኵ㸸ὥỈỏ℃の数್計⟬およ

 ,ᐙᒇ被害について, ➨ 33 ᅇỈ⌮ㅮ₇఍論 文集ࡧ

1989.2 

6. ⎔ቃ┬㸸災害ᗫᲠ物の発生㔞の᥎計方ἲ,㈨ᩱ 2, 

KWWSV���ZZZ.HQY.JR.MS�FRQWHQW�900536363.SGI �最終㜀

ぴ日 2�25�09�14� 

7. ⎔ቃ┬災害ᗫᲠ物対策情報࢖ࢧト㸸災害ᗫᲠ物ฎ⌮の㐍

ᤖ管⌮

KWWS���NRXLNLVKRUL.HQY.JR.MS�DUFKLYH�K23BVKLQVDL�LP

SOHPHQWDWLRQ�SURJUHVVBPDQDJHPHQW� �最終㜀ぴ日 2025�

09�14� 

8. ᙲ国♫㸸᪂建⠏学体⣔１㸷市⾤地ᩚഛ計⏬, 1984 

9. 国⛯庁㸸令和 5 年分 財産ホ౯基‽᭩ 和ḷᒣ県 宅地㐀ᡂ

㈝の金額表 

KWWSV���ZZZ.URVHQND.QWD.JR.MS�PDLQBU05�RVDND�ZDND\D

PD�RWKHUV�J610300.KWP �最終㜀ぴ日 2025�09�14� 

ஏۢ�
චགྷ୒ஏ໚

੷(ᶹ��
ଆ੔Ն೵୒
ஏ໚੷(ᶹ��

ർི(���

ஏۢ $� 12341� 110602� 11�
ஏۢ %� 888� 101414� 1�
ஏۢ &� 33811� 70871� 48�
ஏۢ '� 206506� 20243� 1020�

    (એຬԃ��

全ର� $ ஏۢ� % ஏۢ� &ஏۢ� 'ஏۢ�

221� 28� 2� 76� 116�

� � � � � (એຬԃ��

� � 全ର� $ ஏۢ� % ஏۢ� &ஏۢ� 'ஏۢ�

අֻ֒� 1466� 25� 4� 160� 1277�

Ң఺ඇ༽� 2156� 122� 9� 334� 1691�

ࠫ� -690� -97� -5� -174� -414�

⾲ �㧗ྎ⛣㌿にࡿࡅ࠾ᚲせᏯ地と 

㐀成ྍ⬟Ꮿ地㠃✚の推ᐃ 

⾲ � /1 ὠἼのሙྜにࡿࡅ࠾Ꮿ地㐀成㈝⏝の推ᐃ 

⾲ 10 /1 ὠἼにࡿࡅ࠾被害㢠と㧗ྎ⛣㌿㈝⏝のẚ㍑ 

-  64 -



  

⅏害᫬せ᥼ㆤ者ࢆᨭࡿ࠼ᖹ᫬ࡢ᝟ሗὶ࡜≦⌧ࡢⓎ⅏᫬ࡢㄢ㢟 
An Examination of Information Flow in Normal Times and Anticipated Challenges 

During Disasters in Supporting Persons Requiring Assistance 
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3 大㜰බ❧大Ꮫ大Ꮫ㝔 ᩥᏛ◊✲⛉ 

 Graduate School of Literature and Human Sciences, Osaka Metropolitan University 

   Although the development of individual evacuation plans for people requiring support during disasters is legally 
promoted in Japan, there remains a significant disconnect between peacetime community support systems and 
emergency response frameworks. This study conducted interviews with support stakeholders in four municipalities to 
clarify the current status of information ownership and sharing during normal times. By visualizing these findings as 
network diagrams, we analyzed the relationships among formal, semi-formal, and informal support actors. The study 
examines the challenges of information coordination during disasters and explores directions for building integrated, 
phase-free support systems. 

Keywords : information, a mechanism for seamless information linkage, information sharing, local residents 

㸯．࡟ࡵࡌࡣ 
 災害Ⓨ生時の避難行動や避難生活において，生活上で

何らかの支援が必要な高齢者や障害者など，いわࡺる災

害ᙅ者らに⿕害が集中していることから，政ᗓは災害対

策ᇶ本法において避難行動要支援者名⡙や個別避難計画

のసᡂを定ࡵ，市町ᮧは取り組みを㐍ࡵている．しかし，

個別避難計画సᡂは災害時要援護者の規模に対してసᡂ

数は㊊りておらࡎ，支援の‽ഛが順調に整っているとは

ゝい難い． 

要援護者らが取りṧされる᰿本ཎᅉは行政の⦪割り構

造による福祉と危機管理部㛛との連ᦠがなされていない

ことࡔともゝわれるが，災害時に౑用する名⡙や個別避

難計画は，「災害Ⓨ生時」という㠀ᖖ時にഛ࠼たもので

あり，日ᖖ生活とは␗なるフ࢙ーズに対応するものと⪃

られる．しかし，災害Ⓨ生時に避難を支援する人も支࠼

援を要する人も，日ࠎ地域社会でᬽらす人ࠎであり，日

のᘏ㛗上に災害がⓎ生するものである．フ࢙ーズがࢁࡈ

明確に分わかれているわけではない． 

そこで➹者らは，そもそも，日ࢁࡈの地域社会におけ

る要援護者の支援体制にὀ目し，特に支援を要する本人

の「情報」のᅾりฎや流れについて現状を整理すること

をヨみている． 

本✏では，ᮾ໭，ᮾ海，近畿地方の 4 市において，行

政担当，民生委員，福祉事業所などにインタビューを行

い，当事者に関して把握している情報と，その共有先，

およびⓎ災時の情報ఏ㐩の想定などについて聞き取りを

した．そこから，要援護者本人を取りᕳくフォーマルサ

ービスやインフォーマルサービスなどの支援機関の関わ

りや情報流をネットワーク図として表現し，比較᳨ウを

行う． 

本◊✲によって，各地域のᖹ時の支援体制の特性およ

び情報流の特ᚩをᤊ࠼，また災害時の想定を確認するこ

と，ならびに，そこから災害Ⓨ生時に必要な情報流や情

報アクセスについて᳨ウする．本◊✲の目的は，ᖹ時と

災害時を分けることなくフ࢙ーズフリーに利用でき，支

援体制をサ࣏ートする௙組みをタ計するたࡵの知見を得

ることであり，データおよび情報の管理により災害Ⓨ生

時等にㄡも取りṧされない社会の実現を目ᣦすものであ

る． 

㸰．ㄪᰝ᪉ἲ 
(1)ㄪᰝᑐ㇟ 4ᆅᇦࡢᴫせࡧࡼ࠾ㄪᰝ᫬ᮇ
・ᮾ໭地方 A町『自治体㸭民生による活動』
人口 2.4 万人，高齢化率 35㸣台，市⾤部と山間部にわ
かれる．㐣ཤに河川流域で氾濫の経㦂がある．主な想定

ハザードは洪水や土砂災害である．市⾤部では近年㞄人

との関ಀがᕼⷧ化するᵝᏊがあり，山間部では㞄家まで

の㊥㞳が㐲い．調査対象地域のᩥ化や⩦័など特性，調

査時期，調査は R7年 2月以降順次実施，対象は行政（福
祉，危機管理等），民生委員 2 名，社会福祉協議会，福
祉事業所（ケアマネジャー）である．

・ᮾ海地方 B市『福祉関ಀ者のዲ連ᦠ』
人口 24万人，高齢化率 28%台，ᐩኈ山㯄に఩置し河川
も多い．ᕤ業や㎰業が┒ࢇ，これまでに台㢼等での水害，

土砂災害がⓎ生した．௒後の地震やᄇⅆを想定した防災

活動が┒ࢇである． 調査は R7 年 2 月以降順次実施，対
象は行政，福祉事業所等である． 
・ᮾ海地方 C市『地域包括の主体性』
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 人口 38万人，高齢化率 24%台，自治会への加入率が約
9 割である．市内は都市部のなかに自然も豊かである．
多くの河川があり水害と治水対策が繰り返し行われてき

た．想定ハザードは洪水，浸水および土砂災害と地震に

よる液状化などである．調査は R7年 6月以降順次実施，
対象は行政（福祉，地域包括担当，危機管理，DX 担当） 
・近畿地方 D市『福祉事業の充実』
人口 30万人．高齢化率 26%台．市内の河川の氾濫によ
る浸水が起こるが，近年全市規模の大きな災害はない．

想定ハザードは海岸エリアの津波および河川流域の浸水

等．新興住宅地が開けた地域があるが，市内全域で都市

部山間部の大きな差はない．調査時期 R7年 3月，調査対
象は行政（福祉，高齢，障害，危機管理等），民生委員

1名，福祉事業所（ケアマネジャー，短期入所事業所） 
(2)ㄪᰝ᪉ἲ
調査は上記に記載した各行政担当部署，民生委員等，

介護・福祉サービス事業所の担当者に，後述の質問紙に

沿って，半構造化インタビューを対面またはオンライン

会議システムを用いて行い，それぞれ回答を得た． 
(3)ㄪᰝ⚊ࡧࡼ࠾㉁ၥෆᐜ࡜ᑐ㇟
調査は以下の内容を記載した調査票を交付し，聞き取

り調査を行なった． 

■対象者へのアプローチ

・対応頻度：毎日/週 4～5回/週 2～3回/週 1回/月 1～2

回/年数回

・対応タイミング：定期/不定期

・対応者：固定/変動（流動）

・対応目的：安否確認/対象者の状況確認/傷病等確認/悩

み相談/雑談/制度説明等情報共有/その他

・対応方法：往訪/来訪/電話/メール/SNS/その他

・記録の有無：あり/なし，「あり」の場合の記録方法

・他団体への記録の共有：あり/なし，「あり」の共有先

■対象者に関する把握情報（1全く知らない～5全て把握

しているの 5段階による回答）

・名前/性別/年代 ・電話番号/住所

・家族/ペット ・経済（収入・財産）

・生活リズム（日課） ・性格（人付き合い）

・サービス利用の中身 ・社会活動の参加

・個別避難計画の策定状況

・情報の取得元：自団体/他団体/本人/家族/その他

■有事の対応

・安否確認の実施：あり/なし/不明

・安否確認結果の共有：あり/なし/不明

・結果の共有先：行政各部局，消防，警察，訪問サービ

ス，通所サービス，地域包括支援センター等福祉医療機

関各所，社会福祉協議会，地区社協，民生児童委員，町

会自治会/自主防災組織，消防団，その他

・提供方法：データ提供（Excel），データ提供（システ

ム），メールやチャット，電話，紙ベース，その他

タイミング：都度，数時間おき，提供依頼があったとき，

決まっていない，その他

(4)ㄪᰝ⤖ᯝᩚࡢ⌮
質問は「介護保険サービスの利用」有無および「障害

福祉サービスの利用」の有無の 4 パターンの利用者を想

定し，どのような内容を，どれほど把握していて，どの

他機関と共有しているかを尋ねている．把握している情

報の内容は，①福祉や介護など何らかの「制度」に関連

する情報，②「生活」を送ることに関する情報，③本人

の「心理情緒」的なことに関する情報の 3 つに分類して

整理した． 

㸱．ㄪᰝ⤖ᯝ 
 各市から得た回答についてネットワーク図として整理

した．「制度」は青，「生活」は黄色，「心理情緒」は

橙色で表現している．矢印は情報が共有される方向を示

す．また，支援機関はフォーマル群，セミフォーマル群，

インフォーマル群に分けて円形に配置している．A～D
市について障害福祉サービスの利用者および未利用者を

対象としたネットワーク図を，それぞれ図 1～8に示す．
A 市では主にセミフォーマル群と本人との情報流にお
いて利用・未利用の間で差が生じている．未利用の場合

はセミフォーマル群が心理情緒情報も把握している． 
B 市では，主にフォーマル群と本人の繫がりと情報流
において利用・未利用の間で差が生じている．特に，未

利用の場合には社会福祉協議会が制度・生活・心理情緒

の情報を把握し，必要に応じてセミフォーマル群と情報

を共有して支援している． 
C 市では，セミフォーマル群と一部のフォーマル群に
おいて利用・未利用者の双方で地域包括支援センターが

3 種の情報を集約する役割を担っている．利用・未利用
の間で情報流や本人との繫がりには差があり，特に未利

用の場合に，本人と複数のセミフォーマル群との繋がり

が見られる． 
D市では，3つの群の情報流や本人との繫がりに差が生
じている．未利用者は利用者と比較し，インフォーマル

群との情報共有や繫がりが少ない傾向が見られる． 

図 1 A市障害福祉サービス利用者 

図 2 A市障害福祉サービス未利用者 
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図 3 B市障害福祉サービス利用者 

図 4 B市障害福祉サービス未利用者 

図 5 C市障害福祉サービス利用者 

４．考察 
4 市の介護保険サービスの利用者・未利用者，障害福
祉サービスの利用者・未利用者について行政や支援機関 

図 6 C市障害福祉サービス未利用者 

図 7 D市障害福祉サービス利用者 

図 8 D市障害福祉サービス未利用者 

等に行ったࣄアリング結果から，支援機関がᣢつ当事

者らに関する情報流について整理を行った． 
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➹者らはこれまで，介護保険サービスや障害福祉サー

ビス，または行政やᅜが提供する制度に๎ったサービス

や支援などいわࡺる共ຓやබຓにあたるものを「フォー

マル」とし，一方，地域住民らの஫ຓによるものを「イ

ンフォーマル」なものとして，社会における役割を㸰分

割して支援のᅾり方を᥈ってきた．しかし，自ຓに相当

する本人自身や家族ぶ族，཭人や㞄近所のぶしい知人ら

との個人的にⓎ生する繋がりと，町会自治会や民生委員

や地域支援を行う NPOなど社会への౑࿨をもって活動す
る支援機関との繋がりは，災害時や⥭ᛴ時の支援者の⋓

得を⪃࠼るう࠼で大きく␗なる．そこで，前者を「イン

フォーマル」，後者をබ的支援と個人の支援の中間的な

役割にあるものして「セミフォーマル」という఩置をస

り，それぞれの関ಀをとら࠼た． 
結果で示した各ネットワーク図は「セミフォーマル群」

をᑟ入して支援する 3 つの群を⫼ᬒに整理しているが，
以下のような知見を得た． 
① 障害福祉サービス未利用の場合，本人が࿘ᅖの人や
機関と関わることをᮃࡴか否かによって，情報の把

握や共有に差が生じる． 
② 本人が社会参加を行う場合には，A,C,D 市のように
複数のセミフォーマル群とつながることができてい

る． 
③ セミフォーマル群は地域によって活動状況が大きく
␗なり，情報の௰介者として機⬟する場合もあれࡤ，

ほとࢇど機⬟していない場合もある． 
մ セミフォーマル群は制度ࡔけでなく生活や心理情緒
情報を収集・保管・共有することが多いが，これは

民生委員によるᡞ別訪問などの制度や⫋ົによって

なされているものࡔけでなく，地域の生活ᩥ化や各

支援者らのព㆑や⬟ຊに依Ꮡしていると⪃࠼られる．    
յ フォーマル群の内，福祉事業者等はዎ約をしている
利用者に関して生活・心理情緒のほか医療等⣽かな

情報を把握しているが，フォーマル群の支援者間で

は共有するものの，インフォーマル群やセミフォー

マル群との共有はしない．これは，福祉サービスの

利用に関する個人情報保護等ዎ約のたࡵのものであ

る． 
ն 当事者の生活・心理情緒情報を把握できるセミフォ
ーマル群は，セミフォーマル群内での共有ࡔけでな

く，対フォーマル群，対インフォーマル群への情報

共有を行い，フォーマル群とインフォーマル群をつ

なࡄ機⬟を果たす場合がある． 
շ セミフォーマル群に相当する機関は，地域やそれを
担う主ദ者らによって，大きく␗なる．把握する௙

組みが確❧している C 市の民生委員は心理情緒情報
を把握しているが，他市は必ࡎしもそうではない． 

ո 行政は制度を整࠼るが，制度に関する情報以እに，
個別のケースや状況把握は行わࡎ，個別支援ではな

く全体へのサービスを提供している． 
չ C 市では地域包括支援センターが高齢者ࡔけでなく
多ᵝな相談❆口となり，本人ཬびフォーマル群とセ

ミフォーマル群から 3種の情報を集約している． 
պ ௒回の調査において，災害を想定して BCPの策定は
認㆑されているものの，各機関の利用者について，

災害Ⓨ生を想定した情報収集や共有については，ල

体的にルールをタ定している機関はなかった． 
 

以上より，介護保険や障害福祉サービス利用がなけれ

なく，本人がࡰフォーマル群内での情報の共有はほ，ࡤ

セミフォーマル群，フォーマル群とつながࢁうとする場

合は，そこに本人に関する情報が把握されるが，サービ

ス利用も社会参加もなく，インフォーマル群もᏑᅾしな

い場合には，Ꮩ❧しやすい．これはᖹ時においてゝ࠼る

ことであるが，災害時には取りṧされやすい状況になる

と⪃࠼られる．չのように地域の必置機関が⥲合的に情

報を集約する場合，その先の情報流をᖹ時と災害時を想

定し，Ⓨ災時にスイッチできるようになれࡤ，ᖹ時の௙

組みが災害時の㏿やかな支援体制の構⠏につながると᥎

 される． 
なお，ࣄアリング中は複数の機関担当者から「システ

ムは必要ࡔが災害時ࡔけに౑うものࡔと౑࠼ない．ᬑ段

から౑っていて，災害時にᣑᙇしてつけるようなものが

必要ࡔ」というフ࢙ーズフリーをᮃࡴኌがあった． 
本✏での調査は㝈られた 4 市の機関等のみであるが，
௒後は他市町ᮧおよび 4 市内の他機関と本人への調査も
行い，情報流の特ᚩやパターンを把握し，さらに災害Ⓨ

生時を想定し᳨ウすることが，௒後の情報管理のシステ

ム化において必要であると⪃࠼る． 
 
㸳．࡟ࡾࢃ࠾ 
௒回の各市でのࣄアリング調査から，情報は༢⣧な一

方向の流れではなく，複数の組織間で複雑に交差してい

ることがほ察された．その流れは，ランࢲムに流れてい

るのではなく，当事者や支援に関わる組織の関ಀ性やዎ

約の有無，制度のᯟ組みに加࠼て地域の特性等によって

ᙳ㡪をཷけていた． 
ᖹ時の情報流は，災害Ⓨ生時には᪤Ꮡの情報ఏ㐩ᡭ段

の౑い࡙らさや，必要とする情報の内容の変化により，

ᖹ時とは␗なる流れが必要になる．௒回の調査では災害

を想定した情報共有のタ定はなされていなかった．しか

し近年のように水害や土砂災害が各地で多Ⓨし，大地震

のⓎ生もᠱᛕされる状況下では必要である． 
ㄡ一人取りṧさないよう，支援対象者の情報を㏿やか

に共有し支援をᒎ開することが㔜要であるが，そのたࡵ

には，各地域のᖹ時の情報流を把握し，災害時に必要と

なる連ᦠ先を᳨ウし，ᖹ時から災害Ⓨ生時にはシームࣞ

スにษり᭰࠼られ利用できる情報管理や共有のたࡵの௙

組み࡙くりが㔜要である． 
 
⿵ὀ 

本✏ではD市に関して，機関名を地域包括支援センター

と記載しているが，高齢者以እの相談もཷけ付ける⥲合相

談❆口が地域内各エリアにタ置され，あらࡺる相談の❆口

を担っている． 

C市は，地域包括支援センターの業ົ内容のࣄアリング

は委ク元行政担当部局に行い，その業ົについてネットワ

ーク図をసᡂしている．D市ྠᵝに高齢者のみではなく

ᵝࠎな福祉の相談支援を包括的に対応している． 

 

ཧ考ᩥ⊩ 
᳃保 ⣧Ꮚ，⣽川 日向，஭口 ⴌࠎⰼ，✄ᇉ ᬗᙪ，Ⳣ㔝 ᣅ: 災
害時要援護者の「情報」は地域にどうᏑᅾしているのかࠥフ࢙

ーズフリーな௙組み࡙くりをࡊࡵしてࠥ，地域安全Ꮫ会᱾ᴫ集
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ᆅ⌮ⓗ≉ᚩ㔞にᇶ࡙ࣝࣈࣥࢧࣥ࢔ࡃᏛ⩦による

ὶᇦ඲యࢆᑐ㇟ࡓࡋ࡜ὥỈ᫬のỈᖹ㑊㞴ࣜࢡࢫのண 
Predicting Flood Evacuation Risk Across a River Basin 

Using Ensemble Machine Learning Based on Geographical Characteristics 

○水村 拓洋
1
，中村 仁2

Takuyou MIZUMURA1 and Hitoshi NAKAMURA2 

1 芝浦工業大学 大学院理工学研究科 地域環境システム専攻 
     Regional Environment Systems Course, Graduate School of Engineering and Science, Shibaura Institute of Technology 
2 芝浦工業大学 システム理工学部 環境システム学科 

  Department of Planning, Architecture and Environmental Systems, College of Systems Engineering and Science, 
  Shibaura Institute of Technology 

   Evacuation behavior during floods varies by geographical characteristics, making large-scale evacuation risk 
estimation a challenge. This study classified 4,278 residences across three river basins and five districts into seven 
evacuation risk clusters using existing simulation results, then predicted the evacuation risk for 729,123 unclassified 
residences based on geographic characteristics. Applying stacking to RandomForest, LightGBM, and XGBoost 
achieved a maximum accuracy rate of 81.2%. Furthermore, SHapley Additive exPlanations (SHAP) analysis 
quantitatively evaluated the importance of geographic characteristics, demonstrating applicability for estimating 
evacuation risks in unanalyzed areas and supporting disaster prevention planning. 

Keywords : ensemble machine learning, explainable AI, residencial classification, river flooding, evacuation risk 

１．ᗎㄽ

洪水の発生とその避難行動は，河川や避難所との距離，

標高差，被覆(建物・農地等)，道路網といった地理的条

件と強く関連する1),2),3)．しかし地区レベルの詳細な行動

調査は膨大な時間がかかるため，多数の地区へ汎用的に

適用できる予測モデルの構築が求められている．本研究

は，筆者ら4)が構築したマルチエージェント避難シミュ

レーションの結果を教師データとして用い，地理的特徴

量のみから流域全体(未解析領域)に対して避難リスクク

ラスタを予測する手法を提案する．さらに，予測結果の

説明可能性を高めるために特徴量の重要度を解析し，実

務的な防災計画支援への示唆を得ることを目的とする．

２．᪉ἲ

(1) ㇟ᑐ࡜ᴫ要ࢱーࢹ

本研究で用いた教師データは，3流域，5地区(鬼怒川流

域水海道地区(2地区)，千曲川流域豊野地区，球磨川流域

人吉地区(2地区))の既往の避難シミュレーション4)に基

づく住宅単位の4,278件のデータである．このシミュレー

ションでは，各住宅から避難を開始することを想定して，

｢浸水開始時刻と避難が成功できる最遅の避難開始時刻と

の差(∆𝑇𝑇𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀)｣を算出し，水平避難のリスクを評価した．

避難所への最短経路(SHORTEST)，通行不能な道路を除

外した最短経路(EEIR-SPR)，浸水域での移動を最短とす

る経路(EIA-SPR)の3つの避難経路(図1)を想定して∆𝑇𝑇𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀
を分析した．さらに，著者ら4)の既発表論文では，徒歩

避難のみを取り扱っていたが，これに加えて自動車避難

の実施可能性を検討した結果を類型化の基本データとす

る．これらを7つの避難リスククラスタに分類して教師ラ

ベルとした．予測対象データは3流域の河川氾濫で浸水が

想定される未解析の住宅729,123件とした．クラスタの具

体的なラベル，教師データ数，全体に対する割合を表1に，

使用した地理的特徴量の変数名，定義を表2に示す．なお，

これらの地理的特徴量は標準化して予測に使用した．

(2) ᥈⣴ࢱー࣓ࣛࣃーࣃ࢖ࣁࡧ構成およࣝࢹࣔ

ベースモデルとしてRandomForest (RF)，LightGBM (LG
BM)，XGBoost (XGB)を採用し，各モデルのハイパーパ

ラメータは計算効率を考慮して設定した．RFについては

GridSearchCVによりn_estimators，max_depth，min_sample
s_split，min_samples_leaf，max_featuresを5分割交差検証

ᅗ1 ࣑ࢩュレー࡛ࣥࣙࢩ᝿ᐃࡓࡋ㑊㞴⤒㊰のᴫᛕᅗ 

のᩘࢱーࢹᩍᖌ࡜の≉ᚩࢱࢫࣛࢡ 1⾲

クラスタ番号（名前） データ数 割合（%） 
1 （自動車避難優位型） 275 6.428 
2 （EEIR-SPR優位型） 459 10.729 
3 （EIA-SPR優位型） 2,147 50.187 
4 （両手段で避難が容易な安全型） 460 10.753 
5 （徒歩避難優位型） 425 9.935 
6 （両手段で避難が困難な危険型） 181 4.231 
7 （SHORTEST困難型） 331 7.737 
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で᥈⣴した．LGBMとXGBについてはOptunaによるベイ

たは計算時間ࡲ最適化を用い，モデルの᥈⣴は100ヨ行ࢬ

のタイム࢘࢔ト(600⛊)でไ㝈した．これらのベースモデ

ルを用いて，ࡎࡲVotingClassifier(softvoting)で単⣧な☜

率平ᆒを評価し，ḟにStackingClassifier(estimatorsにベー

スモデル，passthrough = True)を用いて最⤊メタ学⩦ჾを

ẚ㍑した．メタ学⩦ჾとしてはLogisticRegression (LR)，
RF，LGBM，XGBを検証した．モデル評価には，KFold
(n_splits=5)によるクࣟスࣂリデーションを用いてෆ部評

価を行い，最⤊的な性能は学⩦データから分割した検証

．ト(test_size = 0.2)で算出したࢵࢭ

(3) ㄝ᫂ྍ⬟ᛶのゎ析

モデル解㔘のためにSHapley Additive exPlanations(SHAP)(1)

を用いて，ベース学⩦ჾとメタ学⩦ჾそれࡒれの特徴量

ᐤ୚度を算出した．Tree⣔(RF，LGBM，XGB)について

はTreeExplainerを，⥺ᙧモデル(LR)にはLinearExplainerを
使用した．学⩦データに対するSHAPは全件を取った．

予測対象データ(729,123件)に対するSHAPは全件を計算

するのは計算ࢥストୖ⌧実的でないため，各クラスタに

つき2,000件ࡎつをᢳ出してࢧンࣉリンࢢ計算を行った．

Stackingに関しては，各ベース学⩦ჾのクラスタẖの☜率

と地理的特徴量に対して，メタ学⩦ჾの重みと各メタ特

徴量のᐤ୚を┤᥋的に解㔘できるよ࠺にした．

㸱．⤖ᯝ

(1) ண ᛶ⬟の඲యホ౯

学⩦ჾの性能は，クࣟスࣂリデーションおよࡧ検証ࢭ

 トで評価した結果，ベース学⩦ჾの⢭度(Accuracyࢵ
Rate)はRFが0.7945，LGBMが0.8008，XGBが0.7985であ

った．これらを⤫合したVotingは0.8107であった．さら

にStackingのメタ学⩦ჾをẚ㍑したとこࢁ，LRをメタ学

⩦ჾとしたࡶのが0.8119で最高の⢭度であった．その௚

のStackingのメタ学⩦ჾの結果は，RFが0.8117，LGBMが

0.8026，XGBが0.8037であった．この結果を㋃ࡲえて，

௨㝆の分析では，LRのStacking(Stacking-LR)に╔目した． 
(2) ண ᛶ⬟のࢱࢫࣛࢡ別ホ౯

検証ࢵࢭトにおࡅるクラスタูの性能ᣦ標を表3に示す(2)．

全体のWeighted平ᆒF1್は0.805，Macro平ᆒF1್は0.741
であり，全体としてはẚ㍑的高い性能を示した୍᪉で，

クラスタ間で⢭度に差がぢられたといえる．具体的には，

，多いクラスタ3において適合率0.846ࡶート数が最࣏ࢧ
෌⌧率0.953，F1್0.896と最ࡶ高い分類性能を示した．

これに対し，クラスタ5では適合率0.758に対し෌⌧率が

0.528とపく，F1್0.623ࡶに␃ࡲった．ࡲた，クラスタ1
およ7ࡧにおいてࡶF1್はそれࡒれ0.673，0.688とややప

水準であった．クラスタ6はࢧンࣉル数がᑡないࡶのの，

適合率0.806，෌⌧率0.714，F1್0.758と୍定の性能を示

した．これらの結果から，本モデルは多数ὴクラスタに

対しては高い㆑ู性能を᭷する୍᪉で，ᑡ数ὴクラスタ

や෌⌧率のపいクラスタにおいてㄗ分類が生ࡌやすいこ

とが明らかとなった．

検証ࢵࢭトにおࡅるクラスタูのㄗ分類ഴྥをᢕᥱす

るため，行ṇつ化したΰྠ行ิを図1に示す．クラスタ3
では9割௨ୖがṇしく分類され，高い㆑ู性能を᭷してい

た．୍᪉でクラスタ5ではṇ解率が5割⛬度にとࡲ࡝り，

ṧりは୺にクラスタ3およࡧクラスタ4へㄗ分類されるഴ

ྥが☜ㄆされた．クラスタ1やクラスタ7においてࡶ，そ

れࡒれ6割⛬度がṇしく分類されたが，୍部はクラスタ2
やクラスタ3へ分ᩓしてㄗ分類された．クラスタ4につい

ては7割強がṇしく分類されたࡶのの，クラスタ3やクラ

スタ5とのΰྠがみられた．クラスタ6はࢧンࣉル数がᑡ

ないながら7割⛬度がṇしく分類され，Ᏻ定したഴྥを示

した．これらの結果は，クラスูの෌⌧率，F1್の結果

とᩚ合しており，本モデルが多数ὴクラスタに対しては

高い㆑ู性能を発᥹する୍᪉で，ࢧンࣉル数がᑡないク

ラスタ間ではㄗ分類が生ࡌやすいことを示している．

(3) ㄝ᫂ྍ⬟ᛶのゎ析

図2はベース学⩦ჾ(RF，LGBM，XGB)におࡅる特徴

量の┦対的重要度を示す．ここではモデルᅛ᭷のスࢣー

ル差を⿵ṇして┦対的なᐤ୚ẚをẚ㍑可能にするため，

各モデルෆで算出したSHAPの⤯対್の平ᆒ್をモデル

ẖに合計が1になるよ࠺にṇつ化してࢵࣟࣉトしており，

⾲2 㢮ᆺ໬に⏝ࡓ࠸ᆅ⌮ⓗ≉ᚩ㔞の୍ぴ 

ኚ数名 ᐃ⩏ 
 ఫᏯ䛛䜙᭱ᐤ䜚䛾Ἑᕝ䜎で䛾㊥㞳 ݎ݁ݒܴ݅_ݐݏ݅ܦ
 ఫᏯ䛛䜙᭱ᐤ䜚䛾避難ᡤ䜎で䛾㊥㞳 ݎ݁ݐ݈݄݁ܵ_ݐݏ݅ܦ
ఫᏯ࿘㎶30mෆ䛾᭱పᶆ㧗䛸ఫᏯᶆ㧗䛸䛾ᕪ䛾⤯ᑐ ݓ݋ܮ_݂݂݅ܦ_ݒ݈݁ܧ  ್
ఫᏯ࿘㎶30mෆ䛾᭱㧗ᶆ㧗䛸ఫᏯᶆ㧗䛸䛾ᕪ䛾⤯ᑐ ݄݃݅ܪ_݂݂݅ܦ_ݒ݈݁ܧ  ್
 ⋠≀ఫᏯ࿘㎶30mෆ䛾ᘓ ݒ݋ܥ_݈݀݅ݑܤ
 ⋠ఫᏯ࿘㎶30mෆ䛾㎰ᆅ ݒ݋ܥ_݈݀݊ܽ݉ݎܽܨ
 ⋠ఫᏯ࿘㎶30mෆ䛾㐨㊰ ݒ݋ܥ_݀ܽ݋ܴ
 ఫᏯ࿘㎶500mෆ䛾ᖹᆒᶆ㧗䛸ఫᏯᶆ㧗䛸䛾ᕪ 500_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ
 ఫᏯ࿘㎶1,000mෆ䛾ᖹᆒᶆ㧗䛸ఫᏯᶆ㧗䛸䛾ᕪ 1000_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ
 ఫᏯ࿘㎶1,500mෆ䛾ᖹᆒᶆ㧗䛸ఫᏯᶆ㧗䛸䛾ᕪ 1500_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ
 ఫᏯ࿘㎶2,000mෆ䛾ᖹᆒᶆ㧗䛸ఫᏯᶆ㧗䛸䛾ᕪ  2000_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ

⾲3 ᳨ドࢺࢵࢭによるࢱࢫࣛࢡ別のᛶ⬟ᣦᶆ(Stacking-LR) 
クラスタ 適合率 ෌⌧率 F1್ ࣏ࢧート数

1 0.735 0.621 0.673 58 
2 0.772 0.772 0.772 92 
3 0.846 0.953 0.896 426 
4 0.807 0.744 0.775 90 
5 0.758 0.528 0.623 89 
6 0.806 0.714 0.758 35 
7 0.729 0.652 0.688 66 
Macro平ᆒ – – 0.741 856 
Weighted平ᆒ – – 0.805 856 

ᅗ1 ᳨ドࢺࢵࢭにおける⾜ṇつ໬ࡓࡋΰྠ⾜ิ(Stacking-LR) 

ᅗ2 ࣋ーࢫᏛ⩦ჾにおける≉ᚩ㔞㔜要ᗘの比較(SHAPの⤯ 
ᑐ್のᖹᆒ್の࣋ーࣝࢹࣔࢫෆ┦ᑐ) 

-  70 -



Წの㛗さは各モデルෆでの特徴量の┦対的重要度を表す．

いࡎれのベース学⩦ჾで2000_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧࡶとݎ݁ݐ݈݄݁ܵ_ݐݏ݅ܦ
が┦対的重要度のୖ位に位⨨することが☜ㄆされた．こ

れは，これらが分類において୺要なุูᅉᏊであること

を示唆する．さらに，各モデル間での特徴量重要度㡰位

の୍⮴度を検証するためにSpearmanの㡰位┦関ಀ数を算

出した結果，ベース学⩦ჾ間(RFとLGBM，RFとXGB，

LGBMとXGB)では0.994–0.995と㠀ᖖに高い┦関を示し，

୺要な特徴量の㡰位௜ࡅはモデル間で୍㈏していること

が☜ㄆされた．

図3はベース学⩦ჾ(LGBM)について，各クラスタࡈと

に算出した地理的特徴量ูのSHAPの⤯対್の平ᆒ್を，

クラスタෆで合計が1になるよ࠺ṇつ化してࡲとめたࡶの

である．全体的にはᗈ域の標高関連のᣦ標(2000_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ，

が୺要ᅉᏊでݎ݁ݒܴ݅_ݐݏ݅ܦ，ݎ݁ݐ݈݄݁ܵ_ݐݏ݅ܦ500等)と_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ

あった．クラスタ3およ2ࡧでは2000_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧが支㓄的で

あり，これらのクラスタでの෌⌧率を支ᣢしていたとみ

られる．୍᪉，クラスタ5ではݎ݁ݒܴ݅_ݐݏ݅ܦ，ݎ݁ݐ݈݄݁ܵ_ݐݏ݅ܦ
に加えݓ݋ܮ_݂݂݅ܦ_ݒ݈݁ܧのᐤ୚が┦対的に大きく，図1のΰ

ྠ行ิでほᐹされた｢クラスタ5→クラスタ3｣のㄗ分類は，

୧者で標高関連のᣦ標のᐤ୚が重なることに㉳ᅉすると

考えられる．

図4にStacking-LRにおࡅる各特徴量のSHAPの⤯対್の

平ᆒ್を合計が1になるよ࠺にṇつ化した結果を示す．得

られたᐤ୚の分ᕸは，標高関連のᣦ標をはࡌめとした地

理的特徴量が支㓄的である୍᪉で，ベース学⩦ჾの出ຊ

(各クラスタに᥎定される☜率㸹௨ୗࠕメタ特徴量ࠖと表

グ)ࡶ↓どできない割合を༨めている．ࡎࡲ，ಶࠎの特徴

量のᐤ୚をみると， ，1500_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ ，1000_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ
500の4ᣦ標がୖ位を༨め，これ_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ，2000_݈ܴ݁ݒ݈݁ܧ

ら標高関連のᣦ標のᐤ୚は0.469(46.9%)に㐩した．ḟい

で，ݎ݁ݐ݈݄݁ܵ_ݐݏ݅ܦが0.0469(4.69%)，ݎ݁ݒܴ݅_ݐݏ݅ܦが0.0412
(4.12%)が┦対的に高いᐤ୚を示した．これらを合ࡏࢃ

ると，地ᙧ・❧地に関する᝟ሗがメタ学⩦ჾのุ᩿にお

いて୺要な説明変数であることが示唆される．୍᪉で，

ベース学⩦ჾの予測☜率を合計したᐤ୚は0.381(38.1%)
に㐩しており，単⊂の地理的特徴ࡅࡔではᤕえきれない

パターンをメタ学⩦ჾがベース学⩦ჾの出ຊを通ࡌて⿵

᏶していることが示される．とくにRFのクラスタ2᥎定

☜率(௨ୗ，｢RF-(C2)｣な࡝と示す)が0.0521，XGB-(C2)が
0.0306，RF-(C3)が0.0281，RF-(C1)が0.0249，LGBM-(C3)
が0.0221となり，┦対的に大きなᐤ୚をᣢࡕ，これらは

ベース学⩦ჾが各クラスタを㆑ูする㝿の᥎定☜率の᝟

ሗをメタ学⩦ჾが重どしていることを示す．

(4) ఫᏯの分㢮⤖ᯝのྍど໬

流域全体の住宅単位による分類結果(Stacking-LR)につ

いて，その✵間的分ᕸを流域全体で可ど化するために，

ᅜໃ調査の250 mメࢵシュෆで最ࡶ出⌧㢖度の高いクラス

タをそのメࢵシュの௦表್としてሬり分ࡅたࡶのを図5に
示す．図5からは，河川㏆くの氾濫ཎにおいてクラスタ3
がᗈく分ᕸしていることが☜ㄆできる．ࡲた，特に河道

に㏆いエリ࢔や，ᒣ間部においては避難リスクが高いク

ラスタ6が㞟中して分ᕸしていることが☜ㄆでき，┤ほ的

なイメージとᩚ合する．ࡲた，河川からᑡし離れたエリ

ᅗ3 ࣋ーࢫᏛ⩦ჾ(LGBM)におけるࢱࢫࣛࢡ別の≉ᚩ㔞㔜 
要ᗘの比較(SHAPの⤯ᑐ್のᖹᆒ್のࢱࢫࣛࢡෆ┦ᑐ) 

ᅗ4 Stacking-LRにおける࣓ࢱ≉ᚩ㔞およࡧᆅ⌮ⓗ≉ᚩ㔞の

㔜要ᗘの比較(SHAPの⤯ᑐ್のᖹᆒ್のࣔࣝࢹෆ┦ᑐ) 
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では避難実施可能性が高いクラスタ4が㞟中的に分ᕸし࢔

ていることが☜ㄆできる．これらの✵間的分ᕸはSHAP
解析で示された標高関連のᣦ標や河川との距離，避難所

との距離の高いᐤ୚度とᩚ合しており，地ᙧが避難リス

ククラスタの୍ḟ的なỴ定ᅉᏊであることを支ᣢする．

୍᪉，本✏では⣬㠃の㒔合ୖ，250 mメࢵシュに㞟⣙し

た結果しか示していないが，この図のみで避難のリスク

や支援のุ᩿をୗすことは༴㝤である．最㢖クラスタは

あくࡲでࢭルෆで最多であったクラスタを௦表したに㐣

シュෆ部にᏑᅾするᑡ数クラスタや予測☜率ࢵメ，ࡎࡂ

のࡤらつき，不☜実性ᣦ標を考慮するᚲ要がある．

㸲．⪃ᐹ

本研究は，地理的特徴量のみを用いて流域全体の水平

避難リスククラスタを大つᶍに᥎定する手法を提示した．

୺要な成果は，Stackingによる࢔ンࢧンࣈルが検証ࢵࢭト

で最高⢭度0.8119を㐩成したⅬである．SHAPによる特徴

量の重要度解析により，標高関連のᣦ標(住宅࿘㎶500-
2,000 mの標高平ᆒと住宅標高の差)が⥲ᐤ୚の⣙47%を

༨めた࡯か，避難所・河川との距離が୍㈏してᐤ୚度が

高いことを示した．加えて，ベース学⩦ჾの出ຊが最⤊

予測に⣙38%ᐤ୚していることから，地ᙧ᝟ሗと各学⩦

ჾがᤊえるᒁ所的パターンの┦⿵性を฼用したモデル⤫

合が᭷効であることが示唆された．୍᪉で，クラスタู

⢭度には差␗がぢられ，ᑡ数クラスタの㆑ูの難しさが

ㄢ㢟であった．特にクラスタ5では෌⌧率が0.528にと࡝

り，多くはクラスタ3や4にㄗ分類されるഴྥが☜ㄆさࡲ

れ，標高関連のᣦ標のᐤ୚が」数クラスタで重」するሙ

合に㆑ูがᅔ難となることが示唆された．

これらの▱ぢは，地理的特徴量のみでᗈ域の｢⬤ᙅ地域

(高リスククラスタ)｣を効率的に特定できることを示して

おり，避難所の᪂設や，避難経路のᩚഛな࡝のඃඛ的な

インࣇラ強化，支援㈨※の஦๓㓄ഛ，避難᝟ሗの重Ⅼ㓄

ಙといった対⟇案検討に㈨する．୍᪉，ᑡ数ὴクラスタ

においては予測不☜実性が高く，ពᛮỴ定時には⌧地調

査や♫఍的⬤ᙅ性のデータ等の㏣加᝟ሗや不☜実性ᣦ標

のే用がᚲ要である．᪉法論ୖ，本手法はシミュレーシ

ョンに基づく教師ラベルに౫Ꮡしており，シミュレーシ

ョン設定のㄗ差やࣂイ࢔スが予測結果にᙳ㡪する可能性

がある．さらに，⌧実的な㝈⏺として，本研究で用いた

説明変数は地理的特徴量に㝈定しており，ୡᖏᒓ性(高㱋

者ୡᖏ，自動車ಖ᭷等)といった♫఍・行動変数はྵめて

いないⅬに␃ពするᚲ要がある．

㸳．⤖ㄽ

本研究は，地理的特徴量のみを用いて流域全体の水平

避難リスククラスタを大つᶍに᥎定するᯟ⤌みを示した．

Stacking(メタ学⩦ჾ㸸Logistic Regression，ベース学⩦

ჾ㸸Random Forest, LightGBM, XGBoost)の࢔ンࢧンࣈル

は検証ࢵࢭトで最高⢭度0.8119を㐩成し，SHAP解析によ

り標高関連のᣦ標と避難所・河川との距離が୺要ᅉᏊで

あることを明☜にした．さらに，ベース学⩦ჾの出ຊは

最⤊予測に⣙38%ᐤ୚し，地ᙧ᝟ሗとモデル間の┦⿵的

᝟ሗの⼥合が᭷効であることが示唆された．

୍᪉で，本手法を実務に適用する㝿には，学⩦データ

のᣑ඘，クラス不ᆒ⾮や✵間ࣂイ࢔スの対⟇，不☜実性

ᣦ標の解㔘の強化をඃඛ的に実⿦す࡭きである．これら

を実⿦・検証したୖで，本手法は⌧地ほ測や詳細調査と

⤌み合ࡏࢃて用いる⿵ຓ的ពᛮỴ定支援ࢶールとして，

流域つᶍの防災計画におࡅるඃඛ㡰位௜ࡅや避難支援に

ᐤ୚するとᮇᚅされる．ᑗ᮶的には，実㝿の避難行動デ

ータや௚の被災஦౛を用いた外部検証を通ࡌてಙ㢗性を

高めることが不可Ḟである．

⿵ὀ 
(1) SHapley Additive exPlanations(SHAP)は，ᶵᲔ学⩦モデルの予測

に対する各特徴量のᐤ୚度をࢤーム理論に基づくShapley್を用

いて定量化する説明手法である．

(2) ｢適合率｣は，あるクラスタに分類された住宅のࡕ࠺，実㝿にそ

のクラスタにᒓするࡶのの割合を示す．｢෌⌧率｣は，実㝿にあ

るクラスタにᒓする住宅のࡕ࠺，モデルがṇしくそのクラスタ

に分類した割合を示す．｢F1್｣は，適合率と෌⌧率の調࿴平ᆒ

であり，ㄗ検出がᑡなく，かつぢ㏨しࡶᑡないሙ合に高い್を

示す୧者のࣂランスを測るᣦ標である．｢࣏ࢧート数｣は，各ク

ラスタにྵࡲれる評価データの件数を表す．｢Macro平ᆒ｣は， 
全クラスタのᣦ標್を単⣧平ᆒしたࡶのであり，各クラスタを

ᆒ等に扱࠺評価である．｢Weighted平ᆒ｣ は，全クラスタのᣦ標

್を࣏ࢧート数で重み௜ࡅして平ᆒしたࡶのであり，ࢧンࣉル

数の多いクラスタの性能が全体評価に強くᙳ㡪する．Weighted
平ᆒがMacro平ᆒを大きくୖᅇるሙ合，件数の多いクラスタで

高性能，件数のᑡないクラスタでప性能であることをព࿡する．

ㅰ㎡ 
本研究はJSPS科研㈝JP24K07987のຓ成をཷࡅたࡶのである． 
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